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1 

要約 

アフリカにおいて持続可能な開発目標（SDGs）の野心的で幅広いゴールを達成するには、従来の取

組では解決できなかった課題を解決するための新たな手法が求められており、科学・技術・イノベー

ション（STI）の活用と、優れたデジタル技術を持つ民間企業や学術研究機関、さらに投資家などを

巻き込んだ協業・共創による案件形成（オープンイノベーション）に期待が寄せられている。この背

景から JICA は 2019 年 2 月から「アフリカにおける破壊的なデジタル技術にかかるオープンイノベ

ーション情報収集・確認調査」を実施し、ケニア、ルワンダ、ウガンダ、ナイジェリアにて各国の特

定分野（農業分野など）における課題に対し、SIT を活用した課題解決アイデアを創出するための、

オープンイノベーション「Africa Open Innovation Challenge」を試行した（民間企業向けと高専向けの

二種類のオープンイノベーションを実施）。 

同調査の後続調査である本調査研究は、引き続き Africa Open Innovation Challenge として、オープン

イノベーションによる課題解決アイデアを募り、さらに具体的なソリューションの試行や導入を試

みるものである。現地課題とソリューションを持つ企業等を繋ぐためのプラットフォーム（オープン

イノベーション・プラットフォーム）の試行運用、そして実際のソリューション適用の試行（Proof of 
Concept: PoC）を通じ、サブサハラアフリカ地域において、STI 活用推進にかかるプログラムを実施・

運営していくために、対象国と JICA 内部及び外部における実施体制の整備を含む準備・検討を行う

ことを主目的としている。 

第 1 章では本調査研究の背景、目的、実施方針を説明し、第 2 章では調査対象各国の対象セクターに

関し、基礎的な情報収集、課題解決に資する各種デジタル技術活用の現状、また、STI 分野の取組み

に関する国際的な動向等の情報収集結果を記載している。そして、第 3 章にて、これらの情報に基づ

き Africa Open Innovation Challenge に適したテーマの絞り込みを行った経緯を説明している。当初、

各国の対象セクター候補は複数あったが、最終的に以下のセクター・テーマとなった。さらに第 3 章

では民間企業向け Africa Open Innovation Challenge によるソリューション募集と審査、そして PoC 実

施と結果を記載している。 

表：民間企業向け Africa Open Innovation Challenge の概要 

 

国 PoC企業 製品・サービス 出口案工期 要因／背景

ガーナ・

ザンビア
Augumenta スマートグラス ✓ JICA事業への導入10月末終了 コロナ禍でリモート研修の明確なニーズがある技プロとの

連携によるPoC実施

セネガル Maad タブレット ✓ 技プロでの活用9月末終了 デジタル技術活用による業務効率化を目指すC/P機
関と技プロ専門家の積極的な関与

セネガル JIRAS 気象予測
✓ デモ版用ID付与、技プ
ロ、JIRCAS予算9月末終了 デジタル技術活用による業務効率化を目指すC/P機

関と技プロ専門家の積極的な関与

ベナン
Dive into

Code
プログラミング

学習
✓ 民間独自ビジネス11月末終了 ベナン進出に本気の採択企業、人脈豊富な現地パー

トナー企業、ベナンデジタル開発庁の積極的な関与

タンザニア Hakki 信用スコアリング ✓ 民間独自ビジネス12月末終了 ケニア及びタンザニアにおけるマイクロファイナンス市場の

活発化及び技術的可用性の確認ができたため

タンザニア Syno Japan 農業マーケティン

グの促進
✓ 技プロでの活用12月末終了 デジタル技術活用による開発効果の向上を目指す技

プロ専門家の積極的な関与と横展開の可能性

モザンビーク Hylable 教育現場の

対話の可視化
✓ 民間独自ビジネス10月末終了 現地関係者（教員養成校、人間開発教育省な

ど）の協力

民
間
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出典：JICA 調査団作成 

また、本調査研究では民間企業向けに加えて高専向けの Africa Open Innovation Challenge も試行して

おり、その実施結果を第 4 章にまとめている。 

表：高専向け Africa Open Innovation Challenge の概要 

 

出典：JICA 調査団作成 

第 5 章では、現地課題とソリューションを持つ企業等を繋ぐためのオープンイノベーション・プラッ

トフォームの試行運用の結果と各国での PoC の結果から得らたら教訓を整理した。オープンイノベ

ーション・プラットフォームの運用については、外部の類似サービスを活用する方法もあり得るが、

JICA 自身がすでに課題情報とソリューションを持つ企業情報の両方を有していることから、それら

の情報を適切にデータベースとして活用することで、JICA がこれまで以上に国際開発分野でのオー

プンイノベーションの推進役となり得る可能性を示唆している。また、各 PoC を実施した大半の企

業は独自ビジネスの展開や JICA 事業との連携といった次の展開へのきっかけを掴むことができた。

そして、これらの成果が出た理由を JICA の既存スキームと比較することで、サプライドリブンでは

ないニーズドリブンなアプローチ、課題とソリューションの両方を理解したうえでのマッチング、

PoC 実施に係る関係者の巻き込み、可塑性の高い調達の仕組、現地ニーズに合わせたソリューション

のローカライズ、迅速な PoC 実施（手続き面での迅速なプロセス）といった複数の教訓を導き出し

た。 

最後に第 6 章では、JICA が今後 Africa Open Innovation Challenge を継続運用するための提言を、運営

方針、運営方法、運営体制という視点からまとめている。従来型のプロジェクトでは解決が困難な課

題に対し、民間企業等のソリューションを実際に試行する機会を JICA 内外に提供することが Africa 
Open Innovation Challenge の存在意義であると考えられる。具体的な運用にあたっては、質の高い課

題を継続的に現場から吸い上げる仕組みや事前の出口戦略の設定が重要であり、そのためには、オー

プンイノベーション担当者の配置や、課題とソリューションの両方の知識を持ちマッチングを実現

できる人材の育成などが必要である。さらに JICA と民間企業等による PoC の成果は、相手国政府、

他ドナー、民間企業、投資家といった様々なアクターとの連携によって継続性やインパクトを拡大す

ることが可能となる。このような成果の普及と拡大をもたらす関係性の構築（ネットワーク構築）を

積極的に進めていくことが肝要である。 

 

ルワンダ コロナ感染拡大防止にモノづくりの力で貢献

モザンビーク 農村のデジタル化（電波マップ共有）

タンザニア 簡易な石抜き機によるコメの取引価格改善

ガーナ 廃プラ活用の舗装用ブロックの生産性向上

国 設定されたテーマ（チャレンジ）

高
専

トゥンバ高等技術専門学校

日本植物燃料

WASSHA

Neplast Ghana

連携先



1-1 

 調査概要 

1.1 調査の背景・目的 

1.1.1 調査の背景 

アフリカにおいて、持続可能な開発目標（SDGs）の野心的で幅広いゴールを達成するには、従来の

取組では解決できなかった課題を解決するための新たな手法が重要であり、科学・技術・イノベーシ

ョン（STI）の活用により、より包括的かつ持続的な開発を達成することが期待されている。こうし

た状況下で開催された第7回アフリカ開発会議（TICAD7）に向けて、2018年より国際協力機構（JICA）
内に STI タスクフォースが立ち上がり、TICAD7 では人と技術とイノベーションがテーマになり、今

後のフォローとして STI の促進が求められている。 

STI は、「Business As Usual」から飛躍する「リープフロッグ」型解決策のほか、「誰一人取り残さな

い」ための包摂性の高い取り組みであるグッドプラクティスのスケールアップやスプレッドアウト

を可能にする。アフリカ諸国が STI を利活用した開発に取り組むために不可欠な、人材育成等の能力

強化やインフラを含む既存システムの改善も含め、JICA のこれまでの協力に関する知見を活用しつ

つ、科学技術とアフリ力の社会課題・ニーズをマッチングさせ、従来の手法に捉われない発想で社会

課題の解決に取り組むことを目指す。 

こうした背景を踏まえ、「アフリカにおける破壊的なデジタル技術にかかるオープンイノベーション

情報収集・確認調査」（以下、第 1 回調査）がケニア、ルワンダ、ウガンダ、ナイジェリア（以下、

第 1 回調査の対象国）で実施され、各国で日本企業、諸外国企業、投資家、公的機関等様々なアクタ

ーと議論、ブレーンストーミング、ワークショップを通じての協業・共創による案件形成（オープン

イノベーション）を試行し、生まれたアイデアの実現にむけて、プロトタイプの実証実験（Proof of 
Concept: PoC）を行っている。 

第 1 回調査では主に開発課題と機会に係るアウェアネス向上、ステークホルダーの巻き込み、アイデ

ア創出を主な目的とする、オープンイノベーションの素地となるコミュニティ形成にフォーカスを

当てた活動を行ったことから、実践的な事業化に向けた取り組みは限定的であった。このため、次の

段階として、実践的な事業化に繋がる案件形成に係る調査が企画された。 

第 1 回調査の結果や TICAD7 での議論結果を踏まえ、JICA では「STI for TICAD オープンイノベーシ

ョン・プラットフォーム」が設置される予定である。同プラットフォームは、STI を利活用した開発

課題の解決がより多く創出されることを促進するため、開発途上国が抱える社会課題（ニーズ）と日

本国内の関係者が有する知見・経験・技術（シーズ）を繋ぐ仲介機能（カタリスト）となることが企

図されている。 

本調査研究では第 1 回調査の結果を踏まえ、同プラットフォームの試行を行い、国内外における他の

ステークホルダー、ベンチャーキャピタルを含む金融機関とも連携し、国内外を繋ぐうえでの連携体

制構築を目指す。また、この連携を通じてその他の類似プラットフォームと連携させることで国内外

を繋ぐ同プラットフォームの機能促進を図る。 
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図 1-1 イノベーションによるグッドプラクティス創出イメージ 

出典：JICA 調査団作成 

また、第 1 回調査の結果を踏まえ、オープンイノベーション手法を積極的に採用しつつ、JICA がア

フリカ域内で実施している本調査研究に関連する技術協力プロジェクトや技術専門家等と協力しな

がら具体的な開発課題の解決を試行することが計画されている。加えて、第 1 回調査ではカバーして

いない西部アフリカ及び南部アフリカ諸国を主な対象に、技術協力プロジェクトの課題解決を念頭

に、主にオープンイノベーション手法を採用しつつ、周辺課題も含めて課題解決について検討する予

定である。 

1.1.2 調査の目的 

本調査研究では、第 1 回調査の結果を踏まえ、サブサハラアフリカ地域において、STI 推進にかかる

プログラムを実施・運営していくために、対象国と JICA 内部及び外部における実施体制の整備を含

む準備・検討を行うことを目的としている。更に、本調査研究では、プラットフォームの運営におい

て蓄積される知見も踏まえ、提言をとりまとめる。本調査研究にて新規調査対象国として追加された

セネガル、ベナン、ガーナ、タンザニア、モザンビーク、ザンビア（以下、新規対象国）での STI の
適用可能性を調査するとともに、民間企業、政府、各種団体、学術機関等の持つ技術やアイデアをオ

ープンイノベーションにより取り入れることで、アフリカ地域の開発課題の解決を図る方法を検討

し、プラットフォームに知見を集約させることを目的とする。 

1.2 調査の実施方針 

1.2.1 業務実施フロー 

下図の業務フローにより本調査を実施した。業務を進めていく中で、新型コロナウイルスの影響があ

ったため、当初は 2021 年 3 月末に完了予定であったが約 1 年間の延長となった。 
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図 1-2 業務フロー 

出典：JICA 調査団作成 

凡例： 現地業務期間 国内作業期間

【第1次国内作業】（2020年1月下旬～2020年2月下旬）

① 新規対象国に係る事前調査

② 高専イノベーションチャレンジの企画検討

③ PoCの選定サポート

④ プラットフォーム設計

⑤ インセプションレポートの作成

【第1次現地作業】（2020年2月下旬～2020年3月中旬）

① 新規対象国におけるSTI適用可能性の整理

② 高専オープンイノベーションチャレンジの準備

③ 第1回調査対象国のPoC準備

④ プラットフォームに入力するデータの確認

【第2次国内作業】（2020年3月下旬～2021年月1月下旬）

① オープンイノベーションテーマの検討

② 機構の日本側関係者との連携検討、オープンイ
ノベーションの実施検討

③ オープンイノベーションの結果検討

④ PoCの実施支援

⑤ プラットフォーム構築に向けた情報収集

⑥ 現地調査計画のとりまとめ

【第2次現地作業】（2021年3月上旬～2021年5月下旬）

① 現地調査の実施：新規対象国

② PoCの実施支援：ビジネスモデルのブラッシュ

アップ、デモの実施

③ オープンイノベーションからのアイデア、ビジ
ネスの検討会やプロトタイプのデモの実施

④ 有望なアイデアの実現方法の検討

【第3次国内作業】（2021年2月上旬～2021年3月中旬）

① 現地調査結果のとりまとめ

② PoCの実施支援

③ プラットフォームに掲載する情報のとりまとめ

④ インテリムレポート（IT/R)の作成

【第3次現地作業】（2021年6上旬月～7月下旬）

① 現地調査の実施：新規対象国

② PoCの実施支援：第1回調査対象国

③ PoCの実施支援：ビジネスモデルのブラッシュ

アップ、デモの実施

【第4次国内作業】（2021年8月上旬～2022年3月下旬）

① 現地調査結果のとりまとめ

② プラットフォームの連携と引継ぎ

③ ドラフトファイナルレポート(DF/R)の作成及び

発表

④ ファイナルレポート(F/R)の作成

2022
1月 2月 3月

2021
7月 8月 9月 10月 11月 12月12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月6月 7月 8月 9月 10月 11月

                                          期間

作業項目

2020
1月 2月 3月 4月 5月
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1.2.2 調査実施体制 

調査実施体制は以下のとおり。 

表 1-1 調査実施体制 

氏名 所属先 担当業務 

櫻井 理 有限責任監査法人トーマツ 業務主任者／プラットフォーム構築支援 

相良 美奈子 デロイトトーマツベンチャーサポート株式会社 オープンイノベーション 1 

坂田 道志 有限責任監査法人トーマツ オープンイノベーション 2 

築山 淳志 デロイトトーマツベンチャーサポート株式会社 オープンイノベーション 3 

柴田 陽子 有限責任監査法人トーマツ プラットフォーム構築支援補佐／オープン

イノベーション 4 

石嶋 桃子 有限責任監査法人トーマツ デジタル技術利活用 1 

佐崎 達朗 有限責任監査法人トーマツ デジタル技術利活用 2 

中山 広毅 デロイトトーマツベンチャーサポート株式会社 デジタル技術利活用 3 

木井 萌美 有限責任監査法人トーマツ デジタル技術利活用 4 

渡辺 太郎 有限責任監査法人トーマツ デジタル技術利活用 4 

竹内 知成 有限責任監査法人トーマツ プラットフォーム構築支援／デジタル技術

利活用 1／デジタル技術利活用 2 
出典：JICA 調査団作成 
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 新規調査対象国における社会課題・周辺課題 

2.1 対象国における対象セクターの状況、デジタル技術活用の現状 
新規調査対象各国の対象セクター（以下図参照）に関し、基礎的な情報収集、課題解決に資する各種

デジタル技術活用の現状、また、STI 分野の取組みに関する国際的な動向（他ドナーの動向含む）等

の情報収集を行った。これらを踏まえ、オープンイノベーションに適したテーマの絞り込みを行った。 

 

 
図 2-1 新規対象国と対象セクター 

出典：JICA 調査団作成 

 

これら一連の調査・分析（各対象国の課題の整理、該当分野のイノベーション動向および現地と国内

のステークホルダー調査、テーマの絞り込み）は、下記に従い行った。 

➢ 各対象国の課題に関連した JICA の協力実績および JICA がソリューション提供者に対し提供し

得るアセットを整理。 

➢ 関連する JICA 報告書等により課題の分析と整理。 

➢ 他ドナーの STI に関連する動向を調査。 

➢ 各対象国の対象分野における STI 適用事例の有無、有る場合はその概要を整理。 

➢ 対象分野に関連する新興国・途上国・対象国・国内のイノベーション動向および現地・国内のス

テークホルダーについて情報収集。イノベーション動向やテクノロジーについては、当法人グル

ープが有する世界中のスタートアップとテクノロジーの情報を検索できる独自のプラットフォ

ームである Tech Harbor を活用し調査。 

➢ 上述の情報をもとに、主に ODA 事業形成を目的として、新規事業案の仮説を構築し、仮説検証

が必要なポイントを整理。 
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➢ 開発途上国の社会課題解決に関心を有する大企業、財団、民間ファンド、アクセラレーター等（例 

一般社団法人コペルニク・ジャパン、神戸情報大学院大学、アフリカスタートアップを対象とし

た VC、商社等）にヒアリングを行い、オープンイノベーションにおける連携可能性（スポンサ

ーシップ、選定された事業者・アイデアに対する支援の可能性）について確認。 

➢ 上述の情報を整理の上、JICA タスクフォース関係者や現地関係者と協議し、オープンイノベー

ションに適したテーマを 1 か国あたり 1～2 つ程度まで絞り込み。 

以下に各新規対象国に関する調査結果の詳細を示す。 

2.2 ガーナ 

2.2.1 交通需要管理、計画策定の効率化 

 対象セクターの現状 

ガーナの首都アクラ市を含む大アクラ圏は、西アフリカ成長リンクの沿岸及び内陸部に至る街道が

交差し、西アフリカでも交通の要衝にあり、東部回廊や国道 1 号線（ラゴス―アビジャン回廊）との

結節点になっている（以下図参照）。 

 
図 2-2 西アフリカ成長リンクにおけるガーナおよびアクラの位置付け 

出典：The Project on the Corridor Development for West Africa Growth Ring Master Plan Final Report 2017.7 JICA 

 

以下図は、ガーナにおける幹線道路の道路ネットワークを示したものである。旅客輸送の 95％、貨

物輸送の 90％を道路に依存しているが、舗装率は幹線道路でも 50％以下であり、幹線道路の 38％は

損傷等により走行性が低下する「劣悪」な状況にある。 
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図 2-3 ガーナおよびアクラの道路ネットワーク 

出典：The Project on the Corridor Development for West Africa Growth Ring Master Plan Final Report 2017.7 JICA 

 

急激な人口増加に伴い、アクラの中心市街地では容量を超え慢性的な渋滞が発生。アクラの中心市街

地では朝夕の時間帯において速度が 15km/h 以下の区間が多数存在し、都市間交通を担うモータウェ

イにおいても 30km/h以下の区間が多数存在する。 

 
図 2-4 アクラ中心市街地における旅行速度 

出典：Transportation Master Plan Greater Accra Region 2016 KOICA 

省庁間の連携不足、公共交通機関の不適切な運用、交通量や道路状況を可視化するためのデータや計

画策定支援ツールの不足等、以下図のとおり、複合的な課題により交通改善のための適切な計画策定

ができていない。 
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図 2-5 計画策定における課題 

出典：JICA 調査団作成 

 

省庁レベルで土地利用計画と輸送計画が分断されている他、多様なステークホルダーの利権が絡み

公共交通サービスに関する政府のガバナンスが弱い。以下表に、関係する政府機関とその役割を示す。 

表 2-1 交通計画策定に関連するステークホルダー 

 
出典：JICA 調査団作成 

 

  JICA 及び他ドナーの動向 

JICA はインフラ分野における豊富な協力実績を有し、MRH や GHA との強固な関係性、実証実験の

場としての国道 8 号線等を想定することができる。 
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表 2-2 インフラ分野における JICA の協力実績 

 
出典：JICA 調査団作成 

 

他ドナーについては、CDB と AFD が交通分野の支援を提供している（以下図参照）。 

表 2-3 交通計画分野における他ドナーの支援 

 
出典：JICA 調査団作成 

 

 各種デジタル技術の適用可能性 

交通需要管理や計画策定におけるアプローチ可能な課題・要因に関し、想定されるソリューションの

類型を以下図に示す。日本では自動車会社や道路会社、通信会社等が保有している既存のビッグデー

タを基に展開しているソリューションが多いため、本取り組みでは、データ収集→アウトプットがあ

るソリューションが適していると考える。 

# 案件名 スキーム 期間 C/P 概要

1
道路橋梁維持管理プロジェク
ト

技プロ 2019-2023 MRH
道路及び橋梁維持管理に係るマニュアルの改訂および事業管理のハンドブック
の作成を通じて新設・改良・維持事業の能力向上を目指すもの

2 第二次国道8号線改修計画 無償 2018- GHA
中部州において国道8号線南部区間の改修および橋梁の架け替えを行うことによ
り、対象道路の円滑かつ安全な道路交通の確保を図ることにより、ガーナの主要
経済圏及び内陸国との連結性向上に寄与するもの

3 ガーナ国際回廊改善計画 無償 2017- GHA
テマ交差点の立体化、中部州における国道8号線の改修を行うことで円滑かつ安
全な道路交通の確保を図ることにより、国際回廊（ラゴス―アビジャン回廊、東部
回廊等）間の物流の円滑化に寄与するもの

4
東部回廊ボルタ川橋梁建設
事業

有償 2016- GHA

ガーナ最大のテマ港とブルキナファソ国境クルンググを結ぶ東部回廊において、
ボルタ川に新橋を建設することにより、対象地域の輸送能力増強を図ることにより、
ガーナ南北地域間およびブルキナファソ等との国際物流・公益の活性化に寄与す
るもの

5
LBTによる瀝青表面処理工法
開発プロジェクト

技プロ 2016-2019
道路省地方
道路局

労働集約的な簡易舗装（瀝青表面処理）工法に係る技術指針等を試験施工等を
通じて策定することにより、本格適用に向けた取り組みに貢献するもの

6
西アフリカ成長リング回廊整
備戦略的マスタープラン策定
プロジェクト

開発計画 2015-2018

西アフリカ経
済通貨同盟
委員会、
ガーナMRH

沿岸部と内陸部のバランスある経済発展につながる地域開発戦略及び計画を策
定することにより、域内の格差是正及び物流改善に資する計画が承認され事業
化されることを通じて地域の経済成長及び民間投資拡大に寄与するもの

7
クマシ都市圏総合開発計画
プロジェクト

技プロ 2011-2013

環境・科学・
技術省都
市・国土計
画局（当時）

2025年までの大クマシ都市圏の開発戦略及び空間計画並びに土地利用計画及
びセクター計画の策定、優先事業の選定及び概略事業実施計画の策定、都市開
発計画に係る都市・国土計画局の能力向上を通じて、都市機能の改善に向けた
都市開発の促進を図ることにより、大クマシ都市圏での公共サービスへのアクセ
スや質の向上及び社会基盤インフラの効率的かつ効果的な開発に寄与するもの
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出典：JICA 調査団作成 

図 2-6 課題に対する現存 ICT ソリューション 

ソリューションの各類型に対し、対応する技術／サービスを保有する企業・ステークホルダーを以下

図に示す。 

 
図 2-7 国内の関連技術・サービス保有会社 

出典：JICA 調査団作成 

交通需要管理や計画策定の効率化に関し適用可能と考えられるデジタル技術について、個別事例の

情報を取り纏めた。以下に、企業名、そのサービス概要、優位性等について示す。 
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ICT ソリューションの事例① 

株式会社リコーは、一般自動車に設置したカメラにより、道路の修繕の必要度合いを自動で見える化

する技術を開発している。 

  
図 2-8 道路状況の可視化：カメラを活用した道路測量・維持管理 

出典：当該企業の Web サイトより JICA 調査団作成 

 

ICT ソリューションの事例② 
株式会社テラドローンは、最先端テクノロジーを活用してインフラ構造物の予防保全や交通量の計

測を実現するための技術を開発している。 

  
図 2-9 道路状況・交通状況の可視化：ドローンを活用したインフラ点検・交通量計測 

出典：当該企業の Web サイトより JICA 調査団作成 
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ICT ソリューションの事例③ 
NEC 株式会社は、IoT とビッグデータ分析の高度な応用により、スマートバスシステムの構築を実現

する技術を開発している。 

 
図 2-10 運行管理ツールやノウハウの導入：公共交通機関の運行管理ツール 

出典：当該企業の Web サイトより JICA 調査団作成 

 

ICT ソリューションの事例④ 
株式会社ナビタイムジャパンは、交通状況の可視化・シミュレーションのデバイスとして、各種交通

ビッグデータを活用したソリューションを開発している。 

 
図 2-11 GPS を活用した位置情報分析ソリューション 

出典：当該企業の Web サイトより JICA 調査団作成 
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ICT ソリューションの事例⑤ 

日立グループは、交通状況の可視化・需給予測・シミュレーションを行うサービスとして、最先端テ

クノロジーを適用した各種交通ビッグデータを活用したソリューションを開発している。 

  
図 2-12 最先端テクノロジーを活用した交通状況の可視化ソリューション 

出典：当該企業の Web サイトより JICA 調査団作成 

 

 OI のテーマ候補 

交通計画分野における OI テーマ候補につき、下表のとおり整理した。道路・橋梁維持管理効率化で

は既に iPhone を活用した実証が進められており需要がないことが確認された。交通計画策定の効率

化は関連プロジェクトがなく、課題を熟知したステークホルダーや PoC 実施体制の確保が OI を進め

る上で課題となる可能性がある。 

表 2-4 交通計画分野におけるテーマ設定の候補 

 
出典：JICA 調査団作成 
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2.2.2 保健システムの効率化（母子保健） 

 対象セクターの現状 
主要な母子保健の指標である妊産婦死亡率（Maternal Mortality Ratio: MMR）、新生児死亡率（Neonatal 
Mortality Rate: NMR）、5 歳未満児死亡率（Under 5 Mortality Rate: U5MR）は、近年緩やかな改善がみ

られるが、経済的に同水準の国と比較すると未だ死亡率は高い基準にあり、サービスの質の改善が急

務である。 

MDG 目標値は達成しなかったものの、2001 年から 2017 年にかけて妊産婦死亡率（出生十万対）は

484 から 308 に減少するなど一定の改善はみられたが、未だ死亡率は非常に高い。 

 
出典：Word Bank Data 

図 2-13 妊産婦死亡率の推移 

2000 年から 2018 年にかけて新生児死亡率（出生千対）は 36.2 から 23.9 に、5 歳未満児死亡率（出生

千対）は 99.5 から 47.9 に低減するなど改善しているが、未だ改善の余地は高い。 

 
出典：Word Bank Data 

図 2-14 新生児死亡率、5 歳未満児死亡率の推移 

 

 

母子継続ケアの現状と課題 

母子保健のカバレッジを示す妊産婦健診の受診率、熟練介助者による出産介助率、産後ケア受診率の

状況を、以下に示す（出典：Ghana Maternal Health Survey 2017）。ボトルネックとして、助産師や小

児科の地域偏在による医療アクセス格差とサービスの質の低さが挙げられる。 
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➢ 妊産婦健診の受診率（4 回以上）: 89%（2017 年） 

➢ 熟練介助者による出産介助率: 79% （2017 年） 

➢ 産後ケア受診率（産後 48 時間以内）: 84% （2017 年） 

 

ガーナ政府の取組 

ガーナ政府は 2010 年 7 月に National E-Health Strategy を策定し、データに基づいた計画策定のため、

末端から国レベルまでの情報の電子化に取り組んでいる（以下表参照）。 

表 2-5 E-health に関する基本政策 

 
出典：JICA 調査団作成 

表 2-6 ICT に関連した政府の取り組み 

 
出典：JICA 調査団作成 

 

 JICA 及び他ドナーの動向 

JICA はガーナにおいて EMBRACE モデルのもと母子継続ケアを推進、母子保健分野における豊富な

協力実績をし、GHS、北部州医療施設・コミュニティとの強固な関係性を持っている。保健分野にお

ける近年の協力実績を以下表に示す。 
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表 2-7 保健分野における主な協力実績 

 
出典：JICA 調査団作成 

 

同国における保健 ICT に関連する国際的な動向を、以下表に示す。 

表 2-8 ICT に関連したドナー等の取り組み 

 
出典：JICA 調査団作成 

 

 各種デジタル技術の適用可能性 

保健システム（母子保健）に関する課題は妊娠前から生後までの時間軸（横軸）と保健システムの構

成要素（縦軸）で整理できるため、それぞれに対応するソリューションの類型を以下図に整理した。 
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図 2-15 現存の ICT ソリューション 

出典：JICA 調査団作成 

ソリューションの各類型に対し、対応する技術／サービスを保有する国内外の企業・ステークホルダ

ーを以下図に示す。 

 
図 2-16 国内外の関連技術・サービス保有会社 

出典：JICA 調査団作成 

保健システム（母子保健）の効率化に資すると考えられるデジタル技術について、個別事例の情報を

取り纏めた。以下に、企業名、そのサービス概要、優位性等の概略を示す。 
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ICT ソリューションの事例① 

Babylon Health 社は、世界中の誰もが手軽な価格で医療サービスを受診できる世界を目指し、AI チャ

ットボットによる医療診断サービスを開発している。 

  
図 2-17 遠隔医療・モバイル医療のサービス提供 

出典：当該企業の Web サイトより JICA 調査団作成 

 

ICTソリューションの事例②-1 

メロディ・インターナショナル株式会社は、世界中の妊婦と医師のコミュニケーション・プラットフ

ォーム構築を目指したモバイルデバイスを開発している。  

  
図 2-18 妊婦と医師のコミュニケーションのモバイルデバイス 

出典：当該企業の Web サイトより JICA 調査団作成 
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ICT ソリューションの事例②-2 

レキオ・パワー・テクノロジー株式会社は、革新的な医療機器と IT 技術を駆使し、世界の医療空白

地帯を埋めることを目指し、モバイルデバイス（超音波画像診断装置）の開発を行っている。 

  
図 2-19 モバイルデバイス（超音波画像診断装置）の開発 

出典：当該企業の Web サイトより JICA 調査団作成 

 

ICT ソリューションの事例③ 

株式会社 miup は、大量のバイタルデータを基に、全世界での健康管理・診断補助・予防のエコシス

テム構築を目指し、AI 診断補助のシステムを開発している。 

  
図 2-20 ICT 遠隔医療・検診サービス 

出典：当該企業の Web サイトより JICA 調査団作成 
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ICT ソリューションの事例④-1 

GiftedMom 社は、最新技術の活用で遠隔地での母子死亡率の低下を目指し、母親向け情報プラットフ

ォーム（アプリ）を開発している。 

  
図 2-21 保健情報のプラットフォーム  

出典：当該企業の Web サイトより JICA 調査団作成 

 

ICT ソリューションの事例④-2 

Babymigo 社は、医師へのアクセスがない地域での助け合い情報プラットフォーム（母親向け情報プ

ラットフォーム）を構築している。 

 
図 2-22 母親向け情報プラットフォーム  

出典：当該企業の Web サイトより JICA 調査団作成 
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ICT ソリューションの事例④-3 

株式会社 NTT ドコモ×富士通株式会社は、妊産婦が自身の健診結果などを一元管理・確認できる仕組

み（母子手帳電子化・病院カルテとの連携）を開発している。   

  
図 2-23 母子手帳電子化・病院カルテとの連携サービス  

出典：当該企業の Web サイトより JICA 調査団作成 

 

ICT ソリューションの事例④-4 
ソフトバンク株式会社は、乳幼児期から生涯にわたり健康情報を記録・管理し、プロアクティブに支

援が可能なサービス（母子手帳電子化・病院カルテとの連携）を開発し提供している。  

  
図 2-24 成長ログサービス（母子手帳電子化・病院カルテとの連携）  

出典：当該企業の Web サイトより JICA 調査団作成 
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ICT ソリューションの事例⑤ 

Zipline International 社は、地球上の全人類に必須医薬品への即時アクセスを提供することを目指し、

血液や医薬品のドローン配送を開発している。  

  
図 2-25 血液や医薬品のドローン配送 

出典：当該企業の Web サイトより JICA 調査団作成 

 

 OI テーマ候補 

保健分野では、ODA 事業形成型を出口として想定した妊婦や母親の啓蒙強化、または、民間事業形

成型を出口として想定した保健医療サービスの質改善が、OI のテーマ候補として考えられる。 

表 2-9 保健システム効率化（母子保健）分野におけるテーマ設定の候補 

 
出典：JICA 調査団作成 
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2.2.3 無電化地域の電化 

 各種デジタル技術の適用可能性 

ガーナ事務所関係者より追加で関心が示された無電化地域の電化に関し、課題解決に資すると考え

られるデジタル技術について、個別事例の情報を取り纏めた。企業名、そのサービス概要、優位性の

概略を、以下に事例毎に示す。 

 

ICT ソリューションの事例① 

WASSHA 株式会社は、未電化地域への電力サービスの提供を実現することを目指し、従量課金制に

よるオフグリッド電力の供給サービスを開発している。  

  
図 2-26 電力制御・メンテナンス・課金の遠隔管理 

出典：当該企業の Web サイトより JICA 調査団作成 
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ICT ソリューションの事例② 

M-Kopa 社は、未電化地域への電力サービスの提供を実現するために、従量課金制のソーラーシステ

ムを開発している。 

 
図 2-27 従量課金制のソーラーシステム 

出典：当該企業の Web サイトより JICA 調査団作成 

 

ICT ソリューションの事例③ 
Mobisol Group は、未電化地域への電力サービスの提供を実現するために、従量課金制によるオフグ

リッド電力を開発・供給している。  

 
図 2-28 従量課金制によるオフグリッド電力 

出典：当該企業の Web サイトより JICA 調査団作成 
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 OI のテーマ候補 

無電化地域の電化は、民間投資が入り易い分野であり、既に有望なベンチャーは既に参入・可視化さ

れていることから、JICA が実施する OI テーマ候補として優先順位は低い。 

 
図 2-29 電力分野におけるテーマ設定 

出典：JICA 調査団作成 

2.3 セネガル 

2.3.1 保健システムの効率化 

 対象セクターの現状 

セネガルの保健システムの現状について、同国の同分野におけるODA協力の柱であるユニバーサル・

ヘルス・カバレッジ（UHC）で用いられる保健システムの機能・構成要素のフレームワーク（保健

財政、サービス提供、保健人材、保健情報、医薬品・ワクチン・医療技術、リーダシップ・ガバナ

ンス）に沿って主要課題を以下表のとおり整理する。 
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表 2-10 UHC 達成に係る主要課題 

 
出典：*1: 2011 年、国家人口統計局 *2: 2016 年、JICA 調査 *3: 2015 年、世銀 *4: 2013 年、WHO     

*5: セネガル「国家保健開発計画（PNDS1998-2007）」  *6: 2010 年、セネガル保健社会活動省 

 

母子継続ケア及び医療保険の分野では、複数の民間ステークホルダーが存在し、ここでは日本企業に

絞って一例を記載する。なおいずれもセネガルでの活動実績は確認されていない。日本企業を中心に

民間のステークホルダーが存在する。 

表 2-11 母子継続ケア及び医療保険に関連するステークホルダー 

 
出典：JICA 調査団作成 
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 JICA 及び他ドナーの動向 

JICA は、セネガルにおける UHC の達成に向けて、様々なスキームを活用した包括的な支援を実施し

てきており、中央及び地方政府の保健医療関連部署等と強固な関係性を有している。保健医療分野に

おける近年の協力実績を以下表に示す。 

表 2-12 JICA の保健医療分野における支援実績 

 
出典：JICA 調査団作成 

以下表のとおり、複数のドナーが保健医療分野の支援を実施している。他ドナーの既存支援を踏まえ

た上で、OI のテーマ設定が必要になる。 

表 2-13 医療保健分野における他ドナーの ICT 関連支援 

 
出典：JICA 調査団作成 
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 各種デジタル技術の適用可能性 

➢ 母子継続ケア 

保健システム（母子継続ケア）に関する課題は妊娠前から生後までの時間軸（横軸）と保健システム

の構成要素（縦軸）で整理できるため、それぞれに対応するソリューションの類型を以下図に整理し

た。 

 
図 2-30 母子保健の ICT ソリューション類型 

出典：JICA 調査団作成 

母子継続ケアの効率化に資すると考えられるデジタル技術について、個別事例の情報を取り纏めた。

企業名、そのサービス概要、優位性の概略を、以下に事例毎に示す。 
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ICT ソリューションの事例① 

メロディ・インターナショナル株式会社は、世界中の妊婦と医師のコミュニケーション・プラットフ

ォーム構築を目指したモバイルデバイスを開発している。  

 
図 2-31 妊婦と医師のコミュニケーションのモバイルデバイス 

出典：当該企業の Web サイトより JICA 調査団作成 

ICT ソリューションの事例② 

レキオ・パワー・テクノロジー株式会社は、革新的な医療機器と IT 技術を駆使し、世界の医療空白

地帯を埋めることを目指し、モバイルデバイス（超音波画像診断装置）の開発を行っている。 

 
図 2-32 モバイルデバイス（超音波画像診断装置）の開発 

出典：当該企業の Web サイトより JICA 調査団作成 
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ICT ソリューションの事例③ 

株式会社 miup は、大量のバイタルデータを基に、全世界での健康管理・診断補助・予防のエコシス

テム構築を目指し、AI 診断補助のシステムを開発している。 

 
図 2-33 ICT 遠隔医療・検診サービス 

出典：当該企業の Web サイトより JICA 調査団作成 

 

ICT ソリューションの事例④ 

GiftedMom 社は、最新技術の活用で遠隔地での母子死亡率の低下を目指し、母親向け情報プラットフ

ォーム（アプリ）を開発している。 

 
図 2-34 保健情報のプラットフォーム  

出典：当該企業の Web サイトより JICA 調査団作成 



2-27 

ICT ソリューションの事例⑤ 

株式会社 NTT ドコモ×富士通株式会社は、妊産婦が自身の健診結果などを一元管理・確認できる仕組

み（母子手帳電子化・病院カルテとの連携）を開発している。   

 
図 2-35 母子手帳電子化・病院カルテとの連携サービス  

出典：当該企業の Web サイトより JICA 調査団作成 

ICT ソリューションの事例⑥ 

Zipline International 社は、地球上の全人類に必須医薬品への即時アクセスを提供することを目指し、

血液や医薬品のドローン配送を開発している。  

 
図 2-36 血液や医薬品のドローン配送 

出典：当該企業の Web サイトより JICA 調査団作成 
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➢ 医療保険制度のデジタル化 

医療保険制度におけるデジタル技術の適用可能性を検討するため、日本におけるレセプトによる診

療報酬請求の効率化を事例とし、各ステークホルダーが抱える課題に対応するソリューションを以

下図に整理した。 

 
図 2-37 レセプトによる診療報酬請求の効率化 

出典：JICA 調査団作成 

医療保険制度のデジタル化に適用可能と考えられる各種ソリューションについて、個別事例の情報

を取り纏めた。以下に、企業名、そのサービス概要、優位性の概略等を事例毎に示す。 
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ICT ソリューションの事例⑦ 

Orbit Health 社は、エチオピア発のスタートアップで、医療情報のデジタル化や業務効率向上のため

のオンライン予約システムを開発し提供している。 

 
図 2-38 電子カルテ等の院内業務の効率化  

出典：当該企業の Web サイトより JICA 調査団作成 

ICT ソリューションの事例⑧ 

Seven Seas Technologies 社は、豊田通商が出資しているケニア有数の IT 企業で、院内システムのデジ

タル化（電子カルテ等の院内業務の効率化）を提供している。 

 
図 2-39 電子カルテ等の院内業務の効率化 

出典：当該企業の Web サイトより JICA 調査団作成 
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ICT ソリューションの事例⑨ 

株式会社 HealtheeOne は、医療人材の少ない地方・途上国におけるクリニックの業務効率化サービス

（電子カルテからレセプト業務）を提供している。 

 
図 2-40 IT 化・クラウド化によるクリニックの業務効率化 

出典：当該企業の Web サイトより JICA 調査団作成 

 

 OI テーマ候補 

保健システムの効率化の分野では、特定された課題から導かれたテーマ候補を、課題に対応するソリ

ューションの多様性、想定される出口の有無という観点から比較検討した結果、継続ケアの普及・強

化が最も有力なテーマ候補として考えられる。 

表 2-14 OI テーマ候補 

 

出典：JICA 調査団作成 
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2.3.2 発電／送電線網の維持管理の効率化 

 対象セクターの現状（なおオフグリッドは対象外となる） 

セネガルにおいては、経済成長と人口増加に伴い電力需要が急拡大する中、発電/送配電網の維持管

理の効率化は、火力発電の代替エネルギーの開発及び国際連系送電線の整備と並び、電力の安定供給

を図る上での主要課題となっている。電力/送配電網に関する課題を以下に示す。 

表 2-15 発電/送配電関連の課題 

 
出典：JICA「ダカール州配電網緊急改修・強化計画」事前評価表、JETRO「セネガルの電力部門に関する調

査電力生産及び供給」報告書  

 

セネガルにおいて、電力部門は発電及び送配電までを国営会社のセネガル電力公社が担っており、現

地の民間のプレーヤーの参入は限定的となっている。以下表に、関連する政府機関および民間事業者

を示す。 

表 2-16 発電/送配電に関連するステークホルダー 

 
出典：JICA 調査団作成 
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 JICA 及び他ドナーの動向 

JICA は電力分野に関しては、ダカール州における変電所の改修及び配電網整備のための無償資金協

力を実施している。 

表 2-17 ＪＩＣＡの電力分野における支援実績 

 
出典：JICA 調査団作成 

 

主要ドナーによる電力関連プロジェクトについては、再生可能エネルギーの導入・推進をはじめとし

複数の支援がなされている（以下表参照）。 

表 2-18 主要ドナーの電力分野における支援実績 

 
出典：JICA 調査団作成 

 各種デジタル技術の適用可能性 

日本をはじめとする先進国においては、発電～小売までのバリューチェーンの効率化を図るために

民間企業のソリューションを活用したデジタル化が進んでいる。表 2-17 の既存の協力案件のアセッ

トを活用できるという点において、「ドローンを活用した点検サービス」、「送電線自走ロボットに

よる監視・点検」は親和性が高いと考えられる。 



2-33 

 
図 2-41 STI を活用したソリューションの例 

出典：資源エネルギー庁「電力分野のデジタル化について」より抜粋 

 

セネガルにおける発力／送電線網の維持管理の効率化に資すると考えられるデジタル技術について、

個別事例の情報を取り纏めた。企業名、そのサービス概要、優位性の概略等を、以下に示す。 

 

 

ICT ソリューションの事例① 

株式会社 CLUE は、テクノロジーの力で課題解決に取り組むことを目指し、ドローン技術によるイ

ンフラ設備の監視・モニタリングを開発・提供している。 

 
図 2-42 ドローンによる屋外・外装点検 

出典：当該企業の Web サイトより JICA 調査団作成 
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ICT ソリューションの事例②  

株式会社ハイボットは、大学発ベンチャーによるインフラ課題のソリューション提案を行っており、

送電線自走ロボットによる自動点検を開発している。  

 
図 2-43 送電線自走ロボットによる自動点検 

出典：当該企業の Web サイトより JICA 調査団作成 

 OI のテーマ候補 

発電／送電線網の維持管理の効率化に関する OI テーマの候補として、特定された課題について JICA
事務所と議論した結果、既存の無償資金協力案件との関連性も高い、省人化による送配電網の維持管

理の効率化が最も有力な候補として考えられる。但し、現在実施中の電力分野のプロジェクトが存在

しないため、現地課題を熟知したステークホルダーを通じた課題の深堀りが困難となることが予想

される。 

表 2-19 発電／送電線網の維持管理の効率化に関する OI テーマの候補 

 
出典：JICA 調査団作成 

2.4 ベナン 

2.4.1 E-Government 

 対象セクターの現状 
ベナン政府はスマートガバメントの導入及び教育を通じたデジタル技術の普及を重要施策と位置づ
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け、「2016-2021 年政府アクションプログラム」（PAG）においては、関連する 40 プロジェクトを重

要プロジェクトとしている。スマートガバメントおよび教育を通じたデジタル技術普及について

PAG に規定されており、その概要（課題、施策概要、タイムライン等）を以下図に示す。 
 

 
図 2-44 スマートガバメント、教育を通じたデジタル技術普及の概要 

出典：Government Action Programme  2016-2021 
 
ベナン政府の電子政府に関連するステークホルダーを以下に整理した。電子政府導入の成功の可否

は、デジタル経済省（Ministery of Digital and Digitalization）が、省庁横断的に、政府機能のデジタル

化促進を強力に進められるかどうかが鍵と思われる。 
 

表 2-20 電子政府に関連するステークホルダー  

 
出典：JICA 調査団作成 
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 国際的な動向 
電子政府を導入するには、まず IT インフラ（人材等のソフトインフラ及びインターネット等のハー

ドインフラ）や共通基盤を整備した上で、e-ヘルスや e-タックス等のサービスの開発を進める必要が

ある。以下図に、電子政府の先進事例であるエストニア政府の仕組みの概念図を示す。 

 
図 2-45 エストニアの電子政府の仕組み 

出典：JICA 調査団作成 
 

特に IT 人材の育成は電子政府を推進する上で極めて重要であり、下図に示す通り、エストニア政府

は、電子政府の基盤整備やサービスの導入と並行して、ICT 教育を一貫して推し進めてきている。 

 
図 2-46 エストニアの電子政府の仕組み 

出典：未来型国家エストニアの挑戦、他 
 
エストニア政府は、2017 年よりベナン政府の電子政府導入に関する支援を実施している。実施機関、

支援内容等を以下表に整理した。 
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表 2-21 エストニアによる支援内容  

 
出典：E-estonia HP（https://e-estonia.com/cybernetica-data-exchange-to-benin/） 

 

 各種デジタル技術の適用可能性 
電子政府の導入プロセスを、以下に示す。先ず、政府の基本的機能の強化や IT 環境・共通基盤の整

備（含：人材育成）から取り組み、その上で電子政府の機能を整備していく必要がある。 

 
図 2-47 電子政府導入のプロセス 

出典：JICA「電子政府関連案件への協力方策に関する研究」調査研究報告書（2007） 
 

電子政府の機能構築に関し、想定されるアプローチ可能な課題・要因とソリューションの類型を以下

図に示す。 

 



2-38 

 
図 2-48 電子政府構築に係る現存 ICT ソリューション 

出典：JICA 調査団作成 
 
 
ベナンの電子政府の機能構築に資すると考えられるデジタル技術について、個別事例の情報を取り

纏めた。企業名、そのサービス概要、優位性の概略等を、以下に示す。 
 
 
ICT ソリューションの事例① 

Academic Bridge 社は、教育現場のマネジメントの IT 化のためのプラットフォームを提供するルワン

ダ発のベンチャー企業で、教育分野への ICT 導入を行っている。 

 
図 2-49 教育分野への ICT 導入 

出典：当該企業の Web サイトより JICA 調査団作成 
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ICT ソリューションの事例② 

ライフイズテック株式会社は、中高生向けのプログラミング教育を展開する日本発のベンチャー企

業で、教育分野への IT コンテンツの導入や人材教育を行っている。 

 
図 2-50 教育分野への IT コンテンツの導入・人材教育  

出典：当該企業の Web サイトより JICA 調査団作成 

 

 

ICT ソリューションの事例③ 

Ceed Learning 社は、南アフリカ発のベンチャー企業であり、e-learning の導入を行い、オンラインコ

ースなどのコンテンツを提供している。 

 
図 2-51 教育分野への IT コンテンツの導入・人材教育  

出典：当該企業の Web サイトより JICA 調査団作成 
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ICT ソリューションの事例④ 

日本電気株式会社は、世界 No.1 の精度を誇る顔認証を開発し、マスクやサングラス、横向きでも認

証が可能なシステムを開発している。 

 
図 2-52 通信基盤の整備・安全システムの導入 

出典：当該企業の Web サイトより JICA 調査団作成 

 

ICT ソリューションの事例⑤ 

De Ra Lue 社は、高度なセキュリティ印刷技術・製紙技術を基幹とし、ルワンダにて多機能のスマー

ト ID カードを作成・実装している。 

 
図 2-53 公共サービスの電子化 

出典：当該企業の Web サイトより JICA 調査団作成 
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 OI のテーマ候補 
OI テーマの候補としては、教育現場の IT 化、IT 教育の実施、教育現場への高速インターネットの導

入等が考えられるが、テーマに対するソリューションの多様性等を勘案し、教育現場の IT 化が有力

なテーマ候補と考えられる。 

表 2-22 電子政府に関する OI テーマの候補  

 
出典：JICA 調査団作成 

 
 
 

2.4.2 養殖関連技術の効率化、低コスト化 

 対象セクターの現状 

ベナンにおいて、水産物は主要なタンパク源であり内水面養殖は食糧安全保障上の重要な産業とな

っているが、魚の種苗・育成・施餌、関連インフラ及び環境管理等の諸課題を抱えている。内水面養

殖促進に係る課題は以下のとおりである。 

漁業分野の課題 

➢ ベナンは国内のタンパク源の 53%を水産物が占めるものの、国内消費量の約 76％を輸入に依

存しており、食糧安全保障上極めて脆弱な状態にある（2014 年時点） 

➢ 人口も増加に伴い、水産物需要は一層増加することが見込まれ、養殖の総生産量の拡大が喫

緊の課題となっている 

内水面養殖のポテンシャル 

➢ 海岸線が約 125 キロと短いため、海面漁業に関しては生産量増加の余地が限られているが、

内陸部には約 33,300ha の汽水域、約 700km の河川水域、約 200,000ha の氾濫原を有してお

り、内水面養殖を行う上での高いポテンシャルを有している 

内水面養殖を促進する上での課題 

➢ 養殖池管理の技術的習得度が低い 

➢ 種苗品質に問題があり、優良種苗へのアクセスも困難である 

➢ 普及員等による養殖施設の立地・施工条件に関する指導が不適切である 

➢ 養殖開発・普及にかかわる技術サービスの提供が不十分である 

➢ 必要な初期投資額が高額である 
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➢ 利用可能な金融サービスが整備されていない 

➢ 魚の施餌が困難である 

➢ （安価な）輸入魚が大量に流入している 

➢ 内水面関連の諸問題（内水面環境の劣化、水産資源の減少、環境破壊的漁具の使用、水面の

無秩序な利用、廃棄物の投棄等）に関する認識が不十分である 

内水面養殖分野においては、水質管理及び生育管理においてソリューションを持つ日本企業がいく

つか存在するも、ベナンの内水面養殖の事業展開にどれほど関心を有しているか確認が必要である。 

表 2-23 内水面養殖に関連するステークホルダー  

 
出典：JICA 調査団作成 

 JICA 及び他ドナーの動向 

JICA は、内水面養殖振興のマスタープラン作りから支援を行い、同分野において中央及び地方の所

管行政機関（MAEP、DPH、CeRPA、CeCPA 等）、中産普及員及び中核養殖家等と強固な関係性を有

している。 

表 2-24 JICA のベナンにおける内水面養殖関連の支援実績  

 
出典：JICA 調査団作成 

 

他ドナーを見た場合、現時点でベナンにおける内水面養殖振興支援実績は限定的となっている。 



2-43 

表 2-25 養殖業振興分野における他ドナーの関連支援  

 
出典：JICA 調査団作成 

 

 各種デジタル技術の適用可能性 

養殖業のプロセスは主に水質管理、生育管理、出荷の 3 段階に分類できるが、各段階における管理・

モニタリング業務をいかに効率化するかが課題である。各段階において活用可能性がある養殖関連

ソリューションを、以下図に整理した。 

 
図 2-54 現存の ICT ソリューション 

出典：JICA 調査団作成 

ベナンの養殖関連技術の効率化に資すると考えられるデジタル技術について、個別事例の情報を取

り纏めた。企業名、そのサービス概要、優位性の概略等を、以下に示す。 
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ICT ソリューションの事例① 

NTT ドコモとアンデックス株式会社は、養殖の収量や品質に影響を与える水温等の数値を ICT ブイ

で自動測定することで管理コスト低減を目指し、モバイルデバイスを開発している。  

 
図 2-55 モバイルデバイスによる養殖の効率化 

出典：当該企業の Web サイトより JICA 調査団作成 

ICT ソリューションの事例② 

ウミトロン株式会社は、水産養殖×テクノロジーにより「持続可能な水産養殖を地球に実装する」こ

とを目指し、モバイルデバイスやデータソリューションを開発している。 

 
図 2-56 モバイルデバイスやデータソリューションによる水産養殖効率化 

出典：当該企業の Web サイトより JICA 調査団作成 
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ICT ソリューションの事例③ 
Rio Fish 社は、農村での食料安全保障、市場システム連結、女性の権利保護を目指しており、ビク

トリア湖でのスマート養殖業推進するためモバイルデバイスや EC サイトを開発している。 

 

 
図 2-57 モバイルデバイスや EC サイトによるスマート養殖業  

出典：当該企業の Web サイトより JICA 調査団作成 

 OI のテーマ候補 

OI テーマの候補として以下が考えられる。 

表 2-26 内水面養殖に関連する OI のテーマ候補  

 
出典：JICA 調査団作成 
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2.5 タンザニア 

2.5.1 灌漑農業の効率化、低コスト化 

 対象セクターの現状 

農業セクターの課題 

➢ タンザニアの農業は、GDP の約 4 分の 1、輸出額の約 2 割を占める重要な産業である。また、

全人口（5,973 万人。2020 年）のおよそ 7 割が農村地域に居住し、その労働従事者の 8 割以

上が農業に従事している。タンザニア国立統計局によると、農村部（タンザニア本土）の貧

困率は平均 31.8％であり、都市部の平均 15.8％を大きく上回っている（2018 年） 

➢ このため、農業はタンザニアにおける経済成長の核であるとともに、貧困削減の鍵と捉えら

れ、タンザニア政府による農業開発が進められているしかし、農業セクター成長率は過去数

年 4〜5％／年で推移し、政府が掲げる目標である 6％／年には及ばず、農業セクターの一層

の成長が強く求められている 

➢ 灌漑開発の遅れにより、天水に依存した自給自足型農業が主流を占め、このことが農業セク

ターの成長率が低い（2016 年から 2026 年の年平均成長率予測は 4.2%（Mordor Intelligence
社））要因となっている。 

➢ タンザニアの国家灌漑マスタープラン改訂版（2018 年）では、高い灌漑開発ポテンシャル地

域があるとされている。タンザニア政府は灌漑開発を優先課題と位置づけ、「農業セクター

開発プログラム（フェーズ２）」（2016 年）を通じて推進している。 

 

穀物の生産シェア 

➢ トウモロコシとコメの生産量がタンザニアの農業を支えている 

➢ 輸出される農産物は、コーヒー、綿、たばこ、カシューナッツ、茶葉が挙げられる。 

➢ コメは技術的観点から生産増のポテンシャルが高く、換金作物であることから、農業の商業

化をめざす上でもコメの増産は重要といえる。 

 

図 2-58 穀物の生産シェア  
出典：JICA 調査団作成 

政府の取り組み 

タンザニア政府の農業に関連する主要な政策を以下表に示す。 
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表 2-27 関連する政策  

 
出典：JICA 調査団作成 

バリューチェーンにおける課題 

タンザニアの農業におけるバリューチェーンの各過程に課題が存在し、イノベーションを活用した

ソリューションが求められている。 

 
図 2-59 タンザニアの農業バリューチェーンの課題 

出典：JICA 調査団作成 

 

灌漑農業の現状 

タンザニア政府は、2020 年までに 100 万ヘクタールの耕地に灌漑を導入することを掲げたが、全耕

地の 5％にあたる 46,100 ヘクタールの達成しか実現していない。以下に、課題を整理する。 

➢ タンザニアの前水・灌漑省は、2006 年から灌漑技術の導入を進めており、2020 年までに 100
万ヘクタールの耕地への拡大を目標に掲げている。2017 年での達成率は 461,000 ヘクタール

にとどまり、全耕地の 5％に灌漑が導入されている。灌漑エリアの内訳は以下のとおり。 

➢ これまでの農業分野の重点分野は種子改良や肥料使用の促進であり、これまで灌漑への関心

は低かった。 

# 政策文書 詳細

1 農業セクター開発プログラムII（ASDP II）
自国の農業開発のカントリーシステムとして2006年に開始した農業開発フレー
ムワークの第2フェーズで、2017/2018年から10年の予定で実施中である

2 Kilimo Kwanza（農業第一） 農業開発推進を目指し、2009年に大統領が発表した行動計画

3
Tanzania Agriculture and Food Security Investment 
Plan (TAFSIP)

Comprehensive Africa Agriculture Development Programme (CAADP) を受け
て2011年に発行された。民間投資が必要な分野について定めている

4 Big Results Now
持続的な経済成長のために農業分野では、小規模灌漑の普及、トウモロコシの
マーケティングシステム構築、営農の促進の3分野に重点を充てる方針を示した
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図 2-60 灌漑エリアの内訳  

出典：JICA 調査団作成 

灌漑農業による主な作物 

➢ タンザニアにおける灌漑農業の主な作物はトウモロコシ（全灌漑耕地の 31％）と米（全灌漑

耕地の 21％）である。 

➢ その他の 41％の灌漑耕地では、野菜（玉ねぎ、トマト、葉野菜）、豆、サトウキビ、綿、油

糧作物が含まれる。 

➢ さらに、少量ではあるが灌漑設備を利用してコーヒー、茶葉、たばこの生産も行われている。 

 
図 2-61 灌漑農業による作物  

出典：JICA 調査団作成 

 

灌漑農業の課題分析 

タンザニアの灌漑農業の主な課題は、灌漑インフラの未整備、灌漑技術者の知識不足、データ収集シ

ステムの欠如、モニタリングツールの不足である。以下に課題分析を行う。 
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図 2-62 灌漑農業における課題分析  

出典：JICA 調査団作成 

関連するステークホルダー 

タンザニアの農業・灌漑に関連するステークホルダーを以下表に整理した。省庁レベルで水・灌漑及

び農業の多くのステークホルダーが農業灌漑に関わっている。 

表 2-28 灌漑農業に関連するステークホルダー  

 
出典：JICA 調査団作成 

 JICA 及び他ドナーの動向 

JICA は、農業セクター開発プログラム（ASDP）を立ち上げから支援しており、資金協力と技術協力

の双方でタンザニアの農業開発を多方面から支援している。また、灌漑分野においても計画策定や技

術支援の分野で豊富な協力実績を有している。 

不効率な灌漑農業

◼ 県政府事務所の灌漑技術者の調査計画、設計施工、施設維

持管理にかかる知識や経験が十分でなく、また、LGAの灌漑

技術者を支援すべき農業省の全国8か所のゾーン灌漑事務所

（Zonal Irrigation Offices：ZIO）の灌漑技術者の経験も十分で

ないため、高い灌漑ポテンシャルを活かしきれていない。

灌漑インフラの未整備

灌漑技術者の
知識不足

データ収集システムの
欠如

モニタリング
ツールの不足

◼ 水の可用性や活用方法、気候変動に関する情報へのアクセス

が収集されていないため、利用者に情報を提供できない。

◼ 降雨量により収穫量が大きく左右される。

◼ 小規模農家単独では灌漑設備を購入することはできないため、

結果として非効率な旧来の手法での農業活動が行われている。

省庁・関連機関 役割

Ministry of Livestock and Fisheries National Irrigation Actなどの農業セクターの政策策定、モニタリング評価、灌漑
農業に関するステークホルダーの巻き込みを担当

Ministry of Water and Irrigation 水や灌漑に関する政策策定、モニタリング評価、人材育成、研究を担当

National Environmental Management Council 農業を含めた環境分野における政府へのアドバイザリーボードとして機能

National Water Board Ministry of Water and Irrigation の戦略的アドバイザリーを担当

National Irrigation Commission 灌漑の計画と促進を担当

Ministry of Agriculture 農業の政策策定、モニタリング評価、灌漑農業に関するステークホルダーの巻き
込みを担当

Basin Water Board 国内に９つの支部があり、Ministry of Water and Irrigationの指示のもと水の配
分と使用を許可し、地方レベルでの水管理を担当

Water User Association Basin Water Boardの下でコミュニティレベルの水ガバナンスの管轄を担当

Tanzania Meteorological Agency 水分野の衛生サービスとデータ収集を他の機関と連携して実施
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表 2-29 農業分野における近年の協力実績 

 
出典：JICA 調査団作成 

 

他ドナーの支援状況については、ICT 活用をした農業分野への支援や、衛星データを活用した灌漑農

業管理等のプロジェクトが実施されている。 

表 2-30 農業及び灌漑分野における他ドナー等の支援 

 
出典：JICA 調査団作成 

# 案件名 スキーム 期間 C/P 概要

1
コメ振興支援計画
プロジェクト

技プロ 2012-2019 農業省

研修を通じた灌漑稲作技術の普及を全国に展開することを目指した。さらに、灌
漑稲作のみならず、天水畑地稲作、天水低湿地稲作の振興も必要であることか
ら、天水稲作技術（畑地及び低湿地を含む）の普及に向けた研修手法の開発を
実施。生産のみならず、収穫後処理、マーケティングまでを含めたコメ産業バ
リュー・チェーンにかかる研修の強化を実施。

2 小規模灌漑開発事業 有償 2013-2022 農業省
タンザニア本土において、新規の灌漑施設の建設、既存施設の改修及び関連
機材の調達を実施することにより、コメを中心とする農業生産性の向上を図るこ
とにより小規模農家の生計向上及び貧困削減に寄与する。

3
県農業開発計画(DADPｓ)灌
漑事業推進のための能力強
化計画プロジェクトフェーズ２

技プロ 2015-2019
前水・灌漑省
前国家灌漑庁

灌漑技術者の能力を向上させ、ZIO及びLGAの灌漑技術者向けに策定された包
括的灌漑事業ガイドライン（Comprehensive Guidelines：CGL）及び関連マニュア
ルを改良することにより、CGLに基づく灌漑開発事業の改善・推進に向けての仕
組みを構築してことを目的としており、灌漑開発事業の推進およびコメ増産に貢
献し、ひいては農村地域の貧困削減に資する。

4
ASDP農業定期データシステ
ム能力強化計画プロジェクト

技プロ 2015-2019

農業セクター
リード省庁6及
び国家統計局
からなるASDP 
M&E作業部会

農業セクター開発プログラム（ASDP）を策定し、ASDPのモニタリング・評価の
ツールとして、農業定期データシステム（ARDS）を構築した。ARDSデータの中央
および地方レベルでの運用体制の強化およびデータ活用促進を支援することで
迅速な農業セクターの状況把握が可能となり、同国政府の戦略性の高い政策立
案・実施能力強化に寄与する。

5
全国灌漑マスタープラン
改訂プロジェクト

技プロ 2016-2018 農業省

現行の「2002年全国灌漑マスタープラン（NIMP）」が作成された当時には想定さ
れていなかった、気候変動に伴う降水量の減少や降雨パターンの変化、顕在化
している産業間の水需要の競合といった新たな課題の対応が必要になっている。
この協力ではNIMPの改訂を通じてより安定的・持続的な灌漑開発を促進し、コメ
を中心とする農産物の生産性の向上や経済成長、貧困削減に貢献する。

6
SHEPアプローチを活用した
県農業開発計画実施能力強
化プロジェクト

技プロ 2019-2023
農業畜産漁業

省

園芸優先地域において、タンザニアにおけるSHEPアプローチ（TANSHEP）の確
立、重点対象地方行政区における県農業開発計画（DADP）の下でのTANSHEP
の実践、中央政府による園芸優先地域へのDADP計画・実施支援を行うことによ
り、DADPが対象地域の園芸農家の農業所得向上に向けて機能するよう図り、
TANSHEPを取り入れたDADPによる農業所得向上に寄与する。

ドナー等 案件名 期間 概要

USAID Feed the Future 
Programme

2016-
2020

タンザニアの農業セクターの効果的な政策とプログラム策定に向け、協働研究の実施、政策
アドバイザリー、アドボカシー強化、人材開発、広報を実施。民間投資の拡大に向けて農業
省や畜産漁業省に部局を設ける等で貢献した。

AGRA Bread Basket Initiative 2017-
2021

タンザニア政府の農業分野における政策策定のファシリテーション、プラットフォームを通じた
農業サプライチェーンの強化、農作物の質と付加価値の向上、農作物の出荷量増加に貢献
する技術の導入した。

IFAD

Marketing 
Infrastructure Value 
Addition and Rurual
Finance Support 
Programme

2011-
2018

農村部の所得改善や食料保障での改善を図り、農村部における貧困削減と経済成長を目
標とした。金融サービスと市場へのアクセスを開放することで生産性向上に寄与した。

WFP WFP Innovation Hub 2018

世界食糧計画（World Food Programme：WFP）がSDGsゴール2（飢餓・栄養）及びゴール
17（パートナーシップ）達成に貢献するため、2018年よりWFP Innovation Hubを立ち上げ、
国際機関、NGO、スタートアップ企業を含む民間企業によるイノベーションの促進を図ってい
る。同Hubでは、WFPの持つ現場のロジスティクスやIT等の専門性を提供しつつ、地場ス
タートアップ企業の支援やイノベーションブートキャンプの開催、パイロットプロジェクトの実施
等を行っている。

FAO WaPOR Open-Access 
Database 2017 WaPORは衛星データとGoogle Earthの処理能力を活用して、水の消費量に対してどれほ

どのバイオマスと収穫が獲れているのかを地図で表すシステムの整備支援を実施している。

農水省 JASMAI 2020-
2023

日本の地球観測衛星のデータから天候や日射量など農業用の気象情報を提供する
「JASMAI」と呼ばれる情報システムを構築している。今後、収穫予測に生かすため、同シス
テムを農水省に移管する。農水省は研究者と共同で、気象データと穀物類の収穫量の関係
を整理し、人工衛星のデータによる収穫期の作柄予想の仕組みを作る。
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 各種デジタル技術の適用可能性 

上述のとおり、タンザニアの農業では生産、製造・加工・流通・販売・消費のバリューチェーンの各

過程に課題が存在する。課題のボトルネックは各プロセスに存在するが、一般論として旧来のやり方

が、需要の急増や多様化に対応できていないことが考えられる。したがって、より多くの農作物・農

業製品を安全に、早く、安価に運ぶためのバリューチェーンを構築するソリューションとして、ICT

の活用が望まれる。また、灌漑については、灌漑インフラの未整備、灌漑技術者の知識不足、データ

収集システムの欠如、モニタリングツールの不足が課題として挙げられている。その各課題のボトル

ネックとしては、技術者の教育機会の不足や、新しいシステム・ツールの未導入が考えられるため、

導入ハードルの低い ICTシステムを活用した問題解決を検討することが望ましい。 

そこで、タンザニアの農業・灌漑分野の効率化に資すると考えられるデジタル技術について、個別事

例の情報を取り纏めた。企業名、そのサービス概要、優位性の概略等を、以下に示す。 

 

ICT ソリューションの事例① 

Aerobotics 社は、ICT を活用し人工衛星やドローン等上空から作物のリスクマネジメントを行うモニ

タリングシステムを開発している。 

 
図 2-63 人工衛星やドローンを活用した農作物モニタリングシステム  

出典：当該企業の Web サイトより JICA 調査団作成 
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ICT ソリューションの事例②  

株式会社 坂ノ途中は、付加価値のある有機農産物の生産管理と販売のマッチングプラットフォーム

を開発している。 

 
図 2-64 有機農産物の生産と販売マッチングシステム 

出典：当該企業の Web サイトより JICA 調査団作成 

 

ICT ソリューションの事例③ 

kobo360 社は、トラック配車マッチングサービスで、運送業者と荷物の運送ニーズがある企業をマッ

チングするアプリを開発している。 

 
図 2-65 物流のマッチングプラットフォーム 

出典：当該企業の Web サイトより JICA 調査団作成 
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ICT ソリューションの事例④ 

株式会社 MARS Company は、ハーベストロスに貢献する冷蔵技術の提供を目指し、高度冷蔵保存技

術導入による農水産物の高付加価値化システムを開発している。 

 
図 2-66 ハーベストロスに貢献する冷蔵技術の提供 

出典：当該企業の Web サイトより JICA 調査団作成 

ICT ソリューションの事例⑤ 

Twiga Foods 社は、モバイルベースで、農家と小売店を適正価格で繋ぐ農産物流通プラットフォーム

を開発している。 

 
図 2-67 モバイルベースの BtoB の農産物流通プラットフォーム 

出典：当該企業の Web サイトより JICA 調査団作成 
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ICT ソリューションの事例⑥ 

株式会社ルートレック・ネットワークスは、アルゴリズムと栽培環境（日射量・土壌水分量）から最

適な灌水量及び施肥量を自動制御するシステムを開発している。 

 
図 2-68 ICT 活用次世代養液土耕栽培システム  

出典：当該企業の Web サイトより JICA 調査団作成 

ICT ソリューションの事例⑦ 

日本電気株式会社は、先端テクノロジーを活用して各種データを取得し、仮想圃場での最適営農アド

バイスを行うシステムを開発している。 

 
図 2-69 最農作物の収穫量増加や栽培効率化などを実現 

出典：当該企業の Web サイトより JICA 調査団作成 
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ICT ソリューションの事例⑧ 

サン電子株式会社は、プラットフォームを活用してリアルタイムでデータ管理を行い、最適な灌漑を

コントロールするシステムを開発している。 

 
図 2-70 クラウドを活用した灌漑管理と IT 農業  

出典：当該企業の Web サイトより JICA 調査団作成 

ICT ソリューションの事例⑨ 

SunCulture 社は、オフグリッド太陽光発電灌漑装置による小規模農家の生産性向上を実現するための

システムを開発している。 

 
図 2-71 オフグリッド発電灌漑装置ソリューションによる農村部の金融包摂 

出典：当該企業の Web サイトより JICA 調査団作成 
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 OI のテーマ候補 

JICA タンザニア事務所との協議の結果、現地・国内のプレーヤーおよびソリューションの多様性等

の観点から、農業・灌漑分野の中から TANSHEP プロジェクトとの連携を前提とした OI テーマを選

定することを確認した。 

2.5.2 農村部の金融包摂 

 対象セクターの現状 

政府働きかけによる金融包摂における民間連携強化により、タンザニアの金融包摂率は大きく改善

している。また、本セクションで触れる「金融包摂」とは、政府が認める金融機関の口座を持ち、何

等かの金融サービスを享受することを指す。 

金融包摂の現状 

➢ タンザニアの金融包摂率は、2014 年の 50％から 2017 年の 56％に改善している 

➢ インフォーマルな金融サービスを利用している人口も 29％から 7％まで減少し、フォーマル

な金融サービスを利用している人口は 4 倍に増加した 

➢ 数値の改善は、ICT プラットフォームを活用した金融サービスの台頭によってもたらされた。

その背景には、緩和された規制環境（National Financial Inclusion Framework 2014-2016 及び

2018-2022）や民間投資やエコシステムの構築があげられる 

  

図 2-72 金融包摂の現状1 
出典：Kantar. “Tanzania Data at a Glance” 

 
1 各グラフはタンザニアにおける 15 歳以上の人口比である。また、NBFIs とは銀行以外の金融機関を指す。 
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政府の取り組み 

タンザニア政府の金融包摂に係る政策を以下表に示す。 

表 2-31 政策における位置づけ  

 
出典：JICA 調査団作成 

農村部の金融包摂の課題 

金融に関する知識の乏しさ、農村部に適したサービスの欠如、厳格な利用条件（国民 ID の必要性、

担保、高金利、最低限の預金基準を満たすことができない等）によって金融サービスにアクセスが困

難な環境にあることから農村部の金融包摂率は依然として都市部に比べて大幅に低い。以下に金融

包摂の抱える課題を示す。 

➢ タンザニアの金融にアクセスのない人口は 54％と依然として高く、その多くが農村部、小規

模農家、若者、女性である 

➢ 都市部では 72％が金融システムにアクセスがあるにもかかわらず、農村部では 48％と半数以

下である 

➢ 貧困層の金融包摂率は 50％であるが、貧困でない層は 77％と貧困層の方が金融へのアクセス

が制限されている 

➢ 男性に比べて女性の方が金融アクセスは低く、さらに、9％の女性がインフォーマルな金融サ

ービスを利用している 

 
図 2-73 属性別の状況2 

出典：Kantar. “Tanzania Data at a Glance” 

金融包摂に係る課題分析 

デスクトップ調査より、農村部の金融包摂率の低さの原因は以下が想定される。 

① 金融に関する知識の乏しさ 

② 農村部のユーザーに適したサービスの欠如 

③ 農村部には厳しい金融サービス利用条件（担保等） 

 
2 各グラフはタンザニアにおける 15 歳以上の人口比である。 
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④ 根強い現金主義とインフォーマルセクター 

 JICA 及び他ドナーの動向 

JICA は、タンザニアにおいて中小製造業の金融促進事業の協力準備調査を実施しており、アフリカ

内でも FinTech に係る調査を実施している。「途上国での農業金融における Fin Tech の活用に関する

調査」についてはタンザニアについて直接言及はないもののタンザニアにも展開している金融サー

ビスへの言及やタンザニア金融分野と親和性の高い課題についても分析がなされている。 

 

表 2-32 金融包摂分野における近年の協力実績  

 
出典：JICA 調査団作成 

 

他ドナーの ICT を活用した金融包摂の支援状況は以下のとおり。 

表 2-33 農村部の金融包摂分野における他ドナーの ICT 関連事業  

 
出典：JICA 調査団作成 

 各種デジタル技術の適用可能性 

上記のとおり、タンザニア農村部の金融包摂の拡大には、農村部のユーザーに適したサービスの欠如、

農村部には厳しい金融サービス利用条件（担保等）、根強い現金主義とインフォーマルセクター等が

課題と仮定された。これらの課題のボトルネックとしては、金融業の未発達と金融知識の不足が大き

いと考えられるため、それに対応し、タンザニア農村部の金融包摂の促進に資すると考えられるデジ

タル技術について、個別事例の情報を取り纏めた。企業名、そのサービス概要、優位性の概略等を、

以下に示す。 

 

 

 

 

 

# 案件名 スキーム 期間 C/P 概要

1
中小製造業等育成のための
金融促進事業

協準 2017-2019 財務計画省

本協力準備調査は、中小製造企業の金融アクセス、特に設備投資に資する低利
中長期融資の提供を目的とした「中小製造業等育成のための金融促進事業」に
かかる情報収集・分析、実施体制の確認、実施にかかる提案作成等を行った。
ツーステップローン（Two Step Loan：TSL）を通じた譲許的な中長期融資の提供に
より、主に中小製造企業向けの金融活性化及び設備投資・生産の拡大を図り、
もって当国の産業及び経済の健全な発展に寄与することを目的とする。

2
途上国での農業金融におけ
るFinTechの活用に関する調
査

基礎情報収
集・確認調
査

2019
-

農業・農村開発での ICTによる金融アクセス促進および農業インデックス保険の
可能性を分析し、本邦企業（とりわけ中小企業）の参入機会や可能性について助
言するものである。
調査対象国は、すでに農業インデックス保険の試験販売が行われているエチオピ
ア、天候インデックス保険の実績がありモバイルマネー利用者の高さや通信環境
の良さなどの条件が整っているウガンダ、同じく通信環境が良好でありICT立国を
掲げるルワンダのアフリカ3カ国を選定。

# ドナー等 案件名 期間 概要

1 世界銀行
Universal Financial 
Access 2020 Initiative

2015-2020
UFA2020 Initiativeは女性と男性両方が金融口座、又は貯金、送金、入金が可能なIT
デバイスの保有の実現を目指している。世界銀行主導で実現に向けて規制環境の整
備、アクセスポイントの増加、政府主導プログラムの策定、IT導入の促進を進めている。

2 アフリカ開発銀行
Africa Digital Financial 
Inclusion Facility

2019

金融のデジタル化に向けて、複数の機関が拠出できるファンドであり、現在Bill and 
Melinda Gates Foundation、ルクセンブルク政府、フランス開発機関が投資をしている。
規制環境の整備、デジタル支払いシステムの構築、デジタルIDの普及、e-ガバメント、
イノベーションの推進、人材育成に資金が使用される。
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ICT ソリューションの事例① 

日本植物燃料株式会社は、農協のサービスをスマートフォンアプリで実現するサービスを開発して

いる。 

 
図 2-74 電子農協プラットフォームで農家とバイヤーのマッチング 

出典：当該企業の Web サイトより JICA 調査団作成 

ICT ソリューションの事例② 

myAgro 社は、肥料・種子、また研修機会を少額購入できる、スクラッチカード式のモバイル預金サ

ービスを開発している。 

 
図 2-75 スクラッチカード式のモバイル預金サービス  

出典：当該企業の Web サイトより JICA 調査団作成 
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ICT ソリューションの事例③ 

Kitovu 社は、ナイジェリアにおいて、ICT を活用して農家とバイヤーを繋げるほか、肥料や農薬アド

バイス、また、農家と金融サービスのマッチングソリューションを開発している。 

 
図 2-76 農家と金融サービスのマッチングソリューション 

出典：当該企業の Web サイトより JICA 調査団作成 

 

ICT ソリューションの事例③ 

Tala 社は、スマートフォンの使用履歴を与信審査に活用し、低所得者層向けに少額ローンを提供する

サービスを開発している。 

 
図 2-77 スマートフォンのデータを活用した AI による信用スコア付与  

出典：当該企業の Web サイトより JICA 調査団作成 
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ICT ソリューションの事例③ 

JUMO 社は、携帯会社から提供されたデータを与信審査に活用し、ローンと保険を提供するサービス

を開発している。 

 
図 2-78 携帯会社データから AI による信用スコア付与、金融機関とのマッチング 

出典：当該企業の Web サイトより JICA 調査団作成 

 

2.5.3 歳入庁職員研修の効率化 

 対象セクターの現状 

タンザニアでは、徴収システム等の効率化等が税収増に寄与する一方で、税務行政能力の水準向上が

課題となっている。 

税務行政の現状 

➢ 2016 年 6 月策定の第 2 次国家開発五カ年計画（2016 年～2020 年）において、歳入目標と

して 2020 年において税収 GDP 比 17.1%を設定し、歳入増を図るために付加価値税や物品

税などの徴税強化、インフォーマルセクターへの課税、地理的な課税ベースの拡大や免税・

控除の見直しなどに取り組むこととしている。 

➢ ただし、近年、政府の歳入は増加しているものの、未だ税収の GDP 比は 13.5%（2013 年度）

と十分とは言えない水準である。 

➢ タンザニア歳入庁（Tanzania Revenue Authority、以下 TRA）は、2003 年にスタートした「税

近代化プログラム」の下、税務行政能力の強化に取り組んできた。しかしながら、2016 年 4 
月に IMF が実施した Tax Administration Diagnostic Assessment Tool は、電子決済の普及や徴収

システムの効率化面を高く評価する一方で、他の項目に関しては TRA の税務行政能力の水

準が低いことを指摘している。 

政府の取組 

タンザニア政府の税務行政に関する政策は、以下表のとおり。 
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表 2-34 税務行政に関する政府の取組  

 
出典：JICA 調査団作成 

 

 JICA 及び他ドナーの動向 

JICA は、税務研修所（The Institute of Tax Administration：ITA）講師の研修、研修プログラム改善か

ら TRA の組織開発まで継続的に支援している。 

表 2-35 農業分野における他ドナーの ICT 関連事業  

 
出典：JICA 調査団作成 

他ドナーは、以下表のような税務調査能力向上に係る支援等を実施している（ICT 活用事例は確認で

きず）。 

表 2-36 税務行政分野における他ドナーの関連事業  

 
出典：JICA 調査団作成 

 

 各種デジタル技術の適用可能性 

上述のとおり、タンザニア歳入庁に関しては職員の税務行政能力の水準が低いことが課題として指

摘されており、その研修の質の改善が課題解決に資すると考えられる。他方、研修の質の改善には費

用と時間がかかることがボトルネックである。そこで、研修の効率的な改善に資すると考えられるデ

ジタル技術について、個別事例の情報を取り纏めた。企業名、そのサービス概要、優位性の概略等を、

以下に示す。 
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ICT ソリューションの事例① 

Academic Bridge 社は、教育現場のマネジメントの IT 化のためのプラットフォームを提供するルワン

ダ発のベンチャー企業で、教育分野への ICT 導入を行っている。 

 
図 2-79 教育分野への ICT 導入  

出典：当該企業の Web サイトより JICA 調査団作成 

ICT ソリューションの事例② 

Ceed Learning 社は、南アフリカ発のベンチャー企業であり、e-learning の導入を行い、オンラインコ

ースなどのコンテンツを提供している。 

 
図 2-80 教育分野への IT コンテンツの導入・人材教育 

出典：当該企業の Web サイトより JICA 調査団作成 
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 OI のテーマ候補 

JICA タンザニア事務所とミーティングにおいて、農業分野に比べて OI の活用が限定的であることか

ら、本調査の OI テーマとしての選定を見送ることを確認した。 

 

2.6 モザンビーク 

2.6.1 初等教育の効率化 

 対象セクターの現状 

モザンビークの初等教育においては、教員養成期間の短縮と、無資格教員の雇用による教員の能力低

下が問題となっており、その対応として新任教員・現職教員の能力強化が喫緊の課題である。以下に、

課題と現状を示す。 

➢ モザンビーク政府は、MDGs の一つでもある初等教育へのアクセスの改善に集中的に取り組

み、学校数増加によるアクセス改善、初等教育無償化、教科書の無償供与等を実施した結果、

2010 年の時点で純就学率 95.5％を達成。 

➢ その一方で、基礎教育対象人口の急増に対し、学校インフラ、教員数の不足が深刻であり、

教育レベルや質の向上に資する教育システムの整備が課題となっている。 

➢ さらに、初等教育及び中等教育へのアクセス拡大の結果、1 クラス当たりの生徒数が急増し

ており、学校施設の増設が喫緊の課題。 

モザンビーク政府の初等教育における ICT 関連の政策は、以下のとおり。 

表 2-37 政府の取り組み（ICT 関連）  

 
出典：JICA 調査団作成 

 JICA 及び他ドナーの動向 

JICA は、初等教育に関し教員養成を中心に支援を実施している。 
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表 2-38 初等教育における近年の協力実績 

 
出典：JICA 調査団作成 

 

他ドナーも初等教育における ICT 活用の支援を行っている（以下表参照）。 

 

表 2-39 教育分野における他ドナーの ICT 関連事業  

 
出典：JICA 調査団作成 

 各種デジタル技術の適用可能性 

上述のとおり、モザンビークの初等教育においては教員の能力低下や新任教員・現職教員の能力強化

が課題となっており、そのボトルネックとして生徒の急増に伴う教員の不足や、教員養成が効率的に

行われていないことが考えられる。そこで、同国の初等教育の質の改善に資すると考えられるデジタ

ル技術について個別事例の情報を取り纏めた。企業名、そのサービス概要、優位性の概略等を、以下

に示す。 

 

ICT ソリューションの事例① 

Academic Bridge 社は、教育現場のマネジメントの IT 化のためのプラットフォームを提供するルワン

ダ発のベンチャー企業で、教育分野への ICT 導入を行っている。モザンビークで導入された場合は、

学校・教員による生徒データの管理や、教育関係者間のコミュニケーションが効率化し、教育の質の

改善につながる可能性がある。 

# 案件名 スキーム 期間 C/P 概要

1
初等教員養成校（IFP）における
新カリキュラム普及プロジェクト

技プロ 2015-2020 教育人間開発省

本プロジェクトは、初等教員養成校（IFP）の学生の算数・理科指導力向上のため、教員養成
課程で使用する算数教育と理科教育関連教材を開発し、全国のIFPへ普及することで、IFP教
官の指導力と、未来の小学校教員であるIFP学生の科目知識・指導力の向上を目指す。
また、本プロジェクトを通して、教育人間開発省のカリキュラム・教材開発担当機関である
国立教育開発研究所（INDE）へ技術移転することにより、同国の教材作成を担う中核人材の
育成にも貢献。

2
新しい学校教育制度に対応したカ
リキュラム普及プロジェクト

技プロ 2021-2027 教育人間開発省
教育省とJICAは、本プロジェクトを通じて算数及び理科のカリキュラム・教科書の改訂、教
員養成、現職教員研修、教育評価システムの強化に取り組み、モザンビークの児童の算数・
理科の学力向上を目指す。

3 初等教員養成校建設計画 無償資金協力 - - シャイシャイ、シモイオ、ナンプラ州モナポで初等教員養成校を無償資金協力として建設。

4 ザンベジア州中学校建設計画 無償資金協力 2019-
ザンベジア州において、中学校、教員住居等の新設及び教育機材の整備を行うことにより、
前期中等教育における学習環境の改善を図り、対象地域における前期中等教育へのアクセス
及び学習の質の向上に寄与する。
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図 2-81 教育分野への ICT 導入 

出典：当該企業の Web サイトより JICA 調査団作成 

 

ICT ソリューションの事例② 

Ceed Learning 社は、南アフリカ発のベンチャー企業であり、e-learning の導入を行い、オンラインコ

ースなどのコンテンツを提供している。モザンビークで導入された場合は、授業における e-learning
の活用により授業の質の均質化や、より少ない教員数での学校運用ができるようになる可能性があ

る。 

 
図 2-82 教育分野への IT コンテンツの導入・人材教育 

出典：当該企業の Web サイトより JICA 調査団作成 
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 OI のテーマ候補 

教育分野については、技術協力プロジェクト「初等教員養成校（IFP）における新カリキュラム普及

プロジェクト」を 2020 年 4 月まで実施しており、その継続案件「新しい学校教育制度に対応したカ

リキュラム普及プロジェクト」についても 2021 年から 2027 年までの予定で実施されているため、他

のテーマと比較して具体的なイメージがある。そのため、JICA モザンビーク事務所との協議の結果、

プログラミング教育ではなく、ICT を活用した学びに関する OI テーマを検討することを確認した。 

2.6.2 保健システムの効率化 

 対象セクターの現状 

モザンビークにおける保健システムの現状は以下のとおり。特に、医療人材育成体制整備が喫緊の課

題になっている。 

➢ モザンビークでは人々の保健医療サービスへのアクセスを改善するために、医療施設の整備

等が進められてきているが、同施設でサービスを提供する医療人材の人数と能力が決定的に

不足しているために、保健医療サービスの質に大きな問題を抱えている。 

➢ 特に、医療人材（医師を除く）を養成する医療従事者養成学校においてはいまだ統一カリキ

ュラムが整備されていない等、適切な知識と技能を有した医療人材を育成するための体制を

構築することが急務となっている。 

➢ モザンビークでは HIV/AIDS の感染率が地域によって大きく異なっており、特に感染率の高

い地域における一層の予防啓発が喫緊の課題となっている。 

モザンビーク政府の保健における ICT 関連の政策は、以下のとおり。 

 

表 2-40 政府の取り組み（ICT 関連） 

 
出典：JICA 調査団作成 

 JICA 及び他ドナーの動向 

JICA は保健システムについて人材育成を中心に支援を実施してきた。 
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表 2-41 保健システムにおける近年の協力実績 

 
出典：JICA 調査団作成 

他ドナーは、以下表のような保健システム向上に係る支援等を実施している（ICT 活用事例は確認で

きず）。 

表 2-42 保健システムにおける近年の協力実績 

 
出典：JICA 調査団作成 

 各種デジタル技術の適用可能性 

上述のとおり、モザンビークにおいては医療人材の人数と能力の不足が問題となっており、その対応

として医療人材育成体制の整備が課題となっている。しかし、医療人材の育成には時間とコストがか

かるため、その育成を効率的に実施するための ICT 技術の活用が期待される。モザンビークの保健

システムの効率化と質の改善に資すると考えられるデジタル技術について、個別事例の情報を取り

纏めた。企業名、そのサービス概要、優位性の概略等を、以下に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

# 案件名 スキーム 期間 C/P 概要

1
HIV/エイズ対策システム強
化アドバイザー

個別専門家
2015-
2018

ナンプラ州エ
イズ対策委員
会

本事業では、NPCSガザが国家エイズ対策委員会（CNCS）と共にガザ州の
グッドプラクティスをナカラ回廊地域、とりわけ経済発展が著しく人口が多
いため感染者の絶対数が多く、かつ新規感染が急増しているナンプラ州の
HIV／エイズ対策関係者へ普及させるための技術協力を実施。

2
保健人材指導・実践能力強
化プロジェクト
（ProFORSA 2）

技プロ
2016-
2019

保健省人材局
教育部門

本プロジェクトでは、全工程において現地を中心に据え、JICA専門家との協
働作業により、現地の主体性と継続性を考慮して、保健省及びパイロット州
において現職の保健人材に対する質の高い継続教育システムを構築し、各養
成機関のモニタリング及び教育評価を自分達で実施することができるように
作業過程を重視する技術移転を実施。

3
ナカラ市医療従事者養成学
校建設計画

無償資金協
力

2015
ナンプラ州ナカラ市において、医療従事者養成学校を整備し、これにより、
中級保健人材の養成促進を図り、同国における保健人材の質と量の改善に寄
与した。

4
マプト市医療従事者養成学
校建設計画

無償資金協
力

2014
マプト市においてICSを新設し、人材育成に必要な機材を整備した。適正な
技術を有する医療従事者の拡充により、保健医療サービスの質の改善に寄与
した。

5
母子栄養サービス強化プロ
ジェクト

技プロ
2021-
2024

保健省

既存の妊婦の健康手帳および子どもの健康カードを母子健康手帳として統合
し、これを活用しながら、国の政策や戦略に沿った母子栄養サービスを強化
するためのモデルを開発することを目的とする。さらにプロジェクトでは、
保健医療施設およびコミュニティでモデルを運用するために、保健医療従事
者とコミュニティヘルスワーカー（モザンビークではAPEと呼ばれる）の能
力強化および連携体制の強化を図る。
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ICT ソリューションの事例① 

Babylon Health 社は、世界中の誰もが手軽な価格で医療サービスを受診できる世界を目指し、AI チャ

ットボットによる医療診断サービスを開発している。モザンビークで導入された場合には、遠隔地で

の医療診断サービスにより医療レベルの格差の解消に資する可能性がある。 

 
図 2-83 遠隔医療・モバイル医療のサービス提供 

出典：当該企業の Web サイトより JICA 調査団作成 

ICT ソリューションの事例② 

株式会社 miup は、大量のバイタルデータを基に、全世界での健康管理・診断補助・予防のエコシス

テム構築を目指し、AI 診断補助のシステムを開発している。モザンビークで導入された場合には、

上記 Babylon 社同様に、遠隔地での医療診断サービスにより医療レベルの格差の解消に資する可能性

がある。 

 
図 2-84 ICT 遠隔医療・検診サービス 

出典：当該企業の Web サイトより JICA 調査団作成 



2-70 

 OI のテーマ候補 

今回想定する医療分野については、JICA モザンビーク事務所との協議の結果、現地・国内のプレー

ヤーおよびソリューションの多様性等の観点から、教育・農業分野と比較して劣るため、今回の OI
テーマの候補から外すことを確認した。 

2.6.3 農業の効率化 

 対象セクターの現状 

モザンビークにおける農業の現状は以下のとおり。 

➢ モザンビークにおける貧困 SDG（絶対的貧困層の撲滅）及び食糧安全保障 SDG（飢餓の撲滅）

の達成の鍵となるのが農業セクター開発の動向である。全人口の 70%が居住する農村部にお

ける就業者の 95%は農業に従事している。 

➢ 全農家の 96%が小規模家族農家であり、低投入・低生産性の自給自足型農業を営んでいるた

め農家の収入は著しく低いことから、小規模農家の農業生産性の向上と市場へのアクセスの

向上が重要である。 

➢ 米の国内供給が自国内の生産でまかなえておらず輸入に頼っている現状であり、今後、同国

の米の生産性を向上させることが重要である。 

モザンビーク政府の農業分野における ICT 関連の政策は、以下のとおり。 

表 2-43 農業分野における政府の取り組み  

 
出典：JICA 調査団作成 

バリューチェーンにおける課題 

モザンビークの農業におけるバリューチェーンの各過程に課題が存在し、イノベーションを活用し

たソリューションが求められている。 
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図 2-85 モザンビークの農業バリューチェーンの課題 
出典：JICA 調査団作成 

 

 JICA 及び他ドナーの動向 

JICA は、ナカラ回廊の開発やコメ生産向上へのプロジェクト等、モザンビークの農業開発を多方面

から支援している。 

表 2-44 農業分野における近年の協力実績（１）  

 
出典：JICA 調査団作成 
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表 2-45 農業分野における近年の協力実績（２）  

 
出典：JICA 調査団作成 

 

また、複数のドナーにより、ICT を活用した農業分野への支援が行われている（以下表参照）。特に

2010 年代に入ってから、通信ネットワークを活用した情報提供や、情報データベースを活用した分

析プラットフォームの開発など、ICT を活用した支援事業が隆盛している。 

表 2-46 農業分野における他ドナーの関連事業 

 
出典：JICA 調査団作成 

 各種デジタル技術の適用可能性 

上述のとおり、モザンビークの農業においては、生産、製造・加工、流通、販売・消費の各バリュー

チェーンに課題が存在し、農業生産性や市場へのアクセスが改善していないと考えられる。各プロセ

スの改題に共通するボトルネックの一つとして、情報の有効活用ができていないことが挙げられる。

そこで、モザンビークにおける小規模農家による情報の有効活用を支援し、農業生産性の向上と市場

へのアクセスの向上に資すると考えられるデジタル技術について、個別事例の情報を取り纏めた。企

業名、そのサービス概要、優位性の概略等を、以下に示す。 
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ICT ソリューションの事例① 

日本植物燃料株式会社は、農協のサービスをスマートフォンアプリで実現するサービスを開発して

いる。同社は 2012 年にモザンビークに現地法人を設立し、バイオ燃料の栽培や電子農協プラットフ

ォームの運用事業等を通じ、小規模農家の生産性の向上や農業経営の改善に貢献している。 

 
図 2-86 電子農協プラットフォームで農家とバイヤーのマッチング 

出典：当該企業の Web サイトより JICA 調査団作成 

ICT ソリューションの事例② 

Kitovu 社は、ナイジェリアにおいて、ICT を活用して農家とバイヤーを繋げるほか、肥料や農薬アド

バイス、また、農家と金融サービスのマッチングソリューションを開発している。同社サービスがモ

ザンビークで展開された場合、小規模農家の金融アクセスの向上や、より適した肥料や農薬の利用に

よる作農の改善が期待できる。 

 
図 2-87 農家と金融サービスのマッチングソリューション 

出典：当該企業の Web サイトより JICA 調査団作成 
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ICT ソリューションの事例③ 

Aerobotics 社は、ICT を活用し人工衛星やドローン等上空から作物のリスクマネジメントを行うモニ

タリングシステムを開発している。モザンビークで同社サービスが展開された場合、より効率的な作

物のモニタリングにより農作業の生産性が向上する可能性がある。 

 
図 2-88 人工衛星やドローンを活用した農作物モニタリングシステム 

出典：当該企業の Web サイトより JICA 調査団作成 

ICT ソリューションの事例④ 

株式会社 坂ノ途中は、付加価値のある有機農産物の生産管理と販売のマッチングプラットフォーム

を開発している。同社サービスがモザンビークで展開された場合、小規模農家とバイヤーのマッチン

グ及び受発注の改善により、農業経営の生産性が向上する可能性がある。 

 
図 2-89 有機農産物の生産と販売マッチングシステム 

出典：当該企業の Web サイトより JICA 調査団作成 
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ICT ソリューションの事例⑤ 

kobo360 社は、トラック配車マッチングサービスで、運送業者と荷物の運送ニーズがある企業をマッ

チングするアプリを開発している。モザンビークで同社サービスが展開された場合、農作物の輸送の

時間短縮や物流費の削減により小規模農家の生産性が向上する可能性がある。 

 
図 2-90 物流のマッチングプラットフォーム 

出典：当該企業の Web サイトより JICA 調査団作成 

ICT ソリューションの事例⑥ 

株式会社 MARS Company は、ハーベストロスに貢献する冷蔵技術の提供を目指し、高度冷蔵保存技

術導入による農水産物の高付加価値化システムを開発している。同社サービスがモザンビークで展

開された場合、農作物の鮮度保持により市場変動の影響を抑制させることで、小規模農家の経営安定

化につながる可能性がある。 

 
図 2-91 ハーベストロスに貢献する冷蔵技術の提供  

出典：当該企業の Web サイトより JICA 調査団作成 
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ICT ソリューションの事例⑦ 

Twiga Foods 社は、モバイルベースで、農家と小売店を適正価格で繋ぐ農産物流通プラットフォーム

を開発している。同社サービスがモザンビークで展開された場合、農作物の物流の最適化や中間コス

トの削減、農家のマーケティング志向の向上により、農家経営の生産性が向上する可能性がある。 

 
図 2-92 モバイルベースの BtoB の農産物流通プラットフォーム  

出典：当該企業の Web サイトより JICA 調査団作成 

ICT ソリューションの事例⑧ 

日本電気株式会社は、先端テクノロジーを活用して各種データを取得し、仮想圃場での最適営農アド

バイスを行うシステムを開発している。同社サービスがモザンビークで展開された場合、適切な営農

アドバイスや収穫量・収穫適期の予測により、収穫量の増大による農業経営の生産性向上の可能性が

ある。 

 
図 2-93 最農作物の収穫量増加や栽培効率化などを実現 

出典：当該企業の Web サイトより JICA 調査団作成 
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 OI のテーマ候補 

農業分野については、JICA モザンビーク事務所との協議の結果、同事務所が 2020～2021 年度に実施

を予定する農業プロジェクトとの連携の可能性も見据え、農産物価格の収集・共有に資するソリュー

ションや、分散する農家に対する技術普及に資するソリューションに関する OI テーマを検討するこ

とを確認した。 

 

2.6.4 公共サービス支払いの効率化 

 対象セクターの現状 

モザンビーク政府組織である INAS（Instituto Nacional de Acção Social; National Institution of Social Action）
は個人給付金（Government to Person Payment）プログラムのもと、毎年約 31 万人に最低生活保障の

ための給付金を給付している。現在は全国約 6,200 か所の支払いポイントで現金の受け渡しを行って

いるが、ロジスティックコストが 15%にも及ぶことから効率化を喫緊の課題と捉え、プログラムの電

子化を検討している。モザンビークにおける公共サービス支払いの効率化に関する ICT 利用の現状

は、以下のとおり。 

➢ モザンビークにおける電子マネーの口座保有率（成人）は 2016 年時点で、約 40%である。 

➢ 2014 年時点では、モバイルマネーの用途はエアタイム購入や公共料金の支払いの手段として

の利用が目立って多く、次いで送金・受け取り、出金（受け取った金額の現金化）、現金デ

ポジットといった銀行サービスに類似するサービスの利用が多かった。 

モザンビーク政府の ICT 関連の政策は、以下のとおり。 

表 2-47 政府の取り組み 

 
出典：JICA 調査団作成 

一方で、電子マネーの普及が急速に進んでいる。以下図に現状を示す。 
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図 2-94 モザンビークの公共サービス支払いに関する現状 

出典：JICA 調査団作成 

 

公共サービス支払いに関する ICT 分野における課題として、インフラ整備の不足、ICT サービスの低

迷、開発環境の遅れがあげられる。 

 
図 2-95 モザンビークの公共サービス支払いに関する課題 

出典：JICA 調査団作成 

 

 

◼ インフラに対する政府の強気な投資などにより、過去5年間の経済成長率は約7%を記録している。
◼ ICTセクターの成長のため、法律改革を実施。
◼ アフリカでも最も早くICT方針書を具体的に作成した国家の1つ（ 2002年）。
◼ ブロードバンドや電気通信インフラに多大な投資を実施している。

経済成長と
政府による取組

◼ モザンビークにおける電子マネーの口座は非常に高い速度で
拡大しており、電子マネーの口座を保有している成人の割合は
40%（ 2016年）。

◼ モザンビーク銀行は2015年には2,130万件のモバイル金融
サービスによる取引を記録しており、2016年には1億4,980万
件を記録している。これらの取引には振り込み、引き出し、送金、
支払いなどが含まれる。

◼ 電子マネー口座は銀行のATMから金銭を引き出すために用い

られることが多く、電子マネーに対し現金の方が圧倒的に支配
的であることを示唆している。

モバイル金融サービス
の現状

◼ モザンビークにおけるデジタルイノベーションの核は決済の領域で発生しているのに対し、ターゲット化し
た取り組みは市場の提供や振り込み、融資などの領域で台頭しつつある。

◼ M-pesaはモバイルマネー送金システムにより、モザンビークにおける送金形態を変化させた。プラット
フォームは基本的な携帯電話からアクセスできるため、約300万人のモザンビーク人が使用している。

◼ その他のモバイルのプラットフォームも開発されている（m-Kesh、e-Mola）。
◼ The Financial Sector Deepening Moçambique （FSDMoç.）で は、Ekutiva solutions（HTTPおよび

USSD経由の決済ゲートウェイ）、Robobo（決済ポータル）、PayTek（決済アグリゲーター）、Zoona
（KYCや銀行代理機関のモデル）、Mukuro（管理した規制環境における送金サービス）などの機関ととも
に金融ソリューションの試験運用を実施するため、現在サンドボックスプロジェクトを開発している。

モバイルプラットフォーム
の開発
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 JICA 及び他ドナーの動向 

JICA の公共サービス支払いに関連する協力実績は限定的となっている。 

表 2-48 公共サービス支払いにおける近年の協力実績 

 

 
出典：JICA 調査団作成 

複数のドナーにより、ICT 活用をした公共サービス支払に関する支援が行われている（以下表参照）。 

表 2-49 他ドナーの ICT を活用した公共サービス支払い関連事業 

 

 
出典：JICA 調査団作成 

 各種デジタル技術の適用可能性 

上述のとおり、モザンビークにおける公共サービス支払いに関する ICT 分野における課題として、

インフラ整備の不足、ICT サービスの低迷、開発環境の遅れが挙げられる。これらの課題の解決には

インフラ整備や開発環境の整備など、費用や時間がかかると考えられるが、諸外国で既に活用されて

いるサービスや技術の導入により、利便性について周知されることで利用が増え、インフラ整備や開

発環境も改善することが期待できる。そこで、モザンビークの公共支払いに関する関連インフラの整

備及び利用の拡大に資すると考えられるデジタル技術について、個別事例の情報を取り纏めた。企業

名、そのサービス概要、優位性の概略等を、以下に示す。 

# 案件名 スキーム 期間 C/P 概要

1
VAT徴収・管理シ
ステムの普及事業

民間連携
事業

2017

株式会社ビー・エ
ム・シー・イン
ターナショナル、
株式会社かいはつ
マネジメント・コ
ンサルティング共
同企業体

技術協力プロジェクトであり、以下を目標として実施された
・BMC社製品の導入によるVATの徴収増
・制度設計、導入計画策定、運用管理支援による導入効果の最大化
・制度の効果的な運用による税収増、徴税基盤の拡大、事業者経営能
力の向上、雇用創出
・税収増による援助依存からの脱却と経済社会開発予算の確保と貧困
削減

#１ ドナー等 案件名 期間 概要

1

イタリア政府、世界
銀行、モザンビーク
政府、国家ICT機関
(INTIC) (元ICT Policy 
Implementation Unit 
UTICT)によって実施。

電子政府ネットワーク
(GovNET)

2004-

電子政府ネットワーク構築に必要な、技術（ハードウェア、ソフトウェア、ネッ
トワーク）要件、適切な通信プロトコル、命名規則、セキュリティルールの定義
などのサポートを提供することを目的とてイタリア政府や世界銀行などの支援を
もとに2004年に開始。中央政府の実装後、モザンビークの128地区への接続も拡
張されている

2
UNDP、イタリア政府、
マイクロソフト社、
フィンランド政府

州デジタルリソースセン
ター（CPRD）

2004-

地方におけるICTの発展と活動のためのシングルエントリーポイントを提供する
ことにより、ICTインフラ、スキル、および投資を集中し、開発のすべてのセク
ターによるICTの地方の需要と利用を促進し、地方のコンテンツの開発をサポー
トするプログラム

3スウェーデン国税庁
国民登録制度
（SINAREC）

-
市民向けの社会サービスの効率的・効果的な計画と実施、投票制度のための正確
な国民登録データの効率的な利用による民主主義の促進、効率的・効果的・公正
な政府の促進などを目的としたプログラム

4
世界銀行、ユネスコ、
UNDP

マルチメディアコミュニ
ティセンター（MCC）プ
ログラム

-
コミュニティが、幅広い情報通信技術を使用することにより、シングルポイント
を介した情報へのアクセス手段の提供を目的としたプログラム。このプログラ
ムはデジタル格差や貧困の低減にも寄与するものである

5UNDP、イタリア政府モバイルICTユニット -
全土に渡りICTスキル人材の問題に対処するため、ICT施設からの遠隔地におけ
るトレーニングコースを提供。これらトレーニングコースは、公務員やその他の
コミュニティメンバーに関連するプログラムを提供している

6世界銀行
モザンビーク電子政府通信
インフラプロジェクト
（MEGCIP）

2010-2014

ブロードバンドネットワークの地理的範囲を拡大し、電子政府アプリケーション
による効率と透明性を促進することにより、通信コストを削減することを目指し
たプロジェクト。科学技術省主導で、通信インフラストラクチャ、政策と規制、
電子政府アプリケーション、および組織の能力開発に焦点を当てたコンポーネン
トで構成されている
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ICT ソリューションの事例①  

NEC Technologies India 社は、IT を活用した農村地域の行政サービス高度化を目的とした共通サービ

スセンターを開発している。モザンビークで導入された場合、補助金等の支払いに関する IT の活用

や電子マネー利用の拡大が期待できる。 

 
図 2-96 補助金の交付などの公共サービスを創出・提供 

出典：当該企業の Web サイトより JICA 調査団作成 

ICT ソリューションの事例② 

株式会社ビー・エム・シー・インターナショナルは、店舗から付加価値税（VAT）を徴収する制度を

構築し、税徴収の効率化を目指すシステムを開発している。実際に展開が開始されているモザンビー

クでは、店舗における付加価値税（VAT）徴収の効率化が図られている。 

 
図 2-97 付加価値税（VAT）徴収レジスター導入による VAT の徴収 

出典：当該企業の Web サイトより JICA 調査団作成 
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ICT ソリューションの事例③ 

Vodacom Moçambique 社は、携帯電話を利用した送金、マイクロファイナンスなどの金融サービスを

提供する「M-Pesa」を開発している。同サービスはモザンビークでも展開が開始され、電子送金・預

金等のサービス提供により金融包摂の拡充に貢献している。 

 
図 2-98 携帯電話を利用した金融取引の効率化 

出典：当該企業の Web サイトより JICA 調査団作成 

 

 OI のテーマ候補 

今回想定する公共サービス支払いの効率化分野については、JICA モザンビーク事務所との協議の結

果、現地・国内のプレーヤーおよびソリューションの多様性等の観点から、教育・農業分野と比較し

て劣るため、今回の OI テーマの候補から外すことを確認した。 
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 オープンイノベーション実施（民間向け） 

3.1 オープンイノベーション実施全体概要 

3.1.1 オープンイノベーション実施の方法 

 課題設定からの事業形成の概要 

本調査において、課題抽出と解決策の検討をオープンイノベーション通じて行い、ODA 事業が中心としつ

つも、民間事業としての形成も視野に入れ、事業形成していくことを目的とする。課題設定からの事業形成の

概要を以下図に示す。 

  
図 3-1 課題設定からの事業形成の概要 

出典：JICA 調査団作成 

 オープンイノベーション 

民間企業、政府、各種団体、学術機関等の持つ技術やアイデアをオープンイノベーションにより取り

入れることで、アフリカ地域の開発課題の解決を図ることを検討する。オープンイノベーションプロ

グラムの推進にあたり外部組織の協力・関与を得るためには、課題の設定から連携することが望まし

いと考えられる。なお、オープンイノベーションを進めるにあたり事前にインセンティブ設計を明確

にする必要がある。 

 
図 3-2 オープンイノベーション段階別のステークホルダー 

出典：JICA 調査団作成 

◼ それぞれの事業からの拡張性を検討する
✓ ドローンとアプリを組み合わせる等の工夫

技術普及

解決策とプロジェクト化イメージ
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や運営
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➢ 課題解決に向けた連携先の構築 

本調査においては、開発途上国の社会課題解決に関心を有するスタートアップ企業、大企業、高専、

投資家、現地政府関係者、現場の有識者等を巻き込んだオープンイノベーションを通じ、開発課題に

対するソリューションの形成に取組む。これらステークホルダーにヒアリングを行い、オープンイノ

ベーションにおける連携可能性について確認する。 

課題設定の時点から外部組織の協力・関与を得るために、JICA から提示された各国分野における大

企業・学術機関等の関心領域について確認し、ソリューションの形成における連携可能性についても

確認する。 

➢ 事業化に向けた連携 

本調査において、ODA 事業の形成が主な出口となっているが、オープンイノベーションの過程にお

いて民間事業としての事業化が適切と考えられる場合には、VC や投融資、民間連携事業等への適切

な繋ぎ込みを行うことが必要とされる。 

中長期的には STI for TICAD Open Innovation Platform の趣旨に賛同する大企業、財団、民間ファンド、

アクセラレーター等と連携し、スポンサーシップや協力を得ながら、協働で課題を設定しアイデアを

募り、選ばれたアイデアの事業化をスポンサーや協力機関とともに支援する仕組みを構築すること

が望まれる。 

 課題解決志向型の課題設定 

➢ 課題の捉え方（ニーズ情報） 

オープンイノベーションを通じた新規事業形成においては、技術の導入のみが目的とならないよう、

STI の導入ではなく、「解決すべき課題は何か？」ということから議論を開始し、課題を軸に解決策

を検討する。 

また、STI の導入においては、現地の政策/規制環境や現地の社会文化的環境、サービスを提供するた

めの通信ネットワークや電力等のインフラの状況、スマートフォン等サービスを提供するためのデ

バイスの普及状況、データの入手可能性、人材育成の戦略等、様々な要素を考慮する必要がある。マ

ンチェスター大学の Richard Heeks 教授がオニオンリングモデル（以下図）で示しているように、STI
導入成功のためには、Environment、Organization、Information System、Technology、Information 等様々

な要素を考慮することが重要であり、これらの点に留意しながら、STI を適用した新規事業形成を図

る。 

 
図 3-3 オニオンリングモデル 

出典：Heeks (2018)3 

 
3 出典：Richard Heeks (2018). Information Communication Technology for Development 
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課題設定のフローは、以下図のとおりである。ニーズ情報については、既存報告書やデータベースか

ら、情報を収集・分析する。事例整理のみならず、新規事業仮説を立て検証すべき点を整理する。 

 
図 3-4 課題設定のフロー 

出典：JICA 調査団作成 

 PoC の対象範囲 

➢ 本調査が対象とする PoC案件の整理 

本調査における PoC の対象範囲は、新規対象国の対象セクターのうち複数案件を対象とする。また、

第 1 回調査の高専 PoC 案件や、JICA がかねてより計画している農業 PoC 案件を本調査に含めるかに

ついて、JICA と調整を行い、以下図の案件を対象とした。 

 
図 3-5 PoCの対象 

出典：JICA 調査団作成 

➢ PoC の対象企業の考え方 

本調査における PoC 実施対象企業は、当初は日本企業を想定していたが、第 3 国企業も対象にする

べきか否かについて JICA と協議し、審査プロセスにおいて優位にある企業を設定することとなった。 

 PoC 実施フロー 

本調査においては、PoC の対象（農業 PoC、高専 PoC、新規対象国 PoC）によって、PoC 実施に至る

プロセスが異なるため、スケジュールの調整を含め関係者と確認しながら実施している（以下のフロ

ー図を参照）。 
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図 3-6 PoC 実施フロー 

出典：JICA 調査団作成 

3.1.2 オープンイノベーション実施プロセス 

国によって多少スケジュールは異なったが、オープンイノベーションの実施プロセスにおけるマイ

ルストーン、関係者の役割、スケジュール、アウトプット等について、以下表のとおり設定し、実施

した。 

 

図 3-7 オープンイノベーションの実施プロセス 
出典：JICA 調査団作成 

公募から PoC 実施企業選定までのプロセスの詳細は以下図のとおりである。審査は、1 次選考（書類

審査、オンライン面談、そして最終選考の 3 段階により構成されている。 

応募書類に基づく１次審査を実施した後、JICA 関係者と応募企業との間でオンライン面談を開催し

た。オンライン面談）は、JICA 関係者側のソリューションの理解を深めるとともに、応募企業側の

現場ニーズや現場の状況の理解を深めることにより、ソリューションや実証計画をブラッシュアッ

プし最終審査に臨んで頂くことを目的とした。最終審査は、オンラインにて、提案者から 10 分間の

ピッチ後、10 分間の質疑応答を実施する形で開催した。 
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◼ PoC実施支援

◼ 実証成果の確認

◼ 成果報告会の開

催

◼ 実証成果の検証

◼ 成果報告会の開

催

◼ 実証成果の確認

◼ 成果報告会の開

催

◼ ネクストアクション

の確認・実行

◼ ネクストアクション

の整備

◼ ネクストアクション

の整備支援

アウトプット

◼ 公募用HP

◼ 審査基準表

◼ 審査体制表

◼ 1次審査書類

◼ 1次審査結果

◼ ピッチ資料 ◼ PoC実施採択企

業の決定

◼ PoC計画 ◼ 成果発表資料 ◼ ネクストアクション

の整備
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図 3-8 PoC 実施企業選定プロセス 
出典：JICA 調査団作成 

審査基準は以下表のとおり設定している。技術面のみでなく、最終的に事業化ができるかといった観

点も審査基準に含めている。大別すると５つの観点（課題の解決性、実現性、競合優位性、PoC 計画

の妥当性、実績）により審査を行った。 

 

図 3-9 審査基準 
出典：JICA 調査団作成 

 

 

 

PoC計画
ブラッシュアップ

募集期間
１次選考
（書類審査）

最終選考
（ピッチ審査）

◼ 内容
✓ 応募提出書類を基に書面審査

を実施
✓ ソリューション、実証事業、企業

を審査

◼ 形式
✓ 書面審査

✓ 調査団が審査を実施し、貴機構
関係者が確認

◼ 体制
✓ 貴機構、調査団

複数の施策や連携を通じ
幅広い企業を募集

ソリューションをベースに
通過者を決定

相互に疑問点を解消し
実証計画の精緻化を実施

PoC実施企業の確定

◼ 内容
✓ 1次審査通過者（3～5社程度）と40

分程度のオンライン面談を実施
✓ 各面談の流れは下記のとおり

①面談の主旨の説明（1分、調査団）

②ソリューション・実証計画の説明

（5分、応募者）

③ユースケースの説明（専門家）（10
分）

④JICA（専門家の方々含む）からの

質疑応答（15分）

⑤応募者からの質疑応答（15分）

◼ 形式
✓ オンライン（Teams等）

◼ 体制
✓ 貴機構（専門家の方々含む）、調査

団

◼ 内容
✓ 各社15分程度の最終審査（オン

ライン）の実施

✓ 最終審査の流れは下記のとおり

①ソリューション・実証計画の発表

（5分、応募者）

②質疑応答（10分）

③審査表入力（5分）

◼ 形式
✓ オンライン（Teams等）

◼ 体制
✓ 貴機構（専門家の方々含む） 、

外部有識者、調査団

◼ 実施予定の施策
✓ 対象企業への個別声掛け
✓ NineSigmaとの連携
✓ SNS等での募集周知＆個別声掛け
✓ Morning Pitchメルマガ配信
✓ プレスリリース
✓ 貴機構のSNS、メルマガ、HPにおける周知

周知・声掛け
応募者
確定

通過者
確定

書類審査
オンライン
面談

実証計画
精緻化

実証計画
精緻化

ピッチ審査
実証企業
確定

審査基準

事業
（ソリューション）

実証
事業

✓ 提案されている製品・技術は、対象
課題の解決に貢献できる蓋然性が
高いか

✓ 対象課題の解決に一定のインパクト
を与えることが期待されるか

課題の解決性

（40点）

実績

（10点）

✓ 国内外における製品・技術の販売・
導入実績はあるか

競合優位性

（15点）

✓ 他の製品・技術と比べて競合優位性
を有するか、競合優位性は明確か

✓ 実証後、プロジェクトへの導入や新
規事業化が期待できるか

実現性

（15点）

PoC計画の妥当性

（20点）

✓ 実証すべき項目は明確か

✓ 実証計画は具体的か

✓ PoCの実施体制は適切で実現性が
高いか

企業

• 所与の条件に製品・技術がフィットするか（現地のIT環境に適用可か。現場に導入/設置可能か。対象をカ
バー可能か。ユーザーが使用可能か。持続的に運用可能か（操作・管理が簡便であるか。）

• 上記を満たした上で、技術的に目的を達成可能か

• 導入実績と今回提案の関連性

• どういった具体的な技術が優位であり、本事業にどのように寄与するか

• 多額の資金をつぎ込まなくても、本技術の活用でレバレッジをきかせ解決をはかることができるか

• 技術面のみならず、資金面や人材面、また、現地ステークホルダーとの関係性等も考え、実現可能性が
あるか（どこから収入を得るのか。支出は何か（初期投資、O&M費）。収支の目途は。誰が運用の主体に
なるのか。運用中のサポート体制は。想定される現地ステークホルダーは。）

• 信頼性（信頼性ある実験が可能かどうか）、実用性（現場での利用に適しているかどうか）、簡便性（仕様
や手順等が、簡単かつ容易かどうか）

観点 配点 ポイント 詳細

• 具体的な事業効果は何か（定量的効果（例：受益者数、その他データ評価可能な効果）、定性的（例：これ
まで実現できなかった＊＊が、飛躍的に＊＊のように可能になる））

• 具体的な作業項目、スケジュール、アウトプット

• 資機材の調達、輸出（通関含む）の実現性

• チームメンバーの構成、経験、能力
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3.1.3 参加インセンティブ設計 

オープンイノベーション実施において如何に企業等の参加を促すかというインセンティブ設計が重

要であるという、第 1 回調査の教訓を踏まえ、本調査での PoC 実施については、将来的な JICA 事業

と連携したビジネス展開の可能性や JICA と連携することで得られる対象国政府とのコネクションと

いったメリットに加えて、300～500 万円の PoC 予算を提供することとした。金額の設定においては、

JICA が別途実施している Project NINJA（優秀企業・団体には 1 社あたり 3 万ドルを提供）や他ドナ

ーが実施する類似の取組（下記表）を参考にした。なお、日本企業と現地企業では渡航費の要否など

条件が変わるものの、公平性の観点から金額の設定は一律で行うことした。 

 

表 3-1 ドナーによる開発課題のためのソリューション募集の一例 

 
出典：各 Web サイトを基に JICA 調査団作成 

 

3.2 ガーナ（ザンビア含む） 

3.2.1 課題選定 

 現地調査（2020 年 2 月～3 月） 

ガーナでは当初、交通需要管理・計画策定の効率化、保健システムの強化（母子保健）、無電化地域

の電化の 3 つが OI イベントのテーマ候補として挙げられていた。オープンイノベーションプログラ

ムの推進にあたっては、現地課題を熟知したステークホルダーが存在していることや、ソリューショ

ンを提供し得る国内外のステークホルダー（主に民間企業）が一定程度存在していてソリューション

の多様性がある程度期待できること、更には実証現場が確保できることなどが重要であることから、

これらの点を勘案し、協議の結果、保健医療セクターでテーマ設定する方向で現地調査を実施した。 
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現地調査では、「母子手帳を通じた母子継続ケア改善プロジェクト」、Ghana Health Service、携帯を

活用した妊産婦向けのサービスを提供している Grameen Foundation および Savanna Signatures、ドナ

ー、医療機関等の関係者に STI ニーズのヒアリングを行った。 

 

１）「母子手帳を通じた母子継続ケア改善プロジェクト」関係者 

母子手帳プロジェクト専門家からは下記の STI ニーズが挙げられた。 

➢ 住民向け 

• 妊産婦や母親に必要な情報を届けるためのサービス 

• タイムリーな ANC、PNC 受診に繋げるためのサービス 

➢ 医療従事者向け 

• 特に専門医が少ない領域（early childhood development 等）における、レファラル病院で受診

後のコミュニティにおけるフォローアップ支援 

• 医療従事者の診断・ケア補助 

➢ 医療施設向け 

• 画像（超音波、X 線等）情報の医療施設間共有 

特に、プロジェクトで支援している母子手帳は英語であり、一部の母親には必要な情報が届いていな

いことから、多言語または音声で必要な情報を届けるニーズが示された。一方、Grameen Foundation
が 2009 年から 2015 年にかけて”Mobile Technology to Strengthen Maternal, Newborn, and Child Health 
(MOTECH)”プロジェクトを実施し、Upper East、Greater Accra、Volta, Central 州において、7 つのロー

カル言語で妊産婦や 1 歳までの子どもを抱える母親に週 1 回の頻度でタイムリーな情報を届けるサ

ービスや、タイムリーな受診をリマインドするサービス（CHN 等の医療従事者に対しても逃した受

診についてアラート）を提供していること、また、ガーナの NGO である Savanna Signatures
が、”Technology for Maternal and Child Health (T4MCH)”（2011 年～2020 年 4 月）において、Northern、
Savanna、North East、Upper West、Volta、Oti 州において同様のサービスを提供していることが確認

された。ただし、これらのプロジェクトは予算面で持続性の課題を抱えていたことから、これらの既

存の取り組みを活かした形で、どのように民間企業を巻き込みながら持続的なビジネスモデルを構

築できるかを OI テーマ候補とすることが一案として挙げられた。 

 

２）Grameen Foundation、Savanna Signatures 

Grameen Foundation より、MOTECH はインドでは政府のイニシアティブとして全国展開に成功して

いること、ナイジェリアでは電話代や運営費の課題を解決するため Airtel と提携し都市部の中高層所

得層向けに有料でサービスを提供していることやなどについて説明があった。また、シエラレオネ・

DRC・ウガンダではエボラ対策のためローカル言語でタイムリーなメッセージ発信をし、ルワンダで

はワクチンキャンペーンのためのメッセージを発信している。 

携帯を活用した妊産婦への音声による情報提供について、Grameen Foundation と Savanna Signatures か
らは、サービスの効果は確認されていることから、活動の持続性を担保するビジネスモデル構築が最

重要であるとの認識が示された。 

 

３）Ghana Health Service (GHS) 

OI テーマ候補について、GHS の Director General および Policy Planning Monitoring and Evaluation 
Division の eHealth Implementation Specialist と協議を行った。 
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GHS の局長および Policy Planning M&E Division の担当者からは、MOTECH は、GHS の Family Health 
Division との強い連携のもと$3M 以上かけて実施したものの、電話代や運営費の問題によりスケール

アップできなかったこと、また、十分なエビデンスを収集するだけのスケールアップが実現できず効

果に係るエビデンスも乏しい旨の説明があり、MOTECH と同様の取り組みを追求することに対する

後ろ向きな反応が示された。STI 導入の必要性については、下記領域の優先度が高いとの説明があっ

た。 

➢ E-tracker や DHIMS へのデータの入力と分析・活用を改善するためのソリューション 

➢ Community Health Officer (CHO)または Community Health Nurse (CHN)と Community Health 
Volunteer (CHV)のコミュニケーションを強化するためのソリューション 

➢ 医療従事者へ遠隔で研修ができるソリューション 

➢ 病院の電子カルテシステム 

 

４）ドナー（世界銀行、USAID） 

世界銀行は、NHIS の保険請求管理システムの開発・導入を支援しているが、その他に保健分野にお

ける STI 導入事例や今後の計画は有していない。 

一方、USAID は下記の通り多くの取り組みを実施している。 

➢ Good Neighbors との連携のもと、3 州で E-tracker の研修を支援 

➢ “Developing Acute Care and Emergency Referral Systems Project in Ghana (ACERS)”において遠隔地

への遠隔医療システムを導入 

➢ サポーティブスーパービジョン（SS）の結果を DHIMS に繋げる等、SS のデジタル化を支援 

➢ ウェブのダッシュボードである、コミュニティスコアカードの開発・導入を支援 

➢ 医薬品や資材の在庫管理を支援する、AI による需要予測も可能な Ghana Integrated Logistics 
Management System (GILMS)の導入を支援 

➢ NHIS の請求管理ダッシュボードの開発・導入を支援 

 

中でも E-tracker に関してはデータの入力と分析・活用における課題が大きく他州にスケールアップ

できていないことや、指定用紙の記入と E-tracker への入力がダブルワークになっており医療従事者

の入力のモチベーションが低いこと、アプリの不具合が多いこと、データの信頼性が低いこと、多く

のNGOやドナー等の活動がバラバラに実施されており統合されていないことに係る課題感が示され

た。 

 

５）医療施設 

GHS や USAID から特に STI ニーズが高い課題として挙げられたデータのインプットと集積された

データの活用方法について、Volta、Sogakope にある South Tongu DHD(District Health Director)、Dabal 
Health Center、Sogakope North CHPS を訪問し、ヒアリングを行った。ヒアリングの内容は下述のとお

りである。 

なお、各医療施設（ヘルスセンター、CHPS）では、各施設で提供するサービスごとに Register と呼

ばれる紙のフォーマットがあり、CHO や CHN が、サービス別の定型フォーマットに患者ごとの情報

を手書きで記入している。その情報は下記の様な形で E-Tracker、DHIMS に反映される。 
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表 3-2 E-Tracker および DHIMS へのデータ入力 

 E-Tracker DHIMS 

入力頻度 患者が来るたびに更新 月１回 

入力方法 各施設にて、手書きで記入したフ

ォーマット情報を基に、支給され

たタブレッド上の専用アプリに情

報を入力 

各施設で紙の DHIMS 用定型フォーマ

ット（各サービスごと）に情報を纏め

た後、ハードコピーを DHD に送付。

DHD にてデータの入力を実施 

出典：JICA 調査団作成 

➢ South Tongu DHD(District Health Director) 

• DHD の Information officer が地域内の 4 つの Health center と 21 の CHPS のシステム・デー

タ関連の統括責任者をしている 

• 月次で DHIMS のレポートを上のレイヤーである Region に提出し、重要な指標（マラリア

や各種ワクチンの接種率等）に関しては、各施設ごとにパフォーマンスレビューとして通達

を実施する 

• 課題：各施設から E-Tracker に関する質問、特にタブレッドの故障やアプリの不具合等の細

かいシステム関連のクレームが多く寄せられること、またその対応を実施する担当者

（Information Officer）が一人のため毎日その対応に追われてしまっていること、通信環境が

悪いこと等 

➢ Dabal Health Center 

• 15 人の従業員（CHN、助産師など）が勤務、同地域では最大の Health Center 

• 課題：タブレッド数が２つしかないためリアルタイムで入力するためには患者数にタブレ

ッド数が追いつかないこと、多い時は月に 500 人の子供を診察するため手書きの Register が
複数部必要になることで、どの子供がどの部に記載されているのか探すのに時間がかかり、

重複した記載になる等不備が出てしまうこと、母親に対するタイムリーな情報発信、フォロ

ーアップのためには電話をかけたり、車で家まで迎えに行く必要があり少なくないコスト

がかかってしまうこと、通信環境が悪く長い時は一か月ほど E-tracker のアプリにログイン

できない事があること等 

➢ Sogakope North CHPS 

• 4 人の従業員（CHN）が勤務 

• 課題：通信環境が悪く使えないことがほとんどであること、またそのインターネット使用量

も自分たちで支払いをする必要があり負担であること、施設に電力が通っておらず充電す

るために特定の場所まで行かなければならないこと、同じサービスにも複数種類の Register
があり分かりにくいこと、E-Tracker の使い方が分からないこと等 

 

結論としては、通信環境の問題やタブレッド数の不足、使い方や入力のための教育の不足など、STI
導入以前の優先すべき課題が多く挙がった。また、CHPS や Health Center の従事者からは、インプッ

トした情報に対してのフィードバックがDHDからのパフォーマンスレビューのみであり実用的な分

析等は行われていないという声もあった。なお、その他の STI 適用の可能性としては、特定の疾病の

患者数から医薬品の需要を予測するソリューションや数少ないバイクの場所が分かるソリューショ

ンなどが挙げられた。 

上記調査を踏まえ、下表のとおりオープンイノベーションテーマ候補を整理し、GHS や JICA ガーナ

事務所と協議を実施した。その結果、GHS のオープンデータを活用したハッカソンを第一候補とし

て検討することとなった。 
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図 3-10 オープンイノベーションテーマ候補 

出典：JICA 調査団作成 

 
図 3-11 オープンデータを活用したハッカソン（案） 

出典：JICA 調査団作成 
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 国内調査（2020 年 3 月～） 

新型コロナウイルスの発生により、GHS の上記テーマにおけるオープンイノベーション実施の優先

度が下がり、テーマを再検討する必要が生じた。 

そこで、現地関係者との協議においてオプションとして挙がった廃プラスチックに関連するテーマ

設定の可能性を調査した。しかしながら、UNDP が廃プラスチックに焦点を当てたオープンイノベー

ションチャレンジを 7 月にガーナで実施する予定であることが判明したため、異なるテーマを検討

することとした。（なお、後述のとおり、現地で再プラスチックと砂で舗装レンガを開発・製造して

いるガーナの Nelplast 社とは高専オープンイノベーションチャレンジで連携することとした。） 

3 月以降、新型コロナウイルスの流行により JICA のプロジェクト専門家は日本への退避を余儀なく

されており、プロジェクトが一時中断するなど、円滑な実施に支障が発生していた。それは全 JICA
プロジェクト共通の優先度の高い課題であることから、「移動制限下においても、途上国の現場に効

果的な技術指導を提供できるイノベーション」にオープンイノベーションのテーマを変更すること

を提案し、関係者の合意を得たことから、同ソリューションのニーズが高い、本調査における連携プ

ロジェクトの確認、連携プロジェクトからの具体的なニーズのヒアリングを行った。 

連携プロジェクトの選定基準を、①現場実習等、通常のオンライン会議ツールではニーズが満たされ

にくい性質がある案件、②実証を実施することについて C/P や専門家の協力が得られ易い案件、③緊

急性の高い案件、④最低限のインターネット環境が確保できる案件、と設定し、JICA ガーナ事務所

と協議を実施した結果、ガーナ野口研における「ガーナにおける感染症サーベイランス体制強化とコ

レラ菌・HIV 等の腸管粘膜感染防御に関する研究（SATREPS）」が候補として挙げられた。また、

実証後の JICA 事業における導入を想定すると、複数の案件で実証を行い様々な角度から検証するこ

とが望ましいことから、JICA アフリカ部を通じ本テーマに係る実証ニーズのあるプロジェクトを募

った結果、ザンビアの「アフリカにおけるウイルス性人獣共通感染症の疫学に関する研究」プロジェ

クトおよび「市場志向型稲作振興プロジェクト」から関心が示された。 

これらプロジェクト専門家から具体的なニーズや実証場面のヒアリングを行った結果、「3.2.2 公募」

に記載のとおりテーマ設定を行った。 

3.2.2 公募 
本イベント用に広報と参加登録の Web サイトを開設した。公募の抜粋は以下のとおりである。 

 

CHALLENGE 

『渡航制限下においても、途上国の現場に効果的な技術指導を提供できる遠隔コミュニケーション

技術』 

（想定するソリューション例） 

• ハンズフリーで視界や作業状況を共有しながら技術指導や遠隔コミュニケーションをサポート

できるウェアラブル、AR/VR 技術やサービスコンテンツ 

• ロボットなど、作業の様子を共有しコミュニケーションがとれる技術 

 

BACKGROUND 

JICA はアフリカ、アジア、中東、中南米等の 148 ヶ国で協力を展開しています。年間約 1 万人の専

門家、8,500 人の調査団、1,000 人の青年海外協力隊を海外に派遣（年間の技術協力事業費は約 1,900
億円）し、年間約 1 万 5 千人の研修員を途上国から日本に受け入れています。 
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しかしながら、コロナの影響により専門家や青年海外協力隊は帰国を余儀なくされ、調査団派遣や研

修員受け入れは中断し、事業の円滑な実施に支障が生じている状況です。 

そのため、JICA 事業や JICA 事務所への導入を想定し、渡航制限下においても、遠隔で効果的な技術

指導を提供できるイノベーティブなソリューションを募集します。 

 

WHY PARTICIPATE 

◼ JICA の現場における実証機会を提供（実証費用を JICA が負担） 

◼ 実証後、技術が確立されれば、アフリカや JICA が支援するその他地域の途上国への導入の可能

性 

◼ JICA による広報支援 

 

POINTS TO CONSIDER 

◼ JICA の現場には通信環境が弱い環境が多く存在します。弱い通信環境でも適用可能なソリュー

ションや、通信環境を確保する補完的なソリューションとの組み合わせの提案も歓迎します。 

◼ JICA は 148 ヶ国で協力を展開しており、誰でも簡単に利用可能であるソリューションを求めま

す 

◼ 途上国への技術指導に適したソリューションという観点から、JICA のニーズに応じソリューシ

ョン（ソフトウェアサイド）のカスタイマイズに柔軟に協力頂けることを求めます 

PoC 

◼ 実証期間：2020 年 1 月～6 月のうち 3 ヶ月程度を予定 

◼ アフリカのガーナおよびザンビアの、感染症対策分野および農業分野のプロジェクトにおける

実証を予定しています。日本にいる日本人専門家が、ガーナやザンビアの研修員に対して遠隔で

実施する複数の研修において、提案ソリューションを実証する予定です。各国のニーズについて

は「PoC SCENARIOS」をご参照ください。 

◼ プロダクトは現地に輸送し、遠隔で実証する予定です。 

 

PoC SCENARIOS 

【ガーナ 感染症対策分野】 

ガーナの野口記念医学研究所（以下、「野口研」）は 1979 年に日本の協力で設立され、今ではガー

ナのみならず西アフリカの感染症対策の中心的な拠点として重要な役割を担っています。 JICA は長

年日本人専門家を派遣し、感染症対策・研究領域の様々な技術指導を提供してきた他、野口研の研究

者を日本へ招聘して研修プログラムを実施し、野口研の能力向上に寄与してきました。 

現在野口研とは、日本の東京大学医科学研究所、国立感染症研究所、ガーナの病院や疾病を管理する

ガーナ保健サービス（GHS)との連携のもと、「ガーナにおける感染症サーベイランス体制強化とコ

レラ菌・HIV 等の腸管粘膜感染防御に関する研究」プロジェクトを実施しています。感染症サーベイ

ランス能力の強化に向け、疾病サーベイランスで見つかった病原体の遺伝子解析や病態との関連性

の分析などを日本・ガーナ共同で実施しています。 

本プロジェクトでは、コロナの発生に伴い、日本人専門家の現地渡航や野口研の研究者の本邦研修の

取りやめを余儀なくされました。一般的なパソコン搭載カメラを利用したウェブ会議では、実験作業

中の様子などを円滑に伝えることが困難であり、現地で指導するのと同等の研修効果を得ることは
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難しい状況です。そのため、感染症領域の遠隔研修の実施に効果的なソリューションが求められてい

ます。 

◼ 実証シーン：HIV 薬剤耐性ウイルスの遺伝子解析に係る研修、腸内細菌叢解析の研修など 

◼ 利用する拠点や人数： 

• 最大 3 拠点 （日本 2 拠点、ガーナ 1 拠点） 

• 最大で 8 名程度 （日本 3 名、ガーナ 5 名） 

◼ 使用する場所：野口研先端感染症研究センター内の屋内実験室 

◼ 野口研のインターネット回線の速度： 2 回 Wifi 速度計測した中、最大値で下り 1.7Mbps、上り

32.9Mbps、平均値で下り 1.7Mbps、上り 27.2Mbps 。光回線は導入されているが、研究所内で共

用しているため速度遅延の場合がある。（バックアップとしてモバイルルーターの準備を検討） 

◼ 言語：英語 

 

【ザンビア 感染症対策分野】 

ザンビア大学獣医学部は、1985 年に日本の支援により建設され、以降、ザンビアの獣医学教育の強

化、人獣共通感染症対策の強化のため、長年日本人専門家の派遣や研修員の受入れ等により技術協力

を提供してきました。ザンビア大学獣医学部は今では地域の感染症対策の拠点ラボとして機能し、新

型コロナウイルスの診断においてもザンビア全土の過半数の検体の検査を行うなど、中心的な役割

を担っています。 

現在ザンビア大学獣医学部においては、北海道大学人獣共通感染症リサーチセンターとの連携のも

と、「アフリカにおけるウイルス性人獣共通感染症の疫学に関する研究」プロジェクトを実施し、感

染症の自然宿主や伝播経路の解明および現地の感染症対策人材の育成に取り組んでいます。特に、感

染症の効果的な対策を講じる上で、鍵を握るのはウイルスの遺伝子解析となります。患者から検出さ

れたウイルスの遺伝子配列を比較・解析することにより、ウイルスの由来や伝播経路、流行ウイルス

のトレンドなどを把握し、効果的な防疫対策の立案に必須となる疫学的知見を得ることが可能とな

ります。そのため、同プロジェクトでは、ウイルスの遺伝子解析に必要となる次世代シークエンス解

析に必要な最先端の研究機器を新たに同獣医学部に導入し、次世代シークエンス解析のトレーニン

グを計画していました。しかしながら、その矢先、COVID-19 により専門家の退避および出張の取り

やめを余儀なくされました。 

同獣医学部には、北海道大学で博士課程を修了した優秀な研究者が多く在籍していますが、次世代シ

ークエンス解析を実施した研究者はいません。そのため、当該トレーニングは同国の新型コロナウイ

ルス対策においても喫緊の課題であり、遠隔での技術指導に効果的な新しいソリューションが強く

求められています。 

◼ 実証シーン：新型コロナウイルスのゲノム解析研修、先端実験室の保守管理等に関する研修 

◼ 利用する拠点や人数： 

• 最大 2 拠点 （日本 1 拠点、ザンビア 1 拠点） 

• 最大で 8 名程度 （日本 3 名、ザンビア 5 名） 

◼ 使用する場所：研究所所内の屋内実験室 

◼ ザンビア大学獣医学部のインターネット回線の速度：3 回計測した中、最大値で下り 16.29Mbps、
上り 5.4Mbps 程度、平均値で下り 8.62Mbps、上り 1.73Mbps。 （バックアップとしてモバイルル

ーターの準備を検討） 

◼ 言語：英語 
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【ザンビア 農業分野】 

ザンビアでは、労働力人口の約 67％が農業に従事しており、農業セクターは GDP の 9.8％を占めて

います。ザンビアでは長年、主食であるメイズに偏重した農業政策が行われてきましたが、食糧安全

保障の観点からも、メイズに極端に依存した作付け体系からの脱却を目指し、米の栽培に力を入れて

います。しかしながら、コメの栽培技術や収穫後処理技術が未熟なため、生産性は低く、国内の需要

を国内供給量で賄えず、不足分は近隣国や東南アジアから輸入している状況です。 

現在実施している「市場志向型稲作振興プロジェクト」は、稲作に関する研究開発と技術普及、稲作

農家による市場アクセスの向上を通じた稲作振興及び農民の所得向上を目指しています。現在も活

動は実施中ですが、COVID-19 の影響により日本人専門家は本邦への退避を余儀なくされています。

日本人専門家不在下における現地活動の課題として、研究圃場におけるザンビア稲研究者への技術

指導が挙げられます。通常であれば、ザンビアの稲研究所にて、日本人専門家が現地研究員と共に圃

場を巡回し、稲の生長、病害虫診断、研修手法などを指導します。現在、Email を通じて写真のやり

取りで対応していますが、やり取りで生じるタイムラグ、共有すべき情報のずれなどがあり、作業の

効率と質が著しく落ちている状況です。そのため、遠隔による円滑な活動を推進に寄与するソリュー

ションが求められています。 

◼ 実証シーン：稲研究技術の研修（①稲研究圃場の巡回指導、②現地の稲研究員向けの技術研修） 

◼ 利用する拠点や人数： 

• 最大 2 拠点 （日本 1 拠点、ザンビア 1 拠点） 

• ①：日本 1 名、ザンビア 3 名程度、②：日本 1 名、ザンビア 15 名程度 

◼ 使用する場所：①：稲研究圃場（屋外）、②農業省農業研究機構内（屋内）、稲研究ラボ（屋内） 

◼ ザンビア側インターネット回線の速度：4.5G LTE。4G スマホからテザリングを検討 
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◼ 言語：英語 

 

 

3.2.3 審査結果 

 応募者 

日本、カナダ、イタリア、米国、ベルギー、フィンランドを含む 6 か国より合計 24 社の応募があっ

た。うち、大企業が 6 社、中小企業が 6 社、ベンチャー企業が 12 社であった4。応募内容の、19 件

（75%強）がスマートグラスまたはカメラとアプリを組み合わせたソリューションであり、2 件が VR
研修、3 件がその他であった。 

 審査結果 

上述の審査基準に基づき審査を行い、6 社を一次審査通過とし、オンライン面談を実施した。オンラ

イン面談は、JICA 側、応募企業側双方の理解を深め、特に応募企業側による現場ニーズや現場状況

の理解を深めて頂くことで、ソリューションや実証計画をブラッシュアップ頂き、最終審査に臨んで

頂くことを目的として実施した。 

審査の結果、弱い通信環境下における対応が可能なソフトウェアおよび現地におけるスマートグラ

スの認証の必要性なども勘案し、スマートグラス自体がコミュニケーション機能を持たない passive
式のグラスの活用を提案したフィンランドのベンチャー企業である Augumenta 社を採択した。 

 

 
4 （※分類の定義）大企業：右記以上の企業、中小企業：情報サービス業は資本金 5,000 万円以下/従業員数 100 人以

下、製造業は資本金 3 億円以下/従業員 300 人以下 ベンチャー企業：設立 10 年以内/新規性のあるビジネスを展

開 
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3.2.4 PoC 実施 

 PoC 概要 

ガーナおよびザンビアの 3 プロジェクトで予定されていた下記研修において、スマートグラス・遠隔

コミュニケーションソフトウェア・外付けカメラキットを組み合わせた遠隔技術指導ソリューショ

ンの遠隔技術指導に対する有用性を検証した。特に、インターネットが不安定とされるガーナやザン

ビアの環境下においてもその有用性が認められるかどうかを検証した。 

➢ ガーナ「ガーナにおける感染症サーベイランス体制強化とコレラ菌・HIV 等の腸管粘膜感染防御

に関する研究プロジェクト」：薬剤耐性 HIV ウイルスのゲノム解析研修、腸内フローラの解析

に係る研修 

➢ ザンビア「アフリカにおけるウイルス性人獣共通感染症の疫学に関する研究プロジェクト」：

COVID-19 のゲノム解析研修 

➢ ザンビア「市場志向型稲作振興プロジェクト」：稲研究に関する遠隔技術指導、農家研修 

実証実験は、スマートフォンと接続して使用する（スマートグラス自体が通信機能を持たない）Iristick
社のスマートグラス Iristick GI smartglass、Augumenta 社の遠隔コミュニケーションソフトウェア

SmartEyes、外付けカメラキット（静的映像の送付用）を使用して実施した。ガーナおよびザンビア

のカウンターパートがスマートグラスを装着・外付けカメラをセットし、日本人専門家は SmartEyes
のウェブブラウザーを通して作業指示を行った。 

 
図 3-12 本 PoC で使用したデバイス 

出典：JICA 調査団作成 

 

 
図 3-13 本 PoC のアーキテクチャ 

出典：JICA 調査団作成 
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 実施結果 

本 PoC では、SmartEyes やスマートグラスの使用方法に係る日本国内・ガーナ・ザンビア関係者向け

の研修を実施した後、上述のプロジェクトの研修における活用を行い、各研修後および全体の PoC 終

了後にオンラインサーベイを通して参加者へのアンケートを実施し評価を行った。また、PoC 期間中

には発生した課題に対する対応・支援の提供を行った。例えば、通信速度の問題による低画質につい

て、スマートグラスおよび外付けカメラ映像の FPS（frames per second、フレームレート）の調整や、

プロジェクトが望む機能の追加（スクリーンシェア機能）等を実施した。 

 
図 3-14 研修の様子 

出典：JICA 調査団作成 

 

 
図 3-15 研修の様子 

出典：JICA 調査団作成 
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図 3-16 画質調整 

出典：JICA 調査団作成 

 

アンケートの結果、SmartEyes によるオンサイト研修の代替可能性については、参加者の 81.8%がオ

ンサイト研修の一部は今後 SmartEyes によって代替することができると回答し、54.5%の参加者がオ

ンサイトと同等の効果を得られると回答した。また、参加者の 63%が PoC 終了後も SmartEyes を継

続活用したい、また 18%が無償であれば継続活用したいと回答した。SmartEyes に対する定性的なコ

メントとして、「現場の状況把握に非常に効果的」、「共同研究のスピードと効率性を向上させるこ

とができる」、「リアルタイムで的確なアドバイスを得ることができる」、「渡航費を削減すること

ができ高い経済的なベネフィット」、「完全にオンサイト研修を代替することは難しいが、フォロー

アップやトラブルシューティングに有用」、「ハンズフリーな点がよい」等の声が寄せられた。 

 
図 3-17 SmartEyes によるオンサイト研修の代替可能性 

出典：Augumenta 社報告書 

 

部分的に

代替可能, 

81.8%

代替でき

ない, 

18.2%
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図 3-18 SmartEyes とオンサイト研修の有用性比較 

出典：Augumenta 社報告書 

 

 
図 3-19 PoC 終了後に SmartEyes を継続活用したいか 

出典：Augumenta 社報告書 

 

一方、通信環境については、約 91％の参加者が通信に問題があったと回答した。具体的には、回線

が途切れるといった事象や、画質が低い等の問題が多く発生した。 

なお、ガーナでは当初野口研のインターネット回線を使用していたが、十分な回線速度が確保できな

かったことから、途中で現地通信会社である MTN の通信プランに切り替えた。その結果、インター

ネット速度が改善し、画質が改善した。（なお、PoC 実施に先立ち各プロジェクトでインターネット

回線の定点速度測定を行っており、全ての拠点において SmartEyes 使用に必要となる通信速度の最低

要件を満たしていたものの、時間帯により通信速度に大きな変動が発生した。） 

 

同等, 

54.5%

低い, 

36.4%

明らかに

低い, 

9.1%

はい, 

9.1%

予算内であ

れば活用し

たい, 54.5%

無償であ

れば活用

したい, 

18.2%

活用しない, 

18.2%%
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図 3-20 通信課題 

出典：Augumenta 社報告書 

 

実証事業を通じて確認された課題および課題に対する対策案は下表のとおりである。 

表 3-3 実証事業を通じて確認された課題および課題に対する対策案 

分類 課題 対策 

初期設定 

本 PoC では 6 機関中、国内の 1 機関で

SmartEyes を使用するためにファイヤーウ

ォールを調整する必要性が発生した。本

PoC のためにファイヤーウォールを調整

することは困難であったことから、同機関

の通信ネットワークは使用せず、携帯のテ

ザリングにより実証を行った。セキュリテ

ィ基準が厳しい機関では同様の課題が発

生し得る。 

ファイヤーウォールの要件を予め確認し、

IT 部門に導入にあたっての課題の有無を

確認する。 

（なお、競合ソリューションの多くは

SmartEyes 同様に、セキュリティ基準の厳

しい機関ではファイヤーウォールの調整

が必要である。Zoom や Teams 等を活用し

たスマートグラスプラットフォームを利

用しない限り、 ファイヤーウォールの調

整は必要となる） 

外付けカメラキットは LAN ケーブル接続

仕様であり、ユーザー側で Wi-Fi 設定がで

きない。有線接続できる施設は限定的であ

ったことから、Wi-Fi 接続の設定を

Augumenta が遠隔で実施した。 

ユーザー側で Wi-Fi 設定ができる、外付け

カメラ用の QR コードシステムを

Augumenta 側で導入することが計画され

ている 

接続 通信切断や低画質、映像の停止等の課題が

発生 

➢ 本格導入前にトライアルを実施し現

地の通信環境に耐えうるか評価を行

う 

➢ 現地で最も評価の高い通信サービス

を活用する（ガーナでは、野口研のネ

ットワークから携帯通信会社の通信

プランに切り替えたところ、インター

ネット速度が大幅に改善した） 

➢ FPS を利用者側で調整できる機能の

追加を検討する 

問題なし, 

9.1%
些細な問

題, 9.1%

幾つかの問

題, 9.1%

問題あり, 

45.5%

多くの問題

あり, 

27.3％
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音声 複数のデバイスを同じ空間で使用すると

音声のハウリングが発生 

➢ 一つのデバイスのマイク・スピーカー

をオンにする場合は、別のマイク・ス

ピーカーをオフにする 

➢ 参加時にデフォルトで音声ミュート

とする 

機能 チャットや画面共有の機能がない 
画面共有機能は本 PoC 期間中に新規導入

された。今後、録画、文書共有機能が追加

される予定である 

スマート

グラス 

Iristick はスマートグラスの中では比較的

長い電池持ち時間（4.5 時間）であるが、

プロジェクトからはアウトドア研修等で

充電設備がない場合における懸念が示さ

れた 

追加のバッテリードッキングユニットや

USB の充電パックを活用する 

ケーブルが邪魔である 

➢ 機材セットに含まれるベルトレザー

パウチを活用する 

➢ 通信機能付きのスマートグラスを活

用する（留意点は後述） 

スマートグラスのフォーカスがうまくき

かない。スマートグラスを装着している側

はフォーカスされた映像が送られている

かどうか確認できない。 

写真の撮影・送信機能の導入を検討する 

輸送・許

認可 

通信機能を有するデバイスは対象国で

type approval 申請が必要であり、許認可に

時間を要する。Iristick が推奨している、本

調査で使用したスマートフォン (Google 
Pixel 4a)は対象国で type approval を取得し

ていなかったことから、実証事業として規

制局に type approval の免除を申請し受理

された。 

スマートグラスとの互換性が確認された

スマートフォンの現地における入手可能

性を事前に確認する 

出典：JICA 調査団作成 

 

 実施後の展開計画 

当初、スマートグラスソリューションの有効性が確認できた場合、技術協力プロジェクト等での活用

を想定していた。実際、スマートグラスソリューションは現場の状況把握と的確かつリアルタイムで

の指導に効果的であり、渡航に必要なコストと比較すると安価に高い費用帯効果が期待できること

から、JICA 事業関係者に当該ソリューションについて認知頂いた上で導入の検討が進められること

が期待される。特に、今後 JICA 事業の以下のような場面で活用されることが期待される。 

• （渡航制限下における）研修の実施 

• 研修後のフォローアップ 

• トラブルシューティング 

スマートグラスやベンダー検討にあたり留意が必要な点は以下の通りである。 
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➢ スマートグラスのタイプ 

スマートグラスには、通信機能を有するスタンドアローンタイプと、スマートグラス自体は通信機能

を持たずスマートフォンに優先接続して使用するパッシブタイプが存在する。それぞれのタイプの

特徴は下表のとおりであり、各プロジェクトのニーズに応じて選定することが望ましい。本 PoC で

はワイヤレスを要望する声も挙がったが、スタンドアローンタイプは慣れない UI となるため、Wi-Fi
の切り替え等の操作が直感的に困難である点について留意が必要である。 

表 3-4 各スマートグラスの特徴 

指標 スタンドアローンタイプ パッシブタイプ 

操作性・UI △（慣れない UI） 
○（スマートフォンでの操作と

なるため、直感的な操作が可

能） 

電池持続時間 △（1.5-2.5 時間） ○（4-5 時間） 

重量 △ ○ 

グラスのディスプレイ解像度 ○ △ 

コードレス ○ × 

現場関係者間での、指導者側

から送付された画面等の共有 × ○（スマートフォン画面での共

有が可能） 

出典：JICA 調査団作成 

➢ ソフトウェア 

ソフトウェアについては、ベンダーにより機能やコストが異なることから、各プロジェクトで必要な

機能が何か、予算の制約等を検討の上、ベンダーを選定する必要がある。 

表 3-5 各ソフトウェアの特徴 

指標 SmartEyes A 社 B 社 

対応可能なスマート

グラスの種類 
スタンドアローン・ 

パッシブ 

スタンドアローン・ 

パッシブ 
スタンドアローン 

通信速度要件 
最低：300kbps 

推奨：>500kbps 

最低：512kbps 

推奨：1Mbps 
不明 

外付けカメラへの対

応可否 ○ ○ × 

画面共有機能 ○ × × 

チャット機能 × ○ ○ 

録画機能 ○ × ○ 

その他機能 
参加者の招待、文書共

有、IoT センサーとの接

続 

参加者の招待、遠隔で

のカメラの操作（ズー

ム、写真撮影、フラッシ

ュ）、FPS の調整 

遠隔でのカメラ操作、

文書共有、ワークフロ

ーの設定 
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カスタマーサポート 
欧州の営業時間で英語・

仏語によるサポート提

供可能 

24/7 で英語による対応

可能、日本語は日本の

営業時間内によるサポ

ート提供可能 

不明 

価格 低 中～高 高 

出典：JICA 調査団作成 

 

 教訓・その他 

通信機能を有する機器の輸入にあたっては、ガーナであれば NCA、ザンビアであれば ZICTA への事

前の許可申請と製品登録が必要である。ただし、実証や試験目的の場合、例外措置がとられるケース

があり、今回の調査では、NCA、ZICTA にレターを発出し、許可を得た上で実証を行った。多くの

アフリカの国ではスマートグラスは製品登録されていない可能性が高く、今後スマートグラスを導

入する際には、ハードルとなる可能性がある。一方、国際協力という目的においては例外措置が取ら

れる可能性もあることから、対象国の規制機関に予め確認することを推奨する。 

民間セクターではスマートグラスは建設現場や保守点検の現場、製造現場など、手を動かしながらリ

アルタイムで指示を受ける必要がある現場・場面において多く採用されている。従来熟練者や指導者

が直接現場に出向く必要があったケースにおいても、スマートグラスを活用することにより遠隔地

からの指示・支援が可能となり、移動にかかる時間やコストを削減できるだけでなく、トラブルが起

こった場合や支援が必要な際に即時支援を受けられるため、作業の効率化や生産性向上に寄与して

いる。国際協力事業においても、感染症対策分野の実験手技の指導やモバイルラボの遠隔メンテナン

ス、道路や橋等インフラの保守点検、製造現場における指導、農業における熟練者の技能の伝承、遠

隔診療支援など、ハンズフリーで指導を受ける必要がある様々な場面における活用が期待される。今

回の PoC で明らかになった通り、十分な通信環境が確保できる現場でのみ適用可能となるため事前

の通信環境の確認が重要となる点については留意が必要であるが、十分な通信環境が確保できるケ

ースにおいては、移動時間・コストの削減やトラブル時の即時対応が可能となり、高い費用対効果や

技術指導の効率性向上が見込まれる。  
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3.3 セネガル 

3.3.1 課題選定 

 課題設定方針の変更 

当初は、保健分野、電力分野にて課題設定を行う想定で第 2 章に記載のとおり各分野の調査を実施し

たが、COVID-19 の影響から現地へ渡航しての調査が困難である点、また、遠隔での PoC 実施となる

可能性が高い点を考慮し、「調査団や PoC 実施企業が現地に訪問できない場合でも円滑に PoC 実施

ができること」を念頭に課題設定を行う方針へと変更し、保健分野や電力分野に限らず改めて JICA
セネガル事務所と協議を行った。その結果、現地で長期にわたる技術協力の実績からすでに C/P 機関

との関係性が構築されており、PoC 実施サイトの提供や実施への協力体制が確保しやすく、且つ、現

在進行中の技術協力「セネガル川流域灌漑稲作生産性向上プロジェクト（略称：PAPRIZ2）」と連携

する形での課題設定を行うこととした。以下、PAPRIZ2 の概要を記載する（同概要情報は、公募用

Web サイトにも掲載したものである）。 

 

「セネガル川流域灌漑稲作生産性向上プロジェクト（PAPRIZ2）」について 

• 事業：技術協力 
• 課題：農業開発／農村開発協力 
• 期間：2016 年 5 月〜2021 年 11 月 
• 概要： 

セネガルは西アフリカの中でも有数のコメ消費国であり、国産米による自給率は低く、多くを輸

入に頼っている。国家計画「セネガル農業推進加速プログラム（2014～2018 年）」の中では、

2017 年までのコメの自給達成へ向けて、国産米の増産が喫緊の課題となっている。この協力は、

セネガル川流域の稲作セクターの中長期的な開発計画を策定するとともに、セネガル川流域で

特に稲作が盛んなダガナ県、ポドール県において、栽培技術、灌漑インフラ維持管理、農業サー

ビスプロバイダーのサービスの改善を支援し、これにより、コメの生産量と質の向上を図り、国

内流通量の増加に寄与するものである。 
 

  
小規模灌漑スキームでの収穫・脱穀の様子。プロジェクトによる稲作栽培研修を通じ、適期収穫を指導すること

で、籾品質の向上が期待される。 

 課題の洗い出し 

農業分野での課題整理を行うため、PAPRIZ2 の JICA 主管部である経済開発部との協議を行った。本

調査業務とは別の取り組みであるが、2020 年 2 月に同部主導にて、サブサハラアフリカで活動する
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農業専門家（主に CARD や SHEP の専門家）、および各国 JICA 事務所間でのデジタル技術活用に関

する意見交換会（『新規事業「農業支援への破壊的技術の活用」 に係るサブサハラアフリカ農業専

門家 及び JICA 事務所との意見交換会』）が実施されており、同意見交換会にて言及されたアイデ

アは以下のとおりであった。 

 
図 3-21 意見交換会で言及されたアイデア 

出典：JICA からの提供資料を基に調査団作成 

また、同部との協議において調査団からは、農業分野でのデジタル技術活用アイデアとして複数案を

提示し、PoC 実施方針を鑑みたうえで、PoC 実施時のサイト確保が容易である点や PoC 後に複数国

への横展開が期待できる点から、CARD や SHEP と連携した PoC 実施を推奨した。 

 
図 3-22 農業分野におけるデジタル技術活用 PoC 案 

出典：JICA 調査団作成 

カテゴリ No 課題 詳細
発言された方の

活動国

データ収集関連
（正確なデータがと
れないが、データが
取れれば有効活用

できる）

1 圃場面積や収穫量
の計測

衛星情報、気象情報、地図情報などを活用した活用圃場面積や収量把握ができない
か（洪水時タイムリーな情報収集なども）。
現場でスマホ、GPS、ドローンなどを活用した圃場面積や収量把握ができないか（洪水
時タイムリーな情報収集なども）。

ケニア、セネガル、
筑波センター、モ
ザンビーク

2 基本的な情報収集
そもそも基礎的な情報がない。普及員が現場で情報を集めデータ入力する仕組みが
あると良い。

エチオピア

3 ビッグデータの活用
補助金の電子化始まり農家登録の仕組みがあるため収益や収穫量データ等が連携
出来ればビッグデータとして政府が民間へ売れる。

ザンビア

4 収穫予測 Agribuddyのような企業がアフリカ市場に関心を持ってもらえると良い。 ルワンダ

プラットフォーム関
連

（農民とバイヤー・市
場のマッチングに難
ありだが、適切に実
現出来れば有益）

5 バイヤーや市場と農
家のマッチング

オンラインでの農業プラットフォームサービスは複数あるが、ビジネスモデル、信頼性、
使い勝手、情報精度の担保、農作物の品質や量の担保など課題も多い。

ザンビア、ケニア

6 信頼性の醸成
農家およびバイヤーの双方の信頼性が成り立たないと、農業プラットフォームやECサ
イトでの売買が浸透しない。UberRatingに近い仕組みをザンビアではiDEが支援。AI
等で信頼感を形成するようなことができないか。

ザンビア、ケニア、
筑波センター

7 農家同士の情報共
有

農家同士での情報共有はほとんど行われていない。バイヤー情報を農家間で共有す
る等の取組の中から信頼を構築するようなこともできるのでは。

モザンビーク

技術指導
（より効果的・効率
的な技術指導・普及

をしたい）

8 農業技術の展開 熟練農家の技術をAI等で展開する話は日本でも始まっている ザンビア

9 育成状況の判断
スマホで圃場を撮影したときに、その作物の育成状況を判定してくれるようなサービス
が将来できれば良い。

スーダン

10 普及活動サポート モニタリング、データ収集等の普及活動をサポートするツールも必要ではないか。 エチオピア

物流 11 ロジスティックス ロジスティックスの問題も要検討。 筑波センター
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上記の JICA 経済開発部との協議に加えて、JICA セネガル事務所、PAPRIZ2 専門家に対するヒアリ

ングを実施し、実際に PAPRIZ2 が直面している具体的課題の洗い出しを行った結果、以下の課題が

抽出された。 

➢ 農業普及員による普及・モニタリング活動の効率化（モニタリング IT 化） 

➢ 収量予測 

➢ 水田均平化 

➢ 水門管理 

➢ 鳥害対策 

➢ 農業機械データベース管理 

➢ 基礎調査におけるリモートセンシング技術の活用 

 課題の絞り込み 

上記のプロセスを踏まえて、PAPRIZ2 からの課題について以下の観点から絞り込みを行った。 

➢ OI との親和性：通常の調達ではなく OI としてソリューションを募るべき課題か？  

➢ ソリューションの数：課題を解決するソリューションが存在しそうか？ 

➢ 応募者への訴求： 応募企業にとって魅力的なテーマであるか？ 

➢ コロナ下で実証可能性：現地渡航ができない場合、遠隔で実施できそうか？ 

➢ 外部要因：法規制、ネット環境（電力、通信事情等）、季節（農期との関連性） 

➢ JICA 経済開発部の関心：PoC が成功した場合に、JICA との連携可能性が期待できるか？ 

その結果、以下の 2 つの課題を設定することとした。 

➢ 技プロのモニタリング IT 化 

➢ 収量予測 
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図 3-23 PoC 課題の絞り込み 

出典：JICA 調査団作成 

 課題の具体化 

絞り込んだ 2 つの課題について、より具体的な課題提示を行うべく詳細についてのヒアリングを

PAPRIZ2 専門家および PAPRIZ2 の実施機関であるセネガル川デルタ・セネガル川ファレメ流域整備

開発公社（略称：SAED）に対して行った。 

まず、普及・モニタリグ活動の効率化に関しては、各農業普及員の活動状況を正確に把握する方法が

ないことから、SAED 内でも重要課題と位置づけられており、今後、農業普及員向けにタブレットを

導入し、現在、印刷された紙の「普及・モニタリングシート」を用いて行っている活動を、デジタル

化する計画を検討している段階であった。また、SAED としてはタブレットを導入した際には、普及・

モニタリング活動でのデータ収集のデジタル化に加えて、デジタル技術を活用することで、普及・モ

ニタリング活動の見える化（個々の農業普及員の活動の把握）、効率的な技術指導や研修、タイムリ

ーな病害虫対策・雑草対策、といった複数の取り組み可能性も検討していた。このため、PoC テーマ

としては、「普及・モニタリングシートのデジタル化」を解決すべき必須課題と設定し、加えてタブ

レットを有効活用するためのソリューションを求めることに決定した。 

次に、収量予測に関してもニーズが確認された。特に収量予測をするだけではなく、農民に対して正

確かつタイムリーな天候情報を提供すること、また、天候情報に基づいて適切な対応（栽培計画や灌

漑利用要否の判断など）を農民がとることで収量確保に繋がるということであった。このため、気象

予測および農民への適切なアドバイスの提供（効率的な稲の育成モデルに基づくアドバイス等）を実

現可能なソリューションを求めることに決定した。 

3.3.2 公募 
本イベント用に広報と参加登録の Web サイトを開設した。公募内容の抜粋は以下のとおりである。 
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 農業普及員向けタブレットを有効活用するイノベーション 
 
CHALLENGE 

『農業普及員向けタブレットを有効活用するイノベーション』 

（想定するソリューション例） 

• タブレット端末を活用した灌漑稲作に関する情報収集 
• そのタブレット端末を更に有効活用するためのソリューション 

 

BACKGROUND 

JICA はこれまでセネガルの稲作に関する農業支援を継続的に実施しており、現在は「セネガル川流

域灌漑稲作生産性向上プロジェクト（略称：PAPRIZ2）」を 2016 年から実施し、このプロジェクト

では、コメの生産量向上を目指すセネガルの国家計画である「セネガル農業推進加速プログラム（2014
～2018 年）」の一部である国家コメ自給計画（PNAR）を支援していています。特に、国産米の増産

を推進すべく、栽培技術、灌漑インフラ維持管理、精米、農業機械等農業関連サービスにかかる協力

を 行 っ て い ま す （ 詳 細 は 、 こ ち ら の Web サ イ ト も ご 参 照 下 さ い ： 

https://www.jica.go.jp/oda/project/1400518/index.html） 

PAPRIZ2 の実施機関であるセネガル川デルタ・セネガル川ファレメ流域整備開発公社（略称：SAED）
は、セネガル川左岸流域の灌漑農業開発の促進を担う組織であり、稲作の普及･モニタリングに ICT
を活用した所謂、E-Extension/Monitoring の導入を計画しています。一案として、農業普及員（約 60
名）全員へタブレット端末を配布し、彼らが圃場で技術普及を実施する際のツールとして活用します。

また、従来紙で行っていた質問票（普及・モニタリングシート）を当端末に入力し、SAED 本部に送

信することで、データを有効且つ効率的に活用する計画があります。 

本チャレンジでは上記タブレット利用を実証実験を通じて具現化するとともに、更なる有効活用の

可能性を募集します。更なる有効活用の例としては、農業普及員の活動状況を見える化する普及・モ

ニタリング活動管理や、農作物の画像を活用した病害虫診断・雑草対策方法診断、タブレットを活用

した農業普及員向けや農民向けの農業技術指導コンテンツ配信やオンライン研修、等があります。  

 

WHY PARTICIPATE 

◼ JICA が実証機会を提供（約 300~500 万円の実証費用を JICA が負担） 

◼ 実証が成功した暁には JICA のプロジェクトにおける導入の可能性（PAPRIZ2 等にて） 

◼ JICA による政府機関や公的機関等のネットワークの提供 

 

POINTS TO CONSIDER 

◼ 利用場所： 
セネガル国北部サンルイ州ダガナ県およびポドール県のセネガル川流域（灌漑開発面積は約 8 
万ヘクタール。乾季作は約 4.4 万ヘクタール、雨季作は約 2.5 万ヘクタール（2015/2016 年実績））

灌漑地区の一部。同地域では主にセネガルで育成された高収量水稲品種（Sahel series）が栽培さ

れています。 
◼ 利用者： 

同地域の主に稲作農家への技術普及や経営支援、稲作の普及・モニタリング活動を行う農業普及

員（約 60 名が SAED に雇用されており、JICA 等の支援の下、研修を受けている）は、一定の農

業知識はあるものの、専門家というレベルではありません。ICT 機器の操作も初級ユーザーレベ

ルです。 

https://www.jica.go.jp/oda/project/1400518/index.html
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◼ 通信環境： 
セネガルには通信環境が弱い地域も多く存在します。劣悪な通信環境でも適用可能なソリュー

ションの提案を歓迎します。農業普及員が待機している事務所は携帯通信網圏内（4G）であり、

事務所にはインターネット環境（下り約 ～200kbps）もあります（ただし、場所によってはより

通信環境の悪いところもあります） 。また、町 から離れた圃場でも概ね 3G 通信は可能です。

ただし、通信コストや通信の安定度を考慮し、オフラインでもデータ入力など一定もしくは全て

の作業が可能なことが望ましいです。 
◼ 農業普及員の IT リテラシー： 

農業普及員の約 3~4 割はスマホユーザー、残りはフューチャーフォンユーザーであり、全員、

スマホ含めて携帯電話は 使いこなせます。他ドナーによるパソコン研修も受けた経験はありま

すが、初級ユーザーレベルです。 
◼ 農家の IT リテラシー： 

現地農家の多くはいわゆるガラケータイプの携帯電話で電話やテキストメッセージを利用して

いますが、一部スマホユーザーもいます。パソコンを用いたインターネットは無く、極稀に長距

離を移動して利用している程度です。 
◼ 使用言語： 

セネガルの公用語はフランス語のため、フランス語によるサービス提供が望ましいです。農業普

及員に関してはフランス語と現地語、農民は現地語を使用しています。いずれも英語はほぼ通じ

ません。 
なお、実証実験の間、提案者が通訳を必要な場合は、通訳費用を PoC 予算に含めることが可能

です。 
◼ 利用するタブレット端末： 

7-10 インチ程度の画面サイズのものを想定していますが提案次第です。提案企業が提案した機

種を PoC 予算で購入し利用する想定です。なお、農業普及員は一人一台、Twinhead International 
Corporation 社の DURABOOK というパソコン製品を利用しています。 

 

PoC 

◼ 実証期間：2020 年 1 月～6 月のうち 3 ヶ月程度を予定 
◼ アフリカのガーナおよびザンビアの、感染症対策分野および農業分野のプロジェクトにおける

実証を予定しています。日本にいる日本人専門家が、ガーナやザンビアの研修員に対して遠隔で

実施する複数の研修において、提案ソリューションを実証する予定です。各国のニーズについて

は「PoC SCENARIOS」をご参照ください。 
◼ プロダクトは現地に輸送し、遠隔で実証する予定です。 

 

POTENTIAL SOLUTIONS 

必ず提案頂く必須要件（SAED が最も求めているソリューション）と、下記の提案例 1~4 を参考に自

由にご提案頂くソリューションの組合せでご提案下さい。 

 

 
 

必須要件：普及・モニタリングシートのデジタル化  

o 現在、紙で運用されている普及・モニタリングシートの代わりに、タブレットを活用したデジタルでの普及・モ

ニタリング情報収集を可能とする（普及・モニタリングシートの印刷費コストも SAED の課題である）。 
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o 農家が作業を行うエリアは圃場に居ても概ね 3G 通信が可能ではあるが通信費用や通信安定度を考慮し、圃場で

はインターネット接続ができない前提での提案を推奨。 

o オフラインで収集したデータを、事務所などオンライン環境下でクラウド上にアップロードし管理する。 

提案例１：普及・モニタリング活動の見える化  

o 管理者である SAED では、農業普及員による定期的な普及・モニタリング活動の実施管理体制の強化や、普及・

モニタリング活動の成果確認にかかる業務効率化のニーズがある。 

o 普及・モニタリング活動を可視化することができるツールがあれば、業務効率化が図れるとともに、より効果

的・効率的な普及・モニタリング活動への改善を実施できるようになる。 

提案例２：効率的な技術指導や研修  

o 農業普及員や農民への技術指導、コロナ禍での遠隔技術指導など。 

o 特に SAED から ICT を活用した効率的な技術指導・研修に対するニーズは強い。 

提案例３：タイムリーな病害虫対策・雑草対策  

o 稲作農家にとっては病害虫や雑草が大敵。 

o 農業普及員が病害虫や雑草を発見し、タイムリーにその対策方法を農家にアドバイスできれば、農家の損失が軽

減される（農作物の画像から農作物の病害虫診断を実施するなど）。 

提案例４：その他  

o 正確・適切なデータ取得のための工夫。 

o 農業普及員のモチベーションアップ策（民間企業と連携したポイント配布等のビジネスモデルなど） 

o 通常の普及・モニタリングでの情報収集に加えて、追加の情報収集をすることでの更なるデータ活用など。 

 

農業普及員について  

以下、タブレットの利用者となる農業普及員およびその活動についての補足情報です。 

◼ 農業普及員人数：約 60 名（ただし PoC 対象は 5～10 名を想定） 

◼ 活動対象エリア：サンルイ州ダガナ県およびポドール県のセネガル川流域 

◼ 普及・モニタリング対象農家数：農業普及員一人当たりの担当農家数は、約 400-1000 件） 

◼ 普及・モニタリング活動内容： 

• 普及・モニタリング活動の主目的は、栽培指導、収量等データ収集など 

• 昨期のうち、重要な栽培活動を実施するタイミング（少なくとも計 10 回）で農家へ

の普及およびモニタリング活動を行う 

• 普及・モニタリング活動は、1 日に 3 件の農家を訪問する 

• 普及・モニタリングシートの質問項目は別紙参照 

https://openinnovation-2020.com/pdf/monitoring_and_guidance_sheet_Fr.pdf
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◼ 農業普及員の学歴・職歴：主に農業系専門学校等出身の 20～30 代及び年配の豊富な経験を持つ、

SAED に雇用されている立場 

◼ 農業普及員の IT スキル： 

• 農業普及員の約 3~4 割は、スマホユーザー（残りはフューチャーフォンユーザー） 

• 全員、携帯電話（スマホ含む）は使いこなせる 

• パソコンの操作は可能であり、一人一台 DURABOOK を保有している（DURABOOK
は、フランス開発庁（AFD）が支給したノート PC で、AFD によるパソコン研修も実

施済み）。 

• 農業普及員同士は Facebook グループで活発な意見交換をしている 

◼ 農業普及員活動エリアの通信環境：事務所は携帯通信網圏内（4G）。事務所にはインターネット

環境（下り約～200kbps）あり（ただし、場所によってはより通信環境の悪いところもあります）。 

◼ その他特記事項：町から離れ、圃場に居ても概ね 3G 通信は可能。 

 

 気象予測等によってコメ農家の意思決定をサポートするイノベーション 
 
CHALLENGE 

『気象予測等によってコメ農家の意思決定をサポートするイノベーション』 

（想定するソリューション例） 

• 気象、土壌、作物の育成データ等を利活用し農家の意思決定をサポートするソリューション 
 

BACKGROUND 

セネガルでは、JICA プロジェクト「セネガル川流域灌漑稲作生産性向上プロジェクト（PAPRIZ2）」

が実施されています。灌漑稲作においては、灌漑ポンプを常時稼働させる農家が多く、生産コストや

水資源の浪費が問題となっています。この点、降雨の時期や雨量を正確に予測できることができれば、

雨水を活用してこれらの課題を解決することができます。また、セネガル国では灌漑稲作の二期作を

推奨しており、乾季作の収穫のタイミングが、これに続く雨季作の開始時期に影響を与えるため、可
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能な限り事前に降雨の予測ができると、二期作の栽培計画を立てる参考にもなり、メリットがより大

きくなります。さらに、効率的な稲の育成モデル（気温、水の管理、施肥の量・タイミング等）と組

み合わせることができれば、農家の生産性を一層向上させることができます。本チャレンジでは、気

象、土壌、作物の育成データ等を利活用し、コメ農家の意思決定をサポートし生産性を向上させるソ

リューションを募集します。   

 

WHY PARTICIPATE? 

◼ JICA が実証機会を提供（約 300~500 万円の実証費用を JICA が負担） 

◼ 実証が成功した暁には JICA のプロジェクトにおける導入の可能性（ PAPRIZ2 等にて） 

◼ JICA による政府機関や公的機関等のネットワークの提供 

 

POINTS TO CONSIDER 

セネガルには通信環境が弱い地域も多く存在します。弱い通信環境でも適用可能なソリューション

の提案を歓迎します。 

 

 PoC 

◼ 実証期間：2020 年 2 月～6 月のうち 3 ヶ月程度を予定しています。 

◼ コロナの影響により現地渡航が難しい場合は、遠隔で実証することを想定しています。 

◼ セネガルの実証現場は PAPRIZ2 活動先のセネガル川流域灌漑地区（全 8 万ヘクタールのうちの

一部）を予定しています。 

◼ PAPRIZ2 の実施機関である SAED が雇用する農業普及員のうち 5~10 名を対象に実証を行う想

定です。 

◼ ソリューションのユーザーは SAED の技術担当官又は普及員数十名程度を想定しています。 
 

【技術担当官について】 

• 業務内容：SAED 本部又は支所で技術的な業務（灌漑排 水施設の維持管理、水管理、

気象データ等収集管理に係る業務等）を行っています。 

• 学歴等：大卒レベル以上で農業、土木系、理工学系出身が主です。 

• IT リテラシー及びネット環境：ユーザーの大半がスマートフォンユーザーです。ま

た、勤務先の事務所ではインターネットに接続可能な PC 端末があります。インター

ネットの速度は概ね 5.0 Mbps～20.0 Mbps 程度です。 

【普及員について】 

• 業務内容：農地で直接生産者に対する営農・技術指導を行っています。 

• 学歴等：主に農業系専門学校等出身の 20~30 代及び年配の豊富な経験を持つ者が主で

す。 

• IT リテラシー及びネット環境：約 3~4 割はスマホユーザー、残りはフューチャーフ

ォンユーザーであり、全員、スマホ含めて携帯電話は 使いこなせます。他ドナーに

よるパソコン研修も受けた経験はありますが、初級ユーザーレベルです。事務所は携

帯通信網圏内（4G）。事務所にはインターネット環境（下り約～200kbps）あり（た

だし、場所によってはより通信環境の悪いところもあります）。 
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• 現地とのコミュニケーションには基本的に仏語が必要となります（英語はほぼ通じま

せん）。※実証実験の間、通訳が必要な場合は、通訳費用を PoC 予算に含めることが

可能です。 

• ソリューションの操作言語については仏語が望ましいです。 

現場に関する補足情報 

o 雨季の栽培関連スケジュール（2019 年の例）： 

• 乾季作の融資返済完了：6 月下旬～7 月上旬 

• 雨季作の融資申請：7 月上旬～7 月中旬 

• 肥料等投資財調達：7 月中旬～下旬 

• 播種：7 月中旬から開始し、8 月中旬までに終了 

• 収穫：11 月下旬に開始、12 月下旬から 1 月上旬に終了 

※例年セネガルの雨季の開始時期（最初の雨）は 6 月下旬から 8 月上旬頃 
※PAPRIZ2 では二期作の普及を推進している。2019 年の乾季作のスケジュールは 2 月中旬

から 3 月初旬に播種、6 月中旬から 6 月下旬に収穫 
※二期作を実施している地域では、雨季作開始前に乾季作融資を全額返済しなければ、雨季

作に必要な投資財の調達に必要な融資を受けることができない。このため、投資財の調達時

期と融資返済サイクルを営農計画に反映することが二期作を実現する上で重 要となる。こ

れらを含めた稲作営農計画のリマインダー機能を含むソリューション が推奨される。 

o 雨季作で栽培されている主な稲の品種：Sahel 108 及び Sahel 134  ※乾季作と同じ品種。 

o 雨季作時の水源：ほぼ全てセネガル川とその支流を水源とするポンプ灌漑。 
天水農法は行われていない。 

o 現在用いられている気象予測手段：民間航空気象庁（ANACIM）がラジオ、ウェブサイト、

SMS 等を使用して技術者や一般向けに気象データの提供を行っており、雨季前には雨量に関

する気象予測を用いた農民組織等への研修・啓発の実施、雨季期間中は毎日及び 10 日間の気

象予報の配信を行っている。また、AGRHYMET (Agrometeorology, Hydrology and Meteorology）
委員会が降雨状況や農業への影響等の情報を収集・分析し発表している。 

 

SAED 関係者の様子 

 

3.3.3 審査結果 

 農業普及員向けタブレットを有効活用するイノベーション 

【応募者】 
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日本、セネガル、欧米から合計 7 件の応募があった。ソリューションの内容としては、オフラインで

も機能するデータを取集用モバイルアプリとリアルタイムで集めたデータの可視化と解析を行うウ

ェブダッシュボードの提供や、圃場に設置するセンサーや衛星画像等の技術を用いて農業生産の最

適化を図る多機能（衛星画像、気象情報、営農記録、病害管理、土壌温度、灌漑など）なソリューシ

ョンに加えて、データ取集用のアプリに加えて IC カードと連動したサービスの提案や隔研修のため

のソリューションなどもあった。 

【審査結果】 

上述の審査基準に基づき審査を行い、3 社を一次審査通過とし、事前面談をオンラインで実施した。

事前面談は、JICA 側、応募企業側双方の理解を深め、特に応募企業側による現場ニーズや現場状況

の理解を深めて頂くことで、ソリューションや実証計画をブラッシュアップ頂き、最終審査に臨んで

頂くことを目的として実施した。 

最終審査の結果、PoC 実施企業として Maad SAS 社が選定された。特に審査においては、オフライン

環境での利便性、SAED の IT スキルを考慮した操作性といった技術面に加えて、現地事情をどれだ

け熟知しているか、現地語対応が可能か否か、といった観点も考慮した結果、現地で類似のプロジェ

クト経験を持つ Maad SAS 社が最適であるという結論に至った。 

 気象予測等によってコメ農家の意思決定をサポートするイノベーション 

【応募者】 

日本、セネガル、欧米から合計 14 件の応募があった。ソリューションの内容としては、イネ生育モ

デルに季節予報を応用することで、適切な品種、最適な播種・施肥・収穫時期の予測情報を作付け開

始 3 か月前に提供するサービス、農民の必要最小限の情報に特化し、降雨確率・降雨のタイミング・

雨量を SMS で届けるサービス、UAV 画像データに基づき作物モデルや農業気象モデルと連携した水

の必要性（水管理、灌漑など）を提供するサービス、などであった。 

【審査結果】 

上述の審査基準に基づき審査を行い、3 社を一次審査通過とし、事前面談をオンラインで実施した。

事前面談は、JICA 側、応募企業側双方の理解を深め、特に応募企業側による現場ニーズや現場状況

の理解を深めて頂くことで、ソリューションや実証計画をブラッシュアップ頂き、最終審査に臨んで

頂くことを目的として実施した。 

最終審査では PoC 実施機関として国立研究開発法人  国際農林水産業研究センター（Japan 
International Research Center for Agriculture Sciences：JIRCAS）が選定された。特に審査においては、

気象情報の提供だけでなく、稲の育成モデル開発も可能であるかや、それらの信頼性に焦点が置かれ、

育成モデル開発の技術力に定評があり、他国でも既に導入実績のある JIRCAS が最適であるという結

論に至った。 

3.3.4 PoC 実施（農業普及員向けタブレット） 

 PoC 概要 

SEAD が以前より計画を検討していたデジタル技術を活用した農業普及員活動の効率化を試行する

ため、PAPRIZ2 で導入した普及・モニタリングシート（紙媒体）のデジタル化（アプリ化）を実施し

た。具体的には SAED の農業普及員 10 名を対象に一人一台タブレットを配布し、タブレット上で普

及・モニタリング活動の記録を入力することで、入力された情報が Web 上のダッシュボード機能で

集計・分析できるシステムを約 3 か月間試行することとした。普及・モニタリング活動は、農業普及

員 1 名が 20 農家を担当し土壌の準備から収穫までの各活動の状況を確認し（ダブレットでデータ入

力）、助言を行うものである。 

 



3-35 

 
図 3-24 PoC の概要 

出典：JICA 調査団作成 

そして、PoC の主な目的と KPI を以下のように設定した。 

表 3-6 PoC の主な目的と KPI 

目的 KPI 確認方法（アンケート質問） 

農業普及員が日常的にタブ

レットを使用するかの確認 

農業普及員のタブレット利用状

況 

実際に最低 5 農家に関する活動

データを入力した農業普及員の

割合は？ 

紙版とデジタル版を比較した場

合の満足度 
使い勝手はどうか？ 
利用の際の問題や不満は？ 

本ソリューションの有効性

の確認 

ソリューションの有効性に対す

る SAED マネジメント層の満足

度 

活動データ収集がどう改善した

か？ 

管理業務の効率化の確認 スーパーバイザーが活動データ

を確認するまでに要した時間 

スーパーバイザーが活動データ

を確認するまでに要した時間は

短縮されたか？ 

出典：JICA 調査団作成 

 実施結果 

SEAD、Maad SAS 社、PAPRIZ2 専門家、調査団にて週次定例ミーティングを通じ対象地域（Dagana
地区、Lac de Guier 地区）およびタブレットを配布する農業普及員を決定するとともに、現地では

PAPRIZ2 現地スタッフの協力を得つつ、Maad SAS 社が SAED 本部、現場スタッフ、農家とのミーテ

ィングおよび現地視察を実施し、SAED 側の米の栽培技術や現在のデータ収集プロセスに関する課題

や期待値を把握したうえでシステム開発に着手した。農業普及員向けの普及・モニタリングシート機

能としては、農作業の各段階に合わせた 7 種のフォーム（農家登録、土づくり、播種、除草、肥料、

PAPRIZ2が導入した紙版「普及・モニタリングシート」をアプリにし、
10台のタブレットを農業普及員へ配布し、活動を効率化する

取得したデータをダッシュボード機能で分析

概要 実際の進め方

サイト選定

アプリ開発

現地業務2：
OI実施
（6～7月）

• SAEDおよびPAPRI2専門家と協議の結果、5地域のうち、Dagana（農
行普及員8名）とLac Guier（農業普及員2名）に決定

• 農業普及員やPAPRI2からのフィードバックを受けて、写真アップロード機能
の追加や、質問票回答の操作性を改良

• 各農業普及員が20名の農家を担当するため、10普及員×20農家＝200農
家分のデータを7月末までに取得することを当初目標として設定

• 収集したデータをどう活用するかの方向性を検討

• プロトタイプを用いて、DaganaとLac Guierの農業普及員、スーパーバイ
ザー、ゾーン・マネジャー、SAED本部にて、トレーニングを実施（5月4~6日
の3日間）

• PAPRIZ2の様式以外を活用していた農業普及員には、様式の内容も説明

トレーニング

• PAPRIZ2が導入した「普及・モニタリングシート」以外の様式を利用して
いる農業普及員もおり、どの様式をアプリ化するかを議論した結果、
SAED側で、 PAPRIZ2が導入した様式をアプリ化すると決定

アプリ改良
KPI設定

タブレット配布
データ取得開始

• 5月下旬からデータ収集を開始
• 農行普及員1名が農家20名分のデータを入力するという当初目標を10

農家に変更
• 7段階ある農作業活動のうち、6段階目の肥料散布のタイミングとなって

いることから、過去の記録も記入する方針を決定

データ取得状況の
Before/After比較

• 紙版「普及・モニタリングシート」活用時と、アプリ活用時でのデータ収集
のBefore/Afterを比較

• SEAD側の気づきを促進



3-36 

収穫、評価）で必要な情報の入力が可能である。スーパーバイザーや SAED 本部向けのダッシュボー

ド機能としては、農業普及員により入力された情報が確認できることに加え、農業普及員の活動時間

や地図上で彼らの移動ルートや位置情報が確認可能である。システム開発後、タブレット 10 台を

Dagana 地区と Lac de Guier 地区の農業普及員向けにそれぞれ 8 台と 2 台配布し、5 月 4～6 日に両地

区および SAED 本部に対して操作トレーニングを実施した。その後、実際の利用が開始されたが他

業務との兼ね合いから 5 月中のデータ入力は乏しく、実質 6 月上旬から 7 月下旬にかけてデータ入

力が行われた。 

 

 
図 3-25 開発したアプリのイメージ 

出典：Maad SAS 社報告書 
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図 3-26 現地視察の様子 

出典：Maad SAS 社報告書 

 

各 KPI に関するデータ取得およびアンケート結果からは、以下のとおり本ソリューションに対して

総じて高い満足度を得ることができた。まず農業普及員のタブレット利用状況については、当初、農

業普及員一人当たり 20 農家を登録する目標（10 名×20 農家＝200 件の登録）を設定したが結果は合

計 95 農家の登録となった。ただし、紙の普及・モニタリングシートの場合は農業普及員一人当たり

3 農家の登録しかできていなかったことと比較すると、大幅に改善されたと言える（Lac de Guiers の
農業普及員は一人当たり 15 農家、Dagana の農業普及員は一人当たり 8 農家を登録した）。また、農

業普及員 10 名のうち 5 件以上の農家登録ができなかった者は 1 名のみであり、対象となった農業普

及員のうちアンケートに回答した 9 名のうち 8 名が紙の普及・モニタリングシートよりもタブレッ

トを活用するほうが良いと回答した。 

 
図 3-27 農家情報の登録件数と各地区での農業普及員一人当たりの登録件数 

出典：Maad SAS 社報告書 
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次に本ソリューションの有効性については、SAED マネジメント層およびスーパーバイザー合計 4 名

からは本ソリューションの利便性について 6 段階のうち最高の評価を得た。そして、スーパーバイザ

ー合計 3 名からは本ソリューションにより農業普及員の活動をより的確に管理できるとの好評を得

た他、データ確認にかかる時間短縮につながったなど前向きなコメントがあげられた。 

 

 
図 3-28 SAED マネジメント層およびスーパーバイザーへのアンケート結果 

出典：Maad SAS 社報告書  

 

最後に管理業務の効率化の観点から、農業普及員が収集した情報をスーパーバイザーが確認する頻

度を確認したところ、確認する頻度が高まったことがわかった。アプリになったことで手軽に Web
上のダッシュボードで確認可能となったことや、画面上で取得した情報以外にも農業普及員の活動

時間や移動ルート、農家の位置情報など有益な情報が参照できるようになったためと考えられる。 

 

 
図 3-29 スーパーバイザーの情報確認頻度の変化 

出典：Maad SAS 社報告書 

◼ 自由記載欄で得られたコメント

“The speed of receiving data, as well as the ease of

archiving and storing it”

“This solution will change our style of working, since we

have access to real-time data, and are spared from the

burden of data entry”

“This solution allows us to be very fast at data

processing, so that we can do our analyses on time

and then move onto other tasks.”

◼ 自由記載欄で得られたコメント

“With this tool, we can follow more closely the activities

happening on the ground. Moreover, we are reassured by

the reliability of the data being sent back to us”

“This tool allows us to follow the activities being done on the

ground with farmers, and to better situate these activities.”

25%

50%

25%

With paper, how often do you receive and 
compile the data collected?

Everyday

2 to 3 days per week

At least once a week

2 to 3 days per months

At least once a month

Less than once a month

Never

33.3%

33.3%

33.3%

With the application, how often do you look at 
the data collected and compiled?

Everyday

2 to 3 days per week

At least once a week

2 to 3 days per months

At least once a month

Less than once a month

Never
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 実施後の展開計画 

当初の想定は、PoC で本ソリューションの有効性が明確となれば、JICA 事業もしくは SAED 独自予

算にて本ソリューションが導入されることであった。実際、SAED は JICA 事業でのソリューション

導入を検討しており、PAPRIZ2 の次フェーズの技術協力プロジェクト活動内容にどうフィットさせ

るかを JICA と協議している。そして Maad SAS 社からは PoC 実施後の事業展開として以下の 2 案が

提案された。 

表 3-7 PoC 実施後の事業展開案 

展開計画案 概要 必要なリソース・活動 

普及・モニタリングシート

のデジタル化 
本 PoC で実施した内容を全農業

普及員に展開する 

タブレット、操作トレーニング、

年 間 サ ー ビ ス 費 （ 5,000 ～

10,000USD） 

SAED の DX 化支援 
普及・モニタリングシートのデジ

タル化以外の業務全体の効率化

を図る 

要件定義、システム開発、操作ト

レーニング、タブレット、年間サ

ービス費（5,000～10,000USD） 

出典：JICA 調査団作成 

本 PoC では普及・モニタリングシートのデジタル化という限られた業務のデジタル化を図り一定の

成果を得ることはできたが、デジタル化により取得したデータをどう活用するべきかや、デジタル化

により従来の業務プロセスに変更が生じる場合にどう対処するのか、といった課題は残る。デジタル

化は単純な紙からアプリへといったツールの変更だけではなく業務プロセスの変革を伴うため、根

本的な対応策として、SAED の DX 化支援は検討に値すると考えられる。本 PoC 終了後に PAPRIZ2
の次フェーズの技術協力プロジェクトが計画されていることから、次フェーズの活動の 1 つとして

このような取り組みが実施されることが理想的であろう。 

 教訓・その他 

Maad SAS 社からは主に 3 点の教訓があげられた。 

➢ 業務のデジタル化を推進するためには、現場に明確な責任者を配置し強力なマネジメントを行

う必要がある。 

➢ SAED のような組織のデジタル化で最も難しいのは、組織がデジタルツールのオーナーシップを

確保する（ツールを使いこなす）ことであり、機能追加のための追加投資ではなく操作トレーニ

ングに投資すべきである。 

➢ 組織がデジタル化の対象とする業務プロセスをすべて把握しているとは限らないため、デジタ

ル化により入手できる新しい情報に基づいて、再度業務プロセスを更新するための反復期間を

あらかじめ設定するべきである。 

特に 2 点目の教訓は PoC 実施中に SAED から各種追加機能の要望があげられたことが関係している。

思いつきであったら良い機能を追加するよりも、既存機能を使いこなすことを優先するべきという

点は通常のシステム導入プロジェクトでも同様であろう。 

また、Maad SAS 社からの教訓に加えて調査団からの教訓にも言及したい。本 PoC はスムーズに進ん

だように見えるがいくつかの課題もあった。まず、対象地域選定である。Maad SAS 社および調査団

としては限られた期間と予算を考慮し比較的アクセスが容易な 1 地区にリソースを集中する方が効

果的であると考えていた。しかし、SAED は公平性の観点から全 5 地区を対象に各地区から 2 名の農

業普及員へのタブレット配布を希望した。次に、どの普及・モニタリングシートをデジタル化するか

という問題である。PAPRIZ2 で導入した普及・モニタリングシート以外にも SAED が独自に作成し
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たシートを活用している地区もあったため、この点も SAED と協議し決定する必要があった。最終

的には 2 地区を対象とし PAPRIZ2 で導入した普及・モニタリングシートをデジタル化することで

SAED と合意できたが、このように当初の想定とは異なる点もあり調整に一定の時間を要した。また、

操作トレーニングの実施に際し、参加する農業普及員にとって本件は通常業務に追加された業務で

あることから、参加モチベーションを向上させるための策（昼食の提供等）が必要であった。このよ

うなことは Maad SAS 社も想定外であったが PAPRIZ2 現地スタッフからの助言により事前にこのよ

うな現場のリアリティを理解し、柔軟な対応をとったことで、SAED マネジメント層だけでなく農業

普及員とも Maad SAS 社は良好な協力関係を構築し本 PoC は一定の成果をあげることができた。も

っとも、協力関係を構築できた背景には JICA が長年 SAED に対して技術協力を実施しており、

PAPRIZ2 専門家が本 PoC に非常に協力的であったことが根底にあったことが大きい。本調査はデジ

タル技術の活用可能性を検証することがテーマではあるが、デジタル技術の活用ができるか否は、こ

のようにデジタル技術以外の様々な側面にも大きく左右される。この点は今後、どのような案件にお

いてもデジタル技術を活用する際には忘れてはならない重要なポイントである。 

3.3.5 PoC 実施（気象予測） 

 PoC 概要 

【JIRCAS の概要】 

PoC 実施機関として選定された JIRCAS の概要は以下のとおり。 

➢ 設立年:国立研究開発法人国際農林水産業研究センター（JIRCAS）は、平成 5(1993)年に農林水

産省熱帯農業研究センター(TARC)を改組して設置された農林水産省国際農林水産業研究センタ

ーを母体に、平成 13(2001)年 4 月に独立行政法人国際農林水産業研究センターとして設立、平

成 27 年(2015)年 4 月より国立研究開発法人国際農林水産業研究センターに名称を変更 

➢ 本社:茨城県つくば市大わし 1－1 

➢ 従業員数: 175 名（令和元年常勤職員数） 

【WeRise の概要】 

JIRCAS が提供する気象予測及び営農支援のためのソリューションである WeRise（Weather-rice-
nutrient integrated decision support system (www.irri.werise.org)）の概要は以下のとおり。 

 

 

図 3-30 WeRise の概要 
出典：JIRCAS 報告書 
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➢ 途上国における導入実績：インドネシアとフィリピンの天水稲作における実証試験を実施。マ

ダガスカル中央高地向け WeRise の現地適用化を推進中。 

 

【PoC の目的と KPI】 

今次 PoC の実施期間が 2021 年 2 月から 8 月であり、現地の乾期作の収穫時期から雨期作の作付け開

始時期と重なることを踏まえて、以下の 2 点を目的として PoC を実施した。 

 

１．季節予報による乾期作収穫時期と雨期作作付け開始時期の予測検証 

✓ 同時期の WeRise の季節予報の予測精度の検証 

✓ WeRise の季節予報とイネ生育モデルを用いたコスト削減効果（灌漑水量と灌漑ポンプ

使用時間の最適化）の検証 

２．予測情報を用いた営農計画の改善 

✓ 二期作を最適化する計画策定のための WeRise の適用可能性の検証 

 

上記の目的を踏まえて、具体的な KPI として以下を設定した。 

 
図 3-31 設定した KPI  

出典：JIRCAS 報告書 

 実施結果 

【実施方法・活動内容】 

具体的な PoC の活動概要は以下のとおり。 

➢ PoC 実施のために、現地カウンターパート機関と契約締結 

• 活動計画立案と体制整備 

• 業務請負契約書締結 

➢ プロジェクト対象地向け WeRise のためのデータベース整備 

• 季節予報情報の整備 
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• プロジェクト対象地の長気象観測データの入手 

• 季節予報の対象地向け補正 

• 土壌・作物データ整備 

• WeRise による予測情報の整備 

➢ プロジェクト対象地における問題把握とニーズ確認 

• 対象農家の選出 

• アンケート、モニタリング表作成（聞き取り項目：年齢、就農年数、性別、栽培面積、使

用品種、播種日、施肥日、収穫日、収量、収穫袋当たりの重量、揚水ポンプ種類、灌漑日、

灌漑時間） 

• アンケート、モニタリング実施、データ（乾期の播種日、収穫日、灌漑水量、収量）収集・

入力および解析 

※農家及び農地の選出については、SAED の管轄エリアの中から Sahel108 品種を使い、水管理が独

立した圃場 40 筆とその圃場を耕作する農家 40 戸を選出した。 

SAED とは以下のような役割分担で業務を遂行した。PoC 実施期間中は JIRCAS、SAED、調査団、

PAPRIZ2 専門家の 4 者間で毎週木曜日に定例会議を実施し進捗確認を行った。定例会議には必要に

応じて JICA 関係者にも参加召請を行った。 

 
図 3-32 PoC の実施体制と役割分担 

出典：JIRCAS 報告書 

【目的及び KPI の達成状況】 

当初設定した 2 つの目的に関して、PoC を通して以下の点が実証・確認された。WeRise の PoC 対象

地域における予測精度、灌漑水管理や効率的な二期作を可能にするための営農計画支援の面で有用

なソリューションとなりうることが確認され、目的は十分に達成することができたと言える。 

 

➢ 目的１： 季節予報による乾期作収穫時期と雨期作作付け開始時期の予測検証 



3-43 

• WeRise に必要な季節予報の現地適用性を評価、8 月に現地で観測した気象データとの平均誤

差の結果により適用可能性を確認した。 

• 現地農家の水管理状況では、作物の水要求量の約 3.9 倍の灌漑水が使われており、現地灌漑

水の浪費が問題であることを確認した。 

• 乾期作で一日あたりのイネの水要求量を考慮した水管理を実施し、雨期では WeRise による

予想降雨による水供給を考慮した水管理の実践により、灌漑にかかる資源（水、費用）を大

幅に削減可能である。 

➢ 目的２： 予測情報を用いた営農計画の改善 

• 現地では 6 割の農家で収穫時期が遅く、そのため減収となっている可能性が確認された。ま

た、収穫時期の遅れにより雨期作の最適播種時期を逃している可能性も示唆された。 

• WeRise を適用することで、乾期作の収穫時期と雨期作の播種時期を最適化することが可能で

あり、営農計画の改善により資源利用の効率化と生産量の向上が期待できる。 

各 KPI の達成状況は以下のとおり。 

 
図 3-33 KPI 1-1 の達成状況 

出典：JIRCAS 報告書 



3-44 

 
図 3-34 KPI 1-2 の達成状況（その 1） 

出典：JIRCAS 報告書 

 

 
図 3-35 KPI 1-2 の達成状況（その 2） 

出典：JIRCAS 報告書 
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図 3-36 KPI 2-1 の達成状況 

出典：JIRCAS 報告書 

 
図 3-37 KPI 2-2 の達成状況 

出典：JIRCAS 報告書 
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図 3-38 KPI 2-3 の達成状況 
出典：JIRCAS 報告書 

 

 実施後の展開計画 

【今後の課題と対策案】 

当初、WeRise の有効性が確認できた場合、SAED が WeRise を利用することを想定していた。そし

て、今次 PoC を通じて WeRise が対象地域における季節予測や効率的な営農計画の策定において有効

であることが確認された。しかしながら実運用のためには、予測精度の向上、対象品種や地域の拡大

といったセネガル版WeRise の完成度を高める必要があり、具体的には以下の取り組みが求められる。 

 

➢ WeRise 雨期作の実証（PoC で整備した 2021 年雨期作の予測精度の検証のため） 

• 対象農家 40 戸についての雨期作収量データの収集 

• 2021 年雨期の気象データ回収 

• データ解析と WeRise 予測の検証 

➢ SAED による WeRise 実証継続（WeRise で扱えるセネガルの普及品種数を増やすため） 

• IRRI の WeRise チームとの連携構築 

• 土壌と作物の実データ（代表的水田土壌の理化学性、Sahel108 等の栽培データ） 

• 長期日別気象データ 

➢ 多地点実証・広域展開（セネガル川流域灌漑地域及び南部天水地域での WeRise 実用化のため） 

• 実証地域の土壌・気象観測データ 
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• 予算、実証体制の構築 

 

これらに加えて、適切にデータを収集・入力し継続的に WeRise を維持・運営していくための体制構

築に関する取組、WeRise から出てくる予測や営農計画のためのインサイトを実際の現場で活用する

ための普及に関する取組も同時に進めて行く必要がある。 

 

【今後の展開計画】 

今次 PoC 後に SAED に対して実施したアンケートにおいて JIRCAS 及び WeRise に対して非常に高い

評価が示された（パートナーとしての評価及びソリューションとしての評価共に 5 段階で最上位の

評価であった）ことからも、今後の展開としては、JIRCAS の独自予算で SAED に対する継続支援を

行うと共に、PAPRIZ3 の一コンポーネントといった形で ODA による支援を継続する可能性が考えら

れると思料する。 

JIRCAS による独自支援と PAPRIZ3 における支援の具体的な連携方法の一案としては、JIRCAS とし

て今年度から来年度にかけて、仏語版インターフェースの作成、仏語版マニュアルの作成、データベ

ースの整備・構築支援といった今次 PoC で実証したセネガル版 WeRise の完成度を高めより実用的な

ものにするための改良や SAED 内の WeRise の運営担当者の育成を行い、PAPRIZ3 の初年度ではこ

れと連携しつつ今後の展開についての計画策定や WeRise を現場で活用するための体制作りを行い、

次年度以降で実際に広域に普及させるための活動を行うという可能性が考えられる。 
 

 
図 3-39 JIRCAS による独自支援と PAPRIZ3 との連携イメージ 

出典：JIRCAS 報告書 
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 教訓・その他 

【事前準備】 

PoC の準備段階で SAED と面談を行った際に、先方からは、本 PoC は何のために実施するのか、成

果が実証されたら次はどうなるのか、といった本 PoC の位置づけや目的に関する質問を受けた。相

手国の C/P 機関を巻き込み協力を取り付けるためには、PoC の出口設計をしっかりと行い先方にと

っての協力のメリットを明確化することが極めて重要であると感じた。特に今回ようにコロナ禍で

実施機関である JIRCAS も調査団も現地渡航ができないような状況下においては、現地 C/P 機関の協

力が不可欠であり、インセンティブ設計が PoC の成否の鍵を握ると言える。 

加えて、現地 C/P 機関の協力を取り付ける上で、テーマ設定の段階から意見交換を行い、彼らが真に

課題と感じているテーマを選定することも重要なポイントとなる。この観点から本PoCにおいては、

PAPRIZ2 の専門家との協議を通じて現場の課題を特定し、SAED との意見交換を通じて課題の認識

のすり合わせを行った上でテーマを設定した。 

【PoC の運営】 

運営面においては、SAED は非常に協力的であったが、当初想定よりスケジュールが遅延することと

なったので、遠隔での実施の場合はかなりゆとりを持った業務計画を組む必要がある。その中におい

て、週 1 回の定例会議等を設定し定期的にタッチポイントを設けて進捗の確認を行うことは案件を

遠隔で推進するために極めて有効であった。 

しかしながら、現地渡航ができないことは特にこれまでに現場を一度も訪問したことがない

JIRCAS 関係者にとっては現場の課題を深く理解する上で大きなハンディキャップとなったことから、

実施機関に現地渡航の経験がなく現場の肌感覚がない場合は、少なくとも 1 度は渡航の機会を設け

るようにすることが案件の成果や継続性の観点から重要であると思われる。 
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3.4 ベナン 

3.4.1 課題選定 

 テーマ設定の方向性 

アフリカ部及びベナン支所との協議の結果、候補であった電子政府と養殖関連技術のうち、2016-2021
年政府アクションプログラム（PAG）に含まれる 45 の重要プロジェクトの一部として位置づけられ

るなどよりベナン政府のニーズが大きく、JICA としても関心が高い電子政府を本件チャレンジで取

り上げることとなった（PAG のうち 6 つのプログラムが ICT 分野）。 

電子政府の導入は下記の通り、IT 人材やハードインフラといった基盤を整理した上で導入する必要

があり、電子政府の先進国であるエストニアにおいても、電子政府のサービスの導入と並行して ICT
教育が進められるなど、IT 人材の育成が電子政府の導入を進める上で重要な要素となる。また、行

政サービスに係るソリューションの導入は国の制度や規制に大きく左右され、規制が変わればソリ

ューションの導入そのものが不可能になるハイリスクな分野である。IT 人材の育成というテーマで

あれば、そのようなリスクは低いこと、さらに、ベナン政府は「教育と訓練を通じたデジタル技術普

及」を前述の PAG における重要プロジェクトと位置付けていること等を踏まえて、電子政府を推進

するために必要な IT人材の育成に関連したテーマ設定を行うこととした。例えば、ベナン政府は 2030
年までに 200,000 名に IT トレーニングを実施し 190,000 の雇用を生み出すことを目標にした Sèmè 
City’s training programs を実施しており、PoC もしくは PoC 後にこのようなプログラムとの連携の可

能性も考慮した。 

 

 
図 3-40 電子政府導入の概念図 

出典：JICA 調査団作成 
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図 3-41 エストニアにおける電子政府サービスと ICT 教育の変遷 

出典：JICA 調査団作成 

 テーマの設定 

当初 2020 年 4 月に実施予定であった現地調査は新型コロナウイルスの影響で延期となった。そのた

め、現地側の課題につき、日本に滞在中のベナン人留学生に対してヒアリングを実施したところ、ベ

ナンではイノベーション促進のための取り組みが進んでいる一方で、高等教育における IT 教育は理

論重視であり市場で求められる即戦力が身につかないこと、それゆえにより実践的な IT 教育のニー

ズが高いことが確認できた。加えて、チャレンジの参加者側のニーズにつき、複数の日本企業に対し

てヒアリングを実施し、IT 人材育成分野においてベナンで事業展開を行うことに関心を持っている

企業がいることを確認した。 

コロナ禍で現地渡航が難しい場合においても、成功裏にチャレンジ及びその後の PoC を実施するた

めにどのようにテーマ設定を行うかにつき、下記のとおり、テーマの設定方法毎にメリット・デメリ

ットを整理して、アフリカ部及びベナン支所と議論を行った。現地渡航を行わず遠隔で PoC を実施

するに当たり、PoC の場を提供する現地連携先の選定や協力取り付けが困難となる可能性があるこ

とから、既存の JICA プロジェクトとの連携や既に現地展開を行っている企業のソリューションを起

点としてテーマを設定する方法等についても検討を行ったが、それぞれのメリット及びデメリット

を勘案した結果、最終的には、ベナンにおいては特定の課題を提示してそれに対するソリューション

を募集するという従来型の課題起点のテーマ設定を行うこととなった。 
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図 3-42 チャレンジのテーマ設定の方法毎のメリット・デメリットの比較 

出典：JICA 調査団作成 

 

また、テーマの設定に際して、ベナンの ICT セクターに関するベナン政府の取組や他ドナーの支援

状況を下記の通り整理し、その中で、JICA としてどのような支援を行っていくべきかについても議

論を行った。その結果、IT 人材の育成が、電子政府の推進のみならず、IT 産業の開発を通じて西ア

フリカにおけるデジタル・サービス・プラットフォームになるというベナン政府の経済政策的な目標

を達成するために重要であり、また、関心を持ち得る企業も存在することから本件チャレンジのテー

マとしても相応しいということが再確認された。更に、2019 年の TICAD7 における日ベナン首脳会

談において、タロン大統領から安倍総理（当時）に対して、職業訓練を含む教育分野における協力へ

の期待が示されたことを踏まえて、IT 人材育成の中でもとりわけ産業人材の育成に主眼を置いたテ

ーマ設定を行うこととなった。 
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図 3-43 ICT 分野におけるベナン政府の取組と各ドナーの支援状況 

出典：JICA 調査団作成 

 

 
図 3-44 ベナン ICT 分野に関心を有する日本企業と IT 人材育成の今後の展開の可能性 

出典：JICA 調査団作成 
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その上で、議論の結果を ICT 分野におけるベナン政府の主要機関であるデジタル経済省、デジタル

開発庁（Agence pour le Développement du numérique：ADN）、外務省の関係者に説明し、意見を聴取

することとなった。ヒアリングの結果、各機関からテーマ設定について概ね賛同が得られ、ベナン政

府として ICT 分野で特に重視をしている領域は以下の通りとの意見が得られたため、チャレンジの

募集要項に反映させることとなった。 

◼ 女性エンジニア育成 

◼ ゲーム産業振興のためのエンジニア育成 

◼ サイバーセキュリテ分野のエンジニア育成 

◼ 若者の雇用促進のためのアプリ開発エンジニア育成 

◼ 政府役人に対する ITリテラシーや技術向上トレーニング 

◼ 一般市民に対する ITリテラシー向上の取組 

また、PoC 実施後の展開についてもアフリカ部及びベナン支所と議論を行い、下記のとおり、現時点

では技術協力プロジェクト等の ODA 事業を形成する可能性と、本件チャレンジを通じて採択企業が

自社事業として事業形成を行うという二つの可能性を見据えて進めることなった。 

 
図 3-45 PoC 実施後の展開の可能性 

出典：JICA 調査団作成 

3.4.2 公募 
本イベント用に広報と参加登録の Web サイトを開設した。公募の抜粋は以下のとおりである。 

なお、事前の調査で現地に本件テーマに対応したソリューションを持つ企業が確認できなかったこ

と、遠隔での PoC 実施を考えると第三国の企業の場合コミュニケーション等のリスクが生じる可能

性が高いこと等を勘案し、ベナン支所と協議の上、当初募集は日本企業を対象に日本語のみで行うこ

とを想定していたが、アフリカ部からの要望を踏まえて、英語及びフランス語の募集ページを開設し

た。 
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CHALLENGE 

『社会のデジタル化を推進するための IT 人材育成を可能にするイノベーション』 

（想定するソリューション例） 

遠隔や動画等でプログラミング教育等を提供するソリューション 

 

WHY PARTICIPATE 

◼ JICA が現地のネットワークを活用し実証機会を提供（300～500 万円を限度に実証費用を JICA
が負担） 

◼ 実証が成功した暁には JICA のプロジェクトにおける導入の可能性 

◼ JICA による政府機関や公的機関等のネットワークの提供 

 

POINTS TO CONSIDER 

◼ ベナンには通信環境が弱い地域も多く存在します。弱い通信環境でも適用可能なソリューショ

ンの提案を歓迎します。 

◼ ベナンの公用語はフランス語のため、フランス語によるサービス提供が望ましいです。 

◼ ベナン政府、現地企業、現地教育機関等との連携にもとづく PoC の実施を推奨します。 

◼ ベナン政府の関心事項 

◼ 事前のベナン政府（デジタル経済省、外務省、デジタル開発庁（Agence pour le Développement du 
numérique：ADN）へのヒアリングによると、ベナン政府が ICT 人材育成分野に関して重視して

いるのは下記の領域になります。 

• 女性エンジニア育成 

• ゲーム産業振興のためのエンジニア育成 

• サイバーセキュリテ分野のエンジニア育成 

• 若者の雇用促進のためのアプリ開発エンジニア育成 

• 政府役人に対する IT リテラシーや技術向上トレーニング 

• 一般市民に対する IT リテラシー向上の取組 

PoC 

◼ ベナンの実証現場については、必要に応じてベナン政府機関から教育機関や民間企業や業界団

体の紹介を得ることも可能です。 

◼ コロナの影響により現地渡航が難しい場合は、遠隔で実証することを想定しています。 

 

参考情報：ベナン政府の ICT 分野の取組 

ベナン政府は国家開発計画（（PAG2016‐2021））のなかで ICT 分野においてインフラ整備や電子政

府整備などを含む６つのフラグシッププロジェクトを実施しているほか、様々な取組を行っていま

す。ICT 教育と教育における ICT 利活用もフラグシッププロジェクトの 1 つに含まれています。 
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図 3-46 ベナン政府による ICT 分野の取組 
出典：JICA 調査団作成 

 

3.4.3 審査結果 

 応募者 

最終的には、3 社の日本企業から応募があった。ソリューションの内容としては、オンラインでのウ

ェブデザインや AI エンジニアの育成講座と受講後の OJT 機会の提供、初級者を対象としたウェブデ

ザイン学習教材の展開、業務改善等実践的に活用できる基礎的なプログラミングスキルの習得機会

の遠隔での提供というものであった。 

 審査結果 

上述の審査基準に基づき審査を行い、3 社を一次審査通過とし、事前面談をオンラインで実施した。

事前面談は、JICA 側、応募企業側双方の理解を深め、特に応募企業側による現場ニーズや現場状況

の理解を深めて頂くことで、ソリューションや実証計画をブラッシュアップ頂き、最終審査に臨んで

頂くことを目的として実施した。 

審査の結果、現地企業と協力覚書（MOU）を締結して既に現地の人材育成に着手していること、人

材育成のみならず就労機会の提供までカバーする提案内容であること等を踏まえ、DIVE INTO CODE
社を採択した。なお、一次審査後、事前にヒアリングを実施した ADN 総裁にコメントを求めたとこ

ろ、DIVE INTO CODE 社が最も優先度が高いという回答があり、ベナン政府の関心と審査結果が一

致する結果となった。 
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3.4.4 PoC 実施 

 PoC 概要 

DIVE INTO CODE 社が日本やルワンダにて提供しているオンラインでのプログラミング教育（Ruby
を中心とする Web エンジニアコース。3 か月間）とインターンシップ（1 か月間）を実際にベナンに

て 24 名を対象に無償で提供することとした。そして、同社のビジネスモデルの検証・及び市場への

参入を通じて、ベナンの社会課題の解決にどの程度貢献できるのか実証することを念頭に、具体的に

は以下の活動及び KPI を設定した。KPI の卒業率と就職率は、DIVE INTO CODE 社のこれまでの日

本とルワンダでの実績に基づき、現地のインターネット環境等を考慮し日本よりはやや低い数値で

目標値を設定した。 

 

表 3-8 PoC の活動と KPI 

活動 KPI 

活動 1 
ベナンの 24 名の受講生にオンライン学習プラットフォーム

「DIVER」を活用したプログラミング学習機会がフランス語で提供

される。 
卒業率 60% 

活動 2 プログラミング学習の集大成として卒業課題の発表会が現地・日本

の政府機関・企業と協業で実施される。 
卒業課題の発表

会の開催 

活動 3 
教育メンター、IT エンジニアとしての自社雇用をはじめ、現地 IT 企

業への就職、起業家としての独立、フリーランスの IT エンジニアと

して就職など、修了生に就業機会が提供される。 

卒業後 1か月以内

に 10%・半年以内

に 30%が就職す

る 

出典：JICA 調査団作成 

 

本 PoC は既存の JICA 技術協力プロジェクトとの連携といったかたちではなく、本調査にてベナン政

府関係者との関係性を構築しつつ実施した。具体的には課題設定や審査段階から協力を頂いていた

ADN にも週次定例会議（DIVE INTO CODE 社、同社の現地パートナー企業である Africa Samurai 
Consulting、ADN、JICA ベナン支所、調査団が参加）に参加頂き、常に情報共有をしつつ PoC を実施

した。 

 実施結果 

現地で IT 業界でのコネクションを有する Africa Samurai Consulting が中心となり SNS 等で受講者募

集を行った。その結果、1 ヶ月間で 1735 名の応募があったことから、ベナンで IT 教育に対する高い

ニーズがあることが実証された。応募者の選考は次のプロセス・基準にて実施し、最終的に 24 名を

選定した。 

➢ ステップ 1：入校前テスト試験・書類選考 

・ 入校前テスト試験の合格者 53 名の応募者の志望動機を 4 段階で評価 

➢ ステップ 2： 面接 

・ オンラインでの集団面接にて以下の質問の回答を評価 

① 自己紹介 

② なぜこのプログラムに応募したのですか？ 

③ あなたの都合の良い時間帯を教えてください。 
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④ 1 日 8 時間の学習が必要となるプログラムの中で、どのように時間を管理しますか？ 

⑤ このプログラムで知識を得た後のあなたの夢は何ですか？ 

⑥ あなたの弱みは何だと思いますか？ 

➢ ステップ 3：最終選定 

・ 面接後、候補者全員を一人ずつ確認し、以下の選定基準と照らし合わせ、書類選考・面接の

結果を総合的に判断し、最適な候補者 24 名を選定 

① 志望動機と人生のビジョン：30％ 

② 入校前テスト試験の結果：40％ 

③ 4 ヶ月間フルタイムで学習可能か・コミットメント：30％ 

④ 卒業後のキャリアプラン：10％ 

 

また、各活動及び KPI についての実施結果は以下のとおり、すべての活動において KPI を超える結

果となった。 

表 3-9 PoC の実施結果 

活動 KPI 実施結果 

活動 1 卒業率 60% 
受講生 24 名のうち受講生 19 名が Web エンジニアコー

スを卒業（卒業率 79%） 
同 19 名には卒業認定書を交付 

活動 2 卒業課題の発表会の開催 
卒業制作発表会・Closing Ceremony をオンラインで開催

し、卒業生が開発したオリジナルのアプリケーションを

発表（デモを実施） 

活動 3 卒業後 1 ヶ月以内に 10%・半

年以内に 30%が就職する 
卒業後に 17 名が IT 企業でインターンシップを実施し、    
1 ヶ月間で 6 名が IT 企業に就職（就職率 25%） 

出典：JICA 調査団作成 

 

 
図 3-47 PoC の実施結果 

出典：DIVE INTO CODE 社報告書 

 

プログラミングコースを開始前には、JICA や ADN の参加による Opening Ceremony（オンライン）

を行い受講生のモチベーションを高め、プログラミングコース実施中も受講生がドロップアウトし

ないようにメンターによるフォローアップを頻繁に行った。対して複数回実施された。さらに、雇用

応募
1735

入学
24

卒業
19

卒業
19

実務
17

就職
6
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促進機構（Agence Nationale Pour l'Emploi：ANPE）の協力により、ANPE による就職対策ワークショ

ップを受講生に対して実施することもできた。 

また、インターンシップについては Africa Samurai Consulting のコネクションや ADN からの紹介を受

けた団体へのアプローチによりインターンシップ先（現地 IT 企業を始めとする国内外の 13 社）を確

保し 17 名にインターンシップの機会を提供することができ、さらにそこから 6 名が就職することが

できた。企業に対して、卒業課題で作成したオリジナルアプリケーションのデモを通じて、プログラ

ミングスキルの高さを示せたこと、そして Web エンジニアコースの中で実務を想定した課題に取り

組むことで新しい技術を積極的に習得する姿勢と問題解決能力を向上できた点が評価されたこと、

さらに実際のスキルを見せる機会をインターンシップにて得られたこと等から、採用に繋がったと

考えられる。 

現在、職を得た卒業生 6 名が従事している業務は Web アプリケーション開発、Web サイト作成、E-
ラーニングシステム開発などであり、6 名のうち、Web エンジニアコースで学習した Ruby・JavaScript・
Vue.js をメインの開発言語として使用している者が大半である。また、うち 1 名は PHP/Laravel とい

った Web アプリケーション開発で関連する言語の学習に取り組んでいる。 

 

表 3-10 インターンシップ先と就職先企業 

 
出典：DIVE INTO CODE 社報告書 

 

この結果から、DIVE INTO CODE 社が提供する IT 教育コースは現地で高いニーズがあり、ベナンの

社会課題である IT 教育の普及や就業機会の提供に貢献できる可能性が高いと言える。ただし、本 PoC
は無償で受講できるという特典があったことから 1700 名を超える応募があり、すでに一定のプログ

ラミングスキルや実務経験を有する受講生も複数名いた。プログラミング言語としてRubyの需要や、

ゼロベースでプログラミングを学んで就職できるレベルに達するかといった点についての判断を下

すには更なる検証が必要である。 

 実施後の展開計画 

By 、具体的な事業展開計画を検討するため、11 月下旬から約 1 週間、DIVE INTO CODE 社から 2 名

が渡航し現地調査を実施した。そして、今後の事業展開可能性についてベナン政府機関、大学、民間

企業との協議を行った結果、各機関との連携関係の構築に向け前向きな意見交換をすることができ

た。 

企業名 所在地 業種

IWAJU Tech ベナン IT

MA INFO ベナン IT

ETRI Lab ベナン IT

Benin FinTech ベナン IT

Benin Digital ベナン IT

OpenSI ベナン IT

Abuzweb ベナン IT

Epitech ベナン 教育

Leadd SARL ベナン IT・研究

Croix Rouge Benin ベナン 医療

ENABEL ベナン
ベルギー政府
開発援助

KeyTech コートジボワール IT

Charles Technology 
Africa

ガーナ IT

企業名 所在地 業種

IWAJU Tech ベナン IT

Benin Digital ベナン IT

Leadd SARL ベナン IT・研究

KeyTech コートジボワール IT

Visual Design Cafe オランダ IT

X-AFS アメリカ IT

インターンシップ先一覧 就職先一覧
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表 3-11 現地調査での協議先一覧 

 
出典：DIVE INTO CODE 社報告書 

 

今回の PoC でベナンにおけるプログラミング教育はニーズが高いことが明らかとなり、現地政府機

関も重点分野の一つに定めているため、現地政府機関とも協業できる可能性が比較的高いと考えら

れる。また、DIVE INTO CODE 社のローカルパートナー企業が現地政府機関や現地 IT 企業との関

係性を構築していることから、ベナンは事業の将来性が高い市場であると言える。実際、PoC 終了

後の 2022 年 1 月から有料（$1200/4 ヶ月）で Web エンジニアコースを開始したところ、10 名が受

講している。 

 

今後、現地政府機関と産官学が一体となった IT 人材育成から就職・起業のエコシステム形成を目指

すとともに、より多様な IT 人材育成を低価格で行えるコース提供に向けた準備を行う。具体的には

以下の取り組みを実施していく予定である。 

➢ IT 人材育成→就職・起業のエコシステム形成に向けて、政府機関（ADN、ANPE、ADEJ）・企業・

大学との関係性をより強化し、現地政府主導のプロジェクトを立ち上げる。具体的には、ADN は

IT 教育を行う職業訓練校を運営しているため、同校へのカリキュラム提供の可能性を模索する。

また、PoC の中でも就職対策セミナー実施などの協力を得た ANPE とは、卒業生と現地 IT 企業

とのマッチング支援について、ANPE のプラットフォームや企業への助成金の活用の検討などを

含めて、協力体制をより強化していく。ADEJ についても、卒業生がコース内で開発するアプリ

ケーションを基軸として起業できるよう、卒業生に対する起業家研修の実施や資金調達支援につ

いて協力体制を構築していく予定である。 

➢ Web アプリケーション開発のコースに加えて、現地政府や大学も重点を置いているものの教育を

行う機関が少ない機械学習分野のコースも、提供に向けた準備を進めるとともに、より幅広いニ

ーズに応えるため Java や PHP など他のプログラミング言語を学習できるコースの開発も行う。 

➢ 4 ヶ月 15 万円のフルタイムコースに加えて、仕事や学業を続けながらより安価にプログラミン

グスキルを身に付けたいというニーズに応えるために、月額 5,000 円程度で同等の内容が学習で

きる格安コースの提供に向けた準備を進める。 

機関名 業種 種別

ANPE (National Agency for Promotion of Employment) 雇用支援 政府機関

Leadd SARL IT開発・研究調査 企業

IWAJU Tech IT開発 企業

MA INFO IT開発 企業

IFRI (Institute of IT Training and Research) IT教育 大学

CIO Magazine ITメディア 企業

ADEJ (Agency for Development of Youth Entrepreneurship) 若者の起業支援 政府機関

EPAC (Polytechnic School of Abomey-Calavi) 職業教育 大学

PSIE (Special Employment Integration Program) 雇用支援 政府機関

MPMEPE (Ministry of SMEs and Employment Promotion) 中小企業・雇用支援 政府機関

ADN (Agency for Digital Development) デジタル開発 政府機関

ANPME (National Agency for SMEs) 中小企業支援 政府機関

MDAD (Ministry of Digital Affairs and Digitization) デジタル開発 政府機関
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 教訓・その他 

ベナンの IT 分野においては JICA の技術協力プロジェクトは実施されておらず、ベナン政府との関

係性構築のきっかけをつかむことが課題であったが、JICA ベナン支所から ADN を紹介して頂き、

JICA ベナン支所も含めてのコミュニケーションをとったことから、ADN と良好な関係性を構築する

ことができた。その後、ADN 総裁が PoC 実施直前に退任されたことから関係性継続に一抹の不安が

あったものの、その後も変わらず協力を得ることができた。これは課題設定段階と審査段階のいずれ

においても ADN 総裁への相談・報告を行っていたためだと考えている。このように課題設定段階と

審査段階から相手国機関を巻き込むことで、PoC 実施においても関連する政府機関（ANPE など）の

紹介や Opening Ceremony、Closing Ceremony への参加といった積極的な協力を得ることに繋がった。 

また、DIVE INTO CODE 社が本 PoC に期待していたことの 1 つにベナン政府機関との関係性構築が

あった。本 PoC は通常のビジネスではアプローチし難い政府機関とも JICA 調査に参加することで良

好な関係性構築ができた好事例であると言える。他方、同社は AND や ANPE とも良好な関係性を構

築することができたが、「ビジネスで社会課題を解決する」という方針から、本 PoC 後の展開とし

て ODA 事業化（ODA 事業における同社サービスの活用）は想定していない。このように ODA 事業

化が目的でなくとも、相手国政府機関との関係性構築が JICA 調査への参加の目的となるケースはあ

りえる。本 PoC からの教訓として、PoC に参加する企業が何を出口戦略として見据えており、何を

JICA に求めているか、そして、JICA として何を提供できるのか、という観点からの企業と JICA（特

に JICA 現地事務所）のマッチングも、課題とソリューションのマッチング同様に重要であるという

ことが言えよう。  
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3.5 タンザニア 

3.5.1 課題選定 
第 2 章で述べた通り、タンザニアについては灌漑農業の効率化、農業の効率化、歳入庁職員研修の効

率化の 3 つの分野が含まれていた。その後、タンザニア事務所との協議結果から農業、金融包摂分野

に絞り課題設定の検討を行った。なお、新型コロナウイルス感染症拡大の影響で、当初 2020 年 3 月

に予定されていた現地調査は延期、その後中止となり、2020 年 6～8 月にかけて農業分野に関連する

JICA プロジェクト専門家、政府機関、ドナー、現地インキュベーター、教育機関、銀行等に対して、

質問票調査及び必要に応じてヒアリングを遠隔で実施した。 

質問票調査及びヒアリングの実施先は以下の通り。OI テーマ関係の質問票調査ヒアリング実施先の

情報に基づき OI テーマの検討を行い、STI 関係の質問票調査実施先には公募開始時にネットワーク

内の企業等への周知にご協力いただいた。 

表 3-12 質問票調査及びヒアリング実施先（タンザニア：OI テーマ関係） 

 
出典：JICA 調査団作成 

表 3-13 質問票調査実施先（タンザニア：STI 関係） 

 
出典：JICA 調査団作成 
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調査結果概要は以下の通り。課題感を整理し、OI テーマ候補にグルーピングを行い、それぞれの OI
テーマ候補に関して、OI 実施可能性を検討した。 

 

表 3-14  OI テーマ候補グルーピング（タンザニア：農業分野） 

 
出典：JICA 調査団作成 

 

表 3-15  OI テーマ候補検討（タンザニア：農業分野） 

 
出典：JICA 調査団作成 
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表 3-16  OI テーマ候補グルーピング（タンザニア：金融包摂分野） 

 
出典：JICA 調査団作成 

 

表 3-17  OI テーマ候補検討（タンザニア：金融包摂分野） 

 
出典：JICA 調査団作成 

 

上記の OI テーマ候補の検討の結果、タンザニアの農業分野においては既存の技術協力プロジェクト

である TANSHEP で収集している市場情報の可視化及び情報収集の効率化に資するソリューション

を募集することになった。具体的には案として「小規模農家が市場価格に応じて作付けし所得向上に

資する、ローカル農産物市場情報の収集・共有を可能にするソリューション」と「共有困難ですぐに

散逸してしまう手書きの情報（市場情報など）を即時・簡易に電子化・共有することを可能にするソ

リューション」が候補に挙がった。検討の結果、2 つのソリューション案を組み合わせる形で、両者

の市場情報の集約でき、農家間で情報共有が行うことができることを前提とし、「SHEP（市場志向

型農業）アプローチの効果を高める、農業普及員及び農家によるマーケティングを支援するイノベー

ション」を OI テーマとすることで決定した。 

金融包摂に関しては、タンザニアに金融規制が厳しいことも鑑みて幅広くテーマを募ることになっ

た。OI テーマ候補に挙げられた「農家向けの小規模融資に資するソリューション」、「農村部の金

融リテラシー向上に資するソリューション」、「脆弱なインフラでも金融サービスの提供に資するソ

リューション」の 3 つを組み合わせ「農村部における農業従事者/農産品加工業等に従事する中小零

細企業の金融アクセス改善を促進するイノベーション」を OI テーマとして選定した。 
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3.5.2 公募 
本イベント用に広報と参加登録の Web サイトを開設した。公募の抜粋は以下のとおりである。 

 農業分野 
CHALLENGE 

『SHEP（市場志向型農業）アプローチの効果を高める、農業普及員及び農家によるマーケティング

を支援するイノベーション』 

（想定するソリューション例） 

• 農業普及員や農家グループが保有するタブレットや携帯電話等の端末を用いて市場情報等を取

得・蓄積し、その情報を必要とする農家と共有するソリューション 
• 農業普及員や農家グループがマーケティングに活用できる MA ツール、CRM ツール 
• 現在、農家グループが紙に記入している市場情報をデータ化するソリューション 

 

BACKGROUND 

タンザニアでは、JICA プロジェクト「SHEP アプローチを活用した県農業開発計画実施能力強化プロ

ジェクト（TANSHEP）」が実施されています。Smallholder Horticulture Empowerment & Promotion（SHEP：
市場志向型農業振興）アプローチとは、2006 年から始まったケニア農業省と JICA の技術協力プロジ

ェクトにおいて開発された小規模園芸農家支援のアプローチであり、野菜や果物を生産する農家に

対し、「作って売る」から「売るために作る」への意識変革を起こし、営農スキルや栽培スキル向上

によって農家の園芸所得向上を目指すものです（SHEP アプローチの概要は次項をご参照ください）。

SHEP アプローチでは、農家の気づきの機会創出のため、農家が直接市場を訪れて市場調査を行いま

す。価格だけではなく、求められる品質や量、価格の変動や売れ筋の品目についての情報収集を行い、

市場調査の結果を基に、農家グループのメンバーが栽培する作物を選びます。 

SHEP アプローチは、農家が能動的・積極的に情報の非対称性を緩和し、農家の自立的な動機付けを

促すために有効な手法であることが確認されています。一方、多くの農家は市場調査を実施した経験

がなく、それを始めるにあたっても、どの市場を訪問すべきか、市場選びに戸惑い、また実際に調査

を実施してもバイヤーが提供する情報を、詳細に確認したり、真偽判断することなく鵜呑みする傾向

にあります。今後、 農家グループ内や近隣地域の農家グループとの間で、市場調査や実際の販売結

果などの情報共有を行うことができれば、近隣地域での市場機会を適切に把握することができ、市場

調査を現実的かつ具体的に計画・実施することができるようになります。また、自身の調査結果を保

存し、最新の情報を入手し更新、他の仲間に共有することができれば、販売先を比較検討できたり、

グループ販売を行うことができたりするメリットが生まれると考えられます。 

本チャレンジでは、SHEP アプローチを習得した農家による市場調査結果等の情報を収集・蓄積し、

農家グループ内や他地域の農家グループとの間で共有でき、SHEP アプローチの効果を拡大するソリ

ューションを募集します。 

 

「SHEP（市場志向型農業）アプローチ」とは？ 

Smallholder Horticulture Empowerment & Promotion（SHEP）アプローチとは、2006 年から始まったケ

ニア農業省と JICA の技術協力プロジェクトにおいて開発された小規模園芸農家支援のアプローチで

あり、野菜や果物を生産する農家に対し、「作って売る」から「売るために作る」への意識変革を起

こし、営農スキルや栽培スキル向上によって農家の園芸所得向上を目指すものです。ケニアでは、こ

のアプローチの実践により、わずか 2 年間（2007 年 6 月〜2009 年 10 月）で 2,500 もの小規模農家の

収入を倍増させました。 
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JICA はこのアプローチを広めるべく、SHEP アプローチを取り入れた活動をアフリカ地域中心に世

界各国で実践しています。 

詳細 URL：https://www.jica.go.jp/activities/issues/agricul/approach/shep/index.html 

 
図 3-48 SHEP アプローチの考え方 

出典：JICA (https://www.jica.go.jp/activities/issues/agricul/approach/shep/index.html) 
 

WHY PARTICIPATE 

◼ JICA が実証機会を提供（主に実証の際のユーザーとなる農業普及員や農家グループを想定） 

◼ JICA が実証支援予算を提供（300~500 万円程度を限度に） 

◼ 事前に設定する KPI が達成され、実証が成功した暁には JICA プロジェクトにおける導入の可能

性 

◼ JICA による政府機関や公的機関等のネットワークの提供 

 

POINTS TO CONSIDER 

◼ タンザニアには首都を中心に 4G ネットワークが利用可能ですが、通信環境が弱い地域も多く存

在します。弱い通信環境でも適用可能なソリューションの提案を歓迎します。 

◼ 市場情報サービス自体は民間企業のものも含めアフリカに複数あります。本チャレンジで求め

るソリューションと、一般的な市場情報サービス、現行の SHEP アプローチの関係は下表の通り

です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

https://www.jica.go.jp/activities/issues/agricul/approach/shep/index.html
https://www.jica.go.jp/activities/issues/agricul/approach/shep/index.html
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表 3-18  本チャレンジで求められるソリューションと一般的な市場情報サービス、現行の SHEP

アプローチの関係 

手法 情報 収集方法 伝達方法 備考 
一般的な

市場情報

サービス 
市場ごとの市場

価格、バイヤー

情報等 
エージェントが市場

に赴き情報収集する

ケースが多い 
USSD や SMS を用

いたメッセージ送受信 • 携帯電話を持っていれば誰でも

情報にアクセス可能（ただし、自

分からアクセス必要） 
• 価格情報は大規模市場の卸売

価格に限られる。 
• エージェントが情報収集するた

め更新頻度が低い 

現行の

SHEP ア

プローチ 
• 市場調査：調

査先相手（卸

売業者、仲

買人等）、連

絡先、販売

場所、市場

価格等 
• 実際の販売

値 

• 農家自身が市場

調査を実施し、紙

の市場調査票に

記入 
• 実際の販売値

は、農業普及員

が農家に聞き取

り 
• 市場調査と販売

結果はプロジェク

トまたは県が

Excel に入力・集

計 

• 農家グループの代

表者が紙の市場調

査票をもとに他メン

バーに共有 
• 必要に応じて、県

が Excel に基づき
農家にバイヤーを

紹介（他農家グル

ープと効率的に共

有する手段がな

い） 

• 農家の自立的な動機付けを促す

ために有効な手法 
• 一般的な情報サービスと異な

り、小規模なローカル市場も対

象。実際の販売価格（庭先価格

含む）を収集している点も特徴。 
• 一方で、情報共有の範囲が限ら

れる（同じグループ内に限られ

る） 
• 情報入力や伝達も属人的 
• 市場調査は継続的に実施するこ

とが求められる。 

本チャレ

ンジで求

めるソリ

ューショ

ン 

【現行の SHEP
と同じ】 ご提案願います 

（農家及び農業普及

員の保有するデバ

イスについては次項

「PoC」をご参照くだ

さい） 

ご提案願います 
（農家及び農業普及

員の保有するデバイ

スについては次項

「PoC」をご参照くださ

い） 

• 本チャレンジでは、一般的な市

場情報サービスと現行の SHEP
アプローチの両方の強みを掛け

合わせたソリューションを求めて

います 

出典：JICA 調査団作成 

 

◼ その他あると望ましい機能等は以下の通りです。ご提案を検討いただけましたら幸いです。 

• 農家や農業普及員が情報提供を行うインセンティブ 

• バイヤーとのマッチングまたはバイヤーに関するレコメンデーション機能 

• 多様な販売単位への対応 

• バイヤー側による購入希望の作物、必要量、買取条件等の入力機能 

• IT に知見がない人でも直感的に操作できる UI/UX 

 

PoC 

◼ 実証期間：2021 年 2 月～6 月のうち 3 ヶ月程度を予定しています。 

◼ コロナの影響により現地渡航が難しい場合は、遠隔で実証することを想定しています。 

◼ 実証現場は 「SHEP アプローチを活用した県農業開発計画実施能力強化プロジェクト」の対象

地域であるアルーシャ州、キリマンジャロ州、タンガ州 25 県のうち重点支援 12 県の中から選定

する想定です。 
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◼ 実証ユーザーは対象地域の農業普及員または農家を想定しています（実証人数は応相談）。 

【農業普及員について】 

➢ 業務内容：直接生産者に対する営農・技術指導等を行っています。 

➢ 使用デバイス：スマートフォンを保有している農業普及員もいますが、県レベルになると

その割合は低くなります。県レベルでのインターネット及びパソコン等の設備は最低限が

ありますが、旧式のデスクトップ PC を使用している場合が多いです。上記プロジェクト

でタブレット端末を購入が予定であり、県には 5 台（うち 3 台は普及員）に貸与されます

（12 県対象のため合計 36 人の普及員がタブレット端末を持つ）。OS はアンドロイドの予

定で、SHEP アプローチのガイドラインを集約する（合計 6GB）ことを想定していたため

HDD 容量（32GB）は少ないですが、タブレット端末を有効活用する提案は歓迎します。

ただし、通信費は利用者負担になる予定のため、Wifi 環境下のみで通信を行う等の工夫を

検討いただけましたら幸いです。 

【農家グループについて】 

• 上記プロジェクトでは 1,080 人程度の農家（30 人/農家グループ x 3 グループ x 重点支援 12 
県）を直接の対象としています。 

• 先進的な農家はスマートフォンを保有していますが、フィーチャーフォン利用者が多いで

す。 

◼ 現地とのコミュニケーションには基本的に英語が必要となります。 

◼ ソリューションの操作言語についてはスワヒリ語・英語が望ましいです（特に普及員・農家をユ

ーザーとして想定した場合、操作言語にスワヒリ語が必要） 。 

 

「SHEP アプローチを活用した県農業開発計画実施能力強化プロジェクト」について 

◼ 事業：技術協力 

◼ 課題：農業開発／農村開発 

◼ 期間：2019 年 1 月〜2023 年 12 月 

◼ プロジェクト詳細 URL：https://www.jica.go.jp/oda/project/1700376/index.html 

◼ 概要： 

タンザニアでは、約 7 割の人口が農業に従事し、GDP の約 25 パーセントを占める重要なセクタ

ーです。農村人口の約 8 割は農業に依存して生活していますが、生産性・収益性は低く、生活レ

ベルの向上と都市部との格差解消のため、より高付加価値な農業への転換が必要です。園芸作物

を栽培・販売している農家もありますが、必ずしも市場のニーズを意識したものではないため、

十分な収益をあげているとは言い難い状況です。この協力では、同国政府の園芸優先地域におい

て、タンザニアにおける SHEP アプローチ（TANSHEP）の確立、重点対象地方行政区における

県農業開発計画（DADP）の下での TANSHEP の実践、中央政府による園芸優先地域への DADP
計画・実施支援を行うことにより、DADP が対象地域の園芸農家の農業所得向上に向けて機能す

るよう図り、TANSHEP を取り入れた DADP による農業所得向上に寄与します。 

https://www.jica.go.jp/oda/project/1700376/index.html
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図 3-49 協力地域地図 

出典：JICA (https://www.jica.go.jp/oda/project/1700376/index.html) 

 

 金融分野 
CHALLENGE 

『農村部における農業従事者/農産品加工業等に従事する中小零細企業の金融アクセス改善を促進す

るイノベーション』 

（想定するソリューション例） 

• 革新的な信用スコアリング等により農家や農産品加工等に従事する中小零細企業向け小規模融

資を可能にするソリューション 
• 農村部の金融リテラシー向上に資するソリューション 

農家グループによる
市場調査の計画づくり（モシ県）

農家・普及員に対するTANSHEP導入
ワークショップの様子（メルー県）

卸売業者への聞き取り調査
（アルーシャ州の市場）

農家グループによる
ベースライン調査の様子（カラツ県）

https://www.jica.go.jp/oda/project/1700376/index.html
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• 脆弱なインフラ環境下においても金融サービスの提供可能にするソリューションン 
 

BACKGROUND 

タンザニアにおける金融アクセスの環境は改善傾向にあるものの、都市部では 72％の人口が金融シ

ステムにアクセスできるにもかかわらず、農村部では 48％と半数以下であり、都市部と農村部のア

クセスの格差が課題となっています。その背景として、金融サービス利用条件（担保等）の厳しさ、

農村部の金融リテラシーの低さ、金融サービスにアクセスするためのインフラの不足等があげられ

ます。 

本チャレンジでは、上記課題を解決し、特にタンザニアの農村部の農業従事者及び農産品加工等に従

事する中小零細企業の金融アクセスを改善するソリューションを募集します。 

 

WHY PARTICIPATE 

◼ JICA が実証機会を提供（主に実証の際の農家とのマッチング機会提供を想定） 

◼ JICA が実証支援予算を提供（300~500 万円程度を限度に） 

◼ 事前に設定する KPI が達成され、実証が成功した暁には JICA プロジェクトにおける導入可能性 

◼ JICA による政府機関や公的機関等のネットワークの提供 

 

POINTS TO CONSIDER 

◼ タンザニアには首都を中心に 4G ネットワークが利用可能ですが、通信環境が弱い地域も多く存

在します。弱い通信環境でも適用可能なソリューションの提案を歓迎します。 

 
PoC 

◼ 実証期間：2021 年 2 月～6 月のうち 3 ヶ月程度を予定しています。 

◼ コロナの影響により現地渡航が難しい場合は、遠隔で実証することを想定しています。 

◼ 実証現場は現時点の候補は以下の通りです。PoC 採択後に、実証するソリューションに応じて実

証場所及び現地連携先、実証対象ユーザーを協議・決定いたします。（下記は募集開始時点での

実証提携候補例として、JICA がネットワークを有する政府系金融機関との連携可能性もござい

ます。書類審査後の「実証計画ブラッシュアップ」において、具体的に協議させていただきます。） 

• 【実証提携候補例】「SHEP アプローチを活用した県農業開発計画実施能力強化プロジェク

ト」の対象地域であるアルーシャ州、キリマンジャロ州、タンガ州 25 県のうち重点支援 12
県の中から選定。上記プロジェクトでは、農家と農業資材業者、金融機関等の出会いの場で

ある Match Making を年 1 回開催しています。今回、実証期間内に Match Making は予定され

ていませんので、必要に応じて農家とのマッチングの機会を設ける想定です。 

◼ ご参考までに、上記 SHEP プロジェクト対象地域の農業普及員・農家に関する情報は以下の通り

です。 

【農業普及員について】 

• 業務内容：直接生産者に対する営農・技術指導等を行っています。 

• 使用デバイス：スマートフォンを保有している農業普及員もいますが、県レベルになるとそ

の割合は低くなります。県レベルでのインターネット及びパソコン等の設備は最低限があ

りますが、旧式のデスクトップ PC を使用している場合が多いです。上記 SHEP プロジェク

トでタブレット端末を購入が予定であり、県には 5 台（うち 3 台は普及員）に貸与されます
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（12 県対象のため合計 36 人の普及員がタブレット端末を持つ）。OS はアンドロイドの予

定で、SHEP アプローチのガイドラインを集約する（合計 6GB）ことを想定していたため

HDD 容量（32GB）は少ないですが、タブレット端末を活用する提案は可能です。ただし、

通信費は利用者負担になる予定のため、Wifi 環境下のみで通信を行う等の工夫を検討いた

だけましたら幸いです。 

【農家について】 

• 上記 SHEP プロジェクトでは 1,080 人程度の農家（30 人/農家グループ x 3 グループ x 重点

支援 12 県）を直接の対象としています。 

• 先進的な農家はスマートフォンを保有していますが、フィーチャーフォン利用者が多いで

す。 

◼ 現地とのコミュニケーションには基本的に英語が必要となります。 

◼ ソリューションの操作言語についてはスワヒリ語・英語が望ましいです（特に農家をユーザーと

して想定した場合、操作言語にスワヒリ語が必要）。 

 

タンザニア農村部における金融アクセスの現状について 

◼ タンザニアの金融包摂率は過去 10 年で約 2 倍改善しています。 

◼ インフォーマルな金融サービスを利用している人口も 29％から 7％まで減少し、フォーマルな

金融サービスを利用している人口は 4 倍に増加しました。 

◼ 一方で都市部では 72％が金融システムにアクセスがあるにもかかわらず、農村部では 48％と半

数以下であり、都市部と農村部のアクセスの格差が課題となっています。 

◼ 農村部の金融アクセスに関する主要な課題を以下にあげていますが、これ以外の課題に対する

ソリューション提案も受け付けます。 

 

【課題１：農村部のユーザーには金融サービス利用条件（担保等）が厳しい】 

• 農村部では農業投入財のための小口融資のニーズが高いが、少額の融資に対応している金融機

関が少ない。また、サービスがあったとしてもユーザーも少額・低頻度での利用に対し高いコス

トをかけることに抵抗があり、親族間・知人間での賃借に頼っているのが現状である。 
• 所得が低い利用者が多く、土地等の担保及び伝統的不動産所有証明を用意できるケースが少な

く、さらに、農家を対象としない高金利のため融資を受けることができない。 
• 国民 ID がなくては利用できないシステムとなっており、国民 ID を持たない農村部のユーザー

は金融サービスを利用することができない。実際金融サービス非利用者の 25%が ID を保有して

いない。 

 
図 3-50  タンザニアの金融包摂率の推移 

出典：Kantar. “Tanzania Data at a Glance” 
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【課題２ ：農村部の金融リテラシーが乏しい】基本的な金融に関する知識や教育水準の低さから、

金融サービスに関するリテラシーが普及していない。 

• 農業従事者の教育レベルは、中等教育を受けた者の割合は 8%、女性においては初等教育も受け

ていない者が 23%にのぼり、各種サービスの内容や利用方法などを含めた知識不足が挙げられ

る。 
• 識字率や教育水準が特に低い農業従事者や女性、24 歳以下の若者において金融サービスの利用

率が低い。 

 
図 3-51  タンザニアで金融包摂が進んでいないグループ 

出典：FinScope (2017) 
 

【課題３：インフラが脆弱であり農村部のユーザーに即したサービスが欠如している】 

• 自宅から 5km 圏内に金融機関がある割合：全国 86%に対し農村部では 78%と低く、地理的アク

セスが悪い。 
• ハードインフラが未整備な地域が多く、都市部への交通アクセスが困難となっている。 
• 国家的 ID マネジメントの欠如など公的なシステムの不備が農村部の金融包摂を阻害している。 
• ソフトインフラに関してもネットワークの普及率が 16％（ITU-ICT Statistics, 2017）と低いため、

モバイルバンキング等のサービスを利用することができない。また、このような脆弱なインフラ

環境下においても利用可能な金融サービスが不足している。 

 
図 3-52  5km 県内に金融機関のアクセスがある地域 

出典：FinScope (2017) 

 

参考：「SHEP アプローチを活用した県農業開発計画実施能力強化プロジェクト」について 

• 事業：技術協力 

• 課題：農業開発／農村開発 

• 期間：2019 年 1 月〜2023 年 12 月 

• プロジェクト詳細 URL：https://www.jica.go.jp/oda/project/1700376/index.html 

79%

76%

55%

47%

33%

24%

農村部

低所得層

女性

農家や漁業従事者

若者（16～25歳）

被扶養者

https://www.jica.go.jp/oda/project/1700376/index.html
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• 概要： 

タンザニアでは、約 7 割の人口が農業に従事し、GDP の約 25 パーセントを占める重要なセク

ターです。農村人口の約 8 割は農業に依存して生活していますが、生産性・収益性は低く、生

活レベルの向上と都市部との格差解消のため、より高付加価値な農業への転換が必要です。園

芸作物を栽培・販売している農家もありますが、必ずしも市場のニーズを意識したものではな

いため、十分な収益をあげているとは言い難い状況です。この協力では、同国政府の園芸優先

地域において、タンザニアにおける SHEP アプローチ（TANSHEP）の確立、重点対象地方行政

区における県農業開発計画（DADP）の下での TANSHEP の実践、中央政府による園芸優先地

域への DADP 計画・実施支援を行うことにより、DADP が対象地域の園芸農家の農業所得向上

に向けて機能するよう図り、TANSHEP を取り入れた DADP による農業所得向上に寄与します。 
 

     

           
農業グループープによる市場調査の計画づくり（モシ県） 

  農家・普及員に対する TANSHEP 導入  ワークショップの様子（メルー県） 

出典：JICA (https://www.jica.go.jp/oda/project/1700376/index.htm) 

3.5.3 審査結果 

  応募者 

農業分野においては、日本、ガーナ、インド、タンザニア、オランダ、アメリカ、モザンビークの 7
か国より合計 11 社の応募があった。応募企業の中には企業や大学も含まれた。 

金融包摂分野においては、日本、タンザニア、ケニア、オランダ、ウガンダ、南アフリカ、ルクセン

ブルクの 7 か国より計 6 社の応募があった。応募企業の中には企業や大学も含まれた。 

農家グループによる
市場調査の計画づくり（モシ県）

農家・普及員に対するTANSHEP導入
ワークショップの様子（メルー県）

卸売業者への聞き取り調査
（アルーシャ州の市場）

農家グループによる
ベースライン調査の様子（カラツ県）

https://www.jica.go.jp/oda/project/1700376/index.htm
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 審査結果 

上述の審査基準に基づき審査を行い、農業は 3 社、金融包摂は 4 社を一次審査通過とし、オンライン

面談を実施した。オンライン面談は、JICA 側、応募企業側双方の理解を深め、特に応募企業側によ

る現場ニーズや現場状況の理解を深めて頂くことで、ソリューションや実証計画をブラッシュアッ

プ頂き、最終審査に臨んで頂くことを目的として実施した。 

審査の結果、農業分野ではオンラインのマーケットプレイスの確立及びデータの一元管理からタン

ザニアの農業普及員や農家の自立性、有能感、関係性を高め、市場情報の収集から共有、活用までを

実現する北欧発スタートアップの日本法人である Syno Japan を採択した。 

また、金融分野ではケニアの小規模事業主向けマイクロファイナンス事業を行っている HAKKI 
AFRICA を採択した。当該企業のソリューションは超少額の貸付返済データより信用スコアリングを

処理する画期的なアイデアや金融に関する教育を含んだアイデアであり、本テーマに採択された。 

 

3.5.4 PoC 実施（農業分野） 

 PoC 概要 
本 POC では、JICA プロジェクト「SHEP アプローチを活用した県農業開発計画実施能力強化プロジ

ェクト（TANSHEP）」に関し、SHEP アプローチを習得した農家による市場調査結果等の情報を収

集・蓄積した上で、農家グループ内や他地域の農家グループとの間で共有し、SHEP アプローチの効

果を拡大するソリューションを構築することが目的として設定された。 

上記目的のため今回開発を行った Anzia Sokoni は、タンザニア農家が実施する市場調査のデータ収

集から、データ一元管理、データ共有や活用までのプロセスを SHEP アプローチに基づきながら効率

化する為、以下の仕組みを含んでいる。 

➢ データ収集：タンザニア農家が、市場の価格やニーズなど市場情報を効率的に収集し、全て

のデータを一元管理するシステムにアップロードする仕組み 

➢ データ連携：タンザニア農家が、市場を理解するために利用可能な既存の市場情報サービス

を、データを一元管理するシステムにアップロードする仕組み 

➢ データ一元管理：収集・連携された全てのデータを一元管理する仕組み 

➢ データ共有：一元管理されたデータを効率的に他者に対して共有する仕組み 

➢ データ活用：一元管理されたデータを活用するための仕組み 

 

Anzia Sokoni は、通信のない状態または弱い通信下での使用を想定し、Web ブラウザに加え、同様の

内容のアプリも準備をし、アプリが一度ユーザーの機器にインストールされれば、オフラインでも市

場調査の入力が可能となるものとする。オフライン時に入力されたデータは、インターネット接続時

に自動的にサーバーに一括でアップロードされる。また、弱い通信下でもデータ送信が軽くなるよう

にシステムの設定を行った。 

実際に開発したアプリの機能は以下のとおりである（ユーザーから見た機能）。 

➢ Home メニュー： SHEP のコンセプトを説明する。 

➢ Post メニュー：メッセージ、写真、動画の投稿が可能。投稿内容に関しては、アドミニスト

レータ側で不適切と思われるものを削除することも可能。ユーザーは自身の投稿に関して

も編集、削除が可能。 

➢ People メニュー：他の参加者の情報を閲覧したり、ネットワーキングを行うことが可能。 
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➢ Market Survey メニュー：これまでにシステムに入力、蓄積された全データ（市場調査価格、

実際の販売価格等）の閲覧が可能。。ユーザー側では、自身の入力したデータの編集も可能。 

➢ Action Plan メニュー：農家自身が入力した市場調査結果、耕作中に聞き取った価格、実際の

販売価格の一覧化が可能。 

➢ Business Plans メニュー：バイヤーにより、売買を希望する作物に関し価格も含めて記入が

可能。この情報は自動的に People メニューのバイヤー情報にアップされ、農家とのマッチ

ングに活用される。 

➢ My Profile メニュー：ユーザー情報の入力を行う。 

 

また、PC やスマートフォン、タブレット等を保有していないユーザーに対しては、収集した市場情

報や売買情報をデスクトップ PC やタブレット、スマートフォンを保有する農家普及員に共有して、

代わりにアッ プロードしてもらう仕組みを構築する。さらに、フィーチャーフォン保有者に対して

は、SMS を活用して情報の送受信を行う仕組みを構築する。 

 

 実施結果 
PoC においては、構築したシステムを想定ユーザーに使用頂くことを通して、システムコンセプトの

現地との親和性及びシステム自体の現地実用性を検証し、検証結果に基づきカスタマイズし、現地で

より使われるシステムへと改善することを目的とした。 

上記目的を踏まえ、以下のとおりインタビュー及び PoC を実施した。 

プレ PoC（インタビュー）：システム開発の方向性を確認する為のプレ PoC として、農家、普及員、

バイヤーを対象としたインタビューを実施した。 

農家、普及員、バイヤー向け PoC：インタビュー結果を参考にシステム開発を進め、タンザニア農業

省職員、農家、普及員、バイヤーへの PoC を実施した。その後、PoC 参加者から得たコメントに基づ

きシステムのカスタマイズを行った。なお、PoC の実施においては、案件の開始から TANSHEP 専門

家との定期的な打ち合わせを通じ、システム開発の方向性、修正・改善項目を議論し、システム開発

及びカスタマイズに反映させた。 

 

プレ PoC（インタビュー）の目的と検証事項：現地で活用されるシステム開発につなげるため、以下

を目的としてインタビューを実施した。 

➢ 想定した現地システムユーザーのペルソナの現状を把握する 

➢ 開発の方向性や開発時に重要視する点を明確にする 

➢ 同時点でのプロトタイプの実用性と改善点を洗い出す 

インタビューでは、上記目的を達成する為に、各想定ユーザーに以下の項目に関し聞き取りを行った。 

普及員： 

➢ 普及員としての状況（業務内容、キャリア、普及員として活動する際に重視する点、農家を

訪ねる頻度、市場調査の実施状況、市場調査データの活用、共有状況） 

➢ デジタル機器保有及び使用状況 

➢ システムのデザイン、システムメニューの有用性 

農家： 
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➢ 農家としての状況（耕作作物種類、耕作規模、耕作時に重要視する点、市場調査の実施状況、

耕作時のデータ活用状況及びデータ内容等） 

➢ デジタル機器保有及び使用状況 

➢ システムのデザイン、システムメニューの有用性 

バイヤー： 

➢ バイヤーとしての状況（取り扱い作物種類、売買規模（量及び価格）、売買時に重要視する

点、情報収集に関する現状、取引にかかわるデータの取得状況等） 

➢ デジタル機器保有及び使用状況 

➢ システムのデザイン、システムメニューの有用性 

プレ PoC（インタビュー）実施方法：インタビュー実施にあたり、まずインタビュー対象者選定基準

を、TANSHEP 専門家から助言を頂き設定した。その上で、既に TANSHEP 案件で活動をしているモ

シ県の県職員に、基準に基づきインタビュー対象者を探す依頼をし、候補者の中から農家３名、普及

員３名、バイヤー３名を選定した。なお、モシ県にて実施した理由としては、TANSHEP 案件が既に

実施されており、また、インタビュー会場として TANSHEP のオフィスを利用できたことによる。 

インタビューは、2021 年 4 月 21 日から 23 日の３日間にわたってモシ県にて実施した。事前にイン

タビュー設問内容を TANSHEP 専門家から助言を受け作成し、当日はスワヒリ語に翻訳した設問を、

現地アシスタントが各参加者にスワヒリ語で質問した。Syno Japan はオンラインで全インタビューに

参加し、適宜アシスタントを通じて追加質問を行った。インタビュー中にアシスタントPCを使用し、

システムのプロトタイプを表示、デザイン及び機能の紹介も行い、参加者の意見聴取も行った。イン

タビューのスケジュール・作業工程は以下のとおり。 

表 3-19  インタビューの実施スケジュール・作業工程 

 
出典：Syno Japan 社報告書 

 

プレ PoC（インタビュー）の成果及び目的の達成状況：インタビューでは、各想定ユーザーに以下の

項目に関しインタビューを行った。インタビューを通じて、仕事状況、その中での困難、データ活用
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状況、デバイス使用状況等、現地想定ユーザーの置かれている状況の概要を把握することができた。

農家、普及員、バイヤーともに仕事、業務にかかる情報及びデータの収集、共有、活用に関しては重

要性及び必要性を感じており、データの活用が仕事、業務の向上ひいては収入の向上につながること

も理解していることが分かった。したがって、本システムの、データの収集、共有、活用の効率化と

いう目的、方向性はタンザニア農業関係者の意向と相違が無いと明確にすることができた。一方で、

農家は普及員やバイヤーに比べフィーチャーフォン利用者が多いことから、フィーチャーフォンユ

ーザーもシステムを使用できるような機能の必要性を改めて認識した。また、システムの色を含むユ

ーザーフレンドリーなデザインや操作性改善も今後の対応事項として認識した。 

 

農家・普及員向け PoC の目的と検証項目：現地で使用、活用されるシステム開発につなげるため、

以下を目的として PoC を実施した。 

➢ 現地ユーザーにとってのシステム利用の目的、システムの操作性を確認する 

➢ 他者への推奨度を確認する 

➢ 同時点でのシステムの改善点を洗い出す  

PoC では、上記目的を達成するため、各想定ユーザー（普及員 15 名（各県５名 × ３県）と同普及

員担当の農家 27 名（各県９名 × ３県））にシステムを利用してもらった上で、システムの利用目

的、システムの操作性、他者への推奨度システムの改善点の各項目に関しオンラインアンケートを行

った。 

農家及び普及員向け PoC の実施方法：PoC は、TANSHEP の初期バッチ活動を行っている３県（モシ

県、ルショト県、メル県）にて実施した。理由としては、既に活動を行っていることで、農民及び普

及員の SHEP への理解が一定程度あること、既に TANSHEP から普及員へ活動機材としてタブレッ

トを配布しており、PoC に必要な機材が揃っていた事が挙げられる。 

PoC の参加者は、TANSHEP 案件の現地カウンターパートであるタスクフォースメンバー（以下 TF）
８名と、各県にてタブレット配布を受けている普及員 15 名（各県５名 × ３県）と同普及員担当の

農家 27 名（各県９名 × ３県）とした。なお、当初はバイヤーも同 PoC に含める予定であったが、

バイヤーのシステム使用方法が他ユーザーと異なる為、別に切り出して実施することとした。 

PoC は、7 月 26 日～28 日の３日間にわたって実施した。１日目はモシ県にて TF に対しシステムの

使用方法のトレーニングを実施し、２日目は各県で３名の TF が講師として農家及び普及員に対しシ

ステムの説明と実際の操作を参加者と一緒に行うこととした。現地アシスタント３名も各県の PoC
に参加し、TF のサポートを行った。Syno Japan メンバーは各 PoC 時に現地からの質問にオンライン

を通した対応を行った。PoC の最後にオンラインアンケートを通じて全参加者から聞き取りを行い、

検証を行った。また、研修２週間後にも同様の聞き取りを電話にて行い、参加者からの追加のフィー

ドバックを得た。実施スケジュール及び作業工程は以下の表のとおり。 
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表 3-20  PoC の実施スケジュール・作業工程 

 
出典：Syno Japan 社報告書 

 

【農家・普及員向け PoC の成果及び目的達成状況】 

農家・普及員向け PoC では、以下の項目に関しオンラインアンケートを実施し、検証を行った。そ

の際の各項目の検証結果は以下の通り。 

システムの最も重要な目的：約５割のユーザーが、市場調査の収集、入力、共有を助けるのが本シス

テムの最も重要な目的と答えており、システム開発の方向性がシステムを通じてユーザーも理解し

ていることが明確になった。 

 

 
図 3-53  システムの目的に関するアンケート結果 

 
出典：Syno Japan 社報告書 
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システムの操作性：登録／ログイン、Post メニュー、People メニュー、Market Survey メニュー、Action 
plan メニュー、My profile メニューの全てにおいて、半数以上の参加者から７段階の内、６段階以上

の評価を得るという目標を達成した。ただし、３割程度が登録・ログインに対して、また、２割程度

が Market Survey 及び Action Plan に対して難しさを感じていることも確認できた。 

 
図 3-54  登録/ログインの操作性に関するアンケート結果 

出典：Syno Japan 社報告書 

 

 
図 3-55  Post メニューの操作性に関するアンケート結果 

出典：Syno Japan 社報告書 
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図 3-56  People メニューの操作性に関するアンケート結果 

出典：Syno Japan 社報告書 

 

 
図 3-57  Market Survey メニューの操作性に関するアンケート結果 

出典：Syno Japan 社報告書 
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図 3-58  Action Plan メニューの操作性に関するアンケート結果 

出典：Syno Japan 社報告書 

 

  
図 3-59  My Profile メニューの操作性に関するアンケート結果 

出典：Syno Japan 社報告書 

 

他者への推奨度：他者への推奨度に関しては、半数以上の参加者から 10 段階の内、8 段階以上の評

価を得ることを目標とし、その目標を達成した。 
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図 3-60  推奨度に関するアンケート結果 

出典：Syno Japan 社報告書 

 

システムの改善点：アンケート等を通じて、以下の例を含む、複数の有意義な改善点を聴取した。 

➢ フィーチャーフォン利用者でもシステムを活用できるよう、USSD サービスの設定が必要。 

➢ 最低及び最高価格の目安表示を設定した方が良い。 

➢ 作物の種類及びターゲット市場のリストが限られている。 

➢ Post メニューでユーザー自身が投稿したポストの編集と削除ができる必要がある。 

 

バイヤー向け PoC の目的と検証項目：現地で使用、活用されるシステム開発につなげるため、以下

を目的としてバイヤー向けの PoC を実施した。 

➢ 現地ユーザーにとってのシステム利用の目的、システムの操作性を確認する 

➢ 他者への推奨度を確認する 

➢ 同時点でのシステムの改善点を洗い出す 

バイヤー向け PoC での検証項目：バイヤー向け PoC では、上記目的を達成する為に、各参加者にシ

ステムを使用してもらった上で、以下の項目に関しアンケートを実施した。 

➢ システムの利用目的 

➢ システムの操作性 

➢ 他者への推奨度 

➢ システムの改善点 

バイヤー向け PoC 実施方法：バイヤー向け PoC の対象者は、インタビュー実施時に参加をしたバイ

ヤー３名に加え、同バイヤーの同僚４名とし、2021 年 10 月 22 日にモシ県で実施した。予め現地ア

シスタントにバイヤーとしてのシステム使用方法をトレーニングにて説明し、PoC 当日は同アシス
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タントがスワヒリ語を使用し、バイヤーにシステムの使用説明を実施した後、各バイヤーが個々のデ

バイスを使用しシステムの操作を行った。システム操作後、各バイヤーに設問表に基づきシステムの

機能や有効性につき聞き取りを実施した。PoC 後も引き続きシステムを使用するよう依頼し、PoC 実

施５日後にアシスタントが各バイヤーに電話連絡を取り、追加のフィードバック回収を行った。 

 

表 3-21  バイヤー向け PoC の実施スケジュール・作業工程 

 
出典：Syno Japan 社報告書 

バイヤー向け PoC での検証結果：バイヤー向け PoC では、以下の項目に関しアンケートを実施し、

検証を行った。その際の各項目の検証結果は以下のとおり。 

➢ システムの利用目的：現地ユーザーがどの目的に最も重きを置くかを明確にする。 

➢ 結果：７名中３名が「市場価格を理解するため」を選択し、４名が「収入を増やすため」を

選択した。 

➢ システムの操作性：操作性の検証項目については、半数以上の参加者から７段階の内、６段

階以上の評価を得ることを目標とする。 

➢ 結果：登録／ログイン、Post、People、My Profile については目標を達成したが、Market survey、
Business plan、Finding the information you want under “Results” in Market survey、Adding a new 
plan in Business plan については未達成となった。そこで、Market survey 及び Business plan に

関して、各参加者に PoC 後にもシステムを継続的に使ってもらい、５日後に再度フィード

バックを得たところ、Market survey 及び Business plan で４または５段階を選択していた全

参加者より、操作に慣れ、同僚にシステムの使い方を教えられるようになったとのコメント

を得た為、全項目に関し目標を達成したと考える。 

➢ 他者への推奨度：他者への推奨度に関しては、半数以上の参加者から 10 段階の内、８段階

以上の評価を得ることを目標とし、結果的に７名全員が「10：絶対にシステムを他者に薦め

たい」を選択した。 



3-83 

➢ システムの改善点：システムの改善点としては、ブラウザバージョンではなく、スマートフ

ォンやタブレットにダウンロードできるアプリケーションが必要という意見が挙げられた。

また、引き続き練習とトレーニングが必要という意見もあった。 

 

PoC 追加トレーニングの実施：上記活動項目ごとの目標は達成したが、各 PoC においてトレーニン

グの必要性が参加者から上がったため、今後のタンザニアでの Anzia Sokoni の普及につなげること

を目的とし、プロジェクト期間中に TANSHEP 活動に携わる普及員、農家向けに追加でトレーニング

を実施することとした。実施予定日は 2021 年 12 月 28 日及び 30 日としたが、30 日に関してはタン

ザニア側から直前に日程変更の相談があり、1 月の実施へと変更となった。実施県はカラツ県及びブ

ンブリ県とし、トレーニング参加者は TF メンバー各県１名、TANSHEP チームアシスタント１名、

トーマツアシスタント１名、県職員各県２名、普及員各県３名、農家各県９名であった。 

 

表 3-22  追加トレーニングの実施スケジュール・作業工程（2 日とも同日程） 
 

 
出典：Syno Japan 社報告書 

 

 実施後の展開計画 
➢ 今後のビジネス展開及び ODA 連携の方針・可能性 

当初の想定ビジネスモデルとして、JICA が推進する SHEP をすでに実施あるいは今後実施する予定

の国において、今回開発したシステムに対するライセンスを各国の政府に提供し、各国のユーザー

（農家、普及員、ユーザー）と SHEP チームのニーズを反映したプラットフォームを構築予定であり、

タンザニアおいては農業省による自主運用を想定していた（必要に応じ、Syno Japan 社が追加開発や

オペレーション代行を行う運用形態）。しかし、実際の運用経験、ユーザー数、政府によるコスト負

担といった課題を考慮し、もう一つの事業展開案として、JICA が各国で SHEP を実施する際の教育

ツールとして、JICA 本部に本プラットフォームのライセンス及び今後のカスタマイズや追加開発を
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提供し、①タンザニアへの普及、②他の SHEP 実施国への普及、③今後の SHEP 実施国への導入を行

う、「JICA グローバル SHEP プラットフォーム（仮）」を構築することも一案である。 

同プラットフォームでは、教育ツール以外の展開として、グローバルで横断的に同プラットフォーム

を普及させることで、各 SHEP 実施国全体の市場を理解するための知見・洞察（インサイト）（マク

ロ及びミクロ）を収集することも検討できる。さらに、そこから得られる知見・洞察（インサイト）

を JICA 内に限定せずに、外部に提供するスキームを構築することで、同システムのライセンスや追

加開発の費用を補填し、よりサステナブルなプラットフォームの運用を行うことも可能となる。最終

的な目標としては、当初の予定通り、同システムのライセンスを各国の政府に提供することは変わら

ないが、ライセンスを付与する段階で、①ある程度の運用実績、②ユーザー数、③ライセンス費を補

填するスキームを用意することで、現状よりも政府に対するライセンス付与のハードルが下がると

考えられる。 

今回開発したプラットフォームをタンザニアで展開する場合、競合となるのは、現地で既に活用され

ている類似するツールとなる。そのため、タンザニア政府が開発している M Killimo との競合比較を

行った結果、本プラットフォームが SHEP をベースとするデータ収集及び共有に重きがある一方、M 
killimo はバイヤーとのマッチングに重きを置いていることが確認できた。このことから、両システ

ムが共存する可能性があると考える。一方、システムについてタンザニアの農家における利用を普及

させることが市場展開において不可欠であるが、M Killimo はその点で苦戦している。なお、本プラ

ットフォームを複数国横断的に導入した際に得られる知見・洞察（インサイト）に関しては、前例が

ないため市場規模の把握は難しいが、少なくとも新規性が高いビジネスモデルであり、競合について

は該当しない。 

 

本プラットフォームを、タンザニアのみならずグローバルに展開していくためのリスク及び対応策

は下記のまとめることができる。 

１）各国に既にあるツールとの差別化 

JICA 支援国には、タンザニアのように既に政府や地元企業が開発する農家を支援する情報の提供や

バイヤーとのマッチングを提供するツールが存在しているケースが多い。そのため、今回開発した

SHEP の理念に基づくプラットフォームを提案する際に、既存ツールとの類似点からシステムの導入

に対して懸念される可能性がある。対応策としては、既存のシステムとの差別化ポイントを明らかに

し、SHEP での実際の運用事例をもって、将来的な政府による導入を働きかける必要がある。また、

既存のシステムとの連携も技術上可能であることを提示し、農家が複数のツールを使い分ける必要

がない点も強調するべきである。 

２）ユーザー中心の設計やカスタマイズ 

今回開発したプラットフォームをタンザニアや他の国に拡大していくにあたり、プラットフォーム

が現在の SHEP ユーザー以外に、機能面及び利用面でユーザーのニーズに合わず、浸透しない可能性

がある。対応策として、SHEP 以外のユーザーに展開する際は、ユーザーの利用体験を観察し、常に

ユーザー中心の設計やカスタマイズを行う必要がある。特に新しい国での実施の際は、今回のプラッ

トフォームをいきなり導入するのではなく、現地の想定ユーザーに再度デザインリサーチを行い、各

国のユーザーの違いを考慮した導入方式を行うことが望ましい。 

３）政府に対する継続的なフィードバックや対話 

相手国政府による利用を見据えたシステムを展開させるには、進捗を相手国政府と定期的に共有し

ていかないと、将来的なユーザーとなる政府の方向性と乖離してしまう可能性がある。対応策として、

常に TF メンバーとコミュニケーションを行い、同プラットフォームの利用状況や機能のアップデー

ト、ユーザーの声を共有し、認識を揃えていく必要がある。 
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 教訓・その他 
導入、運用における留意点として、以下のとおりトレーニング、フィードバック、拡張性、現地サポ

ート、及びアンバサダーが挙げられる。 

➢ 現地ユーザーへの操作方法の追加トレーニング 

今回開発したシステムは、事前のユーザーインタビューや数回の PoC を経て、ユーザーフレンドリ

ーでシンプルな UX/UI を備えたシステムとし、ユーザーガイドもスワヒリ語で用意しているが、デ

バイスの有無や識字能力、データやシステムのリテラシーに応じて、さらなるトレーニングが必要に

なる場合がある。 

➢ フィードバック機能の活用 

システム内に実際のユーザーから、今回のシステム開発を行った Syno Japan にフィードバックを送

れる仕組みがある。今回開発したのは、必要最低限の機能を備えたシステムであり、フィードバック

に応じて柔軟に改良していく点を事前にユーザーや現地の担当者に伝えていく必要がある。 

➢ 機能の拡張性 

現状のシステムでは、データの収集から共有、バイヤーとのマッチングなどの仕組みが搭載されてお

り、スマホの保有の有無を問わず利用可能なシステムである。今後はモバイルマネーと連携した決済

機能や実際のユーザーの利用状況に応じてリコメンデーション機能を追加するなどの拡張性が高い

システムであることを留意する必要がある。 

⚫ 既存アプリユーザー（アンバサダー）を通じた新規ユーザー獲得 

本システムのユーザーを増やし、浸透させていくためには、システムを頻繁に使って、実際のビジネ

スに活用し、効果を得ているユーザー（農家、普及員、バイヤー）をアンバサダーとし、他の農家の

方へのＰＲやトレーニングなどに活用していくことが、有機的にユーザーの数や満足度を増やして

いくために効果的であると考える。 

 

【今後の課題と対応策】 

以下のとおり実際の TANSHEP での運用及びユーザー数の確保が挙げられる。 

➢ 実際の TANSHEP での運用 

今回のシステム開発において、PoC 前のインタビューや農家、普及員、バイヤーに対する PoC、TF メ

ンバーへのトレーニングやフィードバックを元にした改善を繰り返したが、実際の TANSHEP での

運用は来年度以降となり、その運用を通じて見えてくる課題（例：フィーチャーフォンを活用したシ

ステム利用における改善点や実際のチャートをすぐに農家が理解できないなど）が出てくることを

想定している。対応策として、JICA と Syno Japan 間の調整次第で、来年以降の TANSHEP の利用を

引き続きテスト期間として、現地のサポートの方と協力し、現地での利用状況やフィードバックをも

とに、柔軟に改善していくことを検討している。 

➢ ユーザー数の確保 

さまざまな立場の農家及びバイヤー、農家普及員の一人でも多くのユーザーに同プラットフォーム

を利用してもらい、効果を体験してもらう必要がある。しかし、現在は、PoC に参加したユーザーや

関係者の利用に限定されている。今後のプラットフォームの価値を上げていくためには、機能面のみ

ならず、利用ユーザーの数も KPI に設定していくことが一案である。また、ユーザーの数を増やして

いくために、実際のユーザーが非ユーザーに対して同プラットフォームを紹介できる仕組み（紹介し

た場合は、ポイント獲得などのインセンティブもつける）を追加することで、口コミで SHEP 内及び

SHEP 以外のユーザー候補にも同プラットフォームが広がっていく仕組みを構築したい。 
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【本 PoC から得られた教訓と提言】 

➢ デザイン思考によるアジャイル開発の重要性 

本プラットフォームの開発は、まず想定ユーザーや関係者に対するインタビューにおける現状の把

握や課題の明確化を行い、理想のフローを設計した後に、必要最低限の機能を備えたプロトタイプの

開発を行った。その後、インタビューに答えたユーザーを対象とした実証実験（PoC）を繰り返し、

アジャイルにカスタマイズを行っていくデザイン思考アプローチに基づいた開発が進められた。 

当初の提案をベースにしながらも、細部の機能要件やフローなどは、このアプローチがあったからこ

そユーザー中心設計のシステムを構築することができたと考える。従来のシステム開発案件は、最初

に要件を決めるウォーターフォール型の案件が多いが、デザイン思考によるアジャイル開発は、ユー

ザーや現地の関係者と共に創り上げるため時間はかかるが、長期的には関わった人がより「自分事」

になれる開発方法である。そのため、従来の一方的に作って、浸透させる方法よりも息が長い効果が

期待でき、技術提供という分野において、現地目線のサステナブルな目標との相性は非常に良いと考

える。 

➢ 段階的なカスタマイズと拡張 

システムを現地に浸透させていくためには、PoC 後の実際の運用をベースに柔軟にカスタマイズ及

び機能を拡張していくことが重要であると考える。今回の PoC においても、PoC 後に必ずアンケー

トを実施し、現地ユーザーならではのフィードバックをもらい、すぐに開発に生かすようにすること

で、ユーザーも自分の意見を言えば、すぐに対応してくれるという印象を与えることができた。 

➢ 現地及び専門家との強固な関係づくり 

今回は特にコロナ禍ということもあり、一度も現地に行けない状態で開発を進めた。インタビューや

現地での PoC、毎回の定例会などにおいて、現地のサポート及び専門員や TANSHEP 専門家のサポー

トなしでは、ユーザーの期待するシステムを理解及び開発することは困難であったと考える。現地の

情報や進め方を熟知している専門家から常に助言を得ることができる関係を築くことの有効性が明

らかとなった。 

➢ 出口戦略の可能性探求 

前述のとおり、プロジェクト開始当初には、開発するアプリケーションは完成した後、タンザニア農

業省による自主運用を想定していた。しかし、タンザニア政府へのライセンス付与が困難であったり、

既存システム M killimo とのバッティングの懸念により、当初の出口戦略が想定通りいかない場面が

あった。このような可能性を事前に考慮するために、既存のシステムを事前に把握しておくことや、

他の出口戦略をあらかじめ考えておくことの重要性が明らかとなった。 

➢ 共創型データプラットフォームというデータビジネスの新たな可能性 

今回の出口戦略として提案しているプラットフォーム構築は、現在 Syno Japan が他の自治体や観光

組織などの公的機関にスマートシティ事業として既に展開しているデータビジネスモデルである。

そこでは、構築したプラットフォームで得られるデータの対価を、ユーザーのみならず（今回の場合

は、タンザニア政府、農家、バイヤーなど）、そこから得られる知見・洞察（インサイト）を求める

新たなユーザー（調査会社やコンサルタント、事業法人）に対して提供することで、持続可能なプラ

ットフォーム運用を目指している。データという商材はすぐには利益につながらないことが多く、費

用を出して活用するという決断に時間がかかる場合が多い。その場合は、データの価値を既に理解し

ている他のユーザーに利用を広げることで、データを活用するステークホルダーの数を増やし、デー

タの価値を循環させるプラットフォームを構築することで、結果的に持続可能な共創型のプラット

フォームを構築することも可能である。この考え方は、これまでの単一ユーザーに対して一つのプラ

ットフォームを構築する従来のビジネスモデルとは大きく異なるが、共創型のデータプラットフォ

ームという新たなビジネスモデルにはメリットが大きく、検討の価値があると考える。 
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3.5.5 PoC 実施（金融分野） 

 PoC 概要 
タンザニア農村部では、農業従事者が多いのに対し、金融アクセス可能な人口比率が 48%と、都市部

の 72%に比較し低い傾向にある。その原因として、既存の金融機関が顧客に何らかの担保を要求する

のに対し、多くの農家がそれを提供できないことや、農村部の金融リテラシーの低さ、金融サービス

にアクセスするためのインフラ不足等が挙げられる。 

そこで、本 PoC では、HAKKI AFRICA 社の持つ新興国に特化した信用スコアリングシステムを、タ

ンザニア農家向けにカスタマイズし、現地の金融機関と協働してその有用性を確認した。 

本 PoC の目標は、HAKKI AFRICA 社の持つ信用スコアリングシステムを、タンザニア農村部の農業

従事者向けにカスタマイズし、金融アクセスの改善が見込める必要な取得データを明らかにするこ

と及び、現地金融機関が新規顧客への貸し付けの意思決定補助として有用と評価できるスコアリン

グシステムが構築できたか確認することとした。 

開発する信用スコアリングシステムの主な機能は以下のとおり。 

➢ スマホ・インターネット環境が無い人でも借りられる仕組み 

➢ 超少額回収（返済自動記帳システム）の利用 

➢ 顧客へ残高の自動リマインドが可能 

➢ 信用スコアシステムの利用 

➢ 顧客への金融教育・深いコミュニケーションスキル（現地運用スタッフへの教育） 

  

開発する信用スコアリングシステムに入力するデータの種類は以下のとおり。 

➢ 農作物の種類 

➢ 固定支払い額 

➢ 固定収入 

➢ 収量データ 

➢ 社会性 

➢ 勤続年数 

➢ モバイルマネー利用データ 

 

期待される成果（KPI）は次のとおりとした。まず、100 名の農業従事者からの信用スコア測定に必

要となるデータを取得する。また、実証期間中に信用スコアリングシステムを開発する。なお、同信

用スコアリングシステムは顧客の情報を入れると自動で借入限度額の表示、顧客の 5 段階のランク

付け、リスク分析の表示がなされるものとする。 

 

 実施結果 
貸し付けを行う農業従事者への説明と募集を行うためのブリーフィングセッションを、2021 年 5 月

5 日及び同 7 日に Lushoto 及び Moshi でそれぞれ実施した。各セッションの参加人数、融資申し込み

済み人数、審査通過人数及びセッションの様子（写真）は以下のとおり。 
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表 3-23  ブリーフィングセッションへの参加人数 

 Lushoto（5 月 5 日） Moshi（5 月 7 日） 

ブリーフィングセッション参

加人数 79 65 

申し込み人数 79 64 

審査通過人数 25 25 

出典：HAKKI AFRICA 社報告書 
 

 

 
図 3-61  ブリーフィングセッションの様子 

出典：HAKKI AFRICA 社報告書 

 

上記ブリーフィングセッションを通じ、信用スコアリングのカスタマイズに必要なデータが、目標の

100 件を超え 143 件収集された。このデータを元に、現地で金融アクセスに乏しい農村部の農家の返

済可能性を評価できる信用スコアリングシステムを構築し、各地域 25 名、全体 50 名へ現地金融機関

（Inspired Microfinance 社）を通じ 1 人約 1 万円のローンの貸付を実施した。なお、収集したデータ

の信用性については、JICA TANSHEP 専門家に確認を依頼し、収量や単位の扱いなどについて助言

を得た。 

信用スコアリングシステムについては、M-Pesa や Tigo-Pesa 等のモバイルマネーサービスの利用率の

データが取得され、顧客の信用スコアリングに必要となる、固定収入・固定支払いのデータが取得で

きることが確認された。また、現地有識者（Dr. Marwa）及び現地金融機関（Inspired Microfinance 社）

に同信用スコアリングシステムのアルゴリズムについて第三者評価を行ってもらったところ、金額

面では調整の必要があるが、農家向け返済タームに適合しており、利用の価値があるという比較的ポ

ジティブな評価がなされた。具体的には、現地有識者（Dr. Marwa）からは、「農民グループが金融

にアクセスし、自分たちの収入と純益を知るのに役立つ。また、透明性を高め、十分な情報を得た上

で融資を受けるかどうかを決めることができる」として 100 点中 67 点の評価、Inspired Microfinance
社からは、「当分析システムは、我々の業務に新たな次元をもたらすであろう。ただし、他のパラメ

ータの分析も必要であり、そのため、より多くの優良顧客を獲得するために、既存の評価手法と当シ



3-89 

ステム両方の分析を組み合わせることがベストプラクティスである。」として 100 点中 65 点の評価

であった。 

 
図 3-62 第三者によるシステム評価結果 

出典：HAKKI AFRICA 社報告書 

 

なお、実際の返済は 2022 年 1 月以降に行われる予定である。 

 実施後の展開計画 
HAKKI AFRICA 社は、当初より本 PoC の実施後には民間独自展開を想定していた。実際の PoC を通

じ、タンザニアの小規模農家においても農地の拡大や収量向上に必要な投資資金が手元に無いこと

が多く、金融アクセスが課題となっていること及び、信用スコアリングシステムの有用性が確認でき

たため、日本政府や国際機関等の資金援助の活用も検討しつつ、現地パートナーと連携して小規模フ

ァイナンスの実行可能な体制を整えていく予定である。同展開にあたっては、初期は現地の金融ライ

センスは取得せず、信用スコアリングシステム（モバイルマネー明細分析ツールを含む）を主な商品

として、現地金融機関との提携による進出を図り、中長期的に現地子会社の設立等を検討していくこ

ととしている。 

タンザニアにおいては、モバイルマネーの明細分析ツールの競合は確認した限り存在しないが、ケニ

アにおいては SPINMOBIE 社が先行している。HAKKI AFRICA では、SPINMOBILE 社のサービスと

の差別化ポイントとして、後者サービスでは自動化に限界があり、信用スコアの計測に数時間がかか

ること及び、後者は対象者をブラックリスト化しているが、HAKKI AFRICA のサービスでは対象者

の努力次第で金融アクセスが可能になる点をあげている。 

今回 PoC の対象地域とした Moshi では洪水や天候不順が多く、予測したとおりに作物を収穫できず

に債務回収不能となるリスクがある。本 PoC 内で、毎年の収量や近隣のマイクロファイナンス機関

に関するデータを入手したため、このリスクを想定し、金利や返済期間を初期状態から調整すること

でリスクヘッジを行う。また、返済者のデフォルトリスクは存在するが、地方であればあるほど、時

間はかかっても返済するという研究結果もあるため、HAKKI AFRICA 社ではキャッシュフロー計算

に返済遅延を加味した余裕を持たせることを検討している。 



3-90 

本 PoC で開発された信用スコアリングシステムの利用が拡大すれば、現地金融機関による小規模農

家への融資に係るコストや処理スピードの改善が図られ、結果的に小規模農家への融資が拡大し、金

融アクセスや金融リテラシーの改善に資することが期待される。 

 教訓・その他 
タンザニアの小規模農家について、モバイルマネーサービス（M-Pesa、Tigo-Pesa 等）の継続的な利

用率は高かったが、その明細（ステートメント）を自力で取得できる農家はほとんどいなかった。

HAKKI AFRICA 社の信用スコアリングシステムは過去の取引履歴（PDF データ）を参照するため、

定期的またはローンの借入時に自身で明細を取得する必要がある。PoC 実施時には、明細を取得する

方法の伝達や、それにかかる費用の交渉などに時間を要したため、今後は、取得方法のマニュアル化

や、ケニアのようにメールで容易に取得する方法を調査する必要がある。 

また、貸し付けた農業従事者からは、1 万円程度だと他のローン・クレジットプログラムと比較して

少ないとのフィードバックや、農業の時期に合わせた貸し付けが望ましいとのフィードバックがあ

った。 

信用スコアリングは、貸し手側の意思決定を補助するものであり、100%の返済率を保証するもので

はない。しかし、意思決定補助ツールとしては非常に有用であり、記帳ミスなどのヒューマンエラー

の低減や、小規模農家の信用情報補完エビデンスとなり、現状高止まりしているアフリカの金利低下

に貢献できる可能性を有している。 

ケニアにおけるモバイルマネーの普及が示すとおり、同種のサービスは一定の地域内で爆発的に広

がることがあり、モバイルマネーは金融包摂の実現に大きく貢献し得る。しかし、現状のモバイルマ

ネー事業者が提供するローンサービスは、手軽さゆえ多くの利用者がいるが、金融教育が不十分な状

態で、デフォルトの増加や、デフォルト時に今後の入金全てを差し押さえられる危険性がある。マイ

クロクレジットサービスを含め、ローンやレンディングサービスを行う際には、十分な金融教育とセ

ットにして、知識無しでは借金をしないように小規模農家にも警告が必要であろう。 

本 PoC を通じ、タンザニア農村部では金融包摂が行き届いておらず、その解決に HAKKI AFRICA 社

の開発した信用スコアリングサービスがある程度有用であることが確認できた。一方、タンザニアへ

の本邦小規模事業者の進出には、規制やビジネスリスク、情報収集など様々な面での課題が多く、

JICA 民間連携事業スキームや、外務省、経産省（JETRO）等による日本企業海外進出支援等の日本

政府による支援が効果的であり、引き続きの支援提供と、企業側による有効活用が重要と考える。  
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3.6 モザンビーク 

3.6.1 課題選定 
第 2 章で述べた通り、モザンビークについては教育と農業の 2 分野に絞って課題設定の検討を行っ

た。なお、新型コロナウイルス感染症拡大の影響で、当初 2020 年 3 月に予定されていた現地調査は

延期、その後中止となり、2020 年 6～8 月にかけて教育・農業分野に関連する JICA プロジェクト専

門家、政府機関、ドナー、現地インキュベーター等に対して、質問票調査及び必要に応じてヒアリン

グを遠隔で実施した。 

質問票調査及びヒアリングの実施先は以下の通り。OI テーマ関係の質問票調査ヒアリング実施先の

情報に基づき OI テーマの検討を行い、STI 関係の質問票調査実施先には公募開始時にネットワーク

内の企業等への周知にご協力いただいた。 

 

表 3-24  質問票調査及びヒアリング実施先（モザンビーク：OI テーマ関係） 

 
出典：JICA 調査団作成 

 

表 3-25  質問票調査実施先（モザンビーク：STI 関係） 

 
出典：JICA 調査団作成 

 

調査結果概要は以下の通り。課題感を整理し、OI テーマ候補にグルーピングを行い、それぞれの OI
テーマ候補に関して、OI 実施可能性を検討した。 

カテゴリー 調査先 実施方法

1 JICAプロジェクト（教育） 「初等教員養成校（IFP）における新カリキュラム普及プロジェクト」専門家 ヒアリング

2 JICAプロジェクト（農業） ナカラ回廊農業開発関係専門家 ヒアリング

3 JICAプロジェクト（農業） 「ザンベジア州コメ生産性向上プロジェクト」専門家 ヒアリング

4 政府機関（教育） Ministry of Education & Human Development 質問票＋ヒアリング

5 政府機関（農業） Ministry of Agriculture & Rural Development 質問票

6 政府機関（農業） Agricultural Research Institute of Mozambique (IIAM) 質問票＋ヒアリング

7 ドナー（教育） KOICA 質問票

8 ドナー（教育） GIZ 質問票＋ヒアリング

9 ドナー（農業） WFP Mozambique 質問票

10 ドナー（農業） FAO Mozambique 質問票

11 ドナー（農業） IFAD Mozambique 質問票

12 政府機関（STI） Ministry of Science and Technology, Higher and Technical Vocational Education 質問票

カテゴリー 調査先 実施方法

1 Incubator/Accelerator Moz Innovation Lab 質問票

2 Incubator/Accelerator ideiaLab 質問票

3 大学 Eduardo Mondlane University 質問票
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表 3-26  OI テーマ候補グルーピング（モザンビーク：教育分野） 

 
出典：JICA 調査団作成 

 

表 3-27  OI テーマ候補検討（モザンビーク：教育分野） 

 
出典：JICA 調査団作成 

 

課題グループ 個別の課題感 情報元

1 【授業・学校運営に関する課題群】
授業及び学校運営に関する情報収集・共有・伝達が
不十分である

✓ 授業分析ツール（Excelマクロ）を作成し、ST分析（生徒・先生の活動分布
（縦軸・横軸））を実施したが、Excelツールなのでスタンドアローン。情報を
集約するのが弱い。アプリを作れれば良かったが、TOR的にも、時間的にも
それはできなかった。教育省のモニタリングはこれ以外にも実施しており、
フォーム配って入力してもらい、中央で集約が、集約には技術が必要。集め
ることが目的になってしまう。

✓ 教育省の人もあまり現場を知らない

JICA専門家

✓ コミュニケ―ションの改善
✓ M&Eやレポーティングシステムの改善

MINEDH

✓ 引き継ぎのないままに教師が辞めていくため、知識の伝達ができていない
✓ 人口増大によるシステムの圧迫（教師生徒割合、教室数等）

GIZ

2 【教師に関する課題群】
教師の教授法・基礎能力等の低さ

✓ 先生の能力が低い。教員養成校卒業生のレベルが低い
✓ 先生に関していえば、授業中先生がずっとしゃべっている

JICA専門家

✓ 教師の基礎能力の低さ
✓ 人材の不足（人数、能力ともに）
✓ 教師や監督者の欠席率の高さ

GIZ

3 【学生に関する課題群】
学生の学力の低さ、退学率の高さ

✓ 学力の底上げが必要となっており、現状生徒の6割が落ちこぼれていく。そ
こでデジタル教材を活用すればいいのではないか。先生の力量やマインド
が日本とは異なる。成績が見える化されると良いのではないか。

JICA専門家

✓ 学生の学習能力の低さ
✓ 退学率の高さ

GIZ

OIテーマ候補（カッコ内は現地
連携先候補）

情報元 OI実施可能性検討のポイント 留意事項

OIとの親和
性

コロナ下の
実証可能性

応募者への
訴求力

外部要因

1 授業及び学校運営に関する情報
収集・管理・活用向上に資するソ
リューション（連携先：IFPを想定）

JICA専門家、
MINEDH、GIZ

〇
情報取得・活
用方法の間口
を広げると〇

△
現地連携先の
確保状況次第

〇
GIGAスクール
関連で日本で

も盛ん

△

情報取得・
取扱に留意

必要

情報取得・活用方法の間口を広げ
ることでOIに向いたテーマになる。
ただし、個人情報を扱う可能性が
あるため現地連携先との握りが重
要

2 教師の教授法・基礎能力改善に
資するソリューション（連携先：IFP
を想定）

JICA専門家、GIZ △
コンテンツの
方が重要

△
現地連携先の
確保状況次第

△
Eラーニング事
業者多数だが、
言語の問題

△

インター
ネット環境

ソリューションよりもコンテンツが重
要になると考えられ、オープンに提
案募集する意義が低い

3 学生の学力改善に資するソ
リューション（連携先：IFPを想定）

JICA専門家、GIZ △
コンテンツの
方が重要

△
現地連携先の
確保状況次第

△
Eラーニング事
業者多数だが、
言語の問題

△

インター
ネット環境

ソリューションよりもコンテンツが重
要になると考えられ、オープンに提
案募集する意義が低い
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表 3-28  OI テーマ候補グルーピング（モザンビーク：農業分野） 

 
出典：JICA 調査団作成 

 

表 3-29  OI テーマ候補検討（モザンビーク：農業分野） 

 
出典：JICA 調査団作成 

 

上記の OI テーマ候補の検討の結果、モザンビークの教育分野においては、既存の技術協力プロジェ

クトで支援を行っている教員養成校（IFP）を対象とした「教員間の情報伝達を容易にし、生徒の成

績・出席率向上に資する、生徒の情報を見える化するソリューション」と「授業の効果測定・改善に

課題グループ 個別の課題感 情報元

1 農業統計が正確さに欠ける ✓ 統計が整っておらず、基本的な情報がない。作付面積や収穫量についても
政治的な色合いの強いデータになっており、正確性に欠ける。

JICA専門家

2 農作物価格の低さ ✓ 買取価格の情報は農家間で交換しないので、仲買人に太刀打ちできない。
農家間で情報共有できる状況になれば、仲買人と交渉できるようになるの
では。仲買人同士でも情報交換はしていないようで、双方内でネットワーク
が不足しているようだ。

JICA専門家

✓ 農家サイドの作物価格が低い
✓ 農家の市場アクセス：遠隔地であるとバイヤーによる買取価格が下がる
✓ 農民は組織化されておらず、農家が市場価格の情報を持っていない非対
称性が利用されていることもある

✓ 農家は孤立しており、交渉方法を知らない

IIAM

✓ COVID-19の影響から、サプライチェーンが混乱し、小規模農家が価格面で
悪影響を受けることが予想される。そのため、小規模農家の生産やビジネ
ス化が早急に求められる。

IFAD

3 金融アクセスの不足 ✓ 銀行が農家にアクセスするのも難しい。銀行の人が農家までいって、貸し出
していい人かを判断するが、農家が負担できる金額ではない。それらの理
由により、農家がお金を借りる手段が少ない。コロナ前からこの部分の効率
化（遠隔にすることで）のために、金融へのアクセス向上ができるツールが
あると良い。

JICA専門家

4 農家の分散により農業技術普及が困難 ✓ 農家が分散しているため、IIAMが開発した技術を多くの裨益者届けること
が難しい

IIAM

5 IIAM内部管理システムの欠如 ✓ IIAM内部の包括的なモニタリングシステムがなく、プロジェクトの進捗や最
新の技術を管理できない

✓ 収益のモニタリング、在庫管理システムを包括したシステムが欠如している

IIAM

6 種子のトレーサビリティの欠如 ✓ 種子の偽造を防ぐためのトレーサビリティーシステムが欠如している
✓ 種子の需要を予測するシステム、種子生産者と消費者をつなぐプラット
フォームの欠如

IIAM

7 研究所機材のメンテナンス能力の不足 ✓ 研究所の機材の管理能力不足（ラボ機器、分析機器、窒素測定器、気象観
測機器）

IIAM

OIテーマ候補（カッコ内は現地
連携先候補）

情報元 OI実施可能性検討のポイント 留意事項

OIとの親和
性

コロナ下の
実証可能性

応募者への
訴求力

外部要因

1 収量予測に資するソリューション
（連携先：未定）

JICA専門家
（RDI）

〇
様々な手法が
検討可能

△
技術的には可
だが連携先が

必須

〇
様々な手法が
検討可能

△

政府の理解
が得られる

か

収量予測が従来の農業統計を否
定するものになる可能性があり、コ
ンフリクトを生むことが懸念される

2 農産物価格の収集・共有に資す
るソリューション（連携先：未定）

JICA専門家
（RDI）、IIAM、
IFAD

〇
様々な手法が
検討可能

△
技術的には可
だが連携先が

必須

〇
様々な手法が
検討可能

〇
特になし

タンザニアのTANSHEPでこの
テーマを検討中

3 農村部のl金融アクセス改善に資
するソリューション（連携先：未
定）

JICA専門家
（NTC）

〇
様々な手法が
検討可能

△
技術的には可
だが連携先が

必須

〇
様々な手法が
検討可能

△

内容によっ
ては金融関
連規制

4 分散する農家に対する技術普及
に資するソリューション（連携先：
IIAM）

IIAM 〇
様々な手法が
検討可能

△
IIAMの協力次

第

〇
様々な手法が
検討可能

〇
特になし

IIAMではSMSを用いた実証を昨
年度実施し、現在評価中

5 IIAM内部管理システム改善に資
するソリューション（連携先：IIAM）

IIAM △
通常のBPR

△
IIAMの協力次

第

△
OIテーマとして
訴求力は低い

〇
特になし

6 種子のトレーサビリティ改善に資
するソリューション（連携先：IIAM）

IIAM 〇
様々な手法が
検討可能

△
IIAMの協力次

第

〇
様々な手法が
検討可能

△

種子生産業
者の参画

IIAMは種子のライセンシングを

行っているのみのため、トレースす
るにはオペレーション改善が必要

7 研究所機材のメンテナンス能力
向上に資するソリューション（連携
先：IIAM）

IIAM 〇
様々な手法が
検討可能

△
IIAMの協力次

第

〇
様々な手法が
検討可能

〇
特になし

支援者あるいはコンテンツがあれ
ば他国テーマと併せてOI実施可能
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資する、教員・学生の行動データを可視化するソリューション」の 2 つが候補に挙がった。モザンビ

ーク事務所及び人間開発部との協議の結果、前者の場合、学校の教員への負荷が大きく、他ドナーで

使われていないシステムもあるため実現可能性が懸念される。一方で、後者の場合、1 時間の授業分

析に 3 か月程度かかる現状があり、それを短縮できるのであれば活用できるという意見が出された。

最終的には、取得データの間口を広げる形で「教員養成校における授業改善に資する 、教員・生徒

の行動・発話を可視化・分析するイノベーション」という OI テーマで決定した。 

モザンビークの農業分野については、連携先のプロジェクトと今回の OI における公募のタイムライ

ンが合わなかったため、最終的に OI テーマの対象から外すこととした。 

3.6.2 公募 
本イベント用に広報と参加登録の Web サイトを開設した。公募の抜粋は以下のとおりである。 

CHALLENGE 

『教員養成校における授業改善に資する、教員・生徒の行動・発話を可視化・分析するイノベーショ

ン』 

（想定するソリューション例） 

• センサーやカメラ等を用いた教員・生徒の行動・発話等の可視化・分析による授業改善提案の自

動化 
 

BACKGROUND 

モザンビークにおいて、2016 年 4 月から 2020 年 4 月に JICA 技術協力プロジェクトとして「初等教

員養成校（IFP）における新カリキュラム普及プロジェクト」が実施されました（現在、今後の協力

可能性について検討が行われています）。モザンビークでは、初等教育における児童の学力到達水準

が十分とは言えず、教員の資質向上が課題であることが指摘されています。上記プロジェクトでは、

対象地域において、日本が比較優位にある算数・理科教育において、初等教員養成校（IFP）の学生

向けの算数・理科教材の開発と試行により、教材の教員養成課程への導入を図り、IFP 学生の算数・

理科指導力の向上に取り組みました。併せて、S-T 分析ツールを用いた授業分析を実施し、授業を視

覚的に見せることで、授業を実施した教員が学習者中心型の授業を意識するようになり、それまでの

講義型から学生を巻き込む授業へ徐々に変化しました。 

授業改善においては、教員の行動や発問、生徒の回答や発言等を客観的に把握したうえで、問題点を

認識し、授業実施方法の改善に繋げていく必要があります。上記プロジェクトでは 3 州の IFP におい

て S-T 分析ツールを用いた授業分析を実施し、学習者中心の授業への教員の意識改善や行動変容に

貢献しました。今後プロジェクトを拡大実施するにあたり、教員・学生の行動や発話を可視化・分析

し、教員に対してフィードバックを行うことができる（またはサポートする）ソリューションがあれ

ば、授業改善のノウハウやテクニックを効率的・効果的に身に着けることが可能になると考えられま

す。 

本チャレンジでは、センサーやカメラ等を用いて IFP の模擬授業を記録し、教員・生徒の行動・発話

等を可視化・分析し、授業改善に資するソリューションを募集します。 

 

WHY PARTICIPATE 

◼ JICA が実証機会を提供（主に実証の際のユーザーとなる学校を想定） 

◼ JICA が実証支援予算を提供（300~500 万円程度を限度に） 

◼ 事前に設定する KPI が達成され、実証が成功した暁には JICA プロジェクトにおける導入の可能

性 
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◼ JICA による政府機関や公的機関等のネットワークの提供 

 

POINTS TO CONSIDER 

◼ モザンビークでは首都を中心に LTE ネットワークを利用可能ですが、通信環境が弱い地域も多

く存在します。弱い通信環境でも適用可能なソリューションの提案を歓迎します。なお、学校内

では Wifi 環境は特にないものとご理解ください。一方で、IFP 教員のスマートフォン保有率は高

いという調査結果があります（80～90%）。 

 

PoC 

◼ 実証期間：2021 年 2 月～6 月のうち 3 ヶ月程度を予定しています。 

◼ コロナの影響により現地渡航が難しい場合は、遠隔で実証することを想定しています。 

◼ 実証現場は「初等教員養成校（IFP）における新カリキュラム普及プロジェクト」の支援対象で

あるマプト州マトラ IFP を予定しています。 

◼ ソリューションの適用対象数は現時点では未定です。採択後にご相談お願いします。なお、上記

プロジェクトの支援対象は、マプト州マトラ IFP において、教官 6 名（算数教育：3 名、理科教

育：3 名）、学生 400 名（2017 年度新入生 170 名、2018 年度同 110 名、2019 年度同 120 名）で

した。 

◼ どのポイントを可視化・分析するか（教員の主要発問、生徒の回答、板書等）、どのようなデバ

イスを使用するかにつきましてはご提案ください。 

◼ 現地とのコミュニケーションには基本的にポルトガル語が必要となります（英語はほぼ通じま

せん）。 

※実証実験の間、通訳が必要な場合は、通訳費用を PoC 予算に含めることが可能です。 

◼ ソリューションの操作言語についてはポルトガル語が望ましいです。 

 

「初等教員養成校（IFP）における新カリキュラム普及プロジェクト」について 

◼ 事業：技術協力 

◼ 課題：教育 

◼ 期間：2016 年 4 月〜2020 年 4 月（完了済。現在は、後続の「新しい学校教育制度に対応したカ

リキュラム普及プロジェクト」実施中。） 

◼ 事業完了報告書： https://libopac.jica.go.jp/images/report/P1000043318.html 

◼ 概要： 

モザンビークでは、初等教育における児童の学力到達水準が十分とは言えず、同国教育人間開発省

（MINEDH）からは、教員の資質向上が課題であることが指摘されています。しかし、2007 年に開

始した教員養成制度は、教員養成期間が 1 年の詰込み型であったため、教員としての高い専門知識

と授業実践力を養うには不十分です。この協力では、対象地域において、日本が比較優位にある算

数・理科教育において、初等教員養成校（IFP）の学生向けの算数・理科教材の開発と試行により、

教材の教員養成課程への導入を図ります。これにより、IFP 学生の算数・理科指導力の向上に寄与し

ます。 

https://libopac.jica.go.jp/images/report/P1000043318.html
https://libopac.jica.go.jp/images/report/P1000043318.html
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【取り組み事例紹介：授業効果測定「S-T 分析ツール」】 

 
 

• 本プロジェクトでは日本で使用されていた S-T 分析ツールを参考に、カウンターパート機

関である MINEDH とどのような活動を記録したいかを協議し、Excel マクロプログラムを

開発しました。 

• 上記図は縦軸は学生（模擬授業では児童役の学生）の活動、横軸は教官（同教員役の学生）

の活動であり、左は教官中心の活動が多く行われた授業を、右は学生中心の活動が多く行わ

れた授業を表しています。 

• 同ツールによる分析結果だけでは授業を評価できませんが、教科や教授法の知識がない担

当者でも、授業が教官からの一方的な講義であるか、もしくは学生の活動が組み入れられて

いるかを簡単に示すことができます。 
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• 同ツールを研修で繰り返し指導したことで、モニタリングや調査でも官公庁の職員、IFP の

校長等が同ツールの分析結果を用いて、実際の授業について議論・検討できるようになりま

した。また、実施された授業を視覚的に見せることで、授業を実施した教官が学習者中心型

の授業を意識するようになり、それまでの講義型から学生を巻き込む授業へ徐々に変化し

ました。 

出典：JICA5 

3.6.3 審査結果 

 応募者 

日本、モーリシャス、インドの 3 か国より合計 5 社の応募があった（その他、資料の提出のみが 2
件）。応募企業は全てベンチャー企業であった6。応募内容の、2 件が授業中の音声解析、2 件が動画

解析、1 件が表情解析であった。 

 審査結果 

審査では、「課題の解決性」、「実現性」、「競合優位性」、「PoC 計画の妥当性」、「実績」の５

つの審査基準に基づき審査を行い、3 社を一次審査通過とし、オンライン面談を実施した。オンライ

ン面談は、JICA 側、応募企業側双方の理解を深め、特に応募企業側による現場ニーズや現場状況の

理解を深めて頂くことで、ソリューションや実証計画をブラッシュアップ頂き、最終審査に臨んで頂

くことを目的として実施した。 

審査の結果、指向性マイクを搭載した卵型のデバイスを用いて教員・生徒の発話を分析し、分析結果

に基づくワークシートを用いてフィードバックを行うことを提案した日本のベンチャー企業である

ハイラブル株式会社を採択した。 

3.6.4 PoC 実施 

 PoC 概要 
➢ 目的 

本 PoC は、モザンビークの初等教員養成校(IFP)の授業において講義型から学習者中⼼への変化を促

すために、授業分析とその視覚化を実施した。従来の S-T 分析ツール（教員と生徒の発話量を比較分

析するツール）はデータ入力が手作業であるため、フィードバックに手間がかかり、プロジェクトの

拡大が困難であったり、教員や学生のすべての発話を聞き取れない、詳細な授業分析が困難といった

課題があった。そこで、本 PoC では、授業中のディスカッションを⾃動的に可視化・分析すること

が可能なハイラブル社の Hylable Discussion システム（会話を収録するたまご型 IoT マイク）を利用

し、話し合いの見える化を通した定量的な授業分析の効果について実証を行った。また、そのために

必要となる、モザンビークの学校で実施可能なオペレーションについても整備を行った。 
 

➢ システム概要 

本プロジェクトで PoC を実施した、ハイラブル社の Hylable Discussion システム（会話を収録するた

まご型 IoT マイク）の基本仕様は以下のとおり。 

 
5 初等教員養成学校（IFP）における新カリキュラム普及プロジェクト | ODA 見える化サイト 

(https://www.jica.go.jp/oda/project/1500200/index.html) 
6 （※分類の定義）大企業：右記以上の企業、中小企業：情報サービス業は資本金 5,000 万円以下/従業員数 100 人以

下、製造業は資本金 3 億円以下/従業員 300 人以下 ベンチャー企業：設立 10 年以内/新規性のあるビジネスを展

開 

file://///jptyo2611.atrapa.deloitte.com/Client_TYO/103937-35/05_業務実施/01_報告書/02_インテリムレポート/1.和文/初等教員養成学校（IFP）における新カリキュラム普及プロジェクト%20|%20ODA見える化サイト%20(https:/www.jica.go.jp/oda/project/1500200/index.html)
file://///jptyo2611.atrapa.deloitte.com/Client_TYO/103937-35/05_業務実施/01_報告書/02_インテリムレポート/1.和文/初等教員養成学校（IFP）における新カリキュラム普及プロジェクト%20|%20ODA見える化サイト%20(https:/www.jica.go.jp/oda/project/1500200/index.html)
file://///jptyo2611.atrapa.deloitte.com/Client_TYO/103937-35/05_業務実施/01_報告書/02_インテリムレポート/1.和文/初等教員養成学校（IFP）における新カリキュラム普及プロジェクト%20|%20ODA見える化サイト%20(https:/www.jica.go.jp/oda/project/1500200/index.html)
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• 無指向性マイク 8 個・LED8 個・小型スピーカー 

• 外付けモバイルバッテリー駆動 

• 制御基板 Raspberry Pi 3B (Wi-Fi 接続(2.4GHz)) 

• ⾃動アップロード＋座席位置に基づく⾃動分析（座席は事後設定も可能） 

• Wi-Fi 接続があるときはブラウザからで録⾳操作が可能。また、日本から現地のマイクのリ

モート操作も可能 

• Wi-Fi 接続がないときはマイクの物理ボタン操作で録⾳可能で、事後にネットワークに接続

すれば⾃動でアップロードと分析を⾏う 

  
図 3-63 たまご型レコーダー及び座席設定 UI 

出典：ハイラブル社報告書 

 

たまご型レコーダーは、個別の話し合いと、グループ・個人の蓄積データの可視化を主要機能とする。

個別の話し合いについては、発話量の時間変化、ターンテイク、個人の行動分析（発話量、重なり量、

盛り上げ量）が、グループ・個人の蓄積としては、グループ全体の変化、各学生の行動の分布、個人

の行動変容などが分析できる。 

教員養成校（IFP）において実際の授業で Hylable Discussion を複数回使用する本 PoC においては、デ

ータの振り返りによるメタ認知の促進及び教員によるファシリテーションの効果分析とフィードバ

ックを通じた IFP での教育効果の検証並びに、モザンビークでの運用方法のフィージビリティ検証

を行うことを目的とした。 

本 PoC の主な KPI は以下のとおり設定した。 

• 教員養成校での教育効果の検証 

 定性的検証：教員と学生アンケート・ヒアリング：可視化が⾏動や意識の変容に効果が

ある 

 定量的検証：学生への評価を前後比較：50%以上の学生への評価が改善する 

• モザンビークでの運用方法のフィージビリティ検証 
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 教室の雑音環境・ネットワーク環境・授業形態で模擬授業実施：教員と学生が⾃分で使

える手順が確立されるとともに、マニュアルが作成される 

 UI やレポートの翻訳やニーズに合わせた改修：70%以上が使⽤したいと回答するユー

ザーインターフェースが構築される 

 

➢ スケジュール 

本 PoC の当初のスケジュールは以下のとおり。なお、新型コロナ感染症の流行によるロックダウン

の影響などで実証が順延し、結果的に 10 月末まで延長した。 

表 3-30 OI テーマ候補グルーピング（モザンビーク：教育分野） 
 実証前 2021 年 4 月 2021 年 5 月 2021 年 6 月 

技術検証  UI・レポートのポ

ルトガル語翻訳 
UI・レポートの改

善  

教育検証  使用方法の説明

会、テスト収録 模擬授業収録 オペレーション

改善 

その他 レコーダー事前

手配 現地発送 インタビュー・ア

ンケート 

結果まとめ 
オペレーション

の手順書作成 
最終報告書作成 

出典：ハイラブル社報告書 

 

上述のとおり、新型コロナ感染症の流行によるロックダウンの影響などで実証が順延し、全体では、

2 つのクラスで合計 3 回、のべ 74⼈、合計 4.5 時間の話し合いを収録した。なお、数学クラスの生徒

と理科クラスの生徒は重複しない。実施概要は以下のとおり。 

 

 
図 3-64 PoC 実施概要 

出典：ハイラブル社報告書 
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 実施結果 
教育効果の検証（定性的検証）：IFP における授業において、Hylable Discussion を活用した可視化デ

ータの提供で、教員・学生の両方の行動や意識が変容したことが確認された。教員側には、ディスカ

ッションの可視化で学生の行動変容を知ることで、教員自身の介入を減らして学生の発話量を増や

すという「学習者中心授業」への意欲が見られた。また、学生側には、分析結果のフィードバックを

通じ、ディスカッションにおける自らの印象とデータを比較し、自分の行動をメタ認知する機会を得、

その結果、分析結果を振り返った後のディスカッションで意識や行動が変容したことが確認された。 

 

 
図 3-65 PoC の定性的な検証結果 

出典：ハイラブル社報告書 

教育効果の検証（定量的検証）：PoC を通じ、学生の発話データ分析から、全体が活発化かつ均等化

したことが確認された。なお、学生への評価の比較は、収録回数が少ないため実施しなかった。 

 

図 3-66 PoC の定量的な検証結果まとめ 
出典：ハイラブル社報告書 
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フィードバックを⾏ったクラスでは、①特に発話量が少なかった学生の発話量の上昇、及び②各メン

バーの重なり量の底上げという行動変容が確認され、「可視化データの共有と振り返りの機会」が学

生の振る舞いに影響を与えることが明らかとなった。  

また、複数回の PoC を通じ、フィードバックを行った数学クラス全グループでは議論が活性化（平

均：1.49 倍）した一方、フィードバックを行わなかった理科クラスでは活発さの大きな変化はなか

った。このことから、フィードバックの結果、グループ全体で相槌など積極的に議論に参加するよ

うに変化したことが確認できた。 

 

フィージビリティの検証：教員と学生が⾃分で使える手順の確立・マニュアル作成という KPI に対

し、収録〜分析結果の振り返りをカバーする⼿順を確立し・マニュアルを作成し、また、作成した

手順とマニュアルで実際の授業での収録を実施することができた。 

なお、PoC を実施した一部の授業では、収録当日にポータブル Wi-Fi のトラブルがあったが、オフ

ライン状態でも問題なく収録・分析を実施することができた。 

 
図 3-67 PoC 実施中の授業の様子 

出典：ハイラブル社報告書 

 

ユーザーインターフェースについて 70%以上が使⽤したいと回答するという KPI に関し、教員及び

学生に、Hylable Discussion のグラフやレポートの分かりやすさ及び、継続利用の意向（また使いた

いと思うか）についてアンケートを実施した7。グラフやレポートの分かりやすさに関しては、教

員・学生ともに概ね好評であったが、レポートに関しては一部学生から分かりにくいという回答が

あった。継続利用の意向については、回答した教員・学⽣の 100%が「また使いたい」または「ま

たぜひ使いたい」を選択した。これは、わかりやすさに留意したマニュアル類やユーザーインター

フェースをポルトガル語に翻訳したことに加え、現地アシスタントと事前に使い方を共有し、現場

で丁寧な説明ができたこと、さらに、レポートによってディスカッションの改善が目に見える形で

示せたことが主な要因と考えられる。 

 
7 なお、本アンケートではユーザーインターフェース・利用感に関する感想・意見の聴取を目的としていたため、機

材・サービスにかかる費用については説明していない。 
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図 3-68 ポルトガル語にローカライズしたマニュアルや設定画面 

出典：ハイラブル社報告書 

 実施後の展開計画 
Hylable Discussion の導入には、特にたまご型レコーダーの費用が開発途上国の教育機関では導

入の課題となると想定されることから、コストのかかる初回導入から自走までを援助機関等に

よるプロジェクトと連携して実施し、現地スタッフが育成された後には、販売代理店契約を結び、

複数の学校に展開することが、PoC 開始時に Hylable 社にて検討した展開計画であった。他方、

本 PoC の結果を踏まえ、JICA 側からは技術面や効果に関する評価はありつつも、主にコスト面

の懸念から技術プロジェクトでの採用は困難であったため、現地で活動する他援助機関や私立

学校等による活用を今後検討予定である。 

なお、Hylable 社では、援助機関等の行うの教育関連プロジェクトにおいて、教育コンテンツと

組み合わせた教育効果の向上や、プロジェクトの定量的アセスメントのための行動計測ツール

としての使用も想定している。 

 

 教訓・その他 
Hylable Discussion の導入・準備・収録の作業に、致命的な障害は起こらず、新型コロナ感染症の

流行による IFP のロックダウンによる順延以外は特に大きな問題は発生しなかった。他方、留意

すべき点や改善が図れる点としては以下が挙げられる。 

➢ Wi-Fi 環境の弱さ 
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IFP には Wi-Fi 環境が無かったため、モバイルルーターの購入が必要となった。ただし、たまご

型レコーダーにはオフライン録音機能があり、後日ネットワークに接続するだけでデータがア

ップロード・分析されるため、モバイルルーターの故障によりネットワークに接続できなかった

授業でも収録・分析には成功している。 

➢ 学生の PC・モバイル環境 

インターネットに接続された PC やスマートフォンがあれば、ブラウザ上から分析結果をその場

で確認が可能だが、本検証ではそのような環境がなかったため、レポートを印刷して配布する必

要があった。 

➢ プロトコル 

IFP での実証においては、教育省の承認を先に得る必要があり、実証の日程調整に想定よりも時

間がかかる結果となった。また、実証の各プロセスで、現地の事情に通じた JICA や現地協力者

のサポートが必要であった。 

➢ PoC 後の活用に関する相手国政府とのコミュニケーション 

本 PoC に関し、モザンビーク教育省担当局長と説明及び協議を 2 度行い、成果の報告及びコス

トの説明は行ったが、時間等の制約から、費用負担や PoC 後の具体的な活用に関する具体的な

議論には至らなかった。上述のとおり、本製品・サービスの開発途上国における展開について、

現段階ではコスト面の制約から民間単独での継続は難しいと考えられる中、ユーザーとなる相

手国政府と、より前広に費用負担や PoC 後の具体的な活用に関するコミュニケーションを行う

ことが適当であったと考えられる。 

➢ PoC 後の活用に関する複数オプションの検討 

上述のとおり、本 PoC 開始時には、PoC 後の活用策・展開策として JICA の実施する援助プロジ

ェクトとの連携を一義的に想定していた。しかし、PoC 終了時の結果として上記連携が困難とな

り、モザンビーク教育省予算を活用した利用継続も現実的ではない状況において、他援助機機関

との連携を模索する状況となっている。これについては、事前に他援助機関との連携検討や、何

らか別の資金源を活用した事業継続、相手国政府の財源確保など、他の複数オプションを検討し、

バックアップとして確保しておくことが、当初の活用案・展開案に困難が生じた場合にも速やか

に次善策を実施するために重要であったと考える。 

 

海外、特に開発途上国における Hylable Discussion の展開・活用について、今後考えられる課題

と対応策は以下のとおり。 

➢ オンラインによるサポートの限界 

本 PoC では、新型コロナ感染症対応のため、完全オンラインで準備〜収録までの⼀通りのサポ

ートを行った。大きな問題は発生しなかったが、現地の状況に合わせた使い方や細かなコツを伝

えることが困難な場面も生じた。対応策として、今後も継続して Hylable Discussion が活用され

る場合は現地に一度渡航し、現地の実情に応じたさらなる活用を支援・提案することが適当と考

えられる。 

➢ 長期・継続的な収録の必要性 

本 PoC では、2 回の収録でも教員・学生の意識変容は確認できたものの、より長期かつ継続的に

利用することで、行動変容の内容や推移がより詳細かつ有効に調査できると考えられる。対応策

として、今後再び実証を行うこととなった場合は、実証期間をより長く確保することが適当と考

えられる。 

➢ 高価なたまご型レコーダーの管理 
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本 PoC で使用したたまご型レコーダーは、1 台 20 万円程度と高価である。通常、日本で使用す

る場合は学校が管理しており、本 PoC では実証期間中は JICA モザンビーク事務所で保管した

が、今後の活用の際には適切な保管場所において管理責任者を指名するなど、十分な管理体制が

必要となる。 

 

最後に、どのような技術、サービスがどのような解決につながったのか、また、アフリカやモザ

ンビークの課題解決にはどのようなソリューションが有効なのか、検討したい。 

本 PoC に先立って行われた課題の検討・抽出においては、JICA プロジェクト専門家、政府機関、

ドナー等にヒアリングを実施した。その結果、モザンビークの教育分野では、生徒の急増に伴う

教員養成の不足から、授業及び学校運営に関する情報収集・共有・伝達が不十分であることが重

要な課題の一つとして挙げられた。この課題は、人口急増とそれに対する教育リソースの不足に

直面する多くのアフリカ諸国に共通する一方、ICT 技術による情報の活用がソリューションとし

て期待できる分野であった。 

また、教師の教授法・基礎能力の低さについてもモザンビークの教育の課題としてあげられてお

り、その具体例として「授業中に先生がずっとしゃべっている」ことが指摘されていた。現在、

世界的に伝達型講義（教授者中心パラダイム）から生徒中心・学習者中心の学習アプローチや能

動的学習法（アクティブラーニング）への転換が推奨される流れにあること8を踏まえると、こ

れは教師の教授法に関する正鵠を射た指摘であり、このポイントに沿ったソリューションはモ

ザンビークのみならず多くの開発途上国でも有効な可能性が高い。 

本 PoC で実証した Hylable Discussion は、ディスカッションを見える化することで講義型の教育

を学習者中心への変化を促すために有用ながら、これまで作業量の多さや煩雑さから導入が難

しかった S-T 分析を自動的・迅速に実施することを可能とするものである。同システムは既に日

本では学校教育・企業研修の場を中心にのべ 18,000⼈以上が利用し、学会発表も行われるなど、

信頼性と実績についても一定の評価がなされていた。 

上記モザンビークの教育課題に照らせば、同技術を教員養成校で活用することで、教員養成校の

授業を学習者中心のディスカッション型に効率的に移行させるとともに、授業内のディスカッ

ションを見える化し、授業運営に関する情報収集・共有・分析が可能となることが期待された。

また、ディスカッション型教育について身をもって学んだ教員を効率的に育成することにより、

波及的に同国の初等教育の質が向上することも仮定された。 

実際の PoC の結果として、3 回の授業という限られた実証ながら、教員・学生の両方の行動や意

識が一定程度ポジティブに変容したことが確認できた。上述のとおり、さらに明らかな効果確認

にはより長期かつ継続的な利用が必要だが、モザンビーク、ひいてはアフリカ、開発途上国の教

育課題のソリューションの一つとして一定程度の有効性があるものと考えられる。他方、人件費

が比較的安い開発途上国において、「人手や手間を削減する」テクノロジーやサービスに関して

は、そのコストに対し先進国よりも厳しい目判断を受けることについて、留意する必要があろう。 

 
 

 

 

 
8 JICA・教育ナレッジマネジメントネットワーク「教師教育分野案件形成のための分析報告書」（2014）

（https://openjicareport.jica.go.jp/pdf/12234464.pdf） 

https://openjicareport.jica.go.jp/pdf/12234464.pdf
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 オープンイノベーションの実施（高専向け） 

4.1 オープンイノベーション実施全体概要 

4.1.1 全体概要 
2019 年度に「アフリカ地域アフリカにおける破壊的なデジタル技術にかかるオープンイノベーショ

ン情報収集・確認調査（科学技術イノベーション）」の一環で実施した「KOSEN Open Innovation 
Challenge powered by JICA（以下、JICA-高専オープンイノベーションチャレンジ）」は、JICA がオー

プンイノベーションの場を提供して、ロボット開発等において豊富な実績を持つ高専の学生が、想像

力と技術力を駆使してアフリカの社会課題解決に挑戦する取り組みである。2019 年度の成果として、

JICA-高専イノベーションプラットフォームが、長岡工業高等専門学校（長岡高専）、徳山工業高等

専門学校（徳山高専）、北九州工業高等専門学校（北九州高専）、佐世保工業高等専門学校（佐世保

高専）、NPO 法人長岡産業活性化協会 NAZE の参加のもと設置された。 

2020 年度においても本調査の一環で、JICA がオープンイノベーションの場を提供し、ロボット開発

等で豊富な実績を持つ高専の学生が、想像力と技術力を駆使してアフリカの社会課題解決に挑戦す

る JICA-高専オープンイノベーションチャレンジを企画・実施した。2020 年度も昨年度同様、アフリ

カの現地連携先と検討した課題について、高専生から課題解決提案を募り、優秀な提案に対してはプ

ロトタイピング及び現地実証の支援を実施した。本プログラムの全体の流れは以下の通り。 

 

 
図 4-1 プログラム全体の流れ（JICA-高専オープンイノベーションチャレンジ） 

出典：JICA 調査団作成 

 

4.1.2 チャレンジ（課題）概要 
2020 年度のチャレンジ（課題）設定にあたり、以下の 3 点を検討方針とした。 

✓ 新型コロナウイルス感染拡大の状況を念頭に、現地連携先がいることを必須条件とする（現地に

赴いて現地連携先候補の実態確認ができないため、可能な限り日系企業、JICA プロジェクト関

連機関を想定）。 

✓ 製作したプロトタイプの現地デモ（実証）まで実施するため、現地渡航が不可能な場合を想定し、

プロトタイプ送付して遠隔でデモを実施するための現地受入体制を必須条件とする。 

✓ 国内デモを現地デモに先行して実施するため、国内でのデモに対する協力体制があればなおよ

い。 

本調査対象国における現地連携先候補の検討の結果、以下の 4 つのチャレンジを設定した。 

 

 

Challenge Day
（提案作成・審査）

課題解決アイデア
事前検討

2020年7月

チャレンジ共有
&参加者募集

ブラッシュアップ＆
プロトタイピング

JICA報告会

2020年7～8月 8月28日/9月11日 2020年9月～12月 2020年12月21日
• オープンイノベー
ションチャレンジ
実施要項配布

• チャレンジ（課
題）、及び関連資
料を配布

• 参加高専より参
加学生を募集

• 高専ごとに参加
学生でチーム組
成

• 発表された課題
に対して解決策
となるアイデア、
プラン、プロトタ
イプについて、各
チームで事前に
検討

• チーム別に提案
プレゼンテーショ
ン作成

• オンラインで発
表・審査、優秀
チームを選出
（※学校暦の都
合上、2回に分け
て実施）

• 選抜されたチー
ムは、PJチーム
と提案をブラッ
シュアップし、プ
ロトタイプを製作

• プロトタイプの進
捗報告会をJICA
向けに開催

• 追って高専チー
ムが関係者向け
にプロトタイプの
デモを実施予定

2020年3月～6月末

事前準備

• チャレンジ（課
題）設定

• 参加高専との日
程調整

フォローアップ
（現地デモ含）
2021年2月～

• 国内デモの
フィードバックを
もとに、実装に向
けた製品の改良
を実施

• 国内の製造パー
トナーと連携

• コロナ終息の場
合、現地でのデ
モを実施
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チャレンジ 1：モノづくりの力で COVID-19 感染拡大を防止するアイデア求む！ 

ケニア/ 現地連携先 ジョモケニヤッタ農工大学 

ルワンダ/ 現地連携先 トゥンバ高等技術専門学校 

チャレンジ 2：廃プラスチックを活用した舗装用ブロックの生産性・品質向上に繋がるアイデア求

む！ 

ガーナ/ 現地連携先 Nelplast Ghana Ltd 

チャレンジ 3：農村のデジタル化を促進！みんなで作って共有する電波マップのアイデア求む！ 

モザンビーク/ 現地連携先 日本植物燃料株式会社/現地法人 ADM 

チャレンジ 4：コメの取引価格を改善！簡易な機構の石抜き機のアイデアを求む！ 

タンザニア/ 現地連携先 WASSHA 株式会社  

※「長岡モノづくりエコシステムとアフリカを繋ぐリバースイノベーションによるアフリカと地方

の課題解決事業」と同時開催しており、長岡高専は上記チャレンジに加え、「チャレンジ 0：循環型

社会実現に向けた持続可能な食糧生産・供給システムのアイデア求む！」（ケニア / 現地連携先 

Ecodudu 社、日本 / 国内連携先 長岡技術科学大学・NPO 法人長岡産業活性化協会 NAZE）にも取

り組んだ。 

4.2 Challenge Day（審査会）実施結果 

4.2.1 審査概要 

 求めるアウトプット 

Challenge Day における各チームのアウトプットは以下の通り。 

アウトプット：チャレンジに対するソリューションに関する 5 分間のプレゼンを作成・実施して

ください 

チャレンジプレゼンは自由様式です。ただし、プレゼンには以下の説明を含むこと。 

1. 選んだチャレンジ（課題） 

2. チャレンジに関する理解：問題とその原因、解決を阻害する要因、解決に向けた着眼点等 

3. 課題解決に向けた方向性と具体的な製品・サービス（機能、製品イメージ、使用イメージ、想

定効果等） 

4. プロトタイプ製作計画（期間：9 月～11 月）と必要な予算（40 万円以下） 
※審査会で選ばれたチームにはプロトタイプ予算を支援 
※プロトタイプは現地にもっていく都合上、ハードウェアの場合は、目安として 10kg 以下で

1 辺が 30cm を超えないことを考慮してください（ただし、組立・解体可能であればこの限り

ではない） 。 

5. チーム名、チームメンバー 

 

 審査基準 

Challenge Day における審査基準は以下の通り。以下の基準に基づいて、チャレンジごとに審査員が

審査を行った。 
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表 4-1 Challenge Day 審査基準 

 

出典：JICA 調査団作成 

 審査員 

各チャレンジの審査員は以下の通り。チャレンジごとに、現地連携先または本調査メンバー、JICA、
技術専門家の 3 名で審査を行った。 

表 4-2 Challenge Day 審査員 

 

出典：JICA 調査団作成 

 審査日程 

学校暦の関係上、Challenge Day は 2 日間に分け、2020 年 8 月 28 日は長岡高専（13 チーム）、徳山

高専（1 チーム）、9 月 11 日は北九州高専（5 チーム）、佐世保高専（1 チーム）を対象にオンライ

ン（Microsoft Teams）で実施した。1 チーム当たりのプレゼン時間はプレゼン 5 分、質疑応答 3 分、

バッファー2 分とした。審査日程は以下の通り。 

審査項目 配点 ポイント

妥当性 5 チャレンジ（課題）に対するソリューションの着眼点は妥当か

実現可能性 10 実現可能なアイデアか、プロトタイプ製作計画は現実的か

ユニークネス 10 斬新なアイデアか、創意工夫に富んでいるか

プレゼンテーション 5 プレゼンテーションは分かりやすいか、プレゼンターの熱意

チャレンジ 審査員（敬称略） 所属

チャレンジ0（※長岡高専限定ＲＩ枠）：
循環型社会実現に向けた持続可能な
食糧生産・供給システムのアイデア求
む！（ケニア／日本）

中町 圭介 NPO法人長岡産業活性化協会NAZE 幹事長
エヌ・エス・エス株式会社 専務取締役

久保倉 健 独立行政法人国際協力機構（JICA） 企画部国際援助協調企画室/イノベー
ション・SDGs推進室

坂田 道志 有限責任監査法人トーマツ/デロイトトーマツベンチャーサポート株式会社

チャレンジ1：
モノづくりの力でCOVID-19感染拡大
を防止するアイデア求む！（ケニア／
ルワンダ）

青木 翔平 ジョモ・ケニヤッタ農工大学客員准教授/AFRICA-ai-JAPAN Project専門家

久保倉 健 独立行政法人国際協力機構（JICA） 企画部国際援助協調企画室/イノベー
ション・SDGs推進室

坂田 道志 有限責任監査法人トーマツ/デロイトトーマツベンチャーサポート株式会社

チャレンジ2：
廃プラスチックを活用した舗装用ブ
ロックの生産性・品質向上に繋がるア
イデア求む！（ガーナ）

秦 裕貴 合同会社Next Technology 代表社員

加藤 隆一 独立行政法人国際協力機構（JICA） アフリカ部 部長

相良 美奈子 デロイトトーマツベンチャーサポート株式会社 イノベーションプロデュース事業
部 政策・地域イノベーションユニット

チャレンジ3：
農村のデジタル化を促進！みんなで
作って共有する電波マップのアイデア
求む！（モザンビーク）

佐藤 峻 日本植物燃料株式会社/現地法人ADM

秦 裕貴 合同会社Next Technology 代表社員

加藤 隆一 独立行政法人国際協力機構（JICA） アフリカ部 部長

チャレンジ4：
コメの取引価格を改善！簡易な機構
の石抜き機のアイデアを求む！（タン
ザニア）

Carlos Oba WASSHA株式会社 New Business Incubation

秦 裕貴 合同会社Next Technology 代表社員

加藤 隆一 独立行政法人国際協力機構（JICA） アフリカ部 部長
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表 4-3 Challenge Day 1 （審査会 1 日目：2020 年 8 月 28 日） 

 

出典：JICA 調査団作成 

 

表 4-4 Challenge Day 2 （審査会 2 日目：2020 年 9 月 11 日） 

 

出典：JICA 調査団作成 

 

4.2.2 審査結果 
Challenge Day には 4 高専から、合計 20 チーム、101 名が参加した。内訳は以下の通り。 

 

時間
Teams会場1 Teams会場2

内容 審査員・進行 内容 審査員・進行

15:30-15:40 趣旨説明、審査員紹介 進行：坂田（トーマツ） 趣旨説明、審査員紹介 進行：相良（トーマツ）

15:40-15:50 チャレンジ0：長岡高専チーム0-1 1. NAZE 中町氏
2. JICA①久保倉氏
3. PJ   坂田

チャレンジ2：長岡高専チーム2-1 1. Next Tech 秦氏
2. JICA② 加藤氏
3. PJ   相良

15:50-16:00 チャレンジ0：長岡高専チーム0-2 チャレンジ2：長岡高専チーム2-2

16:00-16:10 チャレンジ0：長岡高専チーム0-3 チャレンジ3：長岡高専チーム3-1 1. NBF 佐藤氏
2. Next Tech 秦氏
3. JICA② 加藤氏

16:10-16:20 休憩 チャレンジ3：長岡高専チーム3-2

16:20-16:30 チャレンジ1：長岡高専チーム1-1 1. JKUAT 青木氏
2. JICA①久保倉氏
3. PJ   坂田

チャレンジ4：長岡高専チーム4-1 1. WASSHA Carlos氏
2. Next Tech 秦氏
3. JICA② 加藤氏

16:30-16:40 チャレンジ1：長岡高専チーム1-2 チャレンジ4：長岡高専チーム4-2

16:40-16:50 チャレンジ1：長岡高専チーム1-3 チャレンジ4：徳山高専チーム4-1

16:50-17:00 審査員より講評（2分/人程度） 進行：坂田（トーマツ） 審査員より講評（2分/人程度） 進行：相良（トーマツ）

17:00-17:10 閉会（→チャレンジ0審査員は別
のTeams会場に移動）

閉会

17:10-17:20 チャレンジ0：長岡高専チーム0-4

17:20-17:30 チャレンジ0について審査員は集
計・評価

進行：坂田（トーマツ）
審査員：チャレンジ0

時間
Teams会場

内容 審査員・進行

15:30-15:40 趣旨説明、審査員紹介 進行：坂田（トーマツ）

15:40-15:50 チャレンジ1：北九州高専チーム1-1 1. JKUAT 青木氏
2. JICA①久保倉氏
3. PJ   坂田

15:50-16:00 チャレンジ3：北九州高専チーム3-1 1. NBF 佐藤氏
2. Next Tech 秦氏
3. JICA② 加藤氏

16:00-16:10 チャレンジ2：北九州高専チーム2-1 1. Next Tech 秦氏
2. JICA② 加藤氏
3. PJ   相良16:10-16:20 チャレンジ2：北九州高専チーム2-2

16:20-16:30 チャレンジ4：北九州高専チーム4-1 1. WASSHA Carlos氏
2. Next Tech 秦氏
3. JICA② 加藤氏

16:30-16:40 チャレンジ1：佐世保高専チーム1-1 1. JKUAT 青木氏
2. JICA①久保倉氏
3. PJ   坂田

16:40-16:50 審査員より講評（2分/人程度） 進行：坂田（トーマツ）

16:50-17:00 閉会（審査員は休憩） -

17:00-18:00 審査員は別Teamsで採択協議（集計
10分、チャレンジごとに10分程度で）

進行：坂田（トーマツ）



4-5 

表 4-5 Challenge Day 参加チーム 

 
出典：JICA 調査団作成 

 

各チャレンジの審査の結果、以下のチームがプロトタイピングに進むことが決定した。 

✓ チャレンジ 1：モノづくりの力で COVID-19 感染拡大を防止するアイデア求む！ 

→体温測定・消毒・通路分離ゲートを提案した長岡高専チーム（ルワンダ）、VR 教室を提案し

た佐世保高専チーム（ケニア）がプロトタイピングに進む。 

✓ チャレンジ 2：廃プラスチックを活用した舗装用ブロックの生産性・品質向上に繋がるアイデア

求む！ 

→回転式攪拌乾燥機を提案した北九州高専チームがプロトタイピングに進む。 

✓ チャレンジ 3：農村のデジタル化を促進！みんなで作って共有する電波マップのアイデア求む！ 

→Android アプリ×ドローンを提案した北九州高専チームがプロトタイピングに進む。 

✓ チャレンジ 4：コメの取引価格を改善！簡易な機構の石抜き機のアイデアを求む！ 

→選穀板・ファンを用いた中小型石抜き機を提案した長岡高専チームがプロトタイピングに進

む。 

  
プレゼンの様子（チャレンジ 4） プレゼンの様子（チャレンジ 3） 

出典：JICA 調査団作成 

チャレンジ
長岡

（審査8/28）
徳山

（審査8/28）
北九州

（審査9/11）
佐世保

（審査9/11）
チーム数
合計

チャレンジ0（※長岡高専限定リバースイノベーション）：
循環型社会実現に向けた持続可能な食糧生産・供給シ
ステムのアイデア求む！（ケニア／日本）

4チーム
（22名）

⁻ ⁻ ⁻ 4チーム
（22名）

チャレンジ1：
モノづくりの力でCOVID-19感染拡大を防止するアイデア
求む！（ケニア／ルワンダ）

3チーム
（18名）

⁻ 1チーム
（7名）

1チーム
（3名）

5チーム
（28名）

チャレンジ2：
廃プラスチックを活用した舗装用ブロックの生産性・品質
向上に繋がるアイデア求む！（ガーナ）

2チーム
（10名）

⁻ 2チーム
（6名）

⁻ 4チーム
（16名）

チャレンジ3：
農村のデジタル化を促進！みんなで作って共有する電波
マップのアイデア求む！（モザンビーク）

2チーム
（13名）

⁻ 1チーム
（3名）

⁻ 3チーム
（16名）

チャレンジ4：
コメの取引価格を改善！簡易な機構の石抜き機のアイデ
アを求む！（タンザニア）

2チーム
（12名）

1チーム
（2名）

1チーム
（5名）

⁻ 4チーム
（19名）

チーム数合計 13チーム
（75名）

1チーム
（2名）

5チーム
（21名）

1チーム
（3名）

20チーム
（101名）
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4.3 プロトタイピング及びフォローアップ 

4.3.1 最終報告会（2021 年 9 月 9 日） 
審査会で選抜されたチームはプロトタイピングを実施し、国内・現地での実証を行った。そして、

JICA-高専オープンイノベーションチャレンジの 2020 年度参加チームの JICA 向け最終報告会を 2021
年 9 月 9 日に実施した。 

 

日時：2021 年 9 月 9 日 16 時～18 時 

場所：オンライン 

出席者：約 70 名（高専教員・学生、JICA 関係者） 

プログラム： 

16:00-16:05 開会挨拶（JICA アフリカ部 若林次長） 

16:05-16:15 JICA-高専オープンイノベーションチャレンジ 2020 概要説明 

〈JICA-高専 OI 2020 参加チームによる最終報告〉 

16:15-16:30 長岡高専発表（及び質疑応答）：チャレンジ 1「モノづくりの力で COVID-19 感染拡大

を防止するアイデア求む！」（ルワンダ） 

16:30-16:45 北九州高専発表（及び質疑応答）：チャレンジ 2「廃プラスチックを活用した舗装用ブ

ロックの生産性・品質向上に繋がるアイデア求む！」（ガーナ） 

16:45-17:00 北九州高専発表（及び質疑応答）：チャレンジ 3「農村のデジタル化を促進！みんなで

作って共有する電波マップのアイデア求む！」（モザンビーク） 

17:00-17:15 長岡高専発表（及び質疑応答）：チャレンジ 4「コメの取引価格を改善！簡易な機構の

石抜き機のアイデアを求む！」（タンザニア） 

17:15-17:30 長岡高専発表（及び質疑応答）：チャレンジ 0「循環型社会実現に向けた持続可能な食

糧生産・供給システムのアイデア求む！（BSF を活用したリサイクルシステムの生産性向上） ※長

岡高専 RI テーマ」（日本・ケニア） 

17:30-17:40 全体講評（JICA アフリカ部 増田部長） 

17:40-17:55 質疑応答・コメント 

17:55-18:00 閉会 
 

4.3.2 プロトタイピング及びフォローアップ実施概要（2021 年 12 月末時点） 
本報告書提出時点のプロトタイピング及びフォローアップの実施結果概要は下表の通り。日本側は

非常事態宣言に伴う高専の課外活動や対面・学校内活動の制限、現地側は新型コロナウイルス感染拡

大に伴うロックダウン等の影響を受けながらも現地デモに向けて活動を行った。 
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表 4-6 プロトタイピング及びフォローアップ実施結果（JICA-高専 OIC） 

 
出典：JICA 調査団作成 

  

チャレンジ 1 のコロナ対策ゲートの国内実証の様子

（2021 年、長岡高専） 
チャレンジ 2 の完成したプラスチック乾燥装置（2021

年、北九州高専） 

 

 

チャレンジ 3 の電波マップの測定システム現地実証の

様子（2021 年、北九州高専） 
チャレンジ 4 の石抜き機機構 

（2021 年、長岡高専） 
出典：JICA 調査団作成 

対象国 チャレンジ チーム 製作概要 途中経過 実施結果

ケニア チャレンジ1：
モノづくりの力
でCOVID-19感
染拡大を防止
するアイデア求
む！

佐世保
高専

⁻ • 2020年11月11日にJKUATとオンラインミーティング。
• 対象コンテンツに関して再検討し、仕様設計を実施。

• 2020年3月に主要メン
バーが卒業したためプロ
ジェクト継続が継続が困
難になった

長岡高
専

【体温測定・消毒・通路分離ゲートを
用いたコロナ感染拡大防止】
現地トゥンバ高等技術専門学校と協
働し、同校における新型コロナウイル
スクラスター発生防止のための体温
測定・消毒・通路分離ゲートの開発に
挑戦。

• Challenge Day前にプロトタイプ1号を製作済み。
• 2020年11月10日にIPRC TUMBA（副校長、教員、学生10名程度）とオンライン

ミーティング（長岡高専の提案、協議）。
• 情報共有のためWhatsappグループ開設。
• 2020年11月26日に長岡産業活性化協会NAZEと設計協議
• 2020年12月15日にIPRC TUMBAとオンラインミーティング（IPRC TUMBAの提

案、両提案のすり合わせ）。
• 2021年1月22日にIPRC TUMBAとオンラインミーティング（仕様確認）。
• 2021年2月26日にIPRC TUMBAとオンラインミーティング（進捗確認）。
• 2021年5月14日にIPRC TUMBAとオンラインミーティング（プロトタイプ確認）。
• 3Dプリントデータ、及びGitLabでソフトウェアをIPRC TUMBAに共有。ハードの

資機材を現地調達。

• 日本サイドのプロトタイプ
は完成、現地向けにデモ
実施。

• ルワンダサイドのプロトタ
イプは、キガリのロックダ
ウンの影響を受けながら
も組み立て実施。ただし、
現地仕様のシステムに不
具合があり、修正対応中。

ルワンダ

ガーナ チャレンジ2：
廃プラスチック
を活用した舗装
用ブロックの生
産性・品質向上
に繋がるアイデ
ア求む！

北九州
高専

【廃プラを利用した舗装用ブロック製
造用の回転式攪拌乾燥機】
現地企業のNeplast Ghana Ltdと協
働し、大量の廃プラから舗装ブロック
を製造する工程の一部にあたる、プラ
スチックを効率良く低コストで乾燥させ
るための装置を開発。

• 2020年10月16日にNeplastとオンラインミーティング
• プロトタイピングの資材は入手済み、モノづくりセンターでプロトタイプ製作
• 4月にプロトタイプを完了し、複数回実験し、改良。
• 2021年5月13日にNeplastとオンラインミーティング
• 送風と水蒸気の排出部分を改良し、2021年9月に現地輸送。

• 2021年10月22日に遠隔
で現地デモ実施。天日干
ししていたプラスチックを
約30分で乾燥できるよう
になった。

• 更なる乾燥時間短縮を目
指し、熱源の設置を検討。

モザンビー
ク

チャレンジ3：
農村のデジタル
化を促進！み
んなで作って共
有する電波マッ
プのアイデア求
む！

北九州
高専

【農村のデジタル化に向けた電波マッ
プ作成・共有システム】
現地法人ADMがデジタル技術を用い
た農村開発を円滑に進めるため、現
地の不安定な電波状況を改善するた
めの電波測定システムを開発。

• 2020年10月13日に日本植物燃料とオンラインミーティング
• 2020年12月16日にドローンメーカーと国内におけるドローンを使った実証に関

してミーティング（ただし、制度的に国内ではスマホを搭載したドローンに飛行が
認められていないため断念）

• ソフトウェアのプロトタイピングを先行実施中。ドローン活用に関しては現地では
認められているものの、持続可能性の観点から再検討。（最終的に、現地ではド
ローンではなく、バイクで実証。）

• 6月にフロントエンドからバックエンドまでの連携構築完了。

• 2021年7～8月に現地実
証（遠隔）。電波状況・強
度の測定及びヒートマッ
プ化に成功。

• 2021年12月にシステム
を日本植物燃料に移管。

タンザニア チャレンジ4：
コメの取引価格
を改善！簡易
な機構の石抜
き機のアイデア
を求む！

長岡高
専

【選穀板・ファンを用いた中小型石抜
き機】
現地支店を構えるWASSHA㈱と連携
し、米に混ざる小石を取り除く機械を
開発し、Stone Freeの良質な米を市
場に多く普及させることで、コメの取引
価格の改善を目指す。

• 2020年10月21日にWASSHAとオンラインミーティング
• 2020年11月26日に長岡産業活性化協会NAZEと設計協議
• プロトタイピングの資材は入手済み
• 6月時点で、設計完了、部品製作と組み立てを同時並行で実施中。チームメン

バーの就活・入試等で作業に遅れ。

• 2021年9月にプロトタイプ
を製作したものの、振動
が激しく改良が必要。

• 長岡産業活性化協会
NAZEの協力のもと、プロ
トタイプの改良を実施中。
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4.4 JICA-高専オープンイノベーションチャレンジ 2020 に係る成果と教訓 
2 回目となる JICA-高専オープンイノベーションチャレンジ 2020 では、新型コロナウイルスの影響

を受け、2019 年度から実施方法を変更せざるを得ない点も多々あったが、以下の成果が得られた。 

【JICA-高専オープンイノベーションチャレンジ 2020 に係る成果】 

➢ 2019 年度のチャレンジデー（提案作成・審査会）は合宿形式で実施したが、2020 年度は新型コ

ロナウイルス感染拡大の影響を受け、フルリモートでの実施となった。しかしながら、結果的

に、JICA‐高専イノベーションプラットフォームの覚書締結 4 校から、2019 年度の倍以上とな

る合計 101 名の参加が得られた。 

➢ チャレンジデーにおいて採択されたチームはプロトタイピングを実施し、新型コロナウイルス

の感染が収束した場合には現地に渡航して実証することを想定していた。しかしながら、本事

業期間中に収束の目途が立たず、実証はリモートで実施することとなった。現地で学生自らの

手でプロトタイプを操作できない難しさはあったものの、チャレンジ 2 のプラスチック乾燥機

では、それまで天日干ししていたプラスチック片を約 30 分で乾燥できるようになり、チャレン

ジ 3 の電波マップでは現地の電波状況を測定してマップ上に表示するシステムを構築してお

り、現地の社会課題解決という本取組の目的に合致する成果が生まれた。 

 

一方で、今後、本取組を継続していく上での教訓は以下の通り。 

【JICA-高専オープンイノベーションチャレンジ 2020 に係る教訓】 

➢ 参加学校・学生・教員の拡大： 

2020 年度は 2019 年度の倍以上の学生の参加を得られた一方、学校数自体は減少している。ま

た、一部の高専から多数の学生が参加している状況であり、参加学校数の拡大と各校からの参

加学生数の拡大は課題となっている。また、採択された場合のプロトタイピングにおいては特

に教員の協力が必要となるため、本取組に理解・協力いただける教員の拡大も重要となる。 

➢ 現地連携先の確保： 

本取組では課題の提示や現地実証において、現地連携先の存在が不可欠である。2020 年度は新

型コロナウイルス感染拡大の状況下、プロトタイプ送付して遠隔でデモを実施するための現地

受入体制を念頭に現地連携先を確保した。今後も同様の状況が続くと考えられ、リモートでも

問題なくコミュニケーションが取れる現地連携先の確保が課題となる。これに関して、2021 年

度の「長岡モノづくりエコシステムとアフリカを繋ぐリバースイノベーションによるアフリカ

と地方の課題解決事業」では、ABE イニシアティブで日本に留学していた経験がある 2 者を現

地連携先としており、ABE イニシアティブ卒業生との連携が解決策となる可能性がある。 

➢ 技術的なサポート： 

プロトタイピング実施にあたり、北九州高専はものづくりセンターや北九州高専発ベンチャー

企業 Next Technology、長岡高専は NPO 法人長岡産業活性化協会 NAZE や長岡科学技術大学の

協力を得た。高専生のアイデアや技術は目を見張るものがある一方、社会実装を想定したもの

づくり行う際には、経験やスキル、専門知識を要する場合がある。上記のように、参加校を拡

大する場合は、必ずしも北九州や長岡のようなバックアップ体制がない場合もあり、本取組と

して技術的なサポート体制の構築も必要となる。 

 

本取組は、参加高専、現地連携先等の多くの関係者の協力の下、総じて当初目指した成果が得られた

と考える。2021 年度以降は「長岡モノづくりエコシステムとアフリカを繋ぐリバースイノベーショ

ンによるアフリカと地方の課題解決事業」を通して、高専生の技術とアイデアを軸にしたアフリカの

社会課題解決が促進されることを期待する。  
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 プラットフォーム試運営 

5.1 プラットフォームの方策検討 

5.1.1 当初方針 
「STI for TICAD オープンイノベーション・プラットフォーム」（仮称）の試行運用を行うため、各

種課題の情報等を整理・更新・共有できるオンライン上の情報サイト（Web プラットフォーム）を検

討した。具体的には、JOCV や JICA プロジェクト専門家などから現場での課題を吸い上げられる仕

組みや、課題情報の提供だけではなく、ソリューションをもつ企業情報やコメントなども掲載し、イ

ンタラクティブなコミュニケーションを通じた課題とソリューションのマッチングが可能となる仕

組みを Web プラットフォーム上で実現することを想定した。 

 

 
図 5-1 Web プラットフォームに掲載する情報のイメージ 

出典：JICA との協議を基に JICA 調査団作成 

 

また、併せて現場から吸い上げた課題を精査していく JICA 内部プロセスについても検討を行い、

一案として以下図のような検討委員会の設置可能性を提案した。 

◼ 過去のJICA事業
• 民間連携事業者
• 在外事務所
• 地域部／課題部

◼ 現在のJICA事業
• STI / OI 業務の蓄積
• 在外事務所
• STIタスク

< >

■課題情報

課題名

対象国名

ニーズ情報ページ（例）

課題の
背景

■投稿者からの情報

JICA

事業者A

商社B

投資家C

■案件情報

進捗状況

関心のある
企業

登録

その他

地域母子保健データ化

ガーナ

・実態に即した地域保健
データが存在しない
・へき地では保健サービ
スへのアクセスが困難

電子化は識字率の低い
人々も対象にできる

国民IDと統合できる可能
性があれば面白い

病院との情報連結は可能
か？

医療ビッグデータに発展
するかも？

・202X年JICA事業化
・202Y年シリーズA
・202Z年よりセネガルへ
事業拡大し、フェーズX
へ移行中

・事業者A
・商社B

ＸＸＸＸＸＸＸ

求められる
技術

登録者の選択形式

…… XXXXXXX

（投稿者情報から更新）

課題や
技術の
概要

・母子への物資やサー
ビス提供前に健康管理
ツールを作りたい
・JICAが実施する母子
手帳を電子化すれば現
地の保健データが集積
できるのでは？
・その他…

■案件情報

更新 削除

上記以外の情報登録依頼

< >

■課題情報

企業名

関心国

シーズ情報ページ（例）

保有して
いる技術

■投稿者からの情報

JICA

市民団体

商社B

■案件情報

関連案件

登録

保健医療に関心あります
か？

ガーナの「〇〇」なんてど
うでしょうか

医療データは商売になるか
もしれませんね

・ガーナ地域母子保健
データ化
・セネガル国民ID

…… XXXXXXX

貢献した
い課題

XXXXX

ガーナ

・生体認証
・データベース設計
・サーバー構築

・あらゆる事象の可視化
を通じて様々な世代や
所得の方々が均一に情
報アクセスできる社会を
目指しています

■関連案件情報

更新 削除

・情報の蓄積
・情報の棚卸
・情報の収れん

画面遷移
（情報反映）

手動の情報更新に
は工数が必要

貴機構内アセットの
掘り起しも工数必要
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図 5-2 現場から吸い上げた課題の精査プロセス案 

出典：JICA との協議を基に JICA 調査団作成 

5.1.2 当初方針からの変更 
しかしながらその後、JICA アフリカ部と共に JICA 情報セキュリティーポリシーも考慮しつつ検討

した結果、JICA 関係者以外が自由にコメント投稿をするような Web プラットフォームの運営は、情

報のコントロールが容易ではなく、情報の信ぴょう性を JICA として担保するには相当の工数が必要

となること、もし JICA 内部で運営せずに外注する場合は、継続して一定の費用がかかること、さら

に、JICA 外部の Web サービスを活用する場合は、JICA 内部手続きのため情報の更新に 3 営業日必

要でありタイムリーな運営が難しいこと、また、ユーザー情報などの個人情報を取り扱うリスクも負

うなど複数の課題があることが判明した。このため、Web プラットフォームについては、当初の計画

を変更し、課題とソリューションのマッチング行う外部サービスの活用も視野に入れ、再検討を行っ

た。 

方向性としては、①オリジナルウェブサイトでの展開、②官公庁運営外部サイトでの展開、③民間運

営外部サイトでの展開、の 3 つの選択肢があると考え、②については一例として J-Good Tech、③に

ついては NINE SIGMA を例に、以下のように比較検討を行い（両サービスの内容詳細ついては後述）、

JICA アフリカ部との協議を重ねた結果、図 5-4 の Option B（①＋②）と Option C（①＋③）を実施す

る方針となった。 

JOCVの原案からプラットフォーム掲載へのプロセス

対象国

専門家 1

Kenya Uganda Rwanda Nigeria

専門家 2 専門家 3 ・・・

・・・Mozambique Senegal Benin Ghana

インパクト検討

中長期的な課題への
取り組み

動画投稿

貴
機
構
本
部

アイデアの実現可能性

事業ショートリスト化

有
識
者

検討委員会

商社
VC／投資家
類似の事業家
現地の事業者
法律専門家
（規制や課題）

・・・

JOCV 1 JOCV 2 JOCV 3 JOCV 4 ・・・

・解決策案を進めるにあたる新たな課題 ・解決策案を提案修正

事業案の
ロングリスト化

アイデアの事業性

原案の審査

原案の相談

フィードバック

ファンド組成など
検討

PoC方針決定

Tanzania

貴
機
構
在
外
事
務
所

コミュニティの直面する課題
への対応策

社会課題との合致性、取
り組む妥当性・・・

常設／定期開催？

体制の検討や構築
にかかる時間・コスト

コーディネート
（コンサルタント）

更新

情報の精度、相談・
審査手順の明確化

事業化の際の案件の
進捗や効果確認？
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図 5-3 オンライン・プラットフォーム・サービス案の比較 

出典：JICA 調査団作成 

 
図 5-4 オンライン・プラットフォーム・サービス案を組合せた場合 

出典：JICA 調査団作成 

 

 

委託先に
依頼すること

金額

メリット

デメリット

• ニーズ、シーズ情報の新規ページの
作成

• CMSの拡充

• 課題をウェブサイトに掲載し、技術を
公募する

• ニュースレター等で情報掲載を周知

• 数百万円 • 既存サイトへの情報投稿は無料

• JICAによる完全管理による運用
• 金額
• ユーザーと直接、タイムリーにコミュニ

ケーションが取れる
• 課題はいくつでも投稿できる

• JICAとのコラボレーション経験あり

• 中小企業へのネットワークへのアク
セスが無料でできる

• 特設ページを作成するなどの対応は
可能（有料）

• 企業、技術のネットワークをゼロから構
築する必要がある（集客を自分たちで）

• 課題によっては案件が成立しない可能
性あり

• サーバー等のセキュリティをクリアにす
る必要がある

• ASEAN以外の国に対する登録企業
の関心度は不明。ネットワークもなし

• 課題の内容次第では提案が集まら
ない可能性もあり

• 委託先のリソースはミニマムにする

オリジナルウェブサイトでの
展開

官公庁運営外部サイトでの展開
(J-Good Tech)

• 課題をウェブサイトに掲載し、技術を
公募する

• 課題解決につながる技術を持つ企
業や研究機関を探し、技術提案を依
頼

• 公募対象（国内か海外か？）や件数
により変わるが1件当たり数百万円

• 既存の企業（及び研究機関等）との
ネットワークを活用できる

• 1つの課題に対して、ソリューション

提供企業との技術マッチングまでは
可能

• 途上国ビジネスに関する知見が少な
い

• ビジネスマッチングに関してはクライ
アントが責任を持つ

• 投稿できる課題の数が限られる
• 金額（長期的なコラボレーション？）

民間運営外部サイトでの展開
（NINE SIGMA)

1 2 3

Option
A

Option
B

Option
C

既存リソース（既存HP、JICA SNS）
を活用した運営

情報発信 マッチング

既存リソース＋J-Good Tech
を活用した運営

企業ネット
ワーク

情報発信 マッチング 企業ネット
ワーク

既存リソース＋NINE SIGMA
を活用した運営

情報発信 マッチング 企業ネット
ワーク

サ
イ
ト
の

要
件
定
義

ニ
ー
ズ
情
報

の
整
理

サ
イ
ト
の

構
築

コ
ン
テ
ン
ツ
の

作
成

マ
ッ
チ
ン
グ
の

開
始

結
果
の

評
価

自
走
に
向
け

た
検
討

・・・本プロジェクトでの業務範囲

・・・来期以降（別予算）での業務範囲

シーズへのリーチを
どうするか、要検討

1

1 2

1 3
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上記①～③の詳細について記載する。 

➢ まず、①のオリジナルウェブサイトでの展開については、第 1 回調査において構築した Web
サイト「Africa Open Innovation Challenge」をベースに（インタラクティブに課題とソリュー

ションのマッチングを行うための Web プラットフォームではなく）オープンイノベーション

実施のための情報発信を担う Web サイトとして進めることとした。 

 
図 5-5 Africa Open Innovation Challenge ウェブサイト 

出典：JICA 

➢ 次に、②の官公庁運営外部サイトでの展開については、既に JICA が中小機構とは連携体制を

構築済みであることから、同機構の「J-Good Tech」と連携を行うことした。 

 
図 5-6 中小機構「J-Good Tech」の概要 

出典：J-Good Tech ウェブサイトを基に JICA 調査団作成 
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➢ 最後に、③の民間運営外部サイトでの展開については、複数のサービスが存在することから

詳細な比較検討を行い、その結果、ナインシグマのサービスを採用することに決定した。な

お、同検討内容については、「STI for TICAD オープンイノベーション・プラットフォーム」

（仮称）の運用を考えるうえでも参考となるため、詳細を 5.1.3 で後述する。 

また、上記①～③に加えて、JICA 既存リソースの活用として民間例事業部の Web サイト「企業競創

プラットフォーム」でも広報を行うこととした。そして、このようにプラットフォームとして複数の

方法を試行しつつも、応募フォームは統一し、それにより、どこからのアクセス数や応募数が多いの

か、どこから角度の高い提案が提出されるのか、といったことを分析することで、今後の「STI for 
TICAD オープンイノベーション・プラットフォーム」（仮称）の方向性を検討するための情報収集

を行う方針とした。 

 

 
図 5-7 Africa Open Innovation Challenge における複数プラットフォームの試行 

出典：JICA 調査団作成 

 

5.1.3 民間運営外部サイトの選定 

 選定方法と選定結果 

上述のとおり、課題とソリューションのマッチングについては、JICA 外部のサービスも活用するこ

ととなり、オープンイノベーション・サービス提供会社を選定し活用することとなった。本プラット

フォームへの適格性を総合的に評価するために、7 つの基準を要件として設定した。 

まず、外部オンラインプラットフォームにおいては、JICA の独自性を保つと共に JICA としてのプレ

ゼンスの視認性が求められること、また、今後継続的に JICA が同サービスを活用すると仮定した場

合、インタラクティブな仕組みを付加していくこと、が望まれる可能性が高いため、以下の 2 基準を

要件とした。  



5-6 

① 自社特設サイトの設置が可能 

② インタラクティブな対応の可能性（英語対応の可否含む） 

併せて、オープンイノベーション・サービス提供会社が「STI for TICAD オープンイノベーション・

プラットフォーム」（仮称）において期待されるサービスを現実的に運用可能か評価するために、以

下の 5 つの基準を要件とした。 

③ 国際的なネットワークを保有し、多様で多くの企業・アカデミアが参加している 

④ マッチングの実績が豊富である 

⑤ プラットフォームの機能が本業務と親和性がある 

⑥ 幅広い分野の多様なソリューションが提供されている 

⑦ アフリカにも対応可能である 

選定に際しては、主要なオープンイノベーション・サービス提供会社である、民間の 6 社（ナインシ

グマ、OPEN IDEO、AUBA、ANZA、Creww、Linkers）、公共の 2 社（Trade Tie-Up Promotion (TTPP)、
J-Good Tech）を候補とし、上記 7 つの基準を総合的に評価した結果、全ての要求事項を満たす唯一

のプラットフォームはナインシグマであると判断した。 

同社は、①同社公募ポータルサイト上に JICA 専用サイトの開設（活動内容、個別課題と募集等の情

報提示）、また、②公募過程においてインタラクティブな仕組みの構築、が可能である。尚且つ、③

日系他社が有していない国際的なネットワークを保有しており、企業だけでなく研究機関に在籍す

る研究者や技術者が 250 万人以上参加している。④シーズやソリューションが多様で 5000 件以上の

マッチング実績を有する。⑦アフリカでの案件実績が 11 件あり株式会社味の素等のアフリカで事業

を行う企業も多数参加している。 

一方で、ナインシグマ以外の候補は、①から⑦の基準を同時に充足しておらず本プラットフォームの

要件を満たせないと判断した。以下、候補となったプラットフォームの比較検討の結果を示す。 
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表 5-1 オープンイノベーション・サービスの比較 

 
• 出典：JICA 調査団作成 

➢ 国際的な民間プラットフォームである OPEN IDEO は、①以外は満たしている。一方で、同

社は、企業や NPO などのスポンサー機関が設定した社会課題に対してソリューションを募集

する形式を採用しており、これまで募集したアイデアが 2 万件以上あるものの、10 年間での

採用実績が 70 件と限られている。また、日本人や日本企業の登録・利用実績が少ない点を考

慮すると、本案件で活用した場合にマッチングに至る可能性（特に日本の企業・アカデミア

との連携可能性）が極めて低い。 

➢ AUBA は②③を満たしていない。基本的には、国内の大手企業やベンチャー企業との繋がり

を得意としており、国際的な企業・研究者・技術者のネットワークに弱みがある。 

➢ ANZA は①②を満たしていない。また、同社は、アフリカのビジネスを専門として扱ってい

るものの、2019 年に設立されたばかりであり実績が少ない。 

➢ Creww は②③⑦を満たしていない。ニーズとシーズ双方のネットワークを提供しており、本

業務の親和性は高いと考えられが、アフリカ案件の実績がなく、関連分野での企業へのアプ

ローチが困難である。 

➢ Linkers は①②③⑦を満たしていない。また、同社は日本のものづくり企業のネットワークと

第三者のコーディネータを通じたマッチングサービスに特化しており、ものづくり以外の分

野も扱う本業務の実施は困難である。 

PF候補
①自社特設サイトの開

設

②インタラクティブ機

能(英語対応可能性含

む)

③国際的なネットワーク

参加者・企業の多様性
④マッチング実績

⑤本案件との親和性

（PFの主要機能）

⑥ソリューションの多様

性
⑦アフリカ関連の実績

◎ 〇 ◎ ◎ ◎ ◎ 〇

自社特設サイトに個別課
題を設定し、提案者を募集

公募期間に提案に興味の
ある人との対話が可能（英
語可）

105か国の250万人以上

の技術者・研究者、世界
800社以上とのネットワー

ク

5000件以上
ニーズ・シーズ双方からの
募集・提案

幅広くカテゴリーを設置
味の素などのアフリカ案件
実績有り（11件）

× 〇 ◎ △ △ 〇 〇

課題提示型のPF
提案企業の名前は出る

世界中よりアイディアを募
り、アイデアの発散と収束
がおこなわれる

募集したアイディア195か
国21,216件 約70件 PFが独自に課題（ニーズ）

を設定

事前に設定する課題によ
る

アフリカの社会課題案件多
数

◎ × × ◎ ◎ ◎ ◎

自社特設サイトに自社プロ
グラム／個別テーマを紹介
し、共創パートナーを募集

■国内の大手企業やベン
チャー企業が中心に約
15,000社
■国際的な企業・研究者・
技術者とのネットワークは
ほぼ無

22,000件
自社PR、あらゆる提携

パートナー探索のためのプ
ラットフォームの提供

カテゴリー多数設置 途上国案件200件以上

× × △ △ △ 〇 ◎

（マッチングを求めるローカ
ル企業の事業概要紹介の
み）

■アフリカ進出・検討の日
系企業

■アフリカ現地企業（登録
数35件）

35件
アフリカ進出検討の日系企
業への支援、現地企業の
ニーズ提供・マッチング

アフリカに特化したソリュー
ション

アフリカ専門のPF

◎ × × △ 〇 〇 ×

自社特設サイトに自社プロ
グラムを紹介し、共創パー
トナーを募集

■国内中心（大企業、メガ
ベンチャー、自治体、地場
企業参加
■国際的なネットワークは
ほぼ無

546件

スタートアップ＋事業会社
による新事業創出・事業化
共創のためのマッチング、
イベントの開催

XtechやIoTのソリューショ

ンが充実

JICA案件（バングラディ

シュ）参加企業1社あり

× × × △ △ △ ×

無

■国内中心（大手メーカー
や中小企業、大学が参加）
■国際的なネットワークは
ほぼ無

350社以上

発注者のニーズに応じ適
切なパートナーを提案する
専門家提案型マッチング
サービス

モノづくりがメイン 日本がメイン

× × ◎ ◎ △ ◎ ◎

無 160か国約2万件を掲載
案件データベースとして実
績多数

BtoB取引の機会を提供す

る案件データベース

ジェトロとの連携が必要

ジェトロ事業や海外PFとの
連携もあり

関連案件掲載264件
（2020/7/28時点）

○ × × ◎ ○ ◎ ×
■自社ページに自己PR等
の紹介
■自社ニーズの発信、
ニーズへの提案は有り

■国内企業中心（25,000
社以上）

■国際的なネットワークは
ほぼ無

約15,000件
日本の中小企業と国内大
手企業・海外企業をつなぐ
ビジネスマッチングサイト

カテゴリー多数 実績なし
J-Good Tech

NINE SIGMA

OPEN IDEO

AUBA

ANZA

Creww

Linkers

TTPP
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➢ ジェトロが提供する TTPP は、①②を満たしていない。また、ビジネス案件のデータベース

としてニーズとシーズの双方から募集をかけることができるプラットフォームであるが、本

調査業務の JICA プロジェクトとしての独自性を損なう可能性がある。 

➢ J-Good Tech は②③⑦を満たしていない。基本的には、日本の中小企業と国内大手企業・海外

企業をつなぐビジネスマッチングサイトであり、海外事業に関心のある企業・研究者・技術

者のネットワークは多くなく、アフリカ関連の実績もなく、実現性に欠ける。 

 ナインシグマのプラットフォーム 

ナインシグマは、企業の研究・事業開発を加速させる技術・魅力的な組織の紹介を通じたオープンイ

ノベーション支援を主な業務としている。同社が運営するプラットフォーム「NineSights」は、グロ

ーバル企業向けに展開している公募ポータルサイトである。顧客専用のサイト上に、個別のオープン

イノベーション課題をポスティングするとともに、能動的な呼び掛けにより、幅広く効率的に提案を

収集する機能を有している。 

顧客の提示する課題情報の分析にはじまり、募集要項の作成（募集のためのニーズ情報の整理）、有

望なパートナーの探索、有望パートナーの絞込み、までを行っている。 

 
図 5-8 オープンイノベーションのプロセス 

出典：ナインシグマ 

本調査では、課題とソリューションのマッチング支援を目的とし、以下業務をナインシグマへ再委託

するかたちで実施した。 

➢ Ninesights 上に Africa Open Innovation Challenge 専用サイト作成し、本活動及び個別のオ

ープンイノベーション課題を周知する 

➢ 個別のオープンイノベーション課題に対する提案収集・選定を支援する 

• 効果的なソリューション提案を募るための募集要項の作成（調査団が作成したドラ

フトを Ninesights 用に編集） 

• 同社独自ネットワークを活用した公募の実施 

• 同社独自ネットワークメンバー企業からの提案の精査 
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5.2 プラットフォームの試運営 
実際に Africa Innovation Challenge として各国の課題提示を行い、ソリューション（PoC アイデア）を

公募した結果は第 3 章に記載したとおりである。ここではプラットフォームとしてどのように機能

したのかを以下に記載する。 

5.2.1 募集フォームウェブサイトへのアクセス状況 

まず、2020 年 10 月 1 日から 12 月 31 日までの募集フォームウェブサイト（＝Africa Open Innovation 
Challenge ウェブサイト）のページビュー（PV）数は 8,804 であった。各国のテーマについて 3 回に

分けて公募を開始したため（ガーナおよびザンビアは 10 月 5 日、セネガルは 10 月 19 日、タンザニ

アおよびモザンビークは 11 月 4 日）、そのたタイミングで PV 数が増加している。また、後述のと

おり 11 月 21 日から 26 日まで Facebook での有料広告も活用したため、同期間の PV 数も増加してい

る。 

 
図 5-9 Africa Open Innovation Challenge ウェブサイトの PV 数の推移 

出典：JICA 調査団作成 

 

訪問数（アクセスしたユーザー数）は 4,304 であり、うち 1,741 がリピーターであった。また、直帰

率（本サイトにアクセス後に本サイト内の他のページに遷移せずに離脱したユーザーの割合）は

62.66%であった。このことから、同ぺージにアクセス後、関心を持って情報を閲覧したのは 4 割程度

のユーザーであると推測できる。 

5.2.2 募集フォームウェブサイトへの流入経路 

本サイトへの流入経路については、ダイレクト流入が 59%を占めたが、これは応募奨励を目的とした

メールやメルマガ上の URL リンクからのアクセスや、JICA 関係者や調査団が直接 URL を打ち込ん

だり、ブックマークからアクセスしたりするケースが多かったためと考えられる。 
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図 5-10 Africa Open Innovation Challenge ウェブサイトへの流入経路 

出典：JICA 調査団作成 

 

また、流入経路に関しては Facebook 上に作成した Africa Open Innovation Challenge ページ（2020 年

11 月 18 日に作成）、中小機構「J-Good Tech」、ナインシグマ「Ninesights」、JICA 民間連携事業部

の Web サイト「企業共創プラットフォーム」の 4 種類の参照元からの流入状況比較を以下にまとめ

た。 

表 5-2 各参照元からの流入状況の比較 

参照元メディア ユーザー 直帰率 非直帰ユーザー 

Facebook 上の Africa Open 
Innovation Challenge ページ 564 84.19% 約 90 

J-Good Tech 61 47.12% 約 32 

Ninesights 164 63.05% 約 60 

企業共創プラットフォーム 186 55.10% 約 102 

出典：JICA 調査団作成 

 

まず、この表から言えることとしては、J-Good Tech からの流入は他と比較して圧倒的に低いという

点である。中小機構への事前ヒアリングでも、J-Good Tech に登録している企業の多くはアフリカに

は関心がないということであったが、実際にそれが数字にも表れたと考えれる。逆にその中から敢え

て本サイトにアクセスする企業は、本件に関心を持っている企業が多く、それ故に直帰率が低くなっ

ていると推測できる。 

次に、Facebook と企業共創プラットフォームの非直帰ユーザー数9の比較から、次のことが推測でき

る。 

 
9 例えば、Facebook 上の Africa Open Innovation Challenge ページから本サイトへアクセスした 564 ユーザーの 84.19％
 



5-11 

• 企業共創プラットフォームに掲載された URL リンクからアクセスしたユーザーは、本件のよ

うな取り組み（開発途上国への事業展開など）に関心があるため、Facebook からの流入数の

約 3 割であるものの直帰率は低く、Facebook からの流入ユーザーよりも多くのユーザーが、

本サイトを閲覧したと考えらえる。 

• Facebook ではタンザニアとモザンビークの公募期間に有料広告を出したこともあり、多くの

ユーザーが本サイトにアクセスしたが、直帰率は 84.19%と高く、非直帰ユーザー数では企業

競争プラットフォームからアクセスしたユーザー数を下回る結果となった。これは、本件の

ような取り組みに関心を持つ層が少なかったためだと思われる。 

つまり、広く周知することは重要であるのは間違いないが、本件のような取り組み（特にアフリカで

の事業展開）は多くの企業が関心を持っているテーマではないため、関心を持つ層に的を絞った広報

がより効果的であり、そういった層は JICA 民間連携事業部の Web サイトを閲覧しているというこ

とが言える。 

最後に Facebook 有料広告について簡単に記載する。タンザニアとモザンビークに関する公募奨励を

目的に、11 月 21 日から 11 月 26 日の 5 日間 Facebook の有料広告機能を活用した。それぞれのター

ゲット設定および結果（リーチ、クリック）は以下のとおりである。なお、リーチとは、広告を最低

1 回見た人の数。クリックとは、Facebook 内外で広告主が指定するリンク先への誘導につながった広

告内のリンクのクリック数を意味する。この広告費用は 2 万円であり、地域や興味・関心でターゲッ

ティングすることが可能なため、幅広く広報するには有効な手段の 1 つと考えられる。 

 

表 5-3 Facebook 有料広告の活用結果 
テーマ 対象地域 対象年齢 興味・関心 リーチ クリック10 備考 

タンザニア 
（農業・金融） 

ナイロビ、ダルエスサ

ラーム、アルーシャ、

モシ、ムワンザ、イリ

ンガ 

18～65 歳 
Startups, Proposal 
(Business), ICT, 
Startup ecosystem 

40,432 1,116 
約 63%がナイロビ、約

28%がダルエスサラーム

からのアクセス 

モザンビーク

（教育） 
マプト、ヨハネスブル

グ、ケープタウン 18～65 歳 
Startups, Proposal 
(Business), ICT, 
Startup ecosystem 

23,192 501 
約 34%がマプト、約 30%
がヨハネスブルグからの

アクセス 

出典：JICA 調査団作成 

 
（≒474 名）が 1 ページしか閲覧せずにサイトから去っていき、残る 90 名はその後もサイト内を閲覧したと読み

取れる。 
10 クリック数と表 5-3 のユーザー数に開きがあるが、表 5-3 の数値の基となっている Google アクセス解析と

Facebook のクリック数計測で計測の仕組みが違うため現れる現象である（例えば、Facebook 広告が同一セッショ

ン内で複数回クリックされると、クリック数＞ユーザー数となるなど）。 
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図 5-11 Facebook 有料広告イメージ 

出典：Facebook を基に JICA 調査団作成 

5.2.3 応募経路 

Africa Open Innovation Challenge の総応募数は、合計 78 件（1 社で複数テーマに応募した企業もあっ

たため提案数をカウントしている）であった。応募フォームに本件を知った経路についての設問を設

け、実際の応募経路を集計した結果を下記に示す（同一企業に対して事務局とナインシグマの両方か

ら情報提供を行っているケースも複数あったが、下記は応募社が選択した回答に基づいて集計した

結果である）。 

なお、ベナンについては、ナインシグマのサービスを活用しなかった点、セネガル、ベナンについて

は仏語圏である点、モザンビークはポルトガル語圏である点が、応募件数に影響を及ぼしていると考

えられる。 

表 5-4 応募社の情報入手経路（全応募） 

対象国（テーマ） 

事務局 

からの 

メール 

ナインシ

グマ 

J-Good 

Tech 

Faceboo

k 等の
SNS 

インター

ネット 

検索 

その他/

無回答 
合計 

ガーナ/ザンビア（遠隔） 8 9 0 1 0 6 24 

セネガル（タブレット） 1 4 0 0 0 2 7 

セネガル（気象） 4 8 0 0 0 2 14 

ベナン（IT） 3 0 0 0 0 0 3 

タンザニア（農業） 3 5 0 0 1 2 11 

タンザニア（金融） 5 6 0 0 1 0 12 

モザンビーク（教育） 3 3 0 1 0 0 7 

合計 27 35 0 2 2 12 78 
出典：JICA 調査団作成 

ナインシグマからの声がけや Ninesights を通じて、Africa Open Innovation Challenge を知り応募に至る

ケースが最も多く、次に事務局からのメール（調査団からの声がけ）となった。続く「その他／無回

答」の内容は、開発コンサルタント、青年海外協力隊 OB メーリングリスト、現地インキュベーター、
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ビジネスパートナー、知人などから情報を得たケースであった（無回答は 1 件）。また、MorningPitch
メルマガ、Facebook 等の SNS、インターネット検索から応募に至るケースは少なく、この結果から

も不特定多数に対する広報よりも、ある程度的を絞った広報が、効率的・効果的であると考えられる。 

次に、Africa Open Innovation Challenge が求めるソリューションにより合致する提案がどのような経

路で応募されたのかを考えるために、一次選考通過提案のみに絞り同様の表を作成した。今度は事務

局からのメール（調査団からの声がけ）による提案が最多となり、次にナインシグマ、そして「その

他／無回答」が続く結果となった。Africa Open Innovation Challenge の趣旨や課題を理解する調査団

が、ある程度の目星をつけて企業や学術研究機関へ声がけをしたことを考えると、自然な結果である

といえる。また、ナインシグマも各対象国のテーマを理解したうえで、同社の持つ企業や学術研究機

関のデータベースを活用し、関心を持つと思われる層へ声がけを行っていたが、ナインシグマ経由で

の応募提案のなかには、本件用にアフリカの背景や課題を踏まえた提案というよりも、自社製品やサ

ービスの一般的な紹介といえるものも含まれていた。このため、応募数に比して一次選考通過提案数

が多くなかったと考えられる。 

表 5-5 応募社の情報入手経路（一次選考通過提案のみ） 

対象国（テーマ） 

事務局 

からの 

メール 

ナインシグ

マ 

J-Good 

Tech 

Facebook

等の SNS 

インター

ネット 

検索 

その他 

ガーナ/ザンビア（遠隔） 2 3 0 0 0 1 

セネガル（タブレット） 1 1 0 0 0 1 

セネガル（気象） 2 1 0 0 0 0 

ベナン（IT） 3 0 0 0 0 0 

タンザニア（農業） 0 2 0 0 0 1 

タンザニア（金融） 4 1 0 0 0 0 

モザンビーク（教育） 3 0 0 0 0 0 

合計 15 8 0 0 0 3 

出典：JICA 調査団作成 

5.3 今後の方向性を検討するための考察 
これらの Africa Open Innovation Challenge の結果を踏まえて、効率的・効果的なプラットフォーム運

営を検討するためのポイントを以下記載する。 

5.3.1 課題の具体化 

第 3 章において各国でのテーマ絞り込みについて記載しているが、改めて具体的な課題（＝ニーズ）

を提示することの重要性を述べる。現地のニーズに合致した提案・応募がなされるためにも、ニーズ

情報の絞込み（具体化、明確化）は、プラットフォーム運営の重要なポイントであると考えられる。

例えば、Africa Open Innovation Challenge ではセネガルにおいて、タブレット有効活用と気象予測と

いう 2 種類のテーマを設定したが、前者への応募数は 7 件、後者への応募数は 14 件と開きがあった。

この原因は、前者の募集要項では敢えて幅広いアイデアを募ることを目的に「必須要件：普及・モニ

タリングシートのデジタル化」に加えて、4 種類の提案例（普及・モニタリング活動の見える化、効

率的な技術指導や研修、タイムリーな病害虫対策・雑草対策、その他（正確・適切なデータ取得のた

めの工夫、農業普及員のモチベーションアップ策など））を掲載し、タイトルを「農業普及員向けタ

ブレットを有効活用するイノベーション」と幅を持たせたことが一因と考えている。より多くの提案

を受け入れるために間口を広げたものの、企業からは「一番のニーズは何か？」、「有効活用」とは

具体的に何を意味するのか？」といった問い合わせがあった。提案書の作成にも一定の工数をかける
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企業側としては、明確なニーズ情報がない場合、提案しづらいということと理解できる。このため、

マッチングのためにもできるだけ具体的（写真や動画等のイメージの活用、求める技術のスペックや

利用環境に関する定量的な情報など）な課題の提示が求められる。そして、そのためには現地課題を

理解する JICA 現地事務所やプロジェクト専門家から、課題を吸い上げることが必要である。Africa 
Open Innovation Challenge では、各国の JICA 事務所および関連するプロジェクト専門家から詳細な情

報を得たことで、具体的な課題の提示ができたと考えている。 

 
図 5-12 課題の具体化プロセス 

出典：JICA 調査団作成 

5.3.2 JICA 独自のデータベース構築 

一見すると、オープンイノベーションとして幅広く広報を行い、多くの企業等からのアイデアを募る

ことが重要であると考えられるが、適切な提案は、ある程度的を絞って声がけを行った企業や、本件

に関心を持つ関係者間の情報ネットワーク（口コミ含む）を通じて情報を得た企業から出されている。

上記 5.1.3 の記載にも関連するが、ナインシグマのような民間サービスにおいても、特定分野や地域

に特化したサービスが多く、差別化したサービスを提供することで登録しているメンバー企業にも、

課題提供を依頼するサービス利用企業にも付加価値を提供している。 

JICA によるプラットフォーム運用に当てはめて考えてみると、既に JICA には国際開発分野や途上

国市場に関心を持つ企業や学術研究機関の情報を保有しており、それを活用することで的を絞った

効果的な広報ができると考えられる。JICA 民間連携事業には毎年多くの企業が応募しており、また、

本調査のように個別案件の中でも複数の民間企業等との PoC を含む連携を行っている。例えば、

Project Ninja では 2,700 社以上からの応募があった。また、JICA STI/DX 室による「全世界（広域）

DX 主流化のための情報収集・確認調査」では民間企業と連携した PoC を試みていたり、JICA 民間

連携事業部による「全世界 COVID-19 を受けた途上国における民間技術活用可能性に係る情報収集・

確認調査」や「全世界途上国ニーズと民間技術マッチングに係る情報収集・確認調査」では複数分野

で民間企業の製品・サービスの途上国展開に係る調査を行っている。また、学術研究機関との連携で

は SATREPS スキームも運用されている。特に昨今は公募を通じた PoC を行う調査案件が増えてい

ることもあり、既に JICA には国際開発分野や途上国市場に関心を持つ企業や学術研究機関の情報が

豊富にあるため、部門間の垣根を越えてそれらをデータベース化し活用することができれば、マッチ

ングサービスの根源になる企業・学術機関データベースを構築することができる。そして、オープン

イノベーション実施時においてテーマや地域に的を絞った形での効果的な広報（声がけ）が可能とな

る。例えば、ナインシグマは、技術情報に特化した企業データベースが強みであるが、同様に JICA
は国際開発分野に特化したデータベースの基となるデータを既に保有していると言えよう。 

課題の精査 ニーズの特定 ニーズ情報の具体化

効果的な解決策を得るための、
顧客への問いかけを実施

解決策保有者への募集要項の骨
子作成のため、具体的なニーズ情
報を絞り込む

顧客の求める技術内容・完成
度等イメージ等について確認

必要な技術／解決したい課題において、重視

するスペックを、できる限り定量的に確認

技術を使って実現したい機能・コンポーネント

・サービスなどを具体的に確認

求める技術レベルを確認

探している技術／困っている課題の具体的な

内容の確認

出来るだけ明確な（定量的な）要件定義を

行う

顧客のニーズのイメージの擦り

合わせ。

ニーズ情報が漠然としている場

合、既知のアイディアや求めてい

るものでないアイディアが提案さ

れることが多い。
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実際、Africa Open Innovation Challenge への応募企業の多くは、過去に JICA 民間連携事業に関与して

いたり、現地企業であれば Project Ninja へ応募していたりと、何らかの形で既に JICA と関係性があ

る企業が大半であった。まずは、JICA 内部の関連する企業情報や学術研究機関の情報を整理しデー

タベース化し活用することが、JICA としてのプラットフォーム機能の強化（効果的なマッチング率

の向上）に繋がると考えられる。この点は当初、Web プラットフォーム（企業等が自ら情報を登録す

る仕組みを持つ公開 Web プラットフォーム）構築を通じて実現させる構想であったが（前述のよう

に情報セキュリティーポリシー上の課題等もあり実現は困難）、JICA 内部でのデータベース構築な

らば実現できる可能性があると考えられる。データベース化に向けては、異なるスキームで使用する

企業情報入力フォームを統一化し、例えば、SDGs ビジネス支援スキームの事前登録 Web サイトのフ

ォームと Africa Open Innovation Challenge や Project Ninja のような個別プロジェクト内で実施する公

募フォームに統一性を持たせる（共通の必須項目を設け共通の入力形式に統一するなど）、主管部が

異なる調査案件であっても、企業に関する調査項目のとりまとめには統一フォーマットを使うよう

JICA からフォーマットを指定する、または RPA を用いて自動的にデータベース化を行う仕組みを導

入するといった方法も考えられる。 

一案としては、異なるスキームで使用する企業情報入力フォームのうち基本情報（会社名、地域、国、

分野、提供製品・技術・サービス名、提供製品・技術・サービス概要）についてのみ共通化し、応募

フォームからエクセルファイルへ入力情報を落としこむ際に、必ず決められた列にデータが格納さ

れるようにすることである。同時に共通項目のうち特に重要な「地域、国、分野」については、共通

した選択肢（例えば、JICA が使用している地域や分野課題の分類）を設けて選択式とする。これだ

けで、ことなるスキーム（案件）の公募企業情報を一つのエクセルファイルに統合し、地域、国、分

野でソートすることが可能になる。共通項目として担当者や連絡先、提供製品・技術・サービスのよ

り詳細な情報（特許有無など）など、どこまでを含めるかや、どのようなツールを用いてシステム化

するかなど詳細は検討する必要があるが、検討のための素案として概要を下記図に記載する。 

 

 
図 5-13 データベース検討のための素案 

出典：JICA 調査団作成 

応募フォーム
Webサイト

CSVファイル エクセルファイル

共通した選択肢を設けておくべき項目

エクセルファイルに変換した際に必ず決められた列にデータが収まるようにすべき項目 各取り組みで自由に設定する事項

• 下記のように異なる案件でも、応募時の基礎情報を共通項目として設定し、応募
情報をエクセル形式にした場合に、決められた列にデータが収まるようにする

• 応募フォームでは、共通項目のうち「地域、国、分野」について、共通した選択肢
を設けておき選択式とする

案件 会社名 地域 国 分野１ 分野２
提供製品・技術・
サービス名

提案製品・技術・
サービス概要

国内外における製品・
技術の販売・導入実績

・・・

A社 アフリカ ガーナ 保健医療

B社 アフリカ セネガル 農業開発・農村開発

C社 アフリカ ベナン 教育 情報通信技術

D社 アフリカ タンザニア 農業開発・農村開発

案件 会社名 地域 国 分野１ 分野２
提供製品・技術・
サービス名

提案製品・技術・
サービス概要

課題への貢献可能性 ・・・・

E社 東南アジア ベトナム 教育

F社 東南アジア フィリピン 防災 都市開発・地域開発

G社 東南アジア タイ 教育

H社 南アジア インド 農業開発・農村開発

案件 会社名 地域 国 分野１ 分野２
提供製品・技術・
サービス名

提案製品・技術・
サービス概要

技術・事業の開発段階 ・・・・

I社 アフリカ ガーナ 保健

J社 中南米 ブラジル 水産

K社 中央アジア モンゴル 教育

L社 アフリカ 南アフリカ 運輸交通

アフリカOI

〇〇情報収
集・確認調

査

〇〇プロ
ジェクト
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5.3.3 対象層の拡大 

最優先事項は前述のとおりであるが、次のアプローチとしては対象層の拡大という戦略が考えられ

る。オープンイノベーションの取り組みを広く広報することで、国際開発分野との関わりが薄かった

企業等を巻き込むきっかけとなり得る。具体的な方法としては、今回のように民間のマッチングサー

ビスを活用する方法が考えられる。表 5－1 に記載したように各社の特徴や得意分野を踏まえて利用

することで、新たなアクターとの接点ができ、JICA のデータベースの拡充にもつながると考えられ

る（例えば、欧米の企業や学術研究機関を対象に含める場合などは、ナインシグマのサービスを活用

するなど）。具体的には、今回連携した中小機構の J-Good Tech や内閣府の STI for SDGs プラットフ

ォームなど公的機関、コペルニクや ARUN Seed などテクノロジーで開発課題解決を目指す活動をし

ている団体、特許技術などを含む高度なテクノロジーを持つ大学との橋渡し役を担う技術移転機関

（Technology Licensing Organization：TLO）、特定分野のテクノロジーに関する業界団体（日本ディ

ープラーニング協会、データサイエンティスト協会など）などが新たな対象層となりえる（特に、東

京大学 TLO）。更に広報の観点からは、Facebook 広告など不特定多数を対象にした広報を行う方法

が考えられる。ただし、この手の方法をとる場合は、確度の高い提案を期待するのではなく、あくま

でも対象層の拡大を主目的に設定するべきである。 

 

表 5-6 対象層拡大のための連携先案 

カテゴリ 例 連携先にとってのメリット 

公的機関 
中小機構の G-Good Tech や内閣府

の STI for SDGs プラットフォーム

など 

日本企業の海外展開支援（支援の

新たな選択肢となる） 

テクノロジーで開発課題

解決を目指す活動をして

いる団体 

（一社）コペルニク・ジャパン、

NPO 法人 ARUN Seed など 

既存活動とのシナジー効果やアフ

リカに関心のない企業への新たな

機会の提供 

大学との橋渡し役を担う

技術移転機関 
（株）東京大学 TLO、（株）TLO
京都など、38 の認定 TLO がある11 

テクノロジーを社会実装するため

のアイデア創出のきっかけを提供 

特定分野のテクノロジー

に関する業界団体 

（一社）日本ディープラーニング

協会、（一社）データサイエンティ

スト協会など 

テクノロジーを社会実装するため

のアイデア創出や新たな市場開拓

のきっかけを提供 
出典：JICA 調査団作成 

 

アフリカ OI 参加者からのフィードバック 

Africa Open Innovation Challenge での各 PoC のユーザーからの反応は第 3 章の PoC 実施結果に記載の

とおり総じて良好であったと言える。他方、PoC 実施側である Africa Open Innovation Challenge に採

択された 7 法人からのフィードバックを得るために、同 7 法人に対して本プログラムに関するアン

ケートを実施した。その結果を下記表に示す。第 3 章に記載のように、各 PoC の状況は異なるため

各法人の回答内容には濃淡があったが、上記の回答からの共通事項・教訓と考えられるフィードバッ

クを下記のとおり整理した。 

 

 
11 認定 TLO とは、国立大学など、国の研究機関の持つ国有特許を事業として取り扱うことのできる TLO を指す。

（https://www.nippo.co.jp/tlo.htm） 
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表 5-7 Africa Open Innovation Challenge に関するアンケート結果 

質問 回答内容 

①本プログラムに参

加した理由をお聞か

せください。 

国際開発という新しい領域やアフリカという新しい市場にて自社製品の

有用性を検証したいという希望や自社ビジネス戦略と特定課題が適合し

ていたこと等が主な参加理由であった。 

②今後も機会があれ

ば本プログラムとの

連携・協創を続けたい

ですか（5 段階評価）。 

・とても続けたい：4 票 
・概ね続けたい：2 票 
・どちらでも良い：1 票 
・あまり続けたくない：0 票 
・連携希望はない：0 票 

③本プログラムと連

携するうえで、どのよ

うなインセンティブ、

モチベーションが必

要だと思います 
か（例：投資、情報、

コネクション等）。 

参加する企業側のインセンティブとしては、費用面の支援（特に人件費を

計上できるメリットについてのコメントあり）、現地関係者（政府、現地

企業、投資先など）との関係性構築支援、技術協力プロジェクトとの連携、

事業展開に関する助言、広報といった点が挙げられた。また、参加する C/P
機関側に対するインセンティブ設計については、無償でソリューションを

試行できるメリットが大きすぎると、純粋なニーズよりもインセンティブ

につられて参加するケースもあり得るという懸念点にも言及がなされた。 

④本プログラムの実

施前後で御社（プロジ

ェクト）に変化があっ

たか（変化の度合いを

5 段階で回答）、変化

があればその内容を

お聞かせください）。 

・非常に高い：4 票 
・まあ高い：2 票 
・どちらともいえない：1 票 
・あまり高くない：0 票 
・高くない：0 票 
上記の回答に加えて「非常に高い」という回答の理由としては、本 PoC を

通じて事業化するために必要な現地関係者との関係構築が進んだ点やソ

リューションを対象国向けにカスタマイズし試行できたことで海外での

事業展開や研究が促進された点などが挙げられた。 

⑤本プログラムの良

い点、改善点をお聞か

せください。 

良い点としては、費用面の支援（特に使途の柔軟性についての好評あり）、

PoC 実施内容に関する JICA 関係者や調査団からの助言、JICA 事業でなけ

ればリーチできない現地関係者（特に政府機関）との関係性構築支援など

が挙げられた。一方、改善点としては、C/P 機関や現地関係者とより密な

コミュニケーションを行うための支援や PoC 実施期間（もっと長期であ

ればなお良かった）についての意見がよせられた。 

出典：JICA 調査団作成 

上記のアンケート結果から採択された 7 法人は総じて Africa Open Innovation Challenge への参加に大

きなメリットを感じていたことがわかる。特に「今後も機会があれば本プログラムとの連携・協創を

続けたいですか」との質問に対して「とても続けたい」及び「概ね続けたい」との回答が 7 法人中 6
法人であり、さらに「本プログラムの実施前後で御社（プロジェクト）に変化があったか」に対して

も同様に「非常に高い」及び「まあ高い」との回答が 7 法人中 6 法人となった。このことから、ソリ

ューションプロバイダーである企業側から見ても Africa Open Innovation Challenge には一定のニーズ

があると考えられる。 

ただし、最後の質問に対して「良い点」として、JICA 事業でなければリーチできない現地関係者（特

に政府機関）との関係性構築支援があげられている一方で、「改善点」としても、C/P 機関や現地関

係者とより密なコミュニケーションを行うための支援が挙げられている点は留意すべきである。こ

れは、現地関係者との関係性構築支援にかかる JICA に対する企業側の期待値は高いことを示してい

ると解釈できる。なかでも特に相手国政府や公的機関との関係性構築に係る期待値が最も高い。しか
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しながら、分野によっては必ずしも JICA 現地事務所が相手国政府や公的機関との人脈を有していな

いケースや JICA 現地事務所がこのような取り組みに対して割けるリソースに限りがあるケースもあ

り得る。このため、課題設置時や審査段階で JICA としてどこまでの支援が提供可能かという点を応

募する企業側へ対し明確に説明しておくことも重要だと考えられる。また、採択企業のなかには、現

地企業や投資先とつながる機会を求めていたケースもある。JICA 事務所がスタートアップエコシス

テムや業界団体との関係性を有していれば良いが、そうでない場合は、現地の業界団体やスタートア

ップエコシステムに精通しているコンサルタント（日本国内・現地いずれも）が JICA に代わって支

援する役割を担うことができるだろう。 

5.3.4 アフリカ OI の成果要因 

上記のように本 PoC を実施した企業側からは一定の満足度を得られたが、本 PoC は成功だったの

か？という点を考えてみたい。 

第 3 章に記載のように、DIVE INTO CODE や HAKKI は PoC をきっかけに対象国での独自ビジネス

展開への具体的なきっかけ（現地政府や現地企業との関係性の構築など）をつかむことができた。ま

た、Augumenta、Maad、JIRCAS、Syno Japan のソリューションについては、今後 JICA の技術協力プ

ロジェクトにおいて活用される可能性が見出された。そして Hylable についてもアフリカの環境での

ソリューションの有効性の検証を行うことで、今後の海外展開への有益なインプットを得ることに

なったと言える。他方、C/P 機関にとっては、約 3 か月という限られた期間で関係者の行動変容や活

動や業務の効率化そのものが図れたわけではないが、デジタル技術活用の可能性を検討する貴重な

機会となったと考えられる。 

このような PoC 結果を振り返ると、その出口案としては主に民間独自ビジネスもしくは JICA 事業で

のソリューション活用の可能性がある。本 PoC の成功の定義を「民間のソリューションを用いて課

題解決に貢献する可能性を検証できたか？」、また、「PoC 後の継続性があるか？」の 2 点であると

設定した場合、Africa Open Innovation Challenge の主な成果は、高い確度での PoC 成功率であると言

える。特に、JICA 民間連携スキーム（中小企業・SDGs ビジネス支援事業）では、調査実施後に継続

的なビジネスや ODA 連携につながるケースがそこまで多くはないことと比較すると、本 PoC では明

確な出口戦略が描けた割合が高い。 

表 5-8 PoC の出口案とその要因／背景 

 
出典：JICA 調査団作成 

 

 

 

国 PoC企業 製品・サービス 出口案工期 要因／背景

ガーナ・

ザンビア
Augumenta スマートグラス ✓ JICA事業への導入10月末終了 コロナ禍でリモート研修の明確なニーズがある技プロとの

連携によるPoC実施

セネガル Maad タブレット ✓ 技プロでの活用9月末終了 デジタル技術活用による業務効率化を目指すC/P機
関と技プロ専門家の積極的な関与

セネガル JIRAS 気象予測
✓ デモ版用ID付与、技プ
ロ、JIRCAS予算9月末終了 デジタル技術活用による業務効率化を目指すC/P機

関と技プロ専門家の積極的な関与

ベナン
Dive into

Code
プログラミング

学習
✓ 民間独自ビジネス11月末終了 ベナン進出に本気の採択企業、人脈豊富な現地パー

トナー企業、ベナンデジタル開発庁の積極的な関与

タンザニア Hakki 信用スコアリング ✓ 民間独自ビジネス12月末終了 ケニア及びタンザニアにおけるマイクロファイナンス市場の

活発化及び技術的可用性の確認ができたため

タンザニア Syno Japan 農業マーケティン

グの促進
✓ 技プロでの活用12月末終了 デジタル技術活用による開発効果の向上を目指す技

プロ専門家の積極的な関与と横展開の可能性

モザンビーク Hylable 教育現場の

対話の可視化
✓ 民間独自ビジネス10月末終了 現地関係者（教員養成校、人間開発教育省な

ど）の協力

民
間
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そこで、JICA 民間連携スキーム（中小企業・SDGs ビジネス支援事業）とアフリカ OI での PoC 実施

方法を比較することで、教訓を導きだすことを試みた。 

 

表 5-9 JICA 民間連携スキームと本調査 PoC の比較 

 
出典：JICA 調査団作成 

 

上記の比較結果と前述の関係者からのフィードバックを踏まえ、導き出される教訓を下記にまとめ

る。 

 

➢ ニーズドリブンなアプローチ：課題設定方法を比較すると本調査での課題設定は、JICA 事務

所、JICA 専門家、現地政府関係者など、課題や現地事情に詳しいだけでなく、売りたいソリュ

ーションをもたない関係へのヒアリングを基にしていた。このためソリューションありき（サ

プライドリブン）ではなく純粋にニーズドリブンなアプローチを取ることができた。勿論、JICA
民間連携スキームに応募する企業の多くも課題や現地事情について一定の調査をしている。し

かし企業が行う調査の場合は、企業の頭には売りたいソリューションがすでにあるため、どう

してもソリューションありきで課題を探すサプライドリブンなアプローチになるのが自然だ

ろう。 

➢ 課題とソリューションのマッチング：前述のようにニーズドリブンなアプローチが重要である

ことは間違いないが、市場にあるソリューションを無視した課題設定をしてもソリューション

とのマッチングが成立しない。本調査ではソリューションありきの課題設定はしなかったもの

の、他方では市場にあるソリューションの調査を実施し、ある程度の「あたり」をつけたうえ

で最終的な課題を設定した。このため、公募に際して関心のありそうな企業に対して個別の応

募奨励を実施することができた（5.2.3「応募経路」に記載のとおり）。 

JICA民間連携スキームと本調査の違い

課題設定方法と実施時の支援が大きな違いか？観点 JICA民間連携スキーム（SDGsビジネス） 本調査

課題設定

• 通常のJICA民間連携スキームに応募する企業も、応募に際して
課題分析をしてはいるが、もともと売りたいソリューションがあり、

それがはまる課題を探すアプローチをとっている

• ソリューション・ドリブンが多い

• 本調査での課題設定は、JICA事務所、JICA専門家、現地政府関係者

など、売りたいソリューションをもたない関係からの現地目線での情報を

基にしており、課題設定のアプローチが異なっていた

• 課題ドリブンなアプローチ

募集
• Webサイトでの公募
• 課題発信セミナー

• Webサイトでの公募に、詳細な課題情報を掲載した
• 関心のありそうな企業への個別の応募奨励を実施した

審査 • プレゼンテーションなし

• 課題分野の有識者（JICA専門家、JICA外の有識者、相手国C/P）にも
審査に参加してもらった→これがあるから実施時に協力してもらえた

• プレゼンテーションあり

• プレゼンテーションでソリューションの理解、実施者のやる気（PoC後の継
続的取り組みのやる気・体制）などを確認することができた

実施 • 相手国C/Pの協力体制が整っていない場合もある
• JICA事務所やJICA専門家の支援はあまりない

• 相手国C/Pからのニーズに基づいており、協力体制が整っていた

• PoCを実施する企業に対して、JICA関係者と調査団の支援があった。JICA
職員、JICA専門家、調査団が高頻度での定例ミーティングへ参加し、各
種情報提供、相手国C/Pとの調整支援、助言などを行った

• 特に相手国C/Pの実情を熟知しているJICA専門家からの支援は、企業に
とって強力だったと考えられる

出口戦略

• 調査内で検討

• 基礎調査や案件化調査の場合は、普及・実証・ビジネス化支

援事業か独自ビジネス

• 技プロでの活用可能性が最初からある程度考慮されていた

管理面・予算
• 管理用の資料作成などにも工数をとられる

• 人件費はカバーされず、使用項目も細かく決まっている

• 管理用の資料作成は限定的で、PoC実施に注力できた
• 人件費もカバーでき、柔軟につかえた（システムのカスタマイズにも人件費

がかかる）

その他
• 外部人材（コンサル）の立場が企業から受注して当該調査の

みを見ている

• 民連スキームでは採用困難な企業（スタートアップ、現地企業）を採択

したら、うまくいった

• コンサルはJICAから受注して個別PoCより幅広い視点で動いている

詳細な課題設定と的を得た募集がで
きた点が一番の違いではないか？
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➢ PoC 実施に係る関係者の巻き込み：課題設定時にニーズ情報を提供した JICA 専門家や、相手

国 C/P が審査プロセスに参加することで、PoC 実施時の協力がスムーズに得られた。勿論、外

部有識者を審査員に加えるメリットはある。しかし、そういった外部有識者のみではなく PoC
実施や実施後の展開に直接的に関わる関係者を課題設置と審査段階に巻き込むことができる

と、「自分事」として PoC 実施時にも自然と関係者の積極的な関与が得られると考えられる。 

➢ 可塑性の高い調達の仕組み：PoC 費用として採択企業の人件費も負担可能である点や事務手続

きの手間がない点なども、JICA 民間連携スキームとは異なる。このように JICA 民間連携スキ

ームとは異なる手法をとれたことで、実施企業が手続きではなくシステム開発などの本業に注

力できたことも、成果の背景にあると考えられる。 

➢ ニーズに合わせたローカライズ：ソリューションを使うことになるユーザーからの要望に対し

て柔軟に対応できたことも成功要因である。JICA 民間連携スキームでは基本的に採択企業の

人件費が負担されないことから、ソリューションを実際に使ってもらいフィードバックに基づ

き改善し、さらなるフィードバックを得る、といった PDCA を回すことが困難である。しかし、

本 PoC では人件費も負担可能な仕組みとしたため、アジャイル型でのシステム開発が可能とな

り、採択企業側も C/P 側も「調査」からは得らない実践的な学びを PoC から得らえたと考えら

れる。 

➢ 迅速な PoC 実施：上記のように、Africa Open Innovation Challenge は JICA 民間連携スキームと

は複数の点で異なっていたと言える。同様に技術協力プロジェクトとも比較してみると更なる

利点がある。技術協力プロジェクトの一部としてこのような PoC を実施する場合、最初から活

動内容として PDM に組み込み、業務実施コンサルタントの TOR にその内容を明記する必要が

ある。しかしながら、どのようなソリューションを持った企業がどのような PoC を実施するの

が不明確な段階ではそれは困難である。そこで結果的に「走りながら考える」ことになりがち

だが、その場合、PoC の内容が決まった時点で PDM での活動内容や評価指標に修正、さらに

はコンサルタントとの契約変更を行うなど、一定の手続きと時間を要しスピーディな実施が困

難である。農業案件における作付けや収穫シーズンや教育案件における新学期開始時期など、

特定のタイミングにタイムリーにソリューションを投入するには、Africa Open Innovation 
Challeng のような取り組みが必要であろう。 

このように他スキームと比較してみると、Africa Open Innovation Challenge では JICA 民間連携スキー

ムや技術協力プロジェクトのような既存スキームの枠組みに縛られえることなく、自由度が高い取

り組みができたことが利点であり、それが高い成功率につながった理由だと考えられる。 
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 今後の Africa Open Innovation Challenge に係る提言 

6.1 運営方針に係る提言 
第 5 章での考察に基づき、Africa Open Innovation Challenge の今後の在り方を考えると、従来型のプ

ロジェクトでは解決が困難な課題に対し、民間企業等からの提案によって課題解決を図る場を JICA
内外に提供することが Africa Open Innovation Challenge の存在意義であろう。優れたソリューション

を活用することで従来よりも効率的・効果的に課題解決を図ることができる。しかし、第 5 章で述べ

たように従来の民間連携スキームや技術協力プロジェクトは、調達制度や活動内容が硬直的である

ことから、ソリューションの試行を迅速に行うことが容易ではない。そこで、既存 JICA スキームで

は対応し難い部分を補完する役割を担うことが Africa Open Innovation Challenge のバリューとなると

考えられる。 

具体的には、技術協力プロジェクトを中心に JICA 事業の中から詳細な課題情報を吸い上げ、公募に

より民間企業や研究機関からソリューションを募集することが Africa Open Innovation Challenge の基

本機能となる。 

単純な公募ではなく、前述の 5.3.2 で提案した JICA 独自のデータベースを活用し、課題に関連した

ソリューションを持つ企業へ応募奨励を行うことで、確度の高いマッチングを実現することが可能

となる。JICA 内部からの詳細な課題情報の収集と、JICA 外部へのソリューション募集という JICA
内と JICA 外を繋ぐ機能により、既存 JICA スキームにない価値を提供できると考えられる。さらに、

Africa Open Innovation Challenge が機能し、複数の技術協力プロジェクトにおいて個別に PoC を実施

するような類似の取り組みを一元化することで、業務効率化につながる利点も期待できる。 

 

 
図 6-1 Africa Open Innovation Challenge の役割 

出典：JICA 調査団作成 

 

JICA内・外の２つのインターフェース

⚫ 既存事業（特に技術協力プロジェクト）における詳細な課題情報を吸い上げ、公募によりソリューションを募る。

⚫ 他方、JICA民間連携事業、Project Ninja、その他デジタル技術の活用を実施している案件、他ドナーの類似の取り組みなどか

ら、途上国進出に関心を持つ企業とそのソリューション情報を吸い上げ、ある程度のマッチング（応募奨励）を行う。

Africa Open Innovation Challengeの役割
課題に対して筋が良い企業に応募奨励をし、ソリューションを募集

課
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題
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題 JICA民間連携事業、Project Ninja、そ

の他デジタル技術の活用を実施している

案件、他ドナーの類似の取り組みなどか

ら、途上国進出に関心を持つ企業とそ

のソリューション情報を吸い上げデータ

ベースとして参照できるようにする

公募サイトを継続運用
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6.2 運営方法に係る提言 
今後、Africa Open Innovation Challenge を継続運営するために想定される具体的な運用プロセスや関

係者の役割案は下表のとおりである。 

 
図 6-2 運用プロセスと関係者の役割案 

出典：JICA 調査団作成 
また、各ステップにおける成功要因や留意点を下図に取り纏めた。 

 
図 6-3 各ステップにおける成功要因と留意点 

出典：JICA 調査団作成 
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特に、「課題の収集・有望テーマの絞り込み」フェーズでは、如何に質の高い課題を継続的に現場か

ら吸い上げていくか、が論点となる。本調査では、①対象国の JICA 在外事務所により絞り込まれた

医療・農業等のセクターに対し、セクター概況調査やデジタル技術の適用可能性の検討を実施し、テ

ーマ候補を複数挙げ、更に現地課題を熟知したステークホルダーがいるか、実証現場が確保できるか

等の点を勘案してテーマの絞り込みを行った。その上で、②絞り込まれたテーマに関してプロジェク

ト関係者等へのヒアリング・深堀調査を実施し、OI テーマを決定した。本調査におけるテーマ設定

方法は適切であったと考える一方で、テーマ候補の絞り込みまでの負荷が高く、継続性の観点で改善

の余地がある。上記１）の、継続的に課題を収集しテーマを絞り込むためのアプローチとして、以下

のような取り組みを実施することが考えられる。 

➢ オプション 1 

• 特定の DX 重点領域に関連する JICA 関係者、専門家、協力隊・DX 人材を交えた課題検討座

談会を開催し、課題やニーズの収集を行うとともに、特定領域におけるイノベーションにつ

いて紹介しデジタル技術の適用可能性について意見交換する。 

➢ オプション 2 

• アフリカオープンイノベーション HP に STI 適用が求められる課題を募集するサイトを準備

し、JICA 関係者や専門家、協力隊に対し公電やメール、SNS 等による周知を定期的に実施し、

通年で課題を募集する。収集された課題に対し、DX 人材を交えた検討会を実施する。 

➢ オプション 3 

• オプション 1 と 2 のハイブリッドとして、オプション 2 で収集した課題に対し、課題検討座

談会を実施する。 

なお、本調査ではコンサルタントが①、②を担ったが、初期段階から JICA 担当者がオーナーシップ

を持って実施するためにも、上記①のテーマ候補の収集や初期的なスクリーニング、JICA が提供で

きるアセット・リソースの整理は JICA が中心となり実施（コンサルタントは必要に応じサポート）

した上で、必要に応じて②よりコンサルタントに委託することが望ましいと思われる。特に、オープ

ンイノベーションの成功要因として、熱量のあるキーパーソンがオーナーシップを持ち推進する体

制の構築が挙げられ、上記の①のフェーズのみならず、他の技術協力プロジェクト等と同様に、JICA
側でオープンイノベーション事業の担当者を配置し、同担当者がテーマ選定から PoC の評価までを

一貫して推進し、コンサルタントはその活動を支援する体制を構築することが重要であろう。 

「公募・審査」フェーズでは、1 テーマに対して必ず 1 つのソリューションを採択することにすると、

必ずしも質が高くないソリューションを採択することに今後なり得る。本調査ではテーマ選定・募集

の段階で、候補企業のロングリストを作成し、応募への個別アプローチを実施したため、質の低い提

案を採択するような事態は発生しなかったが、今後そのような可能性も想定されるため、採択を見送

るケースもある前提でコンサルタントとの契約締結を検討する必要もあるだろう。 

また、PoC 実施企業と関係者間で KPI を PoC 開始前に予め合意しておくことも重要である。KPI が
達成できなかったら事業化に進めないといった厳格な基準である必要はなく、ある程度の柔軟性は

認めるべきであろうが、何がどうなったら事業化を検討するのかといった関係者間の目線を合わせ

ながら、PoC を推進し評価するためにも、KPI を予め設定することが推奨される。 

6.3 運営体制に係る提言 
第 5 章の 5.3.2 で提案した JICA 独自のデータベースを活用したとしても、JICA 内から吸い上げた課

題を JICA 外のソリューションとマッチングすることは容易ではない。途上国の現場の課題を理解し

つつ、同時にデジタル技術にも詳しく課題とソリューションの組み合わせを想像できる能力をもっ

た人材が必要である。本調査ではコンサルタントが試行錯誤しつつこの役目を果たしたが、今後も

Africa Open Innovation Challenge を継続運営していくためには、外部有識者やコンサルタントを活用
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するだけでなく、JICA 内部にそのような人材を育成していくことが重要だろう。当面は、JICA 事業

全体の DX 促進を担う STI/DX 室の支援を得つつ課題とソリューションのマッチングを実施すること

が現実的であるが、いずれの課題もその分野独自の背景や地域性に関連しているため、各課題部や各

地域部に STI/DX 担当に該当する役割を担う人材を配置し、STI/DX 室と連携しつつ課題とソリュー

ションのマッチングにかかる知見を蓄積していくことが一案である。 

また、DX 分野の社内研修の実施や STI/DX 担当者間の意見交換会（カジュアルなランチミーティン

グ等）の実施、さらに民間企業、業界団体、VC 等といった外部との意見交換会などを通じて各人の

知識のアップデートをはかるような人材育成への取り組みも考えられる。 

最後に、Africa Open Innovation Challenge がより大きなインパクトを実現するためには、PoC 実施後

にその成果をどう拡大できるかが重要である。JICA と民間企業による PoC の成果は、相手国政府、

他ドナー、民間企業、投資家といった様々なアクターとの連携によって継続性やインパクトを拡大す

ることが可能となる。Africa Open Innovation Challenge の取り組み自体が新たなアクターとの関係性

構築（ネットワーク構築）を図る手段となり得ると同時に、ネットワーク拡大により、さらに Africa 
Open Innovation Challenge のバリューが高まる。継続的に運営しこのサイクルを回して行くことで、

課題とソーションを繋ぐだけでなく大きなインパクトを実現できるプラットフォームなり得るだろ

う。 

以上
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